


は じ め に

 今年、世界は新型コロナウイルス感染症によるパンデミックに襲われ、我が国でも

多くの感染者・死亡者が出ています。ここに心よりお悔やみ申し上げるとともに、医

療関係者をはじめ、感染症予防に携わられた皆様方に深く感謝申し上げます。 

この感染症の発生により、社会・経済は大きな打撃を受けました。今後、国の緊急

事態宣言の解除により、段階的に社会活動は再開されますが、すでに働き方は変わり

つつあり、テレワークが推進されています。また同時に、大きな問題とされているの

が、外出自粛による運動不足です。運動不足は、子供から高齢者にいたるまで、都

市・地方にかかわらず起こりました。そのうち、街中はジョギングをしたりウォーキ

ングをしたりする人が増え、公園でも走り回って遊ぶ子供たちを見かけるようになり

ました。当財団には、さまざまな事業体から住民・社員・高齢者らへ届けられるよう

な運動プログラムの問い合わせが、毎日何件もきています。日頃、運動・身体活動に

無関心な層にまで、運動・身体活動を行えないという状況がいかに心身の健康を損な

うかということを、危機感をもって認識させたのではないでしょうか。 

 そのような社会の変化にあわせ、健康運動指導士・健康運動実践指導者には、今ま

で以上に多様な対象者・環境においても、安全で確実に効果を出せる指導力が求めら

れるでしょう。この健康運動指導研究助成事業は、健康運動指導士、健康運動実践指

導者の自由な発想に基づく運動指導における研究を支援することにより、運動指導の

充実・強化とともに運動指導者の資質向上を図り、もって国民の健康・体力づくりに

寄与することを目的に、平成２８年度に創設しました。 

毎年、その成果を研究報告会の場で発表いただいておりましたが、今年は、この感

染症拡大防止のため、中止せざるを得ませんでした。１年間研究に取り組んでこられ

た１５人の皆さんには、誠に申し訳なく、残念な思いです。その分、本報告書が多く

の方々に届き、ご活用いただくことを望んでいます。 

最後になりましたが、本研究助成事業の実施にあたり、福永哲夫選考委員長をはじ

めとした委員の皆様には常に積極的なご支援・ご協力を賜り、研究助成採択者の報告

作成にも温かくご指導いただきました。ここに厚く感謝を申し上げます。 

令和２年５月 

公益財団法人 健康・体力づくり事業財団 

理事長 下光 輝一 
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    令和元年度健康運動指導研究助成の総評 
選考委員長 福永哲夫 

 

 令和元年末に発生した新型コロナウイルス感染症は、またたくまに世界を席巻し、

日本では５月末にようやく第１波が過ぎ去ったとされています。この否応のない外圧

に、運動・身体活動の世界でもさまざまな変化が起こりました。人々が、外出自粛に

よりまったく運動・スポーツを行えない状況に追い込まれたこと、その中にあって、

オンライン上でスポーツ選手による発信が社会を元気づけ、オンラインによる運動指

導が行われたり離れていても同時にトレーニングやダンスを楽しんだりすることが日

常化されてきたことなどです。オンライン授業やテレワークも一気に広がり、この感

染症が収束した後、日本は以前と違う社会に進み始めていることでしょう。 

 このような社会変革のもと、運動指導においては、新たな対象者・環境に対して、

それらに見合った方法・手段が開発されてくることが予想されます。今後、本研究助

成事業により、そういった運動指導者の知恵や工夫が共有され、蓄積されることには

大きな意義があると考えます。 

 本報告書には、令和元年度の１５人の研究成果が収載されています。「実践研究」

領域では、ご自身が考案・指導しているプログラムや運動実践者を増やす試みなど、

普段の活動の延長上にある研究が多く見られました。一方、「調査研究」領域では、

外国人の健康、ＡＹＡ世代のがんサバイバー、高齢者など、現代社会における健康づ

くり課題に着目した研究が報告されました。残念ながら、研究の成果を共有し高める

はずの報告会は感染症拡大防止のため中止となってしまいましたが、一人一人がそれ

ぞれの成果を活用し、より有効な運動指導を行っていっていただければ幸甚です。 

 最後に、今回のパンデミックで、運動・身体活動の大切さを改めて感じた人が多く

いらっしゃると思います。運動指導者には、この災禍に負けることなく、運動・身体

活動の普及を通して国民の豊かで幸せな生活に貢献することを期待しています。 
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１．はじめに 

国民の健康増進を推進するための基本

方針として厚生労働省は 2012 年に健康

日本 21（第二次）を定めた 1)。健康日本

21（第二次）では「健康寿命延伸・健康格

差の縮小」が主要な柱（方向性）として掲

げられている。健康寿命とは WHO が提

唱した新しい指標で、平均寿命から寝た

きりや認知症など介護状態の期間を差し

引いた期間と定められており 2)、介護予防

への取り組みが重要である。要介護の要

因として「高齢による虚弱」や「骨折・転

倒」が上位を占めており 3)、運動実践はこ

れらに対して有効な策である可能性が高

い。しかし、健康日本 21（第二次）の中

間評価では高齢者の運動習慣は目標値に

は届いていない 4)。

高齢者が気軽におこなえる運動の一つ

にスタティックストレッチングがある。

ストレッチングは座位または臥位でおこ

なうことができ、怪我のリスクも少ない

低強度運動であり、幅広い対象者に適用

可能である。また、正しい方法を習得でき

れば、特別な道具も必要なく、自宅（独り）

でも継続・実践しやすいことが最大の利

点である。しかし、スタティックストレッ

チングの継続が身体機能の向上に寄与す

ることは報告されているものの 5)、非介入

（非運動実践）群との比較をおこなった

研究が多い 6)。また、有酸素運動やレジス

タンストレーニングと比較することによ

って高齢者の心身機能への効果を明らか

にした研究は少ない。そこで、6 か月間に

わたるスタティックストレッチングの実

践が地域在住高齢者の心身機能、身体活

動量および実践頻度に及ぼす効果につい

て、持久力や筋力およびバランス能力の

向上が報告されている歩行運動である踏

み台昇降運動 7)と比較するランダム化比

較試験を用いて明らかにすることを目的

とした。

２．方法

（1）対象者

募集は地域情報誌を用いておこなった。

組み入れ条件は、①65 歳以上であること、

②医師から運動を禁止されていないこと、

③自力で会場まで来られること、④現在、

他の研究に参加していないこと、⑤運動

習慣がないこととした。教室参加への申

し込みは 76 名であり、抽選で 60 名を対

象者とした。介入前の測定会に不参加だ

った 1 名を除く 59 名を「スタティックス

トレッチング実践（以下、ストレッチ）群」

と「踏み台昇降運動実践（以下、踏み台昇

降）群」の 2 群に無作為に割り付けた。割

り付け後、教室参加辞退の 3 名、教室中

脱落者 7 名、ならびに中間、最終測定会

に不参加の 2 名を除外し、ストレッチ群

24 名、踏み台昇降群 23 名の計 47 名を分

析対象者とした。本研究は、筑波大学体育

系研究倫理委員会の承認を受けて実施し

た（課題番号第 体 019-23 号）。対象者に

は書面および口頭にて本研究の目的、方

法、個人情報の取扱いについて十分な説

明をおこない、本人署名による同意書を

得た。

（2）介入方法 

介入期間は 2019年 8月 19日から 2020

１．実践研究 

長長期期間間ののススタタテティィッッククスストトレレッッチチンンググ実実践践がが高高齢齢者者のの

心心身身機機能能にに及及ぼぼすす効効果果  ～～歩歩行行運運動動ととのの比比較較～～

城寳 佳也* 
大藏 倫博**

抄録

超高齢社会を迎えたわが国では健康寿命の延伸が喫緊の課題であり、介護予防への取

り組みが重要である。要介護の要因として「高齢による虚弱」や「骨折・転倒」が上位

を占めており、運動実践はこれらに対して有効な策である可能性は高い。そこで本研究

の目的は、誰でもが気軽におこなえる低強度運動であるスタティックストレッチングの

実践が、高齢者の心身機能に有効であるかを歩行運動（踏み台昇降運動）と比較し明ら

かにすることとした。対象者は地域在住高齢者 47 名で介入前における測定の後、スト

レッチ群 24 名と踏み台昇降群 23 名に無作為に割り付けた。教室は 1 回あたり 60 分間

を週 1 回の頻度で全 22 回実施した。評価項目は身体機能（筋力、歩行能力、バランス

能力）、関節可動域、抑うつ度、身体活動量および各種目の実践頻度とした。その結果、

バランス能力、関節可動域および抑うつ度は両群とも向上し、高齢者の心身機能改善へ

の有効性を示した。また両群とも、2019 年 8 月～2020 年 2 月までの 6 か月間、週 4～
5 回のストレッチングあるいは踏み台昇降運動を実践しており、習慣化するという観点

からも有効な運動である可能性が考えられる。特にスタティックストレッチングは自宅

で座位や臥位でもおこなえる低強度の運動であることから、本研究の結果から得られた

知見は、高齢者の運動習慣化を促進する上で有益な情報といえる。

キーワード：ストレッチング，高齢者，心身機能，実践頻度，身体活動量

* 筑波大学人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻

** 筑波大学体育系 
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国民の健康増進を推進するための基本

方針として厚生労働省は 2012 年に健康

日本 21（第二次）を定めた 1)。健康日本

21（第二次）では「健康寿命延伸・健康格

差の縮小」が主要な柱（方向性）として掲

げられている。健康寿命とは WHO が提

唱した新しい指標で、平均寿命から寝た

きりや認知症など介護状態の期間を差し

引いた期間と定められており 2)、介護予防

への取り組みが重要である。要介護の要

因として「高齢による虚弱」や「骨折・転

倒」が上位を占めており 3)、運動実践はこ

れらに対して有効な策である可能性が高

い。しかし、健康日本 21（第二次）の中

間評価では高齢者の運動習慣は目標値に

は届いていない 4)。

高齢者が気軽におこなえる運動の一つ

にスタティックストレッチングがある。

ストレッチングは座位または臥位でおこ

なうことができ、怪我のリスクも少ない

低強度運動であり、幅広い対象者に適用

可能である。また、正しい方法を習得でき

れば、特別な道具も必要なく、自宅（独り）

でも継続・実践しやすいことが最大の利

点である。しかし、スタティックストレッ

チングの継続が身体機能の向上に寄与す

ることは報告されているものの 5)、非介入

（非運動実践）群との比較をおこなった

研究が多い 6)。また、有酸素運動やレジス

タンストレーニングと比較することによ

って高齢者の心身機能への効果を明らか

にした研究は少ない。そこで、6 か月間に

わたるスタティックストレッチングの実

践が地域在住高齢者の心身機能、身体活

動量および実践頻度に及ぼす効果につい

て、持久力や筋力およびバランス能力の

向上が報告されている歩行運動である踏

み台昇降運動 7)と比較するランダム化比

較試験を用いて明らかにすることを目的

とした。

２．方法 

（1）対象者

募集は地域情報誌を用いておこなった。

組み入れ条件は、①65 歳以上であること、

②医師から運動を禁止されていないこと、

③自力で会場まで来られること、④現在、

他の研究に参加していないこと、⑤運動

習慣がないこととした。教室参加への申

し込みは 76 名であり、抽選で 60 名を対

象者とした。介入前の測定会に不参加だ

った 1 名を除く 59 名を「スタティックス

トレッチング実践（以下、ストレッチ）群」

と「踏み台昇降運動実践（以下、踏み台昇

降）群」の 2 群に無作為に割り付けた。割

り付け後、教室参加辞退の 3 名、教室中

脱落者 7 名、ならびに中間、最終測定会

に不参加の 2 名を除外し、ストレッチ群

24 名、踏み台昇降群 23 名の計 47 名を分

析対象者とした。本研究は、筑波大学体育

系研究倫理委員会の承認を受けて実施し

た（課題番号第 体 019-23 号）。対象者に

は書面および口頭にて本研究の目的、方

法、個人情報の取扱いについて十分な説

明をおこない、本人署名による同意書を

得た。

（2）介入方法

介入期間は 2019年 8月 19日から 2020

１．実践研究 

長長期期間間ののススタタテティィッッククスストトレレッッチチンンググ実実践践がが高高齢齢者者のの

心心身身機機能能にに及及ぼぼすす効効果果 ～～歩歩行行運運動動ととのの比比較較～～

城寳 佳也*
大藏 倫博**

抄録

超高齢社会を迎えたわが国では健康寿命の延伸が喫緊の課題であり、介護予防への取

り組みが重要である。要介護の要因として「高齢による虚弱」や「骨折・転倒」が上位

を占めており、運動実践はこれらに対して有効な策である可能性は高い。そこで本研究

の目的は、誰でもが気軽におこなえる低強度運動であるスタティックストレッチングの

実践が、高齢者の心身機能に有効であるかを歩行運動（踏み台昇降運動）と比較し明ら

かにすることとした。対象者は地域在住高齢者 47 名で介入前における測定の後、スト

レッチ群 24 名と踏み台昇降群 23 名に無作為に割り付けた。教室は 1 回あたり 60 分間

を週 1 回の頻度で全 22 回実施した。評価項目は身体機能（筋力、歩行能力、バランス

能力）、関節可動域、抑うつ度、身体活動量および各種目の実践頻度とした。その結果、

バランス能力、関節可動域および抑うつ度は両群とも向上し、高齢者の心身機能改善へ

の有効性を示した。また両群とも、2019 年 8 月～2020 年 2 月までの 6 か月間、週 4～
5 回のストレッチングあるいは踏み台昇降運動を実践しており、習慣化するという観点

からも有効な運動である可能性が考えられる。特にスタティックストレッチングは自宅

で座位や臥位でもおこなえる低強度の運動であることから、本研究の結果から得られた

知見は、高齢者の運動習慣化を促進する上で有益な情報といえる。

キーワード：ストレッチング，高齢者，心身機能，実践頻度，身体活動量
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成した（図 2）。指導中、なるべく台の中

央で足がはみ出さないようにおこなうこ

と、前傾姿勢にならないよう腹筋を意識

し直立姿勢でおこなうこと、意識的に腕

を振ることなどフォームの注意点を説明

し、毎日おこなうよう指示した。 また自

宅での実践を促すため、ストレッチ群と

同様、日誌を配布し、毎回、教室参加時に

日誌を持参してもらい、グループディス

カッション時に自宅での実践状況や体の

変化について報告する時間を設けた。

（3）評価項目 

1) 身体機能

対象者の身体機能はパフォーマンステ

ストにより評価した。パフォーマンステ

ストは握力（筋力）、5 m 通常歩行時間（歩

行能力）、開眼片足立ち時間（バランス能

力）の計 3 種目を測定した。握力と 5 m
通常歩行時間の測定方法は角田ら（2010）
と同様である 8)。開眼片足立ち時間は文部

科学省の新体力テストの実施要項 9)に従

い測定した。

2) 関節可動域

関節可動域の測定は介入前後で実施し

た。測定にはゴニオメーターを用い、全て

他動にておこなった。測定は 2 名の検者

がおこない、最終可動域までの他動とゴ

ニオメーターでの角度測定をそれぞれ分

担した。下肢伸展挙上（Straight Leg
Raising）の測定は、測定肢位は背臥位、

基本軸を体幹と平行な線、移動軸を大腿

骨（大転子と大腿骨外顆の中心を結ぶ線）

とし、反対側の大腿部を固定した状態で、

最大限の伸張を感じる点を最終可動域と

した。足関節背屈可動域（膝伸展位）の測

定は、測定肢位は背臥位、基本軸を腓骨へ

の垂直線、移動軸は第 5 中足骨とし、検

査側膝関節を伸展肢位で固定した状態で、

最大限の伸張を感じる点を最終可動域と

した。全ての測定において左右 1 回ずつ

測定し、左右の平均値を採用値とした。

3) 抑うつ度

質問紙による抑うつ度の調査は介入前

後で実施した。抑うつ度の評価には、日本

語短縮版Geriatric Depression Scale （以

下、GDS）を用いた 10)。GDS は高齢者の

抑うつ度を評価するために 15 項目で作

成された質問票である。各項目に「はい」、

「いいえ」の 2 択で回答し、0 点もしくは

1 点で評価され、15 項目の合計得点が

GDS 得点となる。得点の範囲は 0～15 点
であり、点数が高いほど抑うつ度が高い

と評価される。

4) 身体活動量

質問紙による身体活動量の調査は介入

前後で実施した。身体活動量の評価には

Physical Activity Scale for the Elderly
（以下、PASE）を用いた 11)。PASE は過

去 7 日間に実践した活動を質問するもの

であり、余暇活動、家庭内活動、仕事関連

活動の 3 種類の身体活動を得点化し、合

算した総身体活動量を分析に用いた。教

室後の調査では、本課題のストレッチン

グおよび踏み台昇降の実践は除外して算

出した。

5) ストレッチングならびに踏み台昇降

運動実践頻度

2 か月ごとに日誌を回収し、両群とも 1
セット以上実践した日数を算出した。

6) その他の項目

本研究では対象者の基本属性として、

年 2 月 10 日とし、その前後（7 月 29 日

および 2 月 17 日）および中間測定として

2 か月に 1 回（2019 年 10 月 14 日および

12 月 16 日）体力測定会をおこなった。

教室は両群とも、1 回あたり 60 分間を週

1 回の頻度で全 22 回実施した。運動指導

は健康運動指導士が担当した。

1) ストレッチ群

1 回の教室は、15 分間のウォームアッ

プ、30 分間のスタティックストレッチン

グの説明および実践、休憩をはさみ、10 分

間のグループディスカッションで構成さ

れる。ストレッチングの種類はスタティ

ックストレッチングとし、大筋群を中心

とした 12 種目で構成した（図 1）。伸張時

間は 30 秒で、セット数は 1 セットとし、

10 分間程度でおこなえるメニューを作成

した。指導中は、伸張させている筋肉やフ

ォームの注意点を随時説明し、伸張させ

ている筋肉を意識すること、30 秒間伸張

すること、伸張反射を起こさないように

反動をつけないこと、呼吸を止めずリラ

ックスしておこなうこと、毎日おこなう

ことを随時伝えた。また自宅での実践を

促すため、日誌を配布した。12 種目のス

トレッチングの実践方法について写真付

きの解説と実践状況をチェックする欄を

記載したものを配布し、毎日、1 セット以

上おこなうことを目標とし、実践記録を

付けるよう指示した。毎回、教室参加時に

日誌を持参してもらい、グループディス

カッション時に自宅での実践状況や体の

変化について報告する時間を設けた。

2) 踏み台昇降群

1 回の教室は、15 分間のウォームアッ

プ、30 分間の踏み台昇降運動のステップ

の説明および実践、休憩をはさみ、10 分

間のグループディスカッションから構成

される。ステップ台の高さは 10 cm とし、

1 分間に 70 ステップ（70 bpm）のテンポ

で実施した。ステップの種類は台への昇

降動作であるベーシックステップとその

バリエーションおよびレッグカールを含

めた 9 種類とし、10 分間のメニューを作

図 2 踏み台昇降運動の一例図 1 ストレッチングの一例
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成した（図 2）。指導中、なるべく台の中

央で足がはみ出さないようにおこなうこ

と、前傾姿勢にならないよう腹筋を意識

し直立姿勢でおこなうこと、意識的に腕

を振ることなどフォームの注意点を説明

し、毎日おこなうよう指示した。 また自

宅での実践を促すため、ストレッチ群と

同様、日誌を配布し、毎回、教室参加時に

日誌を持参してもらい、グループディス

カッション時に自宅での実践状況や体の

変化について報告する時間を設けた。

（3）評価項目

1) 身体機能

対象者の身体機能はパフォーマンステ

ストにより評価した。パフォーマンステ

ストは握力（筋力）、5 m 通常歩行時間（歩

行能力）、開眼片足立ち時間（バランス能

力）の計 3 種目を測定した。握力と 5 m
通常歩行時間の測定方法は角田ら（2010）
と同様である 8)。開眼片足立ち時間は文部

科学省の新体力テストの実施要項 9)に従

い測定した。

2) 関節可動域

関節可動域の測定は介入前後で実施し

た。測定にはゴニオメーターを用い、全て

他動にておこなった。測定は 2 名の検者

がおこない、最終可動域までの他動とゴ

ニオメーターでの角度測定をそれぞれ分

担した。下肢伸展挙上（Straight Leg
Raising）の測定は、測定肢位は背臥位、

基本軸を体幹と平行な線、移動軸を大腿

骨（大転子と大腿骨外顆の中心を結ぶ線）

とし、反対側の大腿部を固定した状態で、

最大限の伸張を感じる点を最終可動域と

した。足関節背屈可動域（膝伸展位）の測

定は、測定肢位は背臥位、基本軸を腓骨へ

の垂直線、移動軸は第 5 中足骨とし、検

査側膝関節を伸展肢位で固定した状態で、

最大限の伸張を感じる点を最終可動域と

した。全ての測定において左右 1 回ずつ

測定し、左右の平均値を採用値とした。

3) 抑うつ度

質問紙による抑うつ度の調査は介入前

後で実施した。抑うつ度の評価には、日本

語短縮版Geriatric Depression Scale （以

下、GDS）を用いた 10)。GDS は高齢者の

抑うつ度を評価するために 15 項目で作

成された質問票である。各項目に「はい」、

「いいえ」の 2 択で回答し、0 点もしくは

1 点で評価され、15 項目の合計得点が

GDS 得点となる。得点の範囲は 0～15 点
であり、点数が高いほど抑うつ度が高い

と評価される。

4) 身体活動量

質問紙による身体活動量の調査は介入

前後で実施した。身体活動量の評価には

Physical Activity Scale for the Elderly
（以下、PASE）を用いた 11)。PASE は過

去 7 日間に実践した活動を質問するもの

であり、余暇活動、家庭内活動、仕事関連

活動の 3 種類の身体活動を得点化し、合

算した総身体活動量を分析に用いた。教

室後の調査では、本課題のストレッチン

グおよび踏み台昇降の実践は除外して算

出した。

5) ストレッチングならびに踏み台昇降

運動実践頻度

2 か月ごとに日誌を回収し、両群とも 1
セット以上実践した日数を算出した。

6) その他の項目

本研究では対象者の基本属性として、

年 2 月 10 日とし、その前後（7 月 29 日

および 2 月 17 日）および中間測定として

2 か月に 1 回（2019 年 10 月 14 日および

12 月 16 日）体力測定会をおこなった。

教室は両群とも、1 回あたり 60 分間を週

1 回の頻度で全 22 回実施した。運動指導

は健康運動指導士が担当した。

1) ストレッチ群

1 回の教室は、15 分間のウォームアッ

プ、30 分間のスタティックストレッチン

グの説明および実践、休憩をはさみ、10 分

間のグループディスカッションで構成さ

れる。ストレッチングの種類はスタティ

ックストレッチングとし、大筋群を中心

とした 12 種目で構成した（図 1）。伸張時

間は 30 秒で、セット数は 1 セットとし、

10 分間程度でおこなえるメニューを作成

した。指導中は、伸張させている筋肉やフ

ォームの注意点を随時説明し、伸張させ

ている筋肉を意識すること、30 秒間伸張

すること、伸張反射を起こさないように

反動をつけないこと、呼吸を止めずリラ

ックスしておこなうこと、毎日おこなう

ことを随時伝えた。また自宅での実践を

促すため、日誌を配布した。12 種目のス

トレッチングの実践方法について写真付

きの解説と実践状況をチェックする欄を

記載したものを配布し、毎日、1 セット以

上おこなうことを目標とし、実践記録を

付けるよう指示した。毎回、教室参加時に

日誌を持参してもらい、グループディス

カッション時に自宅での実践状況や体の

変化について報告する時間を設けた。

2) 踏み台昇降群

1 回の教室は、15 分間のウォームアッ

プ、30 分間の踏み台昇降運動のステップ

の説明および実践、休憩をはさみ、10 分

間のグループディスカッションから構成

される。ステップ台の高さは 10 cm とし、

1 分間に 70 ステップ（70 bpm）のテンポ

で実施した。ステップの種類は台への昇

降動作であるベーシックステップとその

バリエーションおよびレッグカールを含

めた 9 種類とし、10 分間のメニューを作

図 2 踏み台昇降運動の一例図 1 ストレッチングの一例
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による高齢者のバランス機能への効果は

報告されている 12)。本課題では、両群と

も介入前後において改善がみられたが、

群間差までは至らなかった。今後は、「非

介入群」を設け、それぞれの群の効果を

比較する必要がある。 
 

（2）関節可動域 

 教室前後における関節可動域の変化を

表 3 に示した。2 要因分散の結果、下肢

伸展挙上可動域では時間の主効果が認め

られ、両群において有意な向上が認めら

れた。また足関節背屈可動域について

は、交互作用が認められ、踏み台昇降群

と比較し、ストレッチ群の値がより向上

していた。 
 

（3）抑うつ度 

教室前後における抑うつ度の変化を表

4 に示した。2 要因分散分析の結果、時間

による主効果が認められ、両群において

有意な改善が認められた。高齢者を対象

とした研究では、これまで筋力トレーニ

ングが含まれる中強度のプログラムが抑

表 2 教室前、2か月後、4か月後、6か月後における身体機能の変化 

 

Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD

ストレッチ群 24.0 ± 9.0 25.4 ± 8.1 24.9 ± 8.7 24.8 ± 8.0
踏み台昇降群 25.5 ± 6.1 26.2 ± 5.9 25.8 ± 6.4 24.9 ± 6.2
ストレッチ群 3.6 ± 0.6 3.4 ± 0.6 3.5 ± 0.7 3.4 ± 0.7
踏み台昇降群 3.3 ± 0.4 3.4 ± 0.5 3.2 ± 0.5 3.2 ± 0.5
ストレッチ群 44.2 ± 42.9 69.5 ± 46.7 69.2 ± 49.8 68.0 ± 45.3
踏み台昇降群 56.9 ± 41.9 68.7 ± 40.5 75.3 ± 41.4 79.8 ± 46.3

SD︓standard deviation.

4か月後 6か月後

開眼⽚⾜⽴ち
時間,　秒

5m通常歩⾏
時間,　秒

握⼒,　kg

教室前 2か月後

表 3 教室前後における関節可動域の変化 

 

Mean SD Mean SD
ストレッチ群 70.8 ± 10.3 108.2 ± 11.3
踏み台昇降群 73.6 ± 11.1 105.7 ± 15.4
ストレッチ群 19.0 ± 3.5 21.8 ± 2.8*
踏み台昇降群 19.3 ± 5.8 20.4 ± 3.8

SD︓standard deviation.*represents significant differences from before in each group.

下肢伸展挙上可動域,　度

⾜関節背屈可動域,　度

6か月後教室前

表 4 教室前後における抑うつ度の変化 

 

Mean SD Mean SD
ストレッチ群 3.9 ± 2.9 3.0 ± 2.6
踏み台昇降群 2.6 ± 1.8 2.2 ± 1.6

SD︓standard deviation.

教室前 6か月後

GDSスコア,　点

 

年齢、性、身長、体重、body mass index
（以下 BMI）、関節症の既往歴（腰痛、膝

関節痛）を調査した。身長は身長計を用い

て 0.1cm 単位で測定した。体重は体重計

を用いて 0.1kg 単位で測定した。BMI は
次式「体重/身長 2（kg/m2）」により算出し

た。関節症の既往歴については自記式ア

ンケートにより調査した。 
 

（4）統計解析 

基本属性の群間差を比較するために対

応のない t検定ならびにχ2検定を用いた。

2 群間（ストレッチ群および踏み台昇降群）

の 4 地点における身体機能の比較には群

（ストレッチ群 vs.踏み台昇降群）×時間

（教室前 vs.2 か月後 vs.4 か月後 vs.6 か

月後）の 2 要因分散分析を用いた。関節

可動域、抑うつ度、および身体活動量の教

室前後の比較には群（ストレッチ群 vs.踏
み台昇降群）×時間（教室前 vs.教室後）

の 2 要因分散分析を用いた。また教室期

間中の実践頻度の比較には群（ストレッ

チ群 vs.踏み台昇降群）×時間（教室開始

～2 か月 vs.2～4 か月 vs.4～6 か月）の 2
要因分散分析を用いた。多重比較検定に

は Bonferroni 法を用いた。全ての統計処

理 に は IBM SPSS Statistics 25 for 
Windows を使用し、有意水準はいずれも

5%未満とした。 
 
３．結果と考察 

 

【対象者の特徴】 
対象者の基本属性を表 1 に示した。介

入前における各群には有意な群間差は認

められなかった。教室への参加率は、スト

レッチ群は 87.7±13.3％、踏み台昇降群は

89.3±8.1％であった。 
 

（1）身体機能 

4 地点における身体機能項目の変化を

表 2 に示した。2 要因分散分析の結果、

握力と開眼片足立ち時間において時間に

よる主効果が認められたが、有意な交互

作用は認められなかった。握力について

は、教室前および 6 か月後と比較し 2 か

月後の値が有意に高く、開眼片足立ち時

間については、2 か月後、4 か月後およ

び 6 か月後の値が教室前と比較し有意に

向上した。また 5m 通常歩行時間につい

ては、有意な変化は認められなかった。

先行研究において、ストレッチング実践

表 1 対象者の基本属性 

 

Mean SD Mean SD P value

年齢，歳 71.3 ± 5.2 72.0 ± 4.7 0.629

男⼥⽐，男/⼥ 0.792

BMI，㎏/㎡ 23.7 ± 3.4 22.6 ± 2.7 0.231

膝関節痛あり，ｎ（％） 0.792

腰痛あり，ｎ（％） 0.947
SD︓standard deviation.

4（16.7） 4（17.4）

6（25.0） 5（21.7）

ストレッチ群
（n=24）

踏み台昇降群
（n=23）
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月後の値が有意に高く、開眼片足立ち時
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び 6 か月後の値が教室前と比較し有意に

向上した。また 5m 通常歩行時間につい
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先行研究において、ストレッチング実践
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る者も多く、健康日本 21（第二次）で推

奨されている歩行運動を実践することが

困難な高齢者も多い。自宅で座位や臥位

でおこなえるストレッチングが踏み台昇

降運動と同様の効果があるという本研究

の知見は、今後、高齢者の運動の習慣化を

普及・促進するうえで有益な情報といえ

る。 
 
※（1）～（5）の評価項目について、今後

の論文化のため、詳細な値は割愛した。 
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うつの改善に有効であると報告されてい

るが 13)、本研究の結果から、低強度であ

る有酸素運動やストレッチングを用いた

プログラムについても、有効である可能

性が考えられる。今後は、抑うつ症状を有

する高齢者を対象とした検証をおこなう

必要がある。 
 

（4）身体活動量 

教室前後における身体活動量の変化を

表 5 に示した。2 要因分散分析の結果、有

意な変化は認められなかった。 
 

（5） ストレッチングならびに踏み台昇

降運動実践頻度 

 教室期間中の 3 地点における実践頻度

の変化を表 6 に示した。2 要因分散分析

の結果、交互作用が認められ、4 か月～6
か月における実践頻度についてストレッ

チ群が踏み台昇降群と比較し有意に実践

頻度が多かった。 

４．まとめ 

 

本研究は、スタティックストレッチン

グの実践が地域在住高齢者の心身機能、

身体活動量および実践頻度に及ぼす効果

について検討するため、踏み台昇降群と

比較し、効果検証をおこなった。その結果、

バランス能力、関節可動域および抑うつ

度について、両群とも向上しており、高齢

者における心身機能向上に寄与する可能

性が考えられる。また両群とも週 4～5 回

の頻度での実践を半年間継続していたこ

と、本課題のストレッチングおよび踏み

台昇降運動の実践を除外して算出した身

体活動量が介入前の水準を維持していた

ことから、身体活動基準 2013 で掲げてい

る「身体活動を今より少しでも増やす（例

えば 10 分多く歩く）」といった目標に適

した種目である可能性がある。 
高齢者が運動をやらない理由として、

「年を取ったから」「病気やけがをしてい

るから」という理由が上位に挙げられる

こと 14)、また膝関節痛や腰痛の既往があ

表 5 教室前後における身体活動量の変化 

 

Mean SD Mean SD
ストレッチ群 97.6 ± 40.2 106.2 ± 34.5
踏み台昇降群 112.7 ± 66.8 114.8 ± 51.0

SD︓standard deviation.

PASEスコア,　点

教室前 6か月後

表 6 教室介入中における実践頻度の変化 

 

Mean SD Mean SD Mean SD

ストレッチ群 5.0 ± 1.8 5.2 ± 1.6 5.2 ± 1.5†

踏み台昇降群 4.9 ± 1.5 4.2 ± 1.9 4.3 ± 1.4†

SD︓standard deviation. †represents significant differences between groups.

教室開始〜2か月 2か月〜4か月 4か月〜6か月

実践頻度,　⽇/週
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プログラムについても、有効である可能

性が考えられる。今後は、抑うつ症状を有

する高齢者を対象とした検証をおこなう

必要がある。 
 

（4）身体活動量 

教室前後における身体活動量の変化を

表 5 に示した。2 要因分散分析の結果、有

意な変化は認められなかった。 
 

（5） ストレッチングならびに踏み台昇

降運動実践頻度 

 教室期間中の 3 地点における実践頻度

の変化を表 6 に示した。2 要因分散分析

の結果、交互作用が認められ、4 か月～6
か月における実践頻度についてストレッ

チ群が踏み台昇降群と比較し有意に実践

頻度が多かった。 

４．まとめ 
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身体活動量および実践頻度に及ぼす効果

について検討するため、踏み台昇降群と

比較し、効果検証をおこなった。その結果、

バランス能力、関節可動域および抑うつ

度について、両群とも向上しており、高齢

者における心身機能向上に寄与する可能

性が考えられる。また両群とも週 4～5 回

の頻度での実践を半年間継続していたこ

と、本課題のストレッチングおよび踏み

台昇降運動の実践を除外して算出した身

体活動量が介入前の水準を維持していた

ことから、身体活動基準 2013 で掲げてい

る「身体活動を今より少しでも増やす（例
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した種目である可能性がある。 
高齢者が運動をやらない理由として、

「年を取ったから」「病気やけがをしてい

るから」という理由が上位に挙げられる
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表 5 教室前後における身体活動量の変化 

 

Mean SD Mean SD
ストレッチ群 97.6 ± 40.2 106.2 ± 34.5
踏み台昇降群 112.7 ± 66.8 114.8 ± 51.0

SD︓standard deviation.

PASEスコア,　点

教室前 6か月後

表 6 教室介入中における実践頻度の変化 

 

Mean SD Mean SD Mean SD

ストレッチ群 5.0 ± 1.8 5.2 ± 1.6 5.2 ± 1.5†

踏み台昇降群 4.9 ± 1.5 4.2 ± 1.9 4.3 ± 1.4†

SD︓standard deviation. †represents significant differences between groups.

教室開始〜2か月 2か月〜4か月 4か月〜6か月

実践頻度,　⽇/週
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骨盤底筋体操は腹圧性尿失禁の治療や予防に効果があるという報告は散見されるが、

最適な効果を示す方法は明らかではない。本研究はツールの有無、感覚入力のみ、ケ

ーゲル体操、オンライン指導を用いて、運動効果を検証することを目的とする。尿漏

れ経験があるが日常動作に問題のない女性 27 名（50.4±4 歳）を対象に、ツール無し

を K 群（9 名）、タオル使用を T 群（8 名）、ツール（PFProp）使用を P 群（10 名）

とした。運動内容は期間を 3 つに分け指導した。期間Ⅰは椅子座位、期間Ⅱはケーゲ

ル体操、期間Ⅲは椅子座位での規定運動と 1 回/週オンライン指導とし、4 週間ごとに

内容を変えて、3 か月間実践した。測定はパッドテスト、膣圧測定、脊柱アライメン

ト、SF-36v2 記入を各運動介入前後の計 4 回、終了時にオンライン指導アンケートを

取得し、各測定項目別に統計的解析を行った。有意水準は 5％とした。運動介入によ

り全群で仙骨傾斜角の変化に有意差を認めた。平均膣圧値と収縮時間では P 群で骨盤

底筋の機能改善および精神的側面で P 群は K 群より改善傾向であった。また、社会生

活機能面では 3 群内で P 群が有意に改善した。その他については、有意差を認めなか

った。骨盤底体操は姿勢の変化が生じることが示唆され、PFProp を使うことで人付

き合いや気持ちが前向きになることが考えられる。今後はオンライン指導の有効性も

含め対象者数を増やし、多角的分析を行う必要がある。 
 
キーワード：骨盤底筋体操，PFProp，ケーゲル体操，オンライン指導，腹圧性尿失禁 
 
* 一般財団法人日本コアコンディショニング協会 

** 医療法人社団ウィミンズ・ウェルネス対馬ルリ子女性ライフクリニック 

*** 九州看護福祉大学 大学院看護福祉学研究科 健康支援科学専攻 

**** 順天堂大学スポーツ健康科学部

 

flexibility-exercise interventions on 
balance and related measures in older 
adults. J Aging Phys Act, 17：444-454． 

13）Mather AS, Rodriguez C, Guthrie 
MF, McHarg AM（2002）Effects of 
exercise on depressive symptoms in 

 older adults with poorly responsive 
depressive disorder: randomised 
controlled trial．Br J Psychiatry，180：
411-415． 

14）スポーツ庁．令和元年度「スポーツの

実施状況等に関する世論調査」． 
https://www.mext.go.jp/sports/content
/20200225-spt_kensport01-00000513 
6_1.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧） 

 
 
本研究は、「令和元年度健康・体力づくり

事業財団健康運動指導研究助成事業」の

助成金を受けて実施しています。 
 

16 令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

１．実践研究 

 

中中高高年年女女性性をを対対象象ととししたた骨骨盤盤底底筋筋群群へへのの効効果果的的なな  

アアププロローーチチ方方法法のの検検討討  

〜〜オオンンラライインン遠遠隔隔指指導導にによよるる運運動動指指導導者者活活動動のの波波及及効効果果をを期期待待ししてて〜〜   
 

岡橋 優子* 
対馬 ルリ子**  二宮 省悟***  中新井田 敦子****  石塚 利光* 

 
抄録 

 
骨盤底筋体操は腹圧性尿失禁の治療や予防に効果があるという報告は散見されるが、

最適な効果を示す方法は明らかではない。本研究はツールの有無、感覚入力のみ、ケ

ーゲル体操、オンライン指導を用いて、運動効果を検証することを目的とする。尿漏

れ経験があるが日常動作に問題のない女性 27 名（50.4±4 歳）を対象に、ツール無し

を K 群（9 名）、タオル使用を T 群（8 名）、ツール（PFProp）使用を P 群（10 名）

とした。運動内容は期間を 3 つに分け指導した。期間Ⅰは椅子座位、期間Ⅱはケーゲ

ル体操、期間Ⅲは椅子座位での規定運動と 1 回/週オンライン指導とし、4 週間ごとに

内容を変えて、3 か月間実践した。測定はパッドテスト、膣圧測定、脊柱アライメン

ト、SF-36v2 記入を各運動介入前後の計 4 回、終了時にオンライン指導アンケートを

取得し、各測定項目別に統計的解析を行った。有意水準は 5％とした。運動介入によ

り全群で仙骨傾斜角の変化に有意差を認めた。平均膣圧値と収縮時間では P 群で骨盤

底筋の機能改善および精神的側面で P 群は K 群より改善傾向であった。また、社会生

活機能面では 3 群内で P 群が有意に改善した。その他については、有意差を認めなか

った。骨盤底体操は姿勢の変化が生じることが示唆され、PFProp を使うことで人付

き合いや気持ちが前向きになることが考えられる。今後はオンライン指導の有効性も

含め対象者数を増やし、多角的分析を行う必要がある。 
 
キーワード：骨盤底筋体操，PFProp，ケーゲル体操，オンライン指導，腹圧性尿失禁 
 
* 一般財団法人日本コアコンディショニング協会 

** 医療法人社団ウィミンズ・ウェルネス対馬ルリ子女性ライフクリニック 

*** 九州看護福祉大学 大学院看護福祉学研究科 健康支援科学専攻 

**** 順天堂大学スポーツ健康科学部

 

flexibility-exercise interventions on 
balance and related measures in older 
adults. J Aging Phys Act, 17：444-454． 

13）Mather AS, Rodriguez C, Guthrie 
MF, McHarg AM（2002）Effects of 
exercise on depressive symptoms in 

 older adults with poorly responsive 
depressive disorder: randomised 
controlled trial．Br J Psychiatry，180：
411-415． 

14）スポーツ庁．令和元年度「スポーツの

実施状況等に関する世論調査」． 
https://www.mext.go.jp/sports/content
/20200225-spt_kensport01-00000513 
6_1.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧） 

 
 
本研究は、「令和元年度健康・体力づくり

事業財団健康運動指導研究助成事業」の

助成金を受けて実施しています。 
 

17令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

測定は運動開始前（測定 1）、運動介入

期間Ⅰ後（測定 2）、運動介入期間Ⅱ後（測

定 3）、運動介入期間Ⅲ後（測定）の計 4
回実践した。評価指標は下記の 5 つであ

る。 
1）パッドテスト 
パッドテストは事前に 500 ml 水分を

摂取し、腹圧性尿失禁を誘発する動作を

1 時間行わせ、前後のパッド重量の差で

失禁量を求め腹圧負荷に対する尿失禁の

重症度を測るテストである。 
2）膣圧測定 

MizCure（OWMED 社製）を使用して

a)平均膣圧値、b)平均膣圧変化量、c)収
縮時間、d)収縮時間変化量を測定し、医

療従事者による経腟触診で Oxford 
grading scale 6 段階 5)（介入前後の 2 回

のみ）を用いて膣圧を計測した。Oxford 
grading  scale とは経腟触診により筋

力評価を 6 段階で行う、妥当性が検証さ

れた膣圧評価指標である。 
3）姿勢評価（脊柱アライメント） 
脊柱分析計測器スパイナルマウス（イ

ンデックス有限会社）を使って、座位と

立位の姿勢変化を計測した。 
4）健康状態調査（SF-36v2） 

SF36 とは、身体機能（PF）、日常役割

機能（RP）、体の痛み（BP）、全体的健

康感（GH）、活力（VT）、社会生活機能

（SF）、日常役割機能精神（RE）、心の

健康（MH）の 8 つ下位尺度を使い 36 問

の質問票で生活の質を数値化するもので

ある。 
5）オンライン指導に対するアンケート 
本研究では主観的評価を行い、対象者

に対してオンライン指導についてメリッ

ト及びデメリットを調査した。 
 

３．結果と考察 

 
1) パッドテストについて 
腹圧負荷による a)パッドテスト重量、

b)パッドテスト重量変化量を測定した。 
a)パッドテスト重量において、ツールの

有無による失禁量をみるため初期と最終

の平均値の群間比較を行ったところ、各

群間に有意差は認められなかった。b)パ
ッドテスト重量変化量において、運動種

目による失禁量の変化をみるため、座位

（測定 2 - 測定 1）、ケーゲル体操（測定

3 -測定 1）、座位規定運動（測定 4-測定 3）
の変化量で対差比較を行ったところ有意

差は認められなかった。しかし、P 群の

ケーゲル体操後と椅子座位での規定運動

後の重量変化量に増加傾向がみられた

（p =0.10, 図３）。統計処理はシャピロ=
ウィルク検定で正規性を確認し、一元配

置分散分析の Bonferroni を用いた。 

図 3 パッド重量の変化量 

 
【考察】 

P 群においてケーゲル体操後よりもオ

ンライン指導の椅子座位での規定運動後

の方がパッドテストの重さが増加傾向に
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１．はじめに 

 
 20~40%の女性が尿失禁を経験してお

り、加齢とともに尿失禁の程度は重症化

する傾向にあることが知られている 1) 2)。

尿失禁は生命を脅かす疾患ではないが、

人に言えない悩みでもあることから、症

状が進行し重篤化すると臓器が脱出する

場合もあり QoL を著しく低下させる 3)。

骨盤底筋体操は腹圧性尿失禁および混合

性尿失禁の治療や予防として効果的であ

るという報告は散見される 4)。しかし最

適な効果を示す方法は明らかではない。

また、骨盤底筋の随意収縮やその自覚の

困難さで、効果を得るまで運動を習慣化

させるのが困難である。本研究はツール

の有無、感覚入力のみ、ケーゲル体操、

オンライン指導を用いて骨盤底筋の機能

改善及び精神的側面の改善効果を比較検

証することを目的とする介入研究である。 
 
２．方法 

 
対象は尿漏れ経験があるが日常動作に

支障のない女性 27名（平均 50.7±4.0歳，

身長 159.9±4.6 cm，体重 58.1±9.3 kg，
出産回数 1.3±1.1 回）とした。27 名の

中から無作為に抽出し、3 群を設定した

（表１）。3 群においては基本属性に差が

ないことを統計処理にて確認した。群分

けはツール無しとした群を K 群（9 名）、

タオルを使用した群を T 群（8 名）、 
PFProp を使用した群を P 群（10 名）と

した。PFProp とは骨盤底筋群の座位で

のトレーニングツールで小型（長さ

20.5cm、直径役 4cm）のストレッチポー

ル（PFProp: LPN 社製）である（図１）。 
 
 
 
 
 

図１ PFProp®と座位での使用方法 

 
対象者は、4 週間ごとに内容が変わる

指定された運動を 3 か月間毎日実践した。

運動内容については、期間Ⅰは対象者自

身で“良い姿勢”を意識した椅子座位、

期間Ⅱは指定したケーゲル体操、期間Ⅲ

は椅子座位での規定運動と、1 回/週のオ

ンラインビデオ通話を利用した運動指導

者による同運動の指導及び、運動実施の

確認であった。オンライン指導は LINE
のビデオ通話機能を使って少人数（指導

者含み 3-4 人）で行った（図２）。 

 
図 2 LINE ビデオ通話画面 

表 1 群分けした対象者の基本特性 

    年年齢齢（（歳歳））  身身長長((ccmm))  体体重重((kkgg))  出出産産((回回))  

KK 群群（（nn  ==99))  5500..33±±44..00  116611..22±±44..22  5588..33±±99..00  11..77±±11..22  

TT 群群（（nn  ==88))  4499..88±±33..88  115577..99±±55..33  5544..99±±77..00  11..77±±11..22  

PP 群群（（nn  ==1100))  5511..77±±44..22  116600..22±±44..44  6600..55±±1111..11  11..22±±11..00  
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図 3 パッド重量の変化量 

 
【考察】 

P 群においてケーゲル体操後よりもオ

ンライン指導の椅子座位での規定運動後

の方がパッドテストの重さが増加傾向に
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１．はじめに 

 
 20~40%の女性が尿失禁を経験してお

り、加齢とともに尿失禁の程度は重症化

する傾向にあることが知られている 1) 2)。

尿失禁は生命を脅かす疾患ではないが、

人に言えない悩みでもあることから、症

状が進行し重篤化すると臓器が脱出する

場合もあり QoL を著しく低下させる 3)。

骨盤底筋体操は腹圧性尿失禁および混合

性尿失禁の治療や予防として効果的であ

るという報告は散見される 4)。しかし最

適な効果を示す方法は明らかではない。

また、骨盤底筋の随意収縮やその自覚の

困難さで、効果を得るまで運動を習慣化

させるのが困難である。本研究はツール

の有無、感覚入力のみ、ケーゲル体操、

オンライン指導を用いて骨盤底筋の機能

改善及び精神的側面の改善効果を比較検

証することを目的とする介入研究である。 
 
２．方法 

 
対象は尿漏れ経験があるが日常動作に

支障のない女性 27名（平均 50.7±4.0歳，

身長 159.9±4.6 cm，体重 58.1±9.3 kg，
出産回数 1.3±1.1 回）とした。27 名の

中から無作為に抽出し、3 群を設定した

（表１）。3 群においては基本属性に差が

ないことを統計処理にて確認した。群分

けはツール無しとした群を K 群（9 名）、

タオルを使用した群を T 群（8 名）、 
PFProp を使用した群を P 群（10 名）と

した。PFProp とは骨盤底筋群の座位で

のトレーニングツールで小型（長さ

20.5cm、直径役 4cm）のストレッチポー

ル（PFProp: LPN 社製）である（図１）。 
 
 
 
 
 

図１ PFProp®と座位での使用方法 

 
対象者は、4 週間ごとに内容が変わる

指定された運動を 3 か月間毎日実践した。

運動内容については、期間Ⅰは対象者自

身で“良い姿勢”を意識した椅子座位、

期間Ⅱは指定したケーゲル体操、期間Ⅲ

は椅子座位での規定運動と、1 回/週のオ

ンラインビデオ通話を利用した運動指導

者による同運動の指導及び、運動実施の

確認であった。オンライン指導は LINE
のビデオ通話機能を使って少人数（指導

者含み 3-4 人）で行った（図２）。 

 
図 2 LINE ビデオ通話画面 

表 1 群分けした対象者の基本特性 

    年年齢齢（（歳歳））  身身長長((ccmm))  体体重重((kkgg))  出出産産((回回))  

KK 群群（（nn  ==99))  5500..33±±44..00  116611..22±±44..22  5588..33±±99..00  11..77±±11..22  

TT 群群（（nn  ==88))  4499..88±±33..88  115577..99±±55..33  5544..99±±77..00  11..77±±11..22  

PP 群群（（nn  ==1100))  5511..77±±44..22  116600..22±±44..44  6600..55±±1111..11  11..22±±11..00  
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そのものの比較は難しく傾向としてとら

える必要があるが、本研究の 3 ヶ月のプ

ログラムではタオルやツールを使わなく

ても骨盤底筋の機能改善が可能であるこ

とが示唆された。 
3）姿勢評価（脊柱アライメント） 
姿勢の変化を見るため、スパイナルマ

ウスにより得られた仙骨傾斜角の群内比

較に t 検定を用いた。K 群の測定 2 と測

定 4（p <0.05）、P 群の測定 1 と 2（p <0.05）
および測定１と測定 4（p <0.05）にて有

意差があった。 
【考察】 

K 群の測定 2 では骨盤がやや前傾した

状態であったが、測定 4 では参照値 7)に

近づいた。P 群においても測定１では、

やや前傾ぎみであったが後傾方向に変化

したと捉えることができる。これは、指

導現場でも「姿勢をよくしてください」

というと度々見られるが、頑張りすぎて、

過剰に骨盤を前傾されることがあること

を示している可能性がある。K 群及び P
群では、対象者が座位姿勢における適切

な骨盤位置及び姿勢を身につけていった

と考えられる。PFProp を使用して座る

と恥骨部及び尾骨部が PFProp にて支え

られるようになる。そのため、姿勢を意

識させても骨盤の過剰な前傾を避け、誰

でも安全に在姿勢での運動できるという

利点がある。 
4）健康状態調査（SF-36v2）  

8 つの下位尺度を身体的側面、精神的

側面、役割・社会的側面の 3 つのサマ

リースコアで算出しグループ別に各測定

日での比較を行った。精神的側面では測

定 4でP群とK群には異なる結果がみら

れ、その改善傾向は明らかである（p 

<0.05）。また、下位尺度の 3 群比較では

P 群が社会生活機能（SF）で 4 回の測定

にわたり明らかに変化がみられた（p 

<0.05）。なお、それ以外の項目に関して

群間を比較しても明らかな変化はみられ

なかった。 
【考察】 

3 カ月間の運動介入において、PFProp
を使用したグループは、他のグループ、

特にツール無しグループより精神的、肉

体的に家族や友人との交流に妨げを感じ

ないことがわかり、精神的面で総合的に

改善されていた。 
5）オンライン指導に対するアンケート 
オンライン指導の経験があったのは

28 名中 4 名で、24 名は未経験であった。

機器の操作や動作環境に対する不安は

15 名であり、時間調整への不安は 12 名

であった。指導内容の理解は全員ができ

ていた。また継続意欲があるものは 22
名であり、「いいえ」と答えたものは 5
名で、理由は時間調整の難しさであった。

オンライン指導のメリットについては運

動のポイントや正しい方法の理解、自己

流の改善、指導者による励まし、自宅で

できる気軽さ、仲間で行うことでやる気

が出るなどがあった。デメリットはスマ

ホの画面が見づらい、音割れや画像の不

安定さ、家族が周りにいることなどが自

由記載で分かった。 
【考察】 
オンライン指導の不安は未経験からく

ることが多いため、リハーサルなどで初

期不安を払しょくする工夫が必要であ

ろう。また、時間調整の困難さが最もブ

 

あった要因としてケーゲル体操（速い収

縮と 5 秒キープ）と椅子座位での規定運

動（持続的な収縮）との筋活動の違いが

考えられる。パッドテストでは瞬発的な

収縮力が必要なため 6)、持続的な筋活動

のみの期間Ⅲの椅子座位の規定運動では、

ケーゲル体操で獲得した速筋線維への刺

激が減少したと推測される。 
2）膣圧評価について 

MizCure による膣圧測定については、 
a)平均膣圧値、b)平均膣圧変化量 c)収
縮時間 d)収縮時間変化量を測定した。 
a)平均膣圧値において、運動介入の効果

をみる初期と最終の実測値の比較を行っ

たところ、P 群に増加傾向がみられた

（p =0.09, 表 2）。 
b)平均膣圧値変化量において、ケーゲル

体操期間後と座位規定運動後の対差比較

（「測定 3 - 測定 2」と「測定 4 - 測定 3」）
では、P 群でオンライン指導後の方が高

値を示す傾向があった（p =0.09, 表 3）。 
c)収縮時間において、P 群の最終値（測

定 4）のほうが、初期値（測定 1）よりも

長い収縮時間を示す傾向があった。  
（p =0.07, 表 4）。 
d)収縮時間の変化量においては有意差や

傾向は見られなかった。多重比較はクラ

スカル=ウォリス検定の Steel-Dwass を

用いた。 
 

表 2 平均膣圧値の変化 

 

  表 3 平均膣圧値変化量の 3 群比較 

 
 

表 4 膣圧収縮時間の変化 

 
 

Oxford-grading scale 変化量について

は、運動介入の効果をみるため、各群の

初期値と最終値の変化量を比較したとこ

ろ、K 群と T 群において有意な差が認め

られた。（p =0.0045, 図 4）多重比較はク

ラスカル=ウォリス検定の Steel-Dwass
を用いた。 

図 4 Oxford-grading scale 変化量 

 
【考察】 
膣圧測定において、触診では K 群に明

らかな運動介入の効果が認められ、

MizCureでの測定ではP群の収縮時間が

長い傾向があった。Oxford-grading scale
は 6 段階の名義尺度であるため、平均値

測定1 測定2 測定3 測定4

K群 5.27±6.90 5.88±8.85 5.44±4.51 6.00±4.96

T群 6.62±5.76 11.12±14.50 10.35±5.29 10.87±6.73

P群 1.95±3.86 5.00±7.03 4.30±4.05 8.50±8.79

平均値±標準偏差

測定3 - 測定2 測定4 - 測定3

K群 -0.44±10.60 0.55±6.20

T群 -2.35±10.71 0.92±4.57

P群 -1.16±5.19 4.88±9.25

平均値±標準偏差

測定1 測定2 測定3 測定4

K群 1.55±1.72 1.27±2.23 3.05±4.34 5.27±6.38

T群 2.06±1.67 1.93±2.87 2.78±1.93 2.56±1.42

P群 0.95±1.67 1.05±1.52  2.60±3.33 4.40±3.61

平均値±標準偏差
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そのものの比較は難しく傾向としてとら

える必要があるが、本研究の 3 ヶ月のプ

ログラムではタオルやツールを使わなく

ても骨盤底筋の機能改善が可能であるこ

とが示唆された。

3）姿勢評価（脊柱アライメント）

姿勢の変化を見るため、スパイナルマ

ウスにより得られた仙骨傾斜角の群内比

較に t 検定を用いた。K 群の測定 2 と測

定 4（p <0.05）、P 群の測定 1 と 2（p <0.05）
および測定１と測定 4（p <0.05）にて有

意差があった。

【考察】

K 群の測定 2 では骨盤がやや前傾した

状態であったが、測定 4 では参照値 7)に

近づいた。P 群においても測定１では、

やや前傾ぎみであったが後傾方向に変化

したと捉えることができる。これは、指

導現場でも「姿勢をよくしてください」

というと度々見られるが、頑張りすぎて、

過剰に骨盤を前傾されることがあること

を示している可能性がある。K 群及び P
群では、対象者が座位姿勢における適切

な骨盤位置及び姿勢を身につけていった

と考えられる。PFProp を使用して座る

と恥骨部及び尾骨部が PFProp にて支え

られるようになる。そのため、姿勢を意

識させても骨盤の過剰な前傾を避け、誰

でも安全に在姿勢での運動できるという

利点がある。

4）健康状態調査（SF-36v2）
8 つの下位尺度を身体的側面、精神的

側面、役割・社会的側面の 3 つのサマ

リースコアで算出しグループ別に各測定

日での比較を行った。精神的側面では測

定 4でP群とK群には異なる結果がみら

れ、その改善傾向は明らかである（p 

<0.05）。また、下位尺度の 3 群比較では

P 群が社会生活機能（SF）で 4 回の測定

にわたり明らかに変化がみられた（p 

<0.05）。なお、それ以外の項目に関して

群間を比較しても明らかな変化はみられ

なかった。

【考察】

3 カ月間の運動介入において、PFProp
を使用したグループは、他のグループ、

特にツール無しグループより精神的、肉

体的に家族や友人との交流に妨げを感じ

ないことがわかり、精神的面で総合的に

改善されていた。

5）オンライン指導に対するアンケート

オンライン指導の経験があったのは

28 名中 4 名で、24 名は未経験であった。

機器の操作や動作環境に対する不安は

15 名であり、時間調整への不安は 12 名

であった。指導内容の理解は全員ができ

ていた。また継続意欲があるものは 22
名であり、「いいえ」と答えたものは 5
名で、理由は時間調整の難しさであった。

オンライン指導のメリットについては運

動のポイントや正しい方法の理解、自己

流の改善、指導者による励まし、自宅で

できる気軽さ、仲間で行うことでやる気

が出るなどがあった。デメリットはスマ

ホの画面が見づらい、音割れや画像の不

安定さ、家族が周りにいることなどが自

由記載で分かった。

【考察】

オンライン指導の不安は未経験からく

ることが多いため、リハーサルなどで初

期不安を払しょくする工夫が必要であ

ろう。また、時間調整の困難さが最もブ

あった要因としてケーゲル体操（速い収

縮と 5 秒キープ）と椅子座位での規定運

動（持続的な収縮）との筋活動の違いが

考えられる。パッドテストでは瞬発的な

収縮力が必要なため 6)、持続的な筋活動

のみの期間Ⅲの椅子座位の規定運動では、

ケーゲル体操で獲得した速筋線維への刺

激が減少したと推測される。

2）膣圧評価について

MizCure による膣圧測定については、

a)平均膣圧値、b)平均膣圧変化量 c)収
縮時間 d)収縮時間変化量を測定した。

a)平均膣圧値において、運動介入の効果

をみる初期と最終の実測値の比較を行っ

たところ、P 群に増加傾向がみられた

（p =0.09, 表 2）。
b)平均膣圧値変化量において、ケーゲル

体操期間後と座位規定運動後の対差比較

（「測定 3 - 測定 2」と「測定 4 - 測定 3」）
では、P 群でオンライン指導後の方が高

値を示す傾向があった（p =0.09, 表 3）。
c)収縮時間において、P 群の最終値（測

定 4）のほうが、初期値（測定 1）よりも

長い収縮時間を示す傾向があった。

（p =0.07, 表 4）。
d)収縮時間の変化量においては有意差や

傾向は見られなかった。多重比較はクラ

スカル=ウォリス検定の Steel-Dwass を

用いた。

表 2 平均膣圧値の変化

表 3 平均膣圧値変化量の 3 群比較

表 4 膣圧収縮時間の変化 

Oxford-grading scale 変化量について

は、運動介入の効果をみるため、各群の

初期値と最終値の変化量を比較したとこ

ろ、K 群と T 群において有意な差が認め

られた。（p =0.0045, 図 4）多重比較はク

ラスカル=ウォリス検定の Steel-Dwass
を用いた。

図 4 Oxford-grading scale 変化量

【考察】

膣圧測定において、触診では K 群に明

らかな運動介入の効果が認められ、

MizCureでの測定ではP群の収縮時間が

長い傾向があった。Oxford-grading scale
は 6 段階の名義尺度であるため、平均値

測定1 測定2 測定3 測定4

K群 5.27±6.90 5.88±8.85 5.44±4.51 6.00±4.96

T群 6.62±5.76 11.12±14.50 10.35±5.29 10.87±6.73

P群 1.95±3.86 5.00±7.03 4.30±4.05 8.50±8.79

平均値±標準偏差

測定3 - 測定2 測定4 - 測定3

K群 -0.44±10.60 0.55±6.20

T群 -2.35±10.71 0.92±4.57

P群 -1.16±5.19 4.88±9.25

平均値±標準偏差

測定1 測定2 測定3 測定4

K群 1.55±1.72 1.27±2.23 3.05±4.34 5.27±6.38

T群 2.06±1.67 1.93±2.87 2.78±1.93 2.56±1.42

P群 0.95±1.67 1.05±1.52 2.60±3.33 4.40±3.61

平均値±標準偏差
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レーキになっていることもわかり、イン

ターネット環境なども含め細かな個別対

応が課題と考える。 
 

４．まとめ 

 
骨盤底筋はツールの有無や方法にかか

わらず運動を実施することで機能改善効

果が期待できることや、PFProp を使う

ことで人付き合いや気持ちが前向きにな

る傾向があることが示された。 
姿勢の変化については、本研究では対

象者数が少なく、どのような要因で変化

を見出せたのか示すことはできない。し

かし、筆者らは、尿失禁の改善や気分の

改善が見られた対象者には姿勢の改善が

観察された者が多かったという認識があ

る。 
オンライン指導においては、今回の取

り組みにおいて一度でも体験すればオン

ライン指導への抵抗が減ることがわかり、

運動指導者と運動を必要としている人を

隔てていた要因の時間や場所の制約を減

らす可能性があること、また 2020 年 4
月以降の新型コロナ感染予防による外出

自粛やテレワーク要請で、多くの人が「自

宅トレーニング」の必要性を感じニーズ

が高まったことにより、今後の指導者の

新規活躍の手段として期待ができるであ

ろう。 
今回は対象者不足のため統計的な結果

が得られなかった測定もあり、今後はよ

り多くの対象者を集めて、オンライン指

導の有効性も含め多角的に分析し関係性

を検証していく必要がある。 
 

引用文献 

1) 加藤久美子, 鈴木弘一・他: 尿失禁の

診断と検査 : 過活動膀胱と腹圧性尿

失禁. 臨床婦人科産科 . 2004; 58(6): 
772-777.  

2) 道川武紘, 西脇祐司・他: 中高年者に

おける尿失禁 に関する調査. 日本公衛

誌. 2008; 55 (7): 449-455.  
3) Huang W, et al.: The correlations of 

incontience-related quality of life 
measures with symptom severity and 
pathophysiology in women with primary 
stress urinary incontinence. World 
Journal of Urology, 2010; 28: 619-623. 

4) Marques A, et al.: The status of 
pelvic floor muscle training for 
women. Canadian Urological Association 
journal, 2010; 4 (6): 419-424. 

5) Laycock, J. & Jerwood, D: Pelvic 
Floor Muscle Assessment: The 
PERFECT Scheme. Physiotherapy, 
2001; 87(12): 631-642. 

6) Dumoulin C, Hay-Smith J: Pelvic 
floor muscle training versus no treatment, 
or inactive control treatments, for urinary 
incontinence in women (Review). European 
Journal of Physical and Rehabilitation 
Medicine, 2008; 44(1): 47-63. 

7) 白田梨奈，佐藤みつ子: スパイナルマ

ウスを用いた青年期の立位姿勢の評価. 

Yamanashi Nursing Journal, 2007; 
5(2): 13-18. 

 
本研究は、「令和元年度健康・体力づくり事

業財団健康運動指導研究助成事業」の助成

金を受けて実施しています。 

 

１．実践研究 

オオンンラライインンシシスステテムムをを用用いいたた運運動動指指導導のの検検証証  

（（地地域域偏偏差差のの解解消消へへのの試試みみ））  

 

小池 日登美* 

多鹿 昌幸** 矢貫 卓博** 

 

抄録 

 

車社会の沖縄では今、深刻な問題が運動不足である。その結果、肥満の増加により、

生活習慣病による死亡率が全国より目立って高くなっている。長寿を取り戻す最大

のカギは運動不足解消である。本研究では、生活習慣病のリスクをもった被験者に対

しオンラインシステムを用いて、沖縄在住の健康運動指導士が被験者の希望に沿った

テーラーメイドの運動指導と運動のきっかけ作りを行い、直接運動指導を行った者と

比較した。そして、運動前後の被験者へのアンケートと終了後の指導者の感想から、

運動指導の成果と課題を考察した。オンラインでの運動指導を受ける群と、健康増進

センターにて直接運動指導を受ける対照群の 2 群に分け、両群の歩行数・運動強度・

臨床データを研究開始前後で評価した。参加者の BMI は 29 前後、腹囲は男女共に

100cm 前後であった。研究開始前後において、両群の歩行数・運動強度・臨床データ

（血圧・脈拍・空腹時血糖・HbA1c・HDL-C・LDL-C）に差はみられなかったが、オ

ンライン群では中性脂肪の値が高かった。両群ともに被験者からは、研究に参加した

ことで｢運動を行うようになってから、身体が軽くなり動く気になった｣｢散歩や地域の

イベント参加など外に出る機会が増えた｣という声が聞かれた。しかし、実際に行って

みたからこそ判ってきた課題も幾つかでてきた。これらの課題を解決していくことで、

オンラインシステムを用いた運動指導の可能性が示唆された。 
 

  

 

 

キーワード：オンライン，運動指導，沖縄 

 

* 高村内科クリニック、東京都健康長寿医療センター  

** 読谷村診療所 

 

22 令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

レーキになっていることもわかり、イン

ターネット環境なども含め細かな個別対

応が課題と考える。 
 

４．まとめ 

 
骨盤底筋はツールの有無や方法にかか

わらず運動を実施することで機能改善効

果が期待できることや、PFProp を使う

ことで人付き合いや気持ちが前向きにな

る傾向があることが示された。 
姿勢の変化については、本研究では対

象者数が少なく、どのような要因で変化

を見出せたのか示すことはできない。し

かし、筆者らは、尿失禁の改善や気分の

改善が見られた対象者には姿勢の改善が

観察された者が多かったという認識があ

る。 
オンライン指導においては、今回の取

り組みにおいて一度でも体験すればオン

ライン指導への抵抗が減ることがわかり、

運動指導者と運動を必要としている人を

隔てていた要因の時間や場所の制約を減

らす可能性があること、また 2020 年 4
月以降の新型コロナ感染予防による外出

自粛やテレワーク要請で、多くの人が「自

宅トレーニング」の必要性を感じニーズ

が高まったことにより、今後の指導者の

新規活躍の手段として期待ができるであ

ろう。 
今回は対象者不足のため統計的な結果

が得られなかった測定もあり、今後はよ

り多くの対象者を集めて、オンライン指

導の有効性も含め多角的に分析し関係性

を検証していく必要がある。 
 

引用文献 

1) 加藤久美子, 鈴木弘一・他: 尿失禁の

診断と検査 : 過活動膀胱と腹圧性尿

失禁. 臨床婦人科産科 . 2004; 58(6): 
772-777.  

2) 道川武紘, 西脇祐司・他: 中高年者に

おける尿失禁 に関する調査. 日本公衛

誌. 2008; 55 (7): 449-455.  
3) Huang W, et al.: The correlations of 

incontience-related quality of life 
measures with symptom severity and 
pathophysiology in women with primary 
stress urinary incontinence. World 
Journal of Urology, 2010; 28: 619-623. 

4) Marques A, et al.: The status of 
pelvic floor muscle training for 
women. Canadian Urological Association 
journal, 2010; 4 (6): 419-424. 

5) Laycock, J. & Jerwood, D: Pelvic 
Floor Muscle Assessment: The 
PERFECT Scheme. Physiotherapy, 
2001; 87(12): 631-642. 

6) Dumoulin C, Hay-Smith J: Pelvic 
floor muscle training versus no treatment, 
or inactive control treatments, for urinary 
incontinence in women (Review). European 
Journal of Physical and Rehabilitation 
Medicine, 2008; 44(1): 47-63. 

7) 白田梨奈，佐藤みつ子: スパイナルマ

ウスを用いた青年期の立位姿勢の評価. 

Yamanashi Nursing Journal, 2007; 
5(2): 13-18. 

 
本研究は、「令和元年度健康・体力づくり事

業財団健康運動指導研究助成事業」の助成

金を受けて実施しています。 

 

１．実践研究 

オオンンラライインンシシスステテムムをを用用いいたた運運動動指指導導のの検検証証  

（（地地域域偏偏差差のの解解消消へへのの試試みみ））  

 

小池 日登美* 

多鹿 昌幸** 矢貫 卓博** 

 

抄録 

 

車社会の沖縄では今、深刻な問題が運動不足である。その結果、肥満の増加により、

生活習慣病による死亡率が全国より目立って高くなっている。長寿を取り戻す最大

のカギは運動不足解消である。本研究では、生活習慣病のリスクをもった被験者に対

しオンラインシステムを用いて、沖縄在住の健康運動指導士が被験者の希望に沿った

テーラーメイドの運動指導と運動のきっかけ作りを行い、直接運動指導を行った者と

比較した。そして、運動前後の被験者へのアンケートと終了後の指導者の感想から、

運動指導の成果と課題を考察した。オンラインでの運動指導を受ける群と、健康増進

センターにて直接運動指導を受ける対照群の 2 群に分け、両群の歩行数・運動強度・

臨床データを研究開始前後で評価した。参加者の BMI は 29 前後、腹囲は男女共に

100cm 前後であった。研究開始前後において、両群の歩行数・運動強度・臨床データ

（血圧・脈拍・空腹時血糖・HbA1c・HDL-C・LDL-C）に差はみられなかったが、オ

ンライン群では中性脂肪の値が高かった。両群ともに被験者からは、研究に参加した

ことで｢運動を行うようになってから、身体が軽くなり動く気になった｣｢散歩や地域の

イベント参加など外に出る機会が増えた｣という声が聞かれた。しかし、実際に行って

みたからこそ判ってきた課題も幾つかでてきた。これらの課題を解決していくことで、

オンラインシステムを用いた運動指導の可能性が示唆された。 
 

  

 

 

キーワード：オンライン，運動指導，沖縄 

 

* 高村内科クリニック、東京都健康長寿医療センター  

** 読谷村診療所 

 

23令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

１．はじめに 

  

沖縄はかつて長寿県として知られてい

た。長寿の要因として温暖な気候の中で

よくからだを動かすことや、肉類の脂肪

分を落としてから食べる伝統的な料理法、

食塩の摂取量が少ないことなどが挙げら

れる。1995 年に世界長寿地域宣言を行っ

た沖縄は 2003 年に発表された都道府県

別生命表において女性の平均寿命は 1 位

を保っていた。しかし、男性の平均寿命

順位がこれまでの 4 位から 26 位に大き

く後退し、これは「26 ショック」と呼ば

れ、沖縄の健康長寿の状況が変化しつつ

あることを実感させる出来事となった。

その後も平均寿命の伸び率の低下が続き、

2010 年にはこれまで首位にあった女性の

平均寿命も 3 位に陥落し、男性は 30 位ま

で低下した。これは「330 ショック」と呼

ばれ、県民に大きな衝撃を与えた。 
その原因の一つには、肥満者の割合が

高いことが上げられる。たとえば、中小

企業の従業員を主な対象とする政府管掌

保険の平成 16 年度の健診データでは、沖

縄県の 30 歳代以上の男性で 46.9％、女

性で 26.1％が肥満とされ、肥満割合が全

国で最も高いとされている（全国：男性

30.2％、女 18.5％）。 
また青・壮年期における循環器疾患の 

危険因子である生活習慣病の急増、肝疾

患や高血圧性疾患の年齢調整死亡率が全

国よりも高いことなども大きな問題とな

っている 1 2 3)。沖縄の健康長寿を巡る状

況の変化については、食習慣の変化や、

運動量の減少、喫煙率の高さや健診受診

率の低さ、社会経済的な格差の拡大、地

域の絆の希薄化等々、いろいろな要因が

検討されている。 
 厚生労働省の年次調査である国民健

康・栄養調査（平成 28 年）では 4 5 6)、沖

縄県は男女ともに余り歩かない地域には

いっている（図１）。 

 

図 1 歩く県民、歩かない県民（2016 年） 

 

その理由として、鉄道等の公共交通機

関が少なく、車移動が中心であるため、

日常生活動作の中での歩く距離が少ない

ことが影響している可能性がある。また、

沖縄では小学生のときから、徒歩でいけ

る範囲であっても車で送迎をしている家

庭も多いといわれており、子どもの頃か

ら歩く習慣が少なく、歩き慣れていない

という環境であることも理由に考えられ

る。 
沖縄県の健康長寿復活と健やかな高齢

社会をつくるには、疾病に対する治療の

みならず、疾病を予防する環境づくりが

大切である。その方策として，食生活や

運動習慣などの生活習慣の改善、そして

それらを支持する健康づくりと健康づく

りに取り組む人材の育成支援に力を入れ

ることが重要となる。 
健康づくりの支援として、県では従業

員を健康にしたい企業及び団体を応援す

るために「職場の健康力アップ補助金」

が用意されている。平成 29 年度からは、

市町村と連携して健康づくりボランティ

アの養成、活動支援に取り組み、地域の

つながりを活かし、社会全体で健康づく

りに取り組む環境整備の強化を図ってい

る。 
 しかしながら「健康づくり推進協議会

設置市町村数」、沖縄の方言であるチャー

（いつも）ガンジュー（頑丈）＝【健康】

という言葉を使った「チャーガンジュー

応援団登録数」「健康増進計画策定市町村

数」「職域や関係機関と連携した健康づく

りを実施している市町村数」は増加し、

前期目標を達成しているが、「食生活改善

推進員の人数」「健康づくり推進員養成

（育成）市町村数」は前期目標を達成で

きていないのが現状であり、健康づくり

に関わる人材育成が課題とされている 5)。 

ここでの問題となっているのが、生活習

慣病の一次・二次予防に運動は不可欠と

いわれていながら、生活習慣病予防に特

化した運動指導を行える運動指導者が少

ないことである。医療現場においても医

師からの定期的な対面診療はあるものの

運動の具体的な指導が手薄いのが現状で

あり、人材育成が今後の課題と考えられ

る。 
そこで我々は、モノレール 1 本だけで

鉄道がないため車社会になっていること

や、日中が暑いこともあって活動が夜に

シフトしていることで活動時間が少ない

ことなど、沖縄の県民性を考慮し生活習

慣病のリスクをもった被験者に対してオ

ンラインシステムを活用した運動指導を

行うことで、直接運動指導を行う場合と

変わりなく、肥満・生活習慣病の改善と

運動のきっかけづくりを図るための支援

を行えるのではないかと考えた。また、

この研究に参加することで、トレーナー

と医療者の連携づくりと学びのきっかけ

をつくり、運動指導を通してスキルアッ

プを目指し、その具体的方法を探索的に

検討することとした。 
 

２．方法 

  

対象は、沖縄県 読谷村診療所にてカル

テデータが存在する肥満（BMI25 以上）

を有し、生活習慣病のリスクを持つ患者

とした。医師から説明を受けた 18 名のう

ち協力を申し出た 11 名、年齢・性別は
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りを実施している市町村数」は増加し、

前期目標を達成しているが、「食生活改善

推進員の人数」「健康づくり推進員養成

（育成）市町村数」は前期目標を達成で

きていないのが現状であり、健康づくり

に関わる人材育成が課題とされている 5)。 

ここでの問題となっているのが、生活習

慣病の一次・二次予防に運動は不可欠と

いわれていながら、生活習慣病予防に特

化した運動指導を行える運動指導者が少

ないことである。医療現場においても医

師からの定期的な対面診療はあるものの

運動の具体的な指導が手薄いのが現状で

あり、人材育成が今後の課題と考えられ

る。 
そこで我々は、モノレール 1 本だけで

鉄道がないため車社会になっていること

や、日中が暑いこともあって活動が夜に

シフトしていることで活動時間が少ない

ことなど、沖縄の県民性を考慮し生活習

慣病のリスクをもった被験者に対してオ

ンラインシステムを活用した運動指導を

行うことで、直接運動指導を行う場合と

変わりなく、肥満・生活習慣病の改善と

運動のきっかけづくりを図るための支援

を行えるのではないかと考えた。また、

この研究に参加することで、トレーナー

と医療者の連携づくりと学びのきっかけ

をつくり、運動指導を通してスキルアッ

プを目指し、その具体的方法を探索的に

検討することとした。 
 

２．方法 

  

対象は、沖縄県 読谷村診療所にてカル

テデータが存在する肥満（BMI25 以上）

を有し、生活習慣病のリスクを持つ患者

とした。医師から説明を受けた 18 名のう

ち協力を申し出た 11 名、年齢・性別は
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30～60 歳までの男女を対象とした。両群

の振り分けは無作為に行った。層別ブロ

ックランダム化法にて無作為にオンライ

ン群（オンラインシステムを利用しての

運動指導）と対照群（読谷村健康増進セ

ンター利用での運動指導）に振り分けた。

オンライン群 7 名（平均年齢 47.6±3.7
歳）と対照群 4 名（51.0±4.8 歳）で

あった。 
両群の運動指導は沖縄在住の健康運動 

指導士が行った。オンライン指導の方法

は、スマートフォン上で Yadoc システム

（資料 1）を活用したビデオ通話にて運

動指導をした。担当は臨床現場で運動療

法を行っている 3 名とした。対照群は、

読谷村健康増進センター勤務の１名が担

当し、被験者は直接来館して運動指導を

受けることとした。期間は両群とも 2 ヶ

月間に 6 回の指導を行うこととし、指導

内容は運動の動機付け、運動強度および

運動量の増加を目的としたアドバイスを

行うこととした。両群で指導内容に差が

でないよう医師と東京在住の臨床現場で

運動療法を行っている健康運動指導士に

よる患者情報・運動指導内容の共有のた

めの勉強会を行った。オンラインによる

ミーティングの開催を１回／月以上行っ

た。東京在住の健康運動指導士は、資料・

被験者へのフィードバックシートの作

成・スケジュール調整・研究期間中のトレ

ーナーへのアドバイスをした。データのま

とめと報告書の作成作業を行った。指導

内容は、それぞれが確認できるように報

告書をインターネット上のファイル

（Dropdox）に保存した。 
運動評価は、テルモ社製歩行強度計メ

ディウォークによる歩行数（目標歩数

8,000 歩）と運動強度（3Mets 以上）の

測定をし、運動指導前 1 週間・指導期間

中・終了前 1 週間での比較を行った（資

料 2）。指導開始前と終了時に臨床データ

(血圧・脈拍・空腹時血糖（FBG）・

HbA1c・HDL-C・LDL-C・中性脂肪)を

測定した。被験者に対して質問用紙によ

るアンケート調査を研究開始前と終了時

に行った。 
 本研究は、一般社団法人臨床糖尿病

ネットワーク倫理委員会の承認（審査番

号 R01H04-07190001）を得て実施され

た。被験者には書面において研究の趣旨、

途中辞退の自由、プライバシーの確保、

結果公表予定等について説明し回答を

持って同意を得た。研究開始前にオンラ

イン群に対して、ビデオ通話でのオンラ

インの操作方法の説明を行った。 
全データの統計処理は、Microsoft Excel

を使用し、平均±標準偏差で示し、指導の

前後それぞれで、群間における平均値の

差を対応のないｔ検定により比較をおこ

なった。  
 

資料 1 Yadoc システム 

 

３．結果と考察 

 

運動指導期間は2019年11月から2020
年 1 月までの 2 ヶ月間とした。被験者の

受講回数は、オンライン群 7 名中、6 回

の指導を受けたのが 3 名、4 回が 2 名、3
回が 1 名、2 回の指導後に体調不良による

中断が 1 名であった。指導開始時、オンラ

インの環境が整っておらず高額な料金が

かかることが判明し、1 回目と 2 回目は

Wi-Fi の繋がる施設まで出向いてもらう

というハプニングもあった。対照群の 4
名は 6 回の指導を受けて終了した。 

研究期間中の事故や怪我の発生はな

かった。 
研究開始時・終了時においてオンライ

ン群、対照群間での各検査項目に差はみ

られなかった（表 1）。両群において、指

 

資料 2 運動評価 
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導前後（以下、前後）の BMI、腹囲、収

縮期血圧は、特定検診の判定基準値（以

下、基準値）を超えていた。中性脂肪は

オンライン群の前後で基準値を超えてお

り、2 名が 700～800 mg/dl と高値であっ

た。HDL-C と LDL-C の値は前後におい

て両群とも基準値内に入っていた。指導

後の対照群の拡張期血圧と HbA1c の値

が基準値を超えていた。 
メディウォークによる運動の評価（資

料 3）では、指導前後において歩行数

（8,000 歩/日）、3Mets 以上の運動強度達

成時間（30 分/日）の目標を両群ともに達

成することはできなかった。平均歩行数

をみた場合、運動指導開始時から終了時

までオンライン群は増えていなかったが、

対照群は 1,000 歩程度増加していた（図

2）。3Mets 以上の運動強度時間について

も有意な増加はみられなかったが、対象

群に比べてオンライン群は前後で増えて

 
資料 3 活動測定（メディウォークの評価） 
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図 2 １日の平均歩行量 
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図 3 １日の運動強度（3Mets 以上）達成時間 
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いた（図 3）。これは、従来ののんびり歩

きからしっかり歩きに変わってきたこと

が要因と考えられ、オンライン上でもト

レーナーのアドバイスの効果がでている

のではないかと考えられた。被験者から

は、｢運動を行うようになってから、身体

が軽くなり動く気になった｣｢散歩や地域

のイベント参加など外に出る機会が増え

た｣という声も聞かれた。沖縄は年間を通

して地域のイベントも多いため参加する

ことでも運動であることを伝えるのも大

切であると感じた。その結果、被験者自

身が近くであれば車で行くか歩いていく

かを考えるきっかけづくりにもなったの

ではないかと思われる。 
研究開始前と終了時に被験者に対して

質問用紙によるアンケート調査を行った

のでその結果を示す（図 4）。 
「①運動することが楽しい」では、両

群とも｢どちらともいえない｣→「ややそ

うである」へと運動の楽しさを知っても

らえた。 
「②生活習慣病改善のため運動は必要」

では両群とも開始前後で「そのとおりで

ある」との回答が得られ、運動の必要性

を感じている回答であった。 
「③運動する時間がない」ではオンラ

イン群では｢どちらともいえない｣→「や

やそうではない」へと回答が得られた。

その反面、対照群は「どちらともいえな

い」→「ややそうである」との回答であ

った。これは、対照群の 4 名は仕事をし

ていることから時間をつくることの難し

さが影響している可能性があると思われ

 

図 4 運動指導前後 被験者アンケート結果 
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成時間（30 分/日）の目標を両群ともに達

成することはできなかった。平均歩行数

をみた場合、運動指導開始時から終了時

までオンライン群は増えていなかったが、

対照群は 1,000 歩程度増加していた（図

2）。3Mets 以上の運動強度時間について
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資料 3 活動測定（メディウォークの評価） 
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図 3 １日の運動強度（3Mets 以上）達成時間 
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いた（図 3）。これは、従来ののんびり歩

きからしっかり歩きに変わってきたこと

が要因と考えられ、オンライン上でもト

レーナーのアドバイスの効果がでている

のではないかと考えられた。被験者から

は、｢運動を行うようになってから、身体

が軽くなり動く気になった｣｢散歩や地域

のイベント参加など外に出る機会が増え

た｣という声も聞かれた。沖縄は年間を通

して地域のイベントも多いため参加する

ことでも運動であることを伝えるのも大

切であると感じた。その結果、被験者自

身が近くであれば車で行くか歩いていく

かを考えるきっかけづくりにもなったの

ではないかと思われる。 
研究開始前と終了時に被験者に対して

質問用紙によるアンケート調査を行った

のでその結果を示す（図 4）。 
「①運動することが楽しい」では、両

群とも｢どちらともいえない｣→「ややそ

うである」へと運動の楽しさを知っても

らえた。 
「②生活習慣病改善のため運動は必要」

では両群とも開始前後で「そのとおりで

ある」との回答が得られ、運動の必要性

を感じている回答であった。 
「③運動する時間がない」ではオンラ

イン群では｢どちらともいえない｣→「や

やそうではない」へと回答が得られた。

その反面、対照群は「どちらともいえな

い」→「ややそうである」との回答であ

った。これは、対照群の 4 名は仕事をし

ていることから時間をつくることの難し

さが影響している可能性があると思われ

 

図 4 運動指導前後 被験者アンケート結果 
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る。 
「④運動がきらいである」ではオンラ

イン群では前後で｢どちらともいえない｣

との回答であったが、対照群は「ややそ

うである」→「ややそうでない」へと気

持ちの変化がみられた。 
「⑤運動は必要がない」では両群とも

「やや必要」→「必要である」との回答

が得られた。 
「⑥痛みがあって運動できない」は、

オンライン群では「ややそうではない」

→「どちらともいえない」へと移行して

おり痛みが発生した可能性があることが

考えられた。対照群は「どちらともいえ

ない」→「ややそうではない」へと痛み

の軽減がみられた。痛みに対して考えら

れることとして、オンラインの場合はス

マートフォンの小さい画面での指導のた

め、筋肉トレーニングなどの場合、正し

いポジションの確認に限界があり、その

まま自己流の解釈で運動を行っているこ

とが考えられた。対策として、図や写真

付の資料をメールで送るなどしたが、直

接その場で見ながら運動指導を行う場合

との限界を感じた。これはオンライン指

導の方法で改善・工夫すべき点として今

後の参考にしていきたい。 
「⑦運動することに抵抗がある」は両

群で抵抗感を減らすことはできなかった。

何が影響しているかを知り、トレーナー

がより良いサポートができるようになる

必要性を実感した。 
「⑧運動のやり方がわからない」では、

前の質問で抵抗感はあるにもかかわらず、

両群とも運動のやり方については解決で

きたことがみえてきた。被験者からは、

「自宅でできる運動を習ったので今後も

継続していきたい」「携帯電話から運動を

している写真を送れるようになったこと

で自信がついた」「靴下を立ったまま履け

るようになった」「運動のきっかけができ

たので、このままセンターに通いたい」

などの意見が寄せられた。また、オンラ

イン指導を受けた群からは「6 ヶ月位は

やってほしかった」「オンラインの予約日

と希望時間が思ったより少なかった」「日

曜日や朝早くの時間帯もあったほうがよ

かった」などのコメントがあった。 
ここに、オンライン群が目標指導回数

を達成できなかった理由があると考えら

れる。トレーナーが希望時間に添えなか

った理由として、研究参加のトレーナー

はフリーランスではないため平日・土曜

日の勤務時間中は対応できなかったこと

や、休日はトレーナーのプライベート時

間を確保するために運動指導が行われな

かったことがあげられる。被験者は、オ

ンラインだからこそ時間に自由度がある

はずとの思いがあり、食い違いを生じた

ものと考えられた。これは、研究が始ま

ってから判明したことであり、対策とし

ては、研究開始時の説明と確認をしっか

りする必要があると実感した。 
研究終了後、対照群のトレーナーから

は「今まで個別指導を行ったことがな

かったので勉強になった」「今回の研究参

加をきっかけに臨床現場で働いているト

レーナーと知り合うことができて刺激に

なった」との感想があった。 
 オンライン群のトレーナーからは「実

際に対象者と会ったこともないので、信

頼関係の構築やオンラインでのやり取り

 

ができるかが不安を感じた」「介入回数を

重ねるほど、対象者とのコミュニケーシ

ョンが高まった気がした」「オンラインシ

ステムを使った運動指導はなかなか運動

施設に通えない方、交通手段が確保でき

ない方など、自宅で可能な運動指導が期

待できそう」「運動指導のみではなく、食

事指導や、日常生活の流れやライフスタ

イル、仕事など、色々な話が聞けた事で

被験者との関係性が築けたと思う」「オン

ライン指導を今後活用してみたいと思っ

た」「まだ不安な部分はあるが、やり方次

第で色々な方との繋がり、幅広い運動指

導など今後活用方法があると思った」な

どの意見がだされた。 
以上のことから、今回の研究目的であ

るトレーナーのスキルアップも達成でき

たのではないかと考えられ、この経験を

元に今後の活躍に期待できるものと思わ

れる。 
 

４．まとめ 

 

今回、オンラインシステムを用いて運

動指導の検証を行った結果、運動のオン

ライン指導と直接指導において指導効果

についての差はみられなかった。 
しかし、指導方法や予約時間の取り方、

オンライン接続が可能な環境設定など、

実際に行ってみたからこそ判ってきた課

題が幾つかでてきた。これらの課題を解

決していくことで、オンラインシステム

を用いた運動指導は十分に活用できると

思われた。 
2020 年 1 月中旬から発生した新型コ

ロナウイルスの感染拡大で、クラスター

（感染集団）発生予防のため、外出を控

える人が増える一方で、運動不足や生活

習慣病の悪化、精神面への悪影響が心配

されている。今回のパンデミックは、日

常生活やビジネスの根幹を変えてしまう

要素があり、この新型コロナウイルスが

終息しても次の可能性や地震災害等のこ

とを視野にいれると、今後ネットが総て

の中心になっていくのではないかと考え

られる。そのためにも動画配信サービス

やオンラインを用いた運動指導は、これ

から広がっていくのではないかと期待と

共にコロナウイルスの早期終息を心より

願います。 
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１．はじめに 

 

 世界中で身体活動不足により健康を害

する人が増加の一途を辿っており 1)、運動

実践者育成の必要性が叫ばれている。わ

が国でも先の健康日本 21（第二次）の中

間報告において、一日歩数の平均値は前

回よりも逆に低下しており 2)、多くの自治

体が実施している運動実践者育成に向け

た取り組みの成果は挙がっていない。 
自治体の運動実践者育成に向けた取り

組みの一つとして公共運動施設を建設し、

そこで地域住民に対する支援が行われて

いる。例えば、弊社が業務を受託している

福岡・佐賀県下の計 8 か所の公共運動施

設では、年間延べ 450,637 人（平成 30 年

度実績）もの利用者が健康づくりや介護

予防のための運動に励んでいる。ただし、

同施設のように利用者が自主的に来館す

ることで、支援が可能となる施設集合型

事業の大きな限界の一つに、運動行動の

変容ステージにおける関心期以降の人に

しか支援できない。つまり、運動実践者の

育成に向けて、より支援が必要な無関心

期の人へはアプローチできないという点

が挙げられる。このため、施設集合型事業

と並行して無関心期の者にも支援を届け

る取り組みを行っていかない限り、その

地域全体の健康づくり・介護予防推進の

実現は難しい。 
 運動に限らず健康行動の無関心期の人

に支援を届けることを目的として頻繁に

行われていることに、様々な媒体を通し

た健康づくり・介護予防等に関する情報

の発信がある 3,4)。しかし、これも情報の

受け手側の各行動の変容ステージの影響

を強く受けるため、無関心期の人には届

きにくいという弱点がある。他にもウォー

キング大会等を開催することで、運動を

はじめるきっかけづくりの提供も行われ

ているが、小笠原らがこのようなウォー

キング大会参加者の運動行動の変容ステ

ージを調べたところ、無関心期の人の参

加率は僅か1.3%だったことを報告してお

り 5)、ここでも事業の目的を完全に達成で

きているとは言い難い。 
そんな中、これまでにない取り組みと

して、福岡県筑前町で行われた「幸福の手

紙」等の人伝えによる連鎖的流布の利点

を応用した「幸せのチェーン・ウォーキン

グ～隣の人に健幸タスキを届けよう～」

と題した健康づくり運動の普及・推進事

業がある 6,7)。最初に、歩数計 200 個を用

意して町民対象に第1チャレンジャー（歩

数計装着者）を募集し、一人当たり累計 10
万歩に到達したら、町民であれば誰でも

いいので第 2 チャレンジャーを探し、そ

れ以降は同様に 10 万歩に到達したら次

のチャレンジャーに渡していくという人

伝えによる歩数計装着の連鎖的流布を図

ったものである。これは、歩数計を装着す

るだけで、その人の歩数が増加するとい

う先行研究結果 8)の前提にたった取り組

みで、無関心期の人へこれまでとは異な

る経路として家族や知人を介してアプロ

ーチすることを狙ったものである。その

結果、チャレンジャーとして参加した者

のうち6.0%が無関心期だったことが明ら

かにされており、新たな支援方法として

の可能性が示唆されている。 
しかし、福岡県筑前町での取り組みで

は、終了時に回収できた歩数計は 200 台

 

中 93 台（45%）だっため、十分な評価が

できなかったこと、回収台数が少なかっ

たこともあり、正確な数値ではないもの

の、参加人数も 853 名と全町民の 4%にと

どまったという課題が残った。そこで、数

万人の大集団を対象とする前に、100人程

度の小集団で実施し、本取り組みの有効

性について検証を行う必要があると考え

た。 
そこで、本研究は令和 2 年度に福岡県

大木町の全住民を対象に実施を計画して

いる同取り組みのモデル事業の位置づけ

として行い、本取り組みの課題と成果を

明らかにすることで、より有効な方法を

検討することを目的とした。 
 
２．方法 

 

(1) 対象者 
対象は、福岡県大木町役場の本庁舎で

勤務している全職員で、男性 54 名と女性

26 名の計 80 名（年齢：41.7±11.9 歳、年

齢幅 18～68 歳）とした。 
 

(2) 支援内容 
研究の企画段階では、以下のように計

画していた。①活動量計の第 1 チャレン

ジャー10 人を役場職員から募集する（う

ち 1 人は町長）。②自分のペースで累積 5
万歩を目指し、5 万歩に到達したら第 1 チ

ャレンジャーが役場職員内で第 2 チャレ

ンジャーを探し、活動量計・歩数記録用紙

を渡す（チャレンジを断ることは自由と

する。活動量計 10 台が役場内を回ってい

くので、数回チャレンジ依頼があると想

定された）。③途中経過の把握と、歩数ラ

ンキング等を役場内に情報発信するため

に、1 か月ごとに活動量計を回収しデータ

の取り込みを行う。 
しかし、役場担当者との協議を経て、上

記の方法では参加する役場職員の負担が

大きいため、少しでも負担を減らすとい

う観点から以下のような変更を行った。 
①職員を年齢順に並べ、10 人ずつの 8

グループに分け、グループ内で予め活動

量計を装着する順番を決めておく。②グ

ループ内全員に活動量計が回ったら、別

のグループに渡すこととし、その順番も

予め決めておくとし、グループ振り分け

やグループの順番は役場担当者が行った。

③のデータの取り込みに関しては、変更

はなく 1 か月ごとということでスタート

した。 
そして、活動量計 Lifecorder（Kenz 社

製）を 10 台用意し、歩数記録用紙とセッ

トにして、各グループの第 1 チャレンジ

ャーに配布した。そして、第 1 チャレン

ジャーは自分のペースで累積 5 万歩を目

指し、5 万歩に到達したら同グループの第

2 チャレンジャーに活動量計を渡してい

き、それを第 10 チャレンジャーまで回し

ていってもらった。第 10 チャレンジャー

が目標歩数に到達した際は、予め設定

していた別のグループの第 1 チャレン

ジャーに活動量計を回してもらった。 
期間は令和元年 7月から同年 11月まで

の 4 か月間とし、1 か月後に一旦活動量

計を回収し、データの取り込みと現状把

握を行った。その後、2 か月後、3 か月後

も同様にデータ取り込みと途中経過の把

握を行う予定であったが、役場担当者が

その都度、活動量計装着者を把握するこ
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ャレンジャーが役場職員内で第 2 チャレ

ンジャーを探し、活動量計・歩数記録用紙

を渡す（チャレンジを断ることは自由と

する。活動量計 10 台が役場内を回ってい

くので、数回チャレンジ依頼があると想

定された）。③途中経過の把握と、歩数ラ

ンキング等を役場内に情報発信するため

に、1 か月ごとに活動量計を回収しデータ

の取り込みを行う。 
しかし、役場担当者との協議を経て、上

記の方法では参加する役場職員の負担が

大きいため、少しでも負担を減らすとい

う観点から以下のような変更を行った。 
①職員を年齢順に並べ、10 人ずつの 8

グループに分け、グループ内で予め活動

量計を装着する順番を決めておく。②グ

ループ内全員に活動量計が回ったら、別

のグループに渡すこととし、その順番も

予め決めておくとし、グループ振り分け

やグループの順番は役場担当者が行った。

③のデータの取り込みに関しては、変更

はなく 1 か月ごとということでスタート

した。 
そして、活動量計 Lifecorder（Kenz 社

製）を 10 台用意し、歩数記録用紙とセッ

トにして、各グループの第 1 チャレンジ

ャーに配布した。そして、第 1 チャレン

ジャーは自分のペースで累積 5 万歩を目

指し、5 万歩に到達したら同グループの第

2 チャレンジャーに活動量計を渡してい

き、それを第 10 チャレンジャーまで回し

ていってもらった。第 10 チャレンジャー

が目標歩数に到達した際は、予め設定

していた別のグループの第 1 チャレン

ジャーに活動量計を回してもらった。 
期間は令和元年 7月から同年 11月まで

の 4 か月間とし、1 か月後に一旦活動量

計を回収し、データの取り込みと現状把

握を行った。その後、2 か月後、3 か月後

も同様にデータ取り込みと途中経過の把

握を行う予定であったが、役場担当者が

その都度、活動量計装着者を把握するこ
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とが困難ということで、データ取り込み

を行うことができなかった。 
 

(3) 取り組みの効果検証 
令和 2 年 1 月に、対象者全員へ岡らが

作成した質問紙により運動行動の変容ス

テージ 9)と運動のセルフ・エフィカシー

（以下、SE：self-efficacy）10)、体重と腹

囲の増減量、本取り組みに参加しての感

想について、取り組みを開始した令和1年

7 月と、終了した 11 月時点の自分自身の

状況を思い出して回答するように求めた。

運動行動の変容ステージは、「運動をして

いなかった。それ以降もするつもりはな

かった（無関心期）」「運動をしていなかっ

た。6 か月以内に始めようと思っていた

（関心期）」「運動をしていたが、定期的で

はなかった（準備期）」「運動を定期的に行

っていたが、始めてから 6 か月以内だっ

た（実行期）」「運動を定期的に行っており、

始めてから 6 か月以上たっていた（維持

期）」のいずれか一つを選択させた。運動

SE は 11 月時点について、以下の 5 つの

設問に対して「全くそう思わない」「そう

思わない」「どちらとも言えない」「そう思

う」「かなりそう思う」の中から一つ選択

させた。①少し疲れているときでも、運動

する自信がある（以下、疲労時 SE）。②あ

まり気分がのらないときでも、運動する

自信がある（以下、消極時 SE）。③忙しく

て時間がないときでも、運動する自信が

ある（以下、多忙時 SE）。④休暇（休日）

中でも、運動する自信がある（以下、休日

時 SE）。⑤あまり天気がよくないときで

も、運動する自信がある（以下、悪天候時

SE）。そして、体重と腹囲を絶対値ではな

く、増減量としたのは個人情報の関係で、

申告を拒否する職員が数多くいると推測

されたためであり、11 月から 7 月の値を

差し引いた数値を申告させた。 
また、回収した活動量計のデータをパ

ソコンへ取り込み、個人ごとに 5 万歩到

達に要した日数、1 日平均歩数、低強度活

動時間と中等強度以上活動時間の算出を

行った。活動強度別の時間は、Kumahara
ら 11)の研究結果を基に低強度活動時間と

して 3METs 未満の一日積算時間を、中等

強度以上の活動時間として 3METs 以上

の一日積算時間を算出した。 
 

(4) 統計処理 
データは平均値±標準偏差で示した。人

数割合の比較には χ2検定を、2 群の差の

検定には対応のない t 検定を用いて統計

解析を行った。全ての統計処理は SPSS 
16.0J を用いて行い、p 値 5%未満をもっ

て統計学的に有意と判定した。 
 
３．結果と考察 

 

(1) 活動量計の回収・回付状況 
活動量計の no.1 と no.7 の 2 台は期間

終了後に紛失していることが判明し、活

動量計と記録用紙はともに回収ができな

かった。 
紛失した 2 台も含めた活動量計の回付

状況として、対象者 80 人中 74 人が活動

量計を装着し、2 サイクル目が回ってきて

いたのは 14 人だった（図 1）。また、一度

も活動量計が回ってこなかった者が 6 人

で、活動量計を装着した 74 人中 68 人の

データを回収することができた。 

 

(2) 活動量計データの結果 
5 万歩到達に要した日数は 1 サイクル

目が 7.8 ± 3.4 日、2 サイクル目が 7.2 ± 
2.3 日であり、一日歩数は 1 サイクル目が

7,851 ± 2,811 歩、 2 サイクル目が

8,146±2,862 歩であった。低強度活動時間

は 1 サイクル目が 53 ± 22 分、2 サイクル

目が 53 ± 22 分であり、中等強度以上活動

時間は 1 サイクル目が 25 ± 12 分、2 サイ

クル目が 27 ± 15 分であった。全ての数値

に 1 サイクル目と 2 サイクル目に有意差

を認めなかった。  
 

(3) 質問紙調査結果 
質問紙の回収数は、対象 80 人中 64 人

（回収率 80%）だった。回収できなかっ

た 16 人の内訳は長期休職中が 4 人、回答

拒否が 12 人だった。 

1) 運動の行動変容ステージ 
運動の行動変容ステージの変化は、無

関心期は 22 人から 17 人に、関心期は 17
人から 16 人に、準備期は 8 人から 11 人

に、実行期は 2 人から 4 人に、維持期は

15 人から 16 人に変化していたが、統計

上有意な変化ではなかった（図 2）。しか

し、運動行動の変容ステージが向上した

者が 12 人（19%）だったのに対して低下

した者は 1 人（2％）であり、本取り組み

の効果と断定することはできないものの、

活動量計を装着したことでステージが向

上した可能性がある者の人数の方が多か

った。 
2) 運動 SE 

11 月時点の運動 SE を図 3 に示した。

比較対照がないため客観的な評価は難し

いものの、運動に対する SE は高くない集

団であったことが伺えた。 
3) 体重・腹囲の増減量 
体重の増減量は 0.1 ± 1.2 kg、腹囲の増

減量は 0.0 ± 1.5 cm だった。このうち、

体重は 1 kg 以上減少した者が 8 人で 1 kg
以上増加した者が 10 人いた。腹囲は 1 cm
以上減少した者が 7 人で、1 cm 以上増加

した者が 7 人いた。7 月と 11 月の体重を

自己測定して、その差を申告するよう指

示していたが、指示通りに徹底できてい

たかについては確信が持てず、数値の信

頼性については大きな疑問が残った。 
4) 取り組みに対する感想 
本取り組みに参加しての感想について、

7 項目について調査した。その結果、活動

量計の装着がきっかけとなって“歩くこ

とへの意識が高まった”者が 29 人（45%）、

“定期的に運動するようになった”者が 8

 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8

① 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

② 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

③ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

④ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑤ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑥ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑦ × 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇

⑧ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑨ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑩ 〇 〇 〇 〇 △ 〇

① 〇 〇 〇 〇 〇

② 〇 〇 〇 〇 〇

③ 〇 〇 〇

④ 〇

⑤ 〇

⑥

図1. 活動量計の回付状況
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とが困難ということで、データ取り込み

を行うことができなかった。 
 

(3) 取り組みの効果検証 
令和 2 年 1 月に、対象者全員へ岡らが

作成した質問紙により運動行動の変容ス

テージ 9)と運動のセルフ・エフィカシー

（以下、SE：self-efficacy）10)、体重と腹

囲の増減量、本取り組みに参加しての感

想について、取り組みを開始した令和1年

7 月と、終了した 11 月時点の自分自身の

状況を思い出して回答するように求めた。

運動行動の変容ステージは、「運動をして

いなかった。それ以降もするつもりはな

かった（無関心期）」「運動をしていなかっ

た。6 か月以内に始めようと思っていた

（関心期）」「運動をしていたが、定期的で

はなかった（準備期）」「運動を定期的に行

っていたが、始めてから 6 か月以内だっ

た（実行期）」「運動を定期的に行っており、

始めてから 6 か月以上たっていた（維持

期）」のいずれか一つを選択させた。運動

SE は 11 月時点について、以下の 5 つの

設問に対して「全くそう思わない」「そう

思わない」「どちらとも言えない」「そう思

う」「かなりそう思う」の中から一つ選択

させた。①少し疲れているときでも、運動

する自信がある（以下、疲労時 SE）。②あ

まり気分がのらないときでも、運動する

自信がある（以下、消極時 SE）。③忙しく

て時間がないときでも、運動する自信が

ある（以下、多忙時 SE）。④休暇（休日）

中でも、運動する自信がある（以下、休日

時 SE）。⑤あまり天気がよくないときで

も、運動する自信がある（以下、悪天候時

SE）。そして、体重と腹囲を絶対値ではな

く、増減量としたのは個人情報の関係で、

申告を拒否する職員が数多くいると推測

されたためであり、11 月から 7 月の値を

差し引いた数値を申告させた。 
また、回収した活動量計のデータをパ

ソコンへ取り込み、個人ごとに 5 万歩到

達に要した日数、1 日平均歩数、低強度活

動時間と中等強度以上活動時間の算出を

行った。活動強度別の時間は、Kumahara
ら 11)の研究結果を基に低強度活動時間と

して 3METs 未満の一日積算時間を、中等

強度以上の活動時間として 3METs 以上

の一日積算時間を算出した。 
 

(4) 統計処理 
データは平均値±標準偏差で示した。人

数割合の比較には χ2検定を、2 群の差の

検定には対応のない t 検定を用いて統計

解析を行った。全ての統計処理は SPSS 
16.0J を用いて行い、p 値 5%未満をもっ

て統計学的に有意と判定した。 
 
３．結果と考察 

 

(1) 活動量計の回収・回付状況 
活動量計の no.1 と no.7 の 2 台は期間

終了後に紛失していることが判明し、活

動量計と記録用紙はともに回収ができな

かった。 
紛失した 2 台も含めた活動量計の回付

状況として、対象者 80 人中 74 人が活動

量計を装着し、2 サイクル目が回ってきて

いたのは 14 人だった（図 1）。また、一度

も活動量計が回ってこなかった者が 6 人

で、活動量計を装着した 74 人中 68 人の

データを回収することができた。 

 

(2) 活動量計データの結果 
5 万歩到達に要した日数は 1 サイクル

目が 7.8 ± 3.4 日、2 サイクル目が 7.2 ± 
2.3 日であり、一日歩数は 1 サイクル目が

7,851 ± 2,811 歩、 2 サイクル目が

8,146±2,862 歩であった。低強度活動時間

は 1 サイクル目が 53 ± 22 分、2 サイクル

目が 53 ± 22 分であり、中等強度以上活動

時間は 1 サイクル目が 25 ± 12 分、2 サイ

クル目が 27 ± 15 分であった。全ての数値

に 1 サイクル目と 2 サイクル目に有意差

を認めなかった。  
 

(3) 質問紙調査結果 
質問紙の回収数は、対象 80 人中 64 人

（回収率 80%）だった。回収できなかっ

た 16 人の内訳は長期休職中が 4 人、回答

拒否が 12 人だった。 

1) 運動の行動変容ステージ 
運動の行動変容ステージの変化は、無

関心期は 22 人から 17 人に、関心期は 17
人から 16 人に、準備期は 8 人から 11 人

に、実行期は 2 人から 4 人に、維持期は

15 人から 16 人に変化していたが、統計

上有意な変化ではなかった（図 2）。しか

し、運動行動の変容ステージが向上した

者が 12 人（19%）だったのに対して低下

した者は 1 人（2％）であり、本取り組み

の効果と断定することはできないものの、

活動量計を装着したことでステージが向

上した可能性がある者の人数の方が多か

った。 
2) 運動 SE 

11 月時点の運動 SE を図 3 に示した。

比較対照がないため客観的な評価は難し

いものの、運動に対する SE は高くない集

団であったことが伺えた。 
3) 体重・腹囲の増減量 
体重の増減量は 0.1 ± 1.2 kg、腹囲の増

減量は 0.0 ± 1.5 cm だった。このうち、

体重は 1 kg 以上減少した者が 8 人で 1 kg
以上増加した者が 10 人いた。腹囲は 1 cm
以上減少した者が 7 人で、1 cm 以上増加

した者が 7 人いた。7 月と 11 月の体重を

自己測定して、その差を申告するよう指

示していたが、指示通りに徹底できてい

たかについては確信が持てず、数値の信

頼性については大きな疑問が残った。 
4) 取り組みに対する感想 
本取り組みに参加しての感想について、

7 項目について調査した。その結果、活動

量計の装着がきっかけとなって“歩くこ

とへの意識が高まった”者が 29 人（45%）、

“定期的に運動するようになった”者が 8
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① 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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図1. 活動量計の回付状況

記号の説明；
〇：5万歩到達、△：途中、×：紛失

第
1
サ
イ
ク
ル
：
7
4人

第
2
サ
イ
ク
ル
：
1
4人

37令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

人（13%）、“職場内で運動に関するコミュ

ニケーションが増えた”者が 7 人（11%）、

“歩数計の購入や歩数アプリをインスト

ールした”者が 5 人（8%）で、歩くことや

運動することへの意識が高まった者がい

ることが明らかになった。その一方で、

“活動量計をつけるのが煩わしかった”と
回答した者が 18 人（28%）、“歩数を記録

するのが煩わしかった”と回答した者が

16 名（25%）、“次のチャレンジャーに活

動量計を渡すのが煩わしかった”と回答

した者が 6 人（9%）おり、この辺りを改

善できれば、活動量の回付がさらに加速

する可能性が示唆された。 
自由記述では、“歩数計を持っている時

はかなり意識して歩いた”“運動はしてな

いが、1 日 8,000 歩以上歩くように意識し

た” “歩く意識や歩幅を意識するようにな

った” “次の人に渡すために歩数が増えた”
など、好意的な意見も確認することがで

きた。 
 

(4) 身体活動状況を基準にした比較 
各人が活動量計を装着した際の一日歩

数の平均値を基に、二分位に群分けした

上で、運動行動の変容ステージにおける

変化を比較した。そのために、運動行動の

変容ステージが上がった数に合わせて、

ステージが 1 つ上がれば 1 点、2 つ上が

れば 2 点、変わらなければ 0 点、1 つ下

 

図2. 事業前後における運動行動の変容ステージ人数分布の変化

グラフ内の数値は人数．統計処理はχ2検定を用いて行った．
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 図3. 11月時点のセルフ・エフィカシー（グラフ内の数値は人数）
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がれば-1 点と得点化し、これを行動変容

（以下、BC：behavior change）得点とし

た。その結果、歩数が少量だった群に比べ

て多量だった群は、BC 得点が高い傾向に

あることが明らかになった（図 4）。同様

に、3METs 以上の中等度強度活動時間で

も二分位に群分けして、BC 得点を比較し

た。その結果では、群間に有意な差を認め

なかった（p ＝0.683）。本結果における歩

数と BC 得点の因果関係について明らか

にすることはできないものの、奥野らは

歩数計を装着することで主観的有能感を

感じたものでは歩数が増加したことを報

告しており 12)、本研究の対象者でも同様

のことが起こった可能性もあり、活動量

計の装着期間は僅か一週間程度であった

が、歩く意識が高く歩数の多い者では、運

動行動の変容ステージが向上した可能性

があると考えた。このため、今後の取り組

みでは目標歩数の到達期日を設け、一日

平均歩数を増やす仕掛けを施した方が行

動の変容が起こる可能性もあるため、参

加しやすさをとるか、行動変容をとるか、

慎重に検討していきたい。 
 
(5) 運動 SE 別の比較 

5 つの運動 SE ごとに“そう思う”“かな

りそう思う”を高 SE 群、それ以外を低 SE
群と定義して、運動行動の変容ステージ

の変化得点を比較した。その結果、“休日

時 SE”における高 SE 群は BC 得点が有

意に高かった（p = 0.034）。同様に、“消
極時 SE”の高 SE 群の方が BC 得点は高

い傾向があった（p = 0.088）（表 1）。運動

SE を高めることが、運動行動の変容ステ

ージを上昇させる上で、重要な因子であ

ると考えられている 13)。このことと本研

究結果から、休日や気分が乗らない消極

時にも身体を動かすことを促す支援を追

加することで、運動行動の変容が起こり

やすくなると考えた。そのために、短時間

運動の繰り返しでも効果があること 14)や、

とにかく座位時間を少なくすることの重

要性 15)などの情報発信や、室内運動の方

法の紹介などが候補として挙がる。 
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(6) 本研究の限界 
本研究にはいくつかの限界がある。第

一に、質問紙法により調査を取り組みの

実施前後に分けて実施できず、思い出し

法で実施したため、思い出しバイアスの

問題で信頼性が低いことを否定すること

ができない。また、質問紙法そのものには、

客観性や正確性の面で限界があり、この

点を踏まえた上で、結果の解釈を行わな

ければならない。 
最後に、本研究デザインはランダム化

比較試験をとっていないため、結果に関

しては慎重な解釈が必要である。 
 

(7) 本研究結果から見えてきた事業の改

善点 
‧ 腰に装着するものではなく、ポケット

等に入れられるデバイスに変更し、装

着の煩わしさを軽減 
‧ 累計歩数が表示されるデバイスに変更

することで、歩数の書き取り方法の簡

素化 
‧ 目標歩数の達成期日を設定するのかに

ついて検討 
‧ セルフ・エフィカシー向上に向けた支

援を追加 
 

４．まとめ 

 

人伝えの連鎖的流布を使った取り組み

として、活動量計を活用して運動行動の

変容を促し、運動実践者を増やすことを

目指した。 
その結果、運動行動の変容ステージに

おける無関心期の者が 34%参加していた

こと、また、本取り組みの効果と断定する

ことはできないものの、変容ステージが

向上した者がいたことが明らかになった。 
そして、同様の取り組みを行う際の改

善点が明らかになったことから、今後に

活かしていきたい。 
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１．実践研究 

地地域域にに根根差差ししたた介介護護予予防防ププロロググララムムのの創創作作とと検検証証  
～～おお遍遍路路道道完完歩歩をを目目指指ししてて～～ 

 
山崎 花* 

丸山 裕司**   
 

抄録 
 
オリジナルの「お遍路体操」を作成し、歩き遍路が困難な人でもお遍路をイメージできる

ような運動教室の開催を試みた。地域の特性を活かした運動プログラムが地域在住高齢者

にどのような影響を及ぼすかについて検討した。愛媛県内で自立した生活を送る 65 歳以上

の女性高齢者 23 名を対象者とした。運動群 17 名（73.4±6.2 歳）、対照群 6 名（74.0 歳±6.4
歳）であった。介入前後に効果判定として両群に対して身体機能測定と質問紙調査を実施し

た。また、運動教室終了後に運動群 5 名にインタビュー調査を実施した。運動教室のプログ

ラムは、歩き遍路には長い距離を歩ける歩行能力や脚力が必要であると考えられることか

ら、下肢機能向上を主な目的とした内容とした。お遍路体操を中心とした介護予防プログラ

ムを週１回の頻度で 3 カ月間実施した。運動群は生活習慣記録機のデータをもとに歩いた

距離を「お遍路マップ」に記録した。また、できるだけ毎日自宅でも運動してもらうことを

目的に「運動記録日誌」を配布した。その結果 3 カ月の全体の平均運動実施率は 76％であ

った。運動群において長座体前屈、10m 障害物歩行、30 秒椅子立ち上がりの項目に統計学

的有意な改善が認められた。対照群においては統計学的有意に変化を示した項目は無かっ

た。運動群のインタビュー調査からは、全体的な運動プログラムについて肯定的な意見が多

く、運動教室終了後もお遍路体操を楽しく効果的に継続されている様子が伺えた。本研究プ

ログラムは地域に根差した内容で展開が可能であり、有効であったと考えられた。 
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１． はじめに 

 

本研究対象地域は、6 つの札所が存在す

る愛媛県今治市である。身近に巡礼所があ

ることにより日頃から遍路との接点が多く、

遍路に関する関心が高いと推察される。本

研究対象者の中には、お遍路を巡礼したこ

とのある者もいたが、そのほとんどがバス

や自家用車での巡礼であった。徒歩で巡礼

したくても、加齢による運動器疾患などに

より自分の脚で歩いて巡礼することが難し

い者が多いようであった。そこで本研究は、

オリジナルのお遍路体操を作成し、歩き遍

路が難しい人でもお遍路をイメージできる

ような運動教室の開催を試みた。歩き遍路

には、長い距離を歩ける歩行能力や脚力が

必要であると考えられることから、下肢機

能向上を目的とした運動プログラムを実施

した。 
健康日本 21（第二次）では、健康寿命の

延伸や健康格差の縮小を目標に様々な項目

で具体的な目標値の設定がされている。日

常生活における目標歩数の設定では、65 歳

以上の女性の目標歩数 1)は、現状から 1,500
歩ほど増加された 6,000 歩と設定されてい

る。また、運動器の機能向上による生活機能

の維持も掲げられており、日常生活の中で

身体活動を増やす手段として歩行が推奨さ

れている。生活習慣病の予防や介護予防対

策のためにも、地域に根差した運動プログ

ラムは日常生活の身体活動を向上させる点

においても重要だと考えられる。 
本研究は、お遍路をモチーフにしたオリ

ジナルの体操を作成し、「お遍路体操教室」

の実施が地域在住高齢者にどのような影響

をもたらすのか検証することを目的とした。 

２． 方法 

 

(1) 対象者 
本研究対象者は、愛媛県で自立した生活

を送る 65 歳以上の女性高齢者 23 名であっ

た。運動群は、65歳～84歳の17名（73.4±6.2
歳）であった。一方、対照群は、67～81 歳

の 6 名（74.0±6.4 歳）であった。 
(2) 調査内容 
 効果判定には、運動教室前後に両群に対

して身体機能測定と質問紙調査を実施した。

また、運動教室終了後に運動群にインタビ

ュー調査を実施した。 
1) 身体機能測定 
 身体機能測定の項目は、身長、体重、握力、

上体起こし、長座体前屈、開眼片足立ち、10
ｍ障害物歩行、30 秒椅子立ち上がり、及び

身体活動量（運動群のみ）であった。身体活

動量の測定には、生活習慣記録機（ライフコ

ーダ GS：Suzuken 社製）を用いた。 
2) 質問紙調査 
 気分、感情を評価するために日本語版

POMS（Profile  of  Mood  States）短縮版

（以下、POMS 短縮版）を用いた。 
対象者の健康関連 QOL（HRQOL：

Health Related Quality of Life）を評価す

ることを目的に、SF-36v2（MOS Short-
Form 36-Item Health Survey version2）を

使用した。 
3）インタビュー調査 
 特徴的な結果を示した運動群 5 名に対し、

お遍路体操や運動プログラム、生活習慣に

ついてインタビュー調査を実施した。 
(3) 運動教室 
運動教室を週 1 回の頻度で 75 分実施し

た。教室回数は全 16 回の 3 カ月間であっ
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距離を「お遍路マップ」に記録した。また、できるだけ毎日自宅でも運動してもらうことを
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る愛媛県今治市である。身近に巡礼所があ

ることにより日頃から遍路との接点が多く、

遍路に関する関心が高いと推察される。本

研究対象者の中には、お遍路を巡礼したこ

とのある者もいたが、そのほとんどがバス

や自家用車での巡礼であった。徒歩で巡礼

したくても、加齢による運動器疾患などに

より自分の脚で歩いて巡礼することが難し

い者が多いようであった。そこで本研究は、

オリジナルのお遍路体操を作成し、歩き遍

路が難しい人でもお遍路をイメージできる

ような運動教室の開催を試みた。歩き遍路

には、長い距離を歩ける歩行能力や脚力が

必要であると考えられることから、下肢機

能向上を目的とした運動プログラムを実施

した。 
健康日本 21（第二次）では、健康寿命の

延伸や健康格差の縮小を目標に様々な項目

で具体的な目標値の設定がされている。日

常生活における目標歩数の設定では、65 歳

以上の女性の目標歩数 1)は、現状から 1,500
歩ほど増加された 6,000 歩と設定されてい

る。また、運動器の機能向上による生活機能

の維持も掲げられており、日常生活の中で

身体活動を増やす手段として歩行が推奨さ

れている。生活習慣病の予防や介護予防対

策のためにも、地域に根差した運動プログ
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においても重要だと考えられる。 
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た。運動群は、65歳～84歳の17名（73.4±6.2
歳）であった。一方、対照群は、67～81 歳

の 6 名（74.0±6.4 歳）であった。 
(2) 調査内容 
 効果判定には、運動教室前後に両群に対

して身体機能測定と質問紙調査を実施した。

また、運動教室終了後に運動群にインタビ

ュー調査を実施した。 
1) 身体機能測定 
 身体機能測定の項目は、身長、体重、握力、

上体起こし、長座体前屈、開眼片足立ち、10
ｍ障害物歩行、30 秒椅子立ち上がり、及び

身体活動量（運動群のみ）であった。身体活

動量の測定には、生活習慣記録機（ライフコ

ーダ GS：Suzuken 社製）を用いた。 
2) 質問紙調査 
 気分、感情を評価するために日本語版

POMS（Profile  of  Mood  States）短縮版

（以下、POMS 短縮版）を用いた。 
対象者の健康関連 QOL（HRQOL：

Health Related Quality of Life）を評価す

ることを目的に、SF-36v2（MOS Short-
Form 36-Item Health Survey version2）を

使用した。 
3）インタビュー調査 
 特徴的な結果を示した運動群 5 名に対し、

お遍路体操や運動プログラム、生活習慣に

ついてインタビュー調査を実施した。 
(3) 運動教室 
運動教室を週 1 回の頻度で 75 分実施し

た。教室回数は全 16 回の 3 カ月間であっ
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PRE POST PRE POST
とても健康 11.8（2） 17.6（3） 33.3（2） 33.3（2）
まあ健康   70.6（12）   58.8（10） 66.7（4） 66.7（4）
あまり健康でない 17.6（3） 11.8（2） 0.0（0）   0.0（0）
まったく健康でない   0.0（0） 11.8（2） 0.0（0）   0.0（0）

運動群（n＝17） 対照群（n＝6）
             表1.主観的健康観           %(n)

%(n)

とても自信がある 0.0 (0) 0.0 (0) 16.7 (1) 0.0 (0)
まあ自信がある 35.3 (6) 47.1 (8) 50.0 (3) 50.0 (3)
あまり自信がない 58.8 (10) 29.4 (5) 16.7 (1) 50.0 (3)
まったく自信がない 5.9 (1) 23.5 (4) 16.7 (1) 0.0 (0)

PRE POST PRE POST

    表2．主観的体力観
運動群 (n=17) 対照群2 (n=6)

た。教室内容は、音楽に合わせた体操「お遍

路体操」、筋力トレーニング、ストレッチン

グ、ステップ台運動、ステップマット運動、

レクリエーションなどであった（資料 1）。
「お遍路体操」とは、本教室のテーマとして

新たに作成した体操である。音楽と歌詞を

オリジナルで作成した（資料 2）。遍路道を

歩くのに特に必要と考えられる下肢筋力向

上を目的とした動きで構成された約 5 分の

体操である。 
運動教室期間中に参加者がお遍路の何番

札所まで歩いているかがわかるように、お

遍路マップを作成した（資料 3）。毎回の運

動教室の初めに生活習慣記録機のデータを

もとに１週間で歩いた距離をマップに記録

した。また、参加者に自宅でも運動してもら

うことを目的に、写真入りのホームプログ

ラムと「運動記録日誌」を配布した。 
(4)倫理的配慮 

 対象者に研究内容の説明を充分行い、理

解してもらい、承諾書を得られた者を本研

究の対象者とした。 
 (5)統計処理 
運動前後における運動群と対照群それぞ

れの身体機能の平均値の差の検定には、対

応のあるサンプルの t 検定を用いた。運動

群と対照群の 2 群間における平均値の差の

検定には、独立したサンプルの t 検定で実

施した。また、運動前後における運動群と対

照群それぞれのアンケート調査の平均値の

差の検定には Wilcoxon の符号付き順位検

定を用い、運動群と対照群の 2 群間におけ

る質問紙調査の平均値の差の検定には、

Mann-Whitney の U テストを用いて実施

した。統計処理の有意水準は、危険率 5％未

満とし、10％未満は有意傾向とした。なお、

データの分析は、統計分析ソフト IBM 
SPSS Statistics 24 を使用した。 
 
３． 結果と考察 

 

(1) 日常生活状況について 
 対象者の運動教室実施前後における主観

的健康観について表 1 に示した。大きな変

化は認められないが、運動群に「まったく健

康でない」が 0 名から 2 名に増加した。運

動教室初日に、自転車転倒により骨折をし

た人がおり、そのようなことが影響してい

るかと考えられる。本研究の結果から、運動

教室に参加したからといって教室終了後、

運動群の健康観が改善されるとは言い切れ

ないことが示された内容となっている。 
 

 

 

 

  

 
対象者の運動教室実施前後における主観

的体力観について表 2 に示した。特徴とし

て、運動群の「まったく自信がない」が 1 名

から 4 名に増加した。体力測定を実施して、

同年代や他の参加者の結果と比較して、自

身で思っていたよりも結果が好ましくなく、

そのことにより自信をなくしてしまった人

が複数いたようである。また、先述の怪我に

よる影響なども要因と推察された。 
 

 

 

 

 

 

 対象者の運動教室実施前後における運動

実施頻度について表 3 に示した。運動教室

前は、運動群の方が対照群よりも運動実施

頻度が多い傾向にあった。運動教室前後に

おいて、運動群の運動実施頻度が増加した

のは、運動教室に毎週参加したことが一番

の要因ではないかと思われる。 
 

 

 

 

 

運動群の一日あたりの平均歩数は、

6,505.8±3,687.6 歩であった。先行研究 2) ～5)

によると、本研究対象者と同じく地域在住

の同年代女性における一日あたりの平均歩

数は、3,613 歩～9,430 歩であり、平均の幅

は大きかった。しかし、健康日本 21（第二

次）では、6,000 歩以上が目標とされている。

また、一日あたりの平均歩数が 7,000 歩以

上の高齢者は、日常生活圏が広く仕事やボ

ランティア、趣味活動など活動的な生活を

送っていると報告されている 6)。これらの

ことから、本研究対象の運動群は、日頃から

比較的活動的な生活を送っていることが推

察された。 
(2)インタビュー調査の結果 
 運動教室終了後、運動群 5 名に運動教室

についての感想や日常生活の変化について

対面式でのインタビュー調査を実施した。

参加されての感想は、全員が運動教室内容

に肯定的であり、満足度の高さが伺えた。運

動教室参加の動機は、夫を亡くした後、家に

いることが多く、気分転換になればと思い

参加した人もいた。 
 運動教室のプログラムは、ステップ台や

ステップマットの運動は初めて行う人が多

く、レクリエーションも毎回違うことを行

ったのでプログラム内容に飽きなかったと

いう感想が多かった。 
 「お遍路体操」は、初めはリズムに併せて

行うのが難しかったが、自宅でも DVD を

見て繰り返し行っているうちに歌いながら

楽しくできるようになったという感想が多

かった。お遍路をイメージした動きになっ

ており、実際にお遍路道を歩いていること

をイメージしながら行えたようである。運

動教室終了後も自宅で毎日お遍路体操を実

施している対象者もいた。また、生活習慣記

録機の装着とお遍路マップの記録により、

いつもより長い距離を歩くようになった人

が多いようであった。 
(3) 身体機能の変化 
 対象者の運動教室実施前後における身体

機能の結果について表 4 に示した。対照群

においては、運動教室前後で統計学的有意

に変化を示した項目はなかった。一方、運動

群において、長座体前屈、10ｍ障害物歩行、

30 秒椅子立ち上りの項目に教室前後で統

計学的有意な改善が認められた（p<0.05）。
長座体前屈は、教室での毎回のストレッチ

ングに加え、対象者の多くが自宅でも教室

で行ったストレッチングを行ったことが影

響していると考えられた。10ｍ障害物歩行

は体力要素として、歩行時における動的平

衡性などを含む調整力である。本研究で作

成した「お遍路体操」には、動的平衡性改善

を目的とした動きが多く取り入れられてお

り、この体操の実施が影響していると推察

された。30 秒椅子立ち上りにおいては、教

室での筋力トレーニングで毎回スクワット

を実施していたことが影響していると考え

%(n)

週5日以上 11.8 (2) 23.5 (4) 0.0 (0) 0.0 (0)
週3〜4日 11.8 (2) 11.8 (2) 50.0 (3) 50.0 (3)
週1〜2日 64.7 (11) 64.7 (11) 33.3 (2) 33.3 (2)
していない 11.8 (2) 0.0 (0) 16.7 (1) 16.7 (1)

運動群 (n=17) 対照群2 (n=6)
PRE POST PRE POST

    表3．運動実施頻度
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PRE POST PRE POST
とても健康 11.8（2） 17.6（3） 33.3（2） 33.3（2）
まあ健康   70.6（12）   58.8（10） 66.7（4） 66.7（4）
あまり健康でない 17.6（3） 11.8（2） 0.0（0）   0.0（0）
まったく健康でない   0.0（0） 11.8（2） 0.0（0）   0.0（0）

運動群（n＝17） 対照群（n＝6）
             表1.主観的健康観           %(n)

%(n)

とても自信がある 0.0 (0) 0.0 (0) 16.7 (1) 0.0 (0)
まあ自信がある 35.3 (6) 47.1 (8) 50.0 (3) 50.0 (3)
あまり自信がない 58.8 (10) 29.4 (5) 16.7 (1) 50.0 (3)
まったく自信がない 5.9 (1) 23.5 (4) 16.7 (1) 0.0 (0)

PRE POST PRE POST

    表2．主観的体力観
運動群 (n=17) 対照群2 (n=6)

た。教室内容は、音楽に合わせた体操「お遍

路体操」、筋力トレーニング、ストレッチン

グ、ステップ台運動、ステップマット運動、

レクリエーションなどであった（資料 1）。
「お遍路体操」とは、本教室のテーマとして

新たに作成した体操である。音楽と歌詞を

オリジナルで作成した（資料 2）。遍路道を

歩くのに特に必要と考えられる下肢筋力向

上を目的とした動きで構成された約 5 分の

体操である。 
運動教室期間中に参加者がお遍路の何番

札所まで歩いているかがわかるように、お

遍路マップを作成した（資料 3）。毎回の運

動教室の初めに生活習慣記録機のデータを

もとに１週間で歩いた距離をマップに記録

した。また、参加者に自宅でも運動してもら

うことを目的に、写真入りのホームプログ

ラムと「運動記録日誌」を配布した。 
(4)倫理的配慮 

 対象者に研究内容の説明を充分行い、理

解してもらい、承諾書を得られた者を本研

究の対象者とした。 
 (5)統計処理 
運動前後における運動群と対照群それぞ

れの身体機能の平均値の差の検定には、対

応のあるサンプルの t 検定を用いた。運動

群と対照群の 2 群間における平均値の差の

検定には、独立したサンプルの t 検定で実

施した。また、運動前後における運動群と対

照群それぞれのアンケート調査の平均値の

差の検定には Wilcoxon の符号付き順位検

定を用い、運動群と対照群の 2 群間におけ

る質問紙調査の平均値の差の検定には、

Mann-Whitney の U テストを用いて実施

した。統計処理の有意水準は、危険率 5％未

満とし、10％未満は有意傾向とした。なお、

データの分析は、統計分析ソフト IBM 
SPSS Statistics 24 を使用した。 
 
３． 結果と考察 

 

(1) 日常生活状況について 
 対象者の運動教室実施前後における主観

的健康観について表 1 に示した。大きな変

化は認められないが、運動群に「まったく健

康でない」が 0 名から 2 名に増加した。運

動教室初日に、自転車転倒により骨折をし

た人がおり、そのようなことが影響してい

るかと考えられる。本研究の結果から、運動

教室に参加したからといって教室終了後、

運動群の健康観が改善されるとは言い切れ

ないことが示された内容となっている。 
 

 

 

 

  

 
対象者の運動教室実施前後における主観

的体力観について表 2 に示した。特徴とし

て、運動群の「まったく自信がない」が 1 名

から 4 名に増加した。体力測定を実施して、

同年代や他の参加者の結果と比較して、自

身で思っていたよりも結果が好ましくなく、

そのことにより自信をなくしてしまった人

が複数いたようである。また、先述の怪我に

よる影響なども要因と推察された。 
 

 

 

 

 

 

 対象者の運動教室実施前後における運動

実施頻度について表 3 に示した。運動教室

前は、運動群の方が対照群よりも運動実施

頻度が多い傾向にあった。運動教室前後に

おいて、運動群の運動実施頻度が増加した

のは、運動教室に毎週参加したことが一番

の要因ではないかと思われる。 
 

 

 

 

 

運動群の一日あたりの平均歩数は、

6,505.8±3,687.6 歩であった。先行研究 2) ～5)

によると、本研究対象者と同じく地域在住

の同年代女性における一日あたりの平均歩

数は、3,613 歩～9,430 歩であり、平均の幅

は大きかった。しかし、健康日本 21（第二

次）では、6,000 歩以上が目標とされている。

また、一日あたりの平均歩数が 7,000 歩以

上の高齢者は、日常生活圏が広く仕事やボ

ランティア、趣味活動など活動的な生活を

送っていると報告されている 6)。これらの

ことから、本研究対象の運動群は、日頃から

比較的活動的な生活を送っていることが推

察された。 
(2)インタビュー調査の結果 
 運動教室終了後、運動群 5 名に運動教室

についての感想や日常生活の変化について

対面式でのインタビュー調査を実施した。

参加されての感想は、全員が運動教室内容

に肯定的であり、満足度の高さが伺えた。運

動教室参加の動機は、夫を亡くした後、家に

いることが多く、気分転換になればと思い

参加した人もいた。 
 運動教室のプログラムは、ステップ台や

ステップマットの運動は初めて行う人が多

く、レクリエーションも毎回違うことを行

ったのでプログラム内容に飽きなかったと

いう感想が多かった。 
 「お遍路体操」は、初めはリズムに併せて

行うのが難しかったが、自宅でも DVD を

見て繰り返し行っているうちに歌いながら

楽しくできるようになったという感想が多

かった。お遍路をイメージした動きになっ

ており、実際にお遍路道を歩いていること

をイメージしながら行えたようである。運

動教室終了後も自宅で毎日お遍路体操を実

施している対象者もいた。また、生活習慣記

録機の装着とお遍路マップの記録により、

いつもより長い距離を歩くようになった人

が多いようであった。 
(3) 身体機能の変化 
 対象者の運動教室実施前後における身体

機能の結果について表 4 に示した。対照群

においては、運動教室前後で統計学的有意

に変化を示した項目はなかった。一方、運動

群において、長座体前屈、10ｍ障害物歩行、

30 秒椅子立ち上りの項目に教室前後で統

計学的有意な改善が認められた（p<0.05）。
長座体前屈は、教室での毎回のストレッチ

ングに加え、対象者の多くが自宅でも教室

で行ったストレッチングを行ったことが影

響していると考えられた。10ｍ障害物歩行

は体力要素として、歩行時における動的平

衡性などを含む調整力である。本研究で作

成した「お遍路体操」には、動的平衡性改善

を目的とした動きが多く取り入れられてお

り、この体操の実施が影響していると推察

された。30 秒椅子立ち上りにおいては、教

室での筋力トレーニングで毎回スクワット

を実施していたことが影響していると考え

%(n)

週5日以上 11.8 (2) 23.5 (4) 0.0 (0) 0.0 (0)
週3〜4日 11.8 (2) 11.8 (2) 50.0 (3) 50.0 (3)
週1〜2日 64.7 (11) 64.7 (11) 33.3 (2) 33.3 (2)
していない 11.8 (2) 0.0 (0) 16.7 (1) 16.7 (1)

運動群 (n=17) 対照群2 (n=6)
PRE POST PRE POST

    表3．運動実施頻度
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られた。椅子立ち上りの動きは、スクワット

そのものであることから結果に影響を及ぼ

しやすいと推察された。 
 
(4) 気分・感情及び QOL の変化 
 対象者の運動教室実施前後における

POMS 短縮版の結果について表 5 に示した。

対照群においては、統計学的に有意な変化

が認められた項目はなかった。運動群にお

いては、「T-A（緊張−不安）」が統計学的有

意（p<0.05）な変化を示した。運動教室の

参加者（運動群）の雰囲気からも要因は定か

ではない。質問紙調査は、身体機能測定の前

に実施したため、測定に対する気分が影響

したと推測された。また、「V（活気）」の変

化は、有意傾向（p<0.1）であった。学生時

代以来、運動することが初めての参加者や、

今までも運動をしていたが教室に参加して

さらに歩くようになったという者が複数い

たため、結果に影響を及ぼしていると考え

られた。 
対象者の運動教室実施前後における SF-

36v2 の結果について表 6 に示した。対照群

においては、統計学的に有意な変化が認め

られた項目はなかった。運動群においては、

「VT（活力）」及び「MH（心の健康）」に

有意傾向（p<0.1）な変化を示した。インタ

ビュー調査の回答には、「とにかく楽しくて

良かった」という、運動教室の内容に対する

肯定的なものが多かった。日常生活の中で

PRE POST PRE POST
⾝⻑(cm) 150.8±5.47 150.8±5.47 153.5±6.25 153.5±6.25
体重(kg)   52.8±4.68   52.9±4.13   53.2±6.17   53.2±6.17
握力(kg)   19.8±4.07   20.1±3.42   21.8±4.54   22.5±4.18
上体起こし(回)     6.1±4.95     6.9±6.07     4.4±4.10     3.8±5.23
⻑座体前屈(cm)   33.2±7.12     36.4±8.58*   37.0±7.59   40.0±4.77
開眼片足立ち(秒)     62.7±47.63     63.6±46.80   76.0±40.7   64.7±46.6
10m障害物歩行(秒)     9.0±1.33       8.3±1.49*     8.7±1.52     8.6±1.88
30秒椅子立ち上がり(回)   16.1±3.77     19.8±3.44*   15.7±5.96   15.5±6.41

＊p<0.05

運動群(n=17) 対照群(n=6)
               表4. ⾝体機能の結果    (Mean±SD)

PRE POST PRE POST
T-A 45.6±7.63 48.8±7.76* 43.3±6.86 41.2±5.53
D 44.4±5.57 44.9±4.46 47.2±6.34 43.7±6.22
A-H 42.1±4.26 42.5±5.47 42.0±3.69 42.5±5.54
V 43.2±7.08 46.9±6.20＃ 39.2±5.56 39.8±6.49
F 45.5±6.52 42.9±5.08 44.8±5.46 44.0±8.65
C 50.6±8.94 49.9±7.24 51.2±6.68 51.5±6.44

運動群(n=17) 対照群(n=6)
           表5.  POMS短縮版の結果   (Mean±SD)

＊p<0.05  # p<0.1

 

も、「筋トレやストレッチングをやってみよ

うかな」という気持ちになった者が多く、こ

のような変化が「VT」、「MH」の変化に影

響を及ぼしていると考えられた。 
 

４． まとめ 

 

本研究は「お遍路体操」を作成し、地域に

根差した「お遍路」をモチーフに運動プログ

ラムを実施した。その結果、運動群では長座

体前屈、10m 障害物歩行、30 秒椅子立ち上

がりに統計学的有意（p<0.05）な改善が認

められた。また、POMS 短縮版において「V
（活気）」に有意傾向（p<0.1）が認められ

た。SF-36v2 では「VT」、「MH」に有意傾

向（p<0.1）な変化が認められた。一方、対

照群においては、運動教室前後で統計学的

有意に変化を示した項目は無かった。イン

タビュー調査からは、運動プログラム全体

的に肯定的な感想が多く聞かれた。これら

の結果より、本研究プログラムは地域に根

差した内容で展開が可能であり、介護予防

に有効であったと考えられた。 
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られた。椅子立ち上りの動きは、スクワット

そのものであることから結果に影響を及ぼ

しやすいと推察された。 
 
(4) 気分・感情及び QOL の変化 
 対象者の運動教室実施前後における

POMS 短縮版の結果について表 5 に示した。
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も、「筋トレやストレッチングをやってみよ

うかな」という気持ちになった者が多く、こ

のような変化が「VT」、「MH」の変化に影

響を及ぼしていると考えられた。 
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本研究は「お遍路体操」を作成し、地域に

根差した「お遍路」をモチーフに運動プログ

ラムを実施した。その結果、運動群では長座

体前屈、10m 障害物歩行、30 秒椅子立ち上

がりに統計学的有意（p<0.05）な改善が認

められた。また、POMS 短縮版において「V
（活気）」に有意傾向（p<0.1）が認められ
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資料 3 お遍路マップ 1．実践研究 

地地域域運運動動教教室室のの高高齢齢者者排排尿尿トトララブブルルとと

身身体体機機能能にに関関わわるる一一考考察察

～～骨骨盤盤底底筋筋ダダンンスス導導入入のの有有効効性性のの検検討討～～

辻野 和美* **

抄録

本研究では，N 県 U 市の 6 つの運動教室参加者 93 名（男性 24 名，女性 69 名，平

均年齢 70.0 ± 4.6 歳）を対象にした．尿失禁，過活動膀胱，排尿症状に関する質問紙調

査と，筋力（握力，いす立ち上がり）とロコモ度チェック（ロコモ 2 ステップ，ロコモ

立ち上がり，ロコモ 25）による身体機能測定を実施し，排尿トラブルの実態把握と身

体機能との関連を検討した．その結果，運動教室に参加する高齢者は様々な排尿トラブ

ルを持っていることが明らかとなった．また身体機能との関わりでは握力，ロコモ 25
に排尿トラブルとの関連がみられた．そこで排尿トラブルの中でも，身体機能との検討

が少ない過活動膀胱症状がある者を対象に，骨盤底筋トレーニングの効果を検討した．

骨盤底筋トレーニングを「ケーゲル体操」と「骨盤底筋ダンス」に群分けし，運動教室

とホームワークで 3 か月間実施した効果を比較した．その結果，主観的効果や継続度に

有意差が認められ，「骨盤底筋ダンス」は「ケーゲル体操」より難しい，辛いといった

ネガティブな感情を低く抑える結果が示された．個別コメントでは過活動膀胱症状をは

じめ様々な排尿トラブル改善の報告が得られた．地域運動教室への骨盤底筋トレーニン

グ導入は高齢者に有意義なものであり，「骨盤底筋ダンス」は「ケーゲル体操」と同様

に，排尿トラブルの改善に役立つ可能性が示された．

キーワード：高齢者，排尿トラブル，ロコモティブシンドローム，骨盤底筋トレーニン

グ

* (株)ホリスティックヘルス研究会

** 奈良女子大学
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はじめに 

 

 超高齢社会に入ったわが国にとって，

今後いかにして健康寿命を延伸するかは

大きな課題である． 

高齢期の問題の一つに失禁，低栄養，生

活機能低下，睡眠障害，うつ，認知症など，

加齢に伴い様々な症状が複数現れる老年

症候群がある 1)が，高齢者が自立し質の高

い日常生活を送るには，単に疾病の予防

だけでなく，生活機能と QOL を維持する

ことが重要である． 

健康日本 21 では健康寿命延伸のため

に，サルコペニア・フレイルを予防する

ことが推進されている．フレイルは，し

かるべき介入により再び健常な状態に戻

るという可逆性が包含されているため，

老年症候群により Frailty に陥った高齢

者でも早期発見と，適切な介入により，

生活機能の維持・向上を図ることができ

るといわれている 2)． 

尿失禁は，加齢により増加する老年症

候群の一つであり，身体的，精神心理的，

社会的側面に影響を及ぼし，フレイル状

態を悪化させる大きな要因となる．吉田

らは，尿失禁の早期発見のため，身体機能

との関連を検討した 3)．その結果，尿失禁

者は身体機能が低く，身体的虚弱が進ん

でいると報告するとともに，男性と女性

では尿失禁タイプにより対処法も異なる

ことから，タイプ別の特性把握が望まし

いと言及した．尿失禁は一般に腹圧性，切

迫性，混合性，溢流性の 4 つのタイプに

分類できる．女性では骨盤底筋機能障害

による腹圧性尿失禁が多いが，男性では

前立腺症状の関わる排尿症状や排尿後症

状が多い 4)．また頻尿を伴う過活動膀胱は，

高齢者の有病率も高く 5)，著しい QOL の

低下に繋がる場合もある．特に夜間頻尿

は，高齢者においては転倒や睡眠障害の

リスクを高める恐れのあることが知られ

ている．  

このように，高齢者には様々な排尿ト

ラブルがあり，いずれも加齢とともに症

状が進行しやすい．予防と早い段階での

改善がフレイル予防につながると考えら

れるが，先行研究 3)6)7) においては尿失禁

を対象としたものが多く，これらの排尿

トラブルと身体機能への影響を検討した

ものは見当たらない． 

そこで，本研究では，まず地域の運動教

室に参加する高齢者を対象とし，排尿ト

ラブルの実態を把握し，身体機能との関

連を探ることとする．そのうえで，実践研

究として，排尿トラブル改善の保存療法

として推奨される骨盤底筋トレーニング

を地域の健康運動教室の中に導入し，そ

の影響と今後の取り組みを探る． 

 

第一調査 

 
１． 排尿トラブルの実態および身体機能

との関連 

1-1 目的 
地域運動教室に参加する高齢者を対象

に排尿トラブルの実態を把握し，身体機

能との関連を探ることを目的とする． 
1-2 方法 
1-2-1 対象 

N 県 U 市内にある 6 か所の公共施設で

実施される健康運動教室（男女混合教室 3，
女性のみ教室 2，男性のみ教室 1），の参

 

加者へ協力を依頼した．調査対象者は，口

頭と紙面にて十分なインフォームドコン

セントを行い，署名にて同意が得られた

60～70代の男女地域在住高齢者139名を

対象とした．  
地域運動教室参加者の実態把握のため，

身体機能測定が可能であった高齢者は既

往歴や服薬等に関わらず分析対象に加え

た．  
1-2-2 実施内容 

2019年 8月に身体機能測定と質問紙調

査を実施した．  

①身体機能測定 
・筋力測定とロコモ度チェック 

全身筋力の指標として握力測定をおこ

なった．左右一回ずつ測定し，よい記録を

採用した．下肢筋力測定として椅子立ち

上がり測定（30 秒）を体力測定の手引き

（一般高齢者向け）にしたがっておこな

った 8)． 
身体機能との関わりを尿失禁との関連

から報告した本田の研究 6)を参考に，ロコ

モティブシンドロームに着目しロコモ度

テストを実施した．日本整形外科学会が

推奨するロコモ度テストはロコモティブ

シンドローム（ロコモ）の評価スケールで

あり，移動機能を確認できる 9)．ロコモ度

テストはロコモ 2 ステップ値と，ロコモ

立ち上がり値を測定により得た．ロコモ

立ち上がり値は片足 10cm，20 cm，30 cm，

40 cm，両足 10 cm，20 cm，30 cm をそ

れぞれ，7，6，5，4，3，2，1 点とした． 
②質問紙 
・基本情報 
性別，年齢，身長，体重，運動教室参加

歴，運動習慣，過去の労働負荷の程度，体

重の増減，既往歴，骨盤内臓器摘出の有無，

服薬状況について尋ねた． 
・排尿トラブルに関する質問 
国際共通の尿失禁症状・QOL 評価質問

票（以下，ICIQ-SF），過活動膀胱スクリ

ーニング質問票・過活動膀胱症状質問票

（以下，OABSS），排尿に関するチェック

シートによる国際前立腺症状スコアと

QOL スコア（以下，IPSS）を用いた． 
ICIQ-SF では尿失禁頻度（ICIQ-SF1）

を 0～5 点，通常の失禁量（ICIQ-SF2）0
～6 点，日常生活への影響（ICIQ-SF3）
0～10 点と，スコアに含まれない尿失禁

の場面を問うもの（タイプ分類）からなり，

点数が高いほど QOL が低下しているこ

とを示す．OABSS では，過活動膀胱の可

能性を示す項目（OABSS1）0～3 点と昼

間排尿回数（0～2 点），夜間排尿回数（0
～3 点），尿意切迫感（0～5 点），切迫性

尿失禁の頻度（ 0～ 5 点）の合計点

（OABSS2）を求めた． IPSS は残尿感，

尿の排出状態，切迫感，夜間排尿回数の合

計点（IPSS1）で症状の程度をチェックし，

QOL（IPSS2）を 0～6 点で問うものであ

る． さらに，パット等尿とり用品の使用

状況と将来への不安（気がかり）の大きさ

を記載させた．  
③身体機能に関する質問 
ロコモティブシンドロームに関する質

問紙「ロコモ 25」を用いた．25 項目の質

問それぞれが 0～4 点に得点化でき，合計

16 点以上がロコモティブシンドロームと

判定される． 
以上②と③の質問紙は口頭で読み上げ

ながら記載させた．疑問点は個別に対応

しプライバシーに配慮した．  
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状が進行しやすい．予防と早い段階での

改善がフレイル予防につながると考えら

れるが，先行研究 3)6)7) においては尿失禁

を対象としたものが多く，これらの排尿

トラブルと身体機能への影響を検討した

ものは見当たらない． 

そこで，本研究では，まず地域の運動教

室に参加する高齢者を対象とし，排尿ト

ラブルの実態を把握し，身体機能との関

連を探ることとする．そのうえで，実践研

究として，排尿トラブル改善の保存療法

として推奨される骨盤底筋トレーニング

を地域の健康運動教室の中に導入し，そ

の影響と今後の取り組みを探る． 

 

第一調査 

 
１． 排尿トラブルの実態および身体機能

との関連 

1-1 目的 
地域運動教室に参加する高齢者を対象

に排尿トラブルの実態を把握し，身体機

能との関連を探ることを目的とする． 
1-2 方法 
1-2-1 対象 

N 県 U 市内にある 6 か所の公共施設で

実施される健康運動教室（男女混合教室 3，
女性のみ教室 2，男性のみ教室 1），の参

 

加者へ協力を依頼した．調査対象者は，口

頭と紙面にて十分なインフォームドコン

セントを行い，署名にて同意が得られた

60～70代の男女地域在住高齢者139名を

対象とした．  
地域運動教室参加者の実態把握のため，

身体機能測定が可能であった高齢者は既

往歴や服薬等に関わらず分析対象に加え

た．  
1-2-2 実施内容 

2019年 8月に身体機能測定と質問紙調

査を実施した．  

①身体機能測定 
・筋力測定とロコモ度チェック 

全身筋力の指標として握力測定をおこ

なった．左右一回ずつ測定し，よい記録を

採用した．下肢筋力測定として椅子立ち

上がり測定（30 秒）を体力測定の手引き

（一般高齢者向け）にしたがっておこな

った 8)． 
身体機能との関わりを尿失禁との関連

から報告した本田の研究 6)を参考に，ロコ

モティブシンドロームに着目しロコモ度

テストを実施した．日本整形外科学会が

推奨するロコモ度テストはロコモティブ

シンドローム（ロコモ）の評価スケールで

あり，移動機能を確認できる 9)．ロコモ度

テストはロコモ 2 ステップ値と，ロコモ

立ち上がり値を測定により得た．ロコモ

立ち上がり値は片足 10cm，20 cm，30 cm，

40 cm，両足 10 cm，20 cm，30 cm をそ

れぞれ，7，6，5，4，3，2，1 点とした． 
②質問紙 
・基本情報 
性別，年齢，身長，体重，運動教室参加

歴，運動習慣，過去の労働負荷の程度，体

重の増減，既往歴，骨盤内臓器摘出の有無，

服薬状況について尋ねた． 
・排尿トラブルに関する質問 
国際共通の尿失禁症状・QOL 評価質問

票（以下，ICIQ-SF），過活動膀胱スクリ

ーニング質問票・過活動膀胱症状質問票

（以下，OABSS），排尿に関するチェック

シートによる国際前立腺症状スコアと

QOL スコア（以下，IPSS）を用いた． 
ICIQ-SF では尿失禁頻度（ICIQ-SF1）

を 0～5 点，通常の失禁量（ICIQ-SF2）0
～6 点，日常生活への影響（ICIQ-SF3）
0～10 点と，スコアに含まれない尿失禁

の場面を問うもの（タイプ分類）からなり，

点数が高いほど QOL が低下しているこ

とを示す．OABSS では，過活動膀胱の可

能性を示す項目（OABSS1）0～3 点と昼

間排尿回数（0～2 点），夜間排尿回数（0
～3 点），尿意切迫感（0～5 点），切迫性

尿失禁の頻度（ 0～ 5 点）の合計点

（OABSS2）を求めた． IPSS は残尿感，

尿の排出状態，切迫感，夜間排尿回数の合

計点（IPSS1）で症状の程度をチェックし，

QOL（IPSS2）を 0～6 点で問うものであ

る． さらに，パット等尿とり用品の使用

状況と将来への不安（気がかり）の大きさ

を記載させた．  
③身体機能に関する質問 

ロコモティブシンドロームに関する質

問紙「ロコモ 25」を用いた．25 項目の質

問それぞれが 0～4 点に得点化でき，合計

16 点以上がロコモティブシンドロームと

判定される． 
以上②と③の質問紙は口頭で読み上げ

ながら記載させた．疑問点は個別に対応

しプライバシーに配慮した．  
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1-2-3 検討方法 
対象者の身体機能および排尿トラブル

に関わる質問紙得点の関連性は Pearson
の積率相関係数を用いて検討した． 
すべての検定における有意水準は 5%

未満とした．統計処理には SPSS (IBM 
SPSS Statistics Version 25, SPSS Inc.) 
を用いた． 
1-3 結果と考察 
1-3-1 身体機能特性 

質問紙記録と身体機能測定に参加し，

質問紙への回答に不備がないもの 93 名

を分析対象とした．分析対象者の特性お

よび身体機能の平均値を表 1 に示す． 
男女とも，集団の平均値からは身体機

能に Frailty は示されなかった．またロコ

モ 2 ステップ，ロコモ立ち上がり，ロコ

モ 25 のいずれの平均得点もロコモティ

ブシンドロームには該当しない値であっ

た．  

 
1-3-2 排尿トラブルの実態 

対象者の排尿トラブルに関する質問紙

への回答の結果を表 2 に示す． 
ICIQ-SF 結果では，先行研究の多くが

報告するとおり，女性は半数以上に尿失

禁の経験があり，現在定期的に失禁があ

るものも含まれていることが明らかとな

った．男性においても尿失禁のあるもの

がいた．前立腺全摘術後の尿もれから常

にパンツ型オムツとパットを使用してい

るものも含まれた．また OABSS1 の過活

動膀胱のスクリーニングでは男性の半数

以上に可能性があり，女性においても約 3
割にその傾向が示された．また IPSS1 に

ついては男性の 3 割以上が中等症以上で

あることが示された． 
このように，尿失禁だけでは把握でき

ない様々なトラブルが，地域運動教室の

参加者には含まれていることが明らかと

なった． 

1-3-3 身体機能と排尿トラブルの関連 
対象者の身体機能と排尿トラブル関連

を，身体機能測定値と質問紙得点との相

関から把握した．その結果，握力と IPSS1
（r=.278, n=93, p<.01），ロコモ 25 と

ICIQSF2（失禁量）（r=.351, n=93, p<.01）
および 3（QOL）（r=.227, n=93, p<.05）
と OABSS2（合計点）（r=.224, n=93, 

表 2 対象者の排尿トラブル

 

人数（%）
全体 男性 女性

ICIQ-SF1 0：まったくもれない 48 (51.6) 18 (75.0) 30 (43.5)
1：週１回以下 32 (34.4) 2 (8.3) 30 (43.5)
2：週2.3回 8 (8.6) 2 (8.3) 6 (8.7)
3：１日１回 3 (3.2) 1 (4.2) 2 (2.9)
4：1日数回 2 (2.4) 1 (4.2) 1 (1.4)
5：常に 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

OABSS1 0 51 (54.8) 11 (45.8) 40 (58.0)
1 32 (34.4) 9 (37.5) 23 (33.3)
2 9 (9.7) 4 (16.7) 5 (7.2)
3 1 (1.1) 0 (0.0) 1 (1.4)

IPSS1 軽症 82 (88.2) 15 (62.5) 67 (97.1)
中等症 9 (9.7) 7 (29.2) 2 (2.9)

重症 2 (2.2) 2 (8.3) 0 0.0

表 1 身体特性と身体機能の平均値 

性別 全体 男 女
人数（人） 93 24 69
年齢（歳） 70.0 ± 4.6 72.1 ± 4.3 69.3 ± 4.5
⾝⻑ （cm） 156.7 ± 7.5 166.8 ± 5.5 153.1 ± 4.4
体重 （kg） 54.9 ± 9.6 65.1 ± 7.4 51.3 ± 7.6
BMI 22.2 ± 2.6 23.4 ± 1.8 21.8 ± 2.8
握力（kg） 28.5 ± 8.9 40.7 ± 6.9 24.3 ± 4.6
30秒イス立ち上がり（点） 25.5 ± 5.6 28.8 ± 6.6 24.3 ± 4.7
ロコモ2ステップ 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1
ロコモ立ち上がり (点) 4.3 ± 1.1 4.3 ± 1.2 4.3 ± 1.0
ロコモ25 5.5 ± 5.6 4.1 ± 5.5 5.9 ± 5.7

 

p<.05）に有意な正の相関がみられた．男

女別には、男性のロコモ 25 と ICIQSF1
（頻度）（r=.540, n=29, p<.01）および 2
（失禁量）（r=.433, n=29, p<.05），女性の

ロコモ 25 と ICIQSF2（失禁量）（r=.274, 
n=64, p<.05）および OABSS2（合計点）

（r=.298, n=64, p<.05）に有意な正の相

関がみられ，女性のロコモ立ち上がりと

ICIQSF1（頻度）（r=-.260, n=29, p<.05）
に有意な負の相関がみられた． 

これまで女性の ICIQ-SF と身体機能の

関連については，先行研究において報告

されている 3)6)7)が，本研究では，男性も含

めた全体として OABSS2 とロコモ 25 と

の相関が示され，女性の尿失禁だけでな

く，男女の過活動膀胱も身体機能と関連

している可能性が示唆された． 
 

第二調査 

 

２． 骨盤底筋トレーニング導入の影響と

今後の取り組み 

2-1 目的 
排尿トラブル改善の保存療法として推

奨される運動に骨盤底筋トレーニングが

ある．女性の腹圧性尿失禁改善の保存療

法として，エビデンスが集積されており，

切迫性，混合性尿失禁にも有効であると

されている 10)．また，過活動膀胱や前立

腺に関わる排尿トラブルの運動療法とし

ても推奨されている 11)．  

近年メディアで取り上げられることも

増え，認知は広がりつつあるが，いまだ社

会的な認識は十分ではない．尿失禁は「恥

ずかしい」，「仕方ない」と捉える高齢者

も多く，治療や対処に結びつかないこと

が多い 12)．一方，インターネット調査で，

尿失禁を有する女性は骨盤底筋トレーニ

ングで症状が改善するなら取り組みたい

と考えられていることが示唆された 13)．

しかし，指導を受ける場が身近にないと

いう声も多く聞かれる．  

そこで，第二調査では，対象者が普段参

加している運動教室でのプログラムに骨

盤底筋トレーニングを導入し，その影響

を検証するとともに今後の取り組みを探

ることを目的とする． 

2-2 方法 
2-2-1 対象 

1-2-1 と同じであった．ただし，分析対

象は 1-3-3 の結果より，OABSS2 で合計

点数が 3 点以上となり，過活動膀胱の可

能性が高い対象者のうち，期間中の運動

教室およびホームワークトレーニング調

査に参加した者で，質問紙への回答に不

備がないもの（29 名）とした． 
2-2-2 実施期間 

2019 年 8 月から 11 月の 3 か月 
2-2-3 実施内容 
① トレーニング方法 

骨盤底筋トレーニングは，骨盤底筋を

筋肥大させ，収縮強度と収縮タイミング

を向上させるものである． トレーニング

方法は様々あるが，もっとも基本となる

のは，骨盤底筋の収縮のみを繰り返すケ

ーゲルの骨盤底筋トレーニング 14)（以下，

ケーゲル体操）である．しかし骨盤底筋の

動きは可視できず，効果を実感しにくい

ため，トレーニング継続の難しさが問題

点の一つにあげられる．そこで楽しさや

継続度からこの問題点を検証するため，

運動教室へのトレーニング導入に際し，

 

1-2-3 検討方法 
対象者の身体機能および排尿トラブル

に関わる質問紙得点の関連性は Pearson
の積率相関係数を用いて検討した． 
すべての検定における有意水準は 5%

未満とした．統計処理には SPSS (IBM 
SPSS Statistics Version 25, SPSS Inc.) 
を用いた． 
1-3 結果と考察 
1-3-1 身体機能特性 

質問紙記録と身体機能測定に参加し，

質問紙への回答に不備がないもの 93 名

を分析対象とした．分析対象者の特性お

よび身体機能の平均値を表 1 に示す． 
男女とも，集団の平均値からは身体機

能に Frailty は示されなかった．またロコ

モ 2 ステップ，ロコモ立ち上がり，ロコ

モ 25 のいずれの平均得点もロコモティ

ブシンドロームには該当しない値であっ

た．  

 
1-3-2 排尿トラブルの実態 

対象者の排尿トラブルに関する質問紙

への回答の結果を表 2 に示す． 
ICIQ-SF 結果では，先行研究の多くが

報告するとおり，女性は半数以上に尿失

禁の経験があり，現在定期的に失禁があ

るものも含まれていることが明らかとな

った．男性においても尿失禁のあるもの

がいた．前立腺全摘術後の尿もれから常

にパンツ型オムツとパットを使用してい

るものも含まれた．また OABSS1 の過活

動膀胱のスクリーニングでは男性の半数

以上に可能性があり，女性においても約 3
割にその傾向が示された．また IPSS1 に

ついては男性の 3 割以上が中等症以上で

あることが示された． 
このように，尿失禁だけでは把握でき

ない様々なトラブルが，地域運動教室の

参加者には含まれていることが明らかと

なった． 

1-3-3 身体機能と排尿トラブルの関連 
対象者の身体機能と排尿トラブル関連

を，身体機能測定値と質問紙得点との相

関から把握した．その結果，握力と IPSS1
（r=.278, n=93, p<.01），ロコモ 25 と

ICIQSF2（失禁量）（r=.351, n=93, p<.01）
および 3（QOL）（r=.227, n=93, p<.05）
と OABSS2（合計点）（r=.224, n=93, 

表 2 対象者の排尿トラブル

 

人数（%）
全体 男性 女性

ICIQ-SF1 0：まったくもれない 48 (51.6) 18 (75.0) 30 (43.5)
1：週１回以下 32 (34.4) 2 (8.3) 30 (43.5)
2：週2.3回 8 (8.6) 2 (8.3) 6 (8.7)
3：１日１回 3 (3.2) 1 (4.2) 2 (2.9)
4：1日数回 2 (2.4) 1 (4.2) 1 (1.4)
5：常に 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

OABSS1 0 51 (54.8) 11 (45.8) 40 (58.0)
1 32 (34.4) 9 (37.5) 23 (33.3)
2 9 (9.7) 4 (16.7) 5 (7.2)
3 1 (1.1) 0 (0.0) 1 (1.4)

IPSS1 軽症 82 (88.2) 15 (62.5) 67 (97.1)
中等症 9 (9.7) 7 (29.2) 2 (2.9)
重症 2 (2.2) 2 (8.3) 0 0.0

表 1 身体特性と身体機能の平均値 

全体 男性 女性
人数（人） 93 24 69
年齢（歳） 70.0 ± 4.6 72.1 ± 4.3 69.3 ± 4.5
身長 （cm） 156.7 ± 7.5 166.8 ± 5.5 153.1 ± 4.4
体重 （kg） 54.9 ± 9.6 65.1 ± 7.4 51.3 ± 7.6
BMI 22.2 ± 2.6 23.4 ± 1.8 21.8 ± 2.8
握力（kg） 28.5 ± 8.9 40.7 ± 6.9 24.3 ± 4.6
30秒イス立ち上がり（点） 25.5 ± 5.6 28.8 ± 6.6 24.3 ± 4.7
ロコモ2ステップ 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1
ロコモ立ち上がり (点) 4.3 ± 1.1 4.3 ± 1.2 4.3 ± 1.0
ロコモ25 5.5 ± 5.6 4.1 ± 5.5 5.9 ± 5.7
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1-2-3 検討方法 
対象者の身体機能および排尿トラブル

に関わる質問紙得点の関連性は Pearson
の積率相関係数を用いて検討した． 
すべての検定における有意水準は 5%

未満とした．統計処理には SPSS (IBM 
SPSS Statistics Version 25, SPSS Inc.) 
を用いた． 
1-3 結果と考察 
1-3-1 身体機能特性 

質問紙記録と身体機能測定に参加し，

質問紙への回答に不備がないもの 93 名

を分析対象とした．分析対象者の特性お

よび身体機能の平均値を表 1 に示す． 
男女とも，集団の平均値からは身体機

能に Frailty は示されなかった．またロコ

モ 2 ステップ，ロコモ立ち上がり，ロコ

モ 25 のいずれの平均得点もロコモティ

ブシンドロームには該当しない値であっ

た．  

 
1-3-2 排尿トラブルの実態 

対象者の排尿トラブルに関する質問紙

への回答の結果を表 2 に示す． 
ICIQ-SF 結果では，先行研究の多くが

報告するとおり，女性は半数以上に尿失

禁の経験があり，現在定期的に失禁があ

るものも含まれていることが明らかとな

った．男性においても尿失禁のあるもの

がいた．前立腺全摘術後の尿もれから常

にパンツ型オムツとパットを使用してい

るものも含まれた．また OABSS1 の過活

動膀胱のスクリーニングでは男性の半数

以上に可能性があり，女性においても約 3
割にその傾向が示された．また IPSS1 に

ついては男性の 3 割以上が中等症以上で

あることが示された． 
このように，尿失禁だけでは把握でき

ない様々なトラブルが，地域運動教室の

参加者には含まれていることが明らかと

なった． 

1-3-3 身体機能と排尿トラブルの関連 
対象者の身体機能と排尿トラブル関連

を，身体機能測定値と質問紙得点との相

関から把握した．その結果，握力と IPSS1
（r=.278, n=93, p<.01），ロコモ 25 と

ICIQSF2（失禁量）（r=.351, n=93, p<.01）
および 3（QOL）（r=.227, n=93, p<.05）
と OABSS2（合計点）（r=.224, n=93, 

表 2 対象者の排尿トラブル

 

人数（%）
全体 男性 女性

ICIQ-SF1 0：まったくもれない 48 (51.6) 18 (75.0) 30 (43.5)
1：週１回以下 32 (34.4) 2 (8.3) 30 (43.5)
2：週2.3回 8 (8.6) 2 (8.3) 6 (8.7)
3：１日１回 3 (3.2) 1 (4.2) 2 (2.9)
4：1日数回 2 (2.4) 1 (4.2) 1 (1.4)
5：常に 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

OABSS1 0 51 (54.8) 11 (45.8) 40 (58.0)
1 32 (34.4) 9 (37.5) 23 (33.3)
2 9 (9.7) 4 (16.7) 5 (7.2)
3 1 (1.1) 0 (0.0) 1 (1.4)

IPSS1 軽症 82 (88.2) 15 (62.5) 67 (97.1)
中等症 9 (9.7) 7 (29.2) 2 (2.9)

重症 2 (2.2) 2 (8.3) 0 0.0

表 1 身体特性と身体機能の平均値 

性別 全体 男 女
人数（人） 93 24 69
年齢（歳） 70.0 ± 4.6 72.1 ± 4.3 69.3 ± 4.5
⾝⻑ （cm） 156.7 ± 7.5 166.8 ± 5.5 153.1 ± 4.4
体重 （kg） 54.9 ± 9.6 65.1 ± 7.4 51.3 ± 7.6
BMI 22.2 ± 2.6 23.4 ± 1.8 21.8 ± 2.8
握力（kg） 28.5 ± 8.9 40.7 ± 6.9 24.3 ± 4.6
30秒イス立ち上がり（点） 25.5 ± 5.6 28.8 ± 6.6 24.3 ± 4.7
ロコモ2ステップ 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1 1.4 ± 0.1
ロコモ立ち上がり (点) 4.3 ± 1.1 4.3 ± 1.2 4.3 ± 1.0
ロコモ25 5.5 ± 5.6 4.1 ± 5.5 5.9 ± 5.7

 

p<.05）に有意な正の相関がみられた．男

女別には、男性のロコモ 25 と ICIQSF1
（頻度）（r=.540, n=29, p<.01）および 2
（失禁量）（r=.433, n=29, p<.05），女性の

ロコモ 25 と ICIQSF2（失禁量）（r=.274, 
n=64, p<.05）および OABSS2（合計点）

（r=.298, n=64, p<.05）に有意な正の相

関がみられ，女性のロコモ立ち上がりと

ICIQSF1（頻度）（r=-.260, n=29, p<.05）
に有意な負の相関がみられた． 

これまで女性の ICIQ-SF と身体機能の

関連については，先行研究において報告

されている 3)6)7)が，本研究では，男性も含

めた全体として OABSS2 とロコモ 25 と

の相関が示され，女性の尿失禁だけでな

く，男女の過活動膀胱も身体機能と関連

している可能性が示唆された． 
 

第二調査 

 

２． 骨盤底筋トレーニング導入の影響と

今後の取り組み 

2-1 目的 
排尿トラブル改善の保存療法として推

奨される運動に骨盤底筋トレーニングが

ある．女性の腹圧性尿失禁改善の保存療

法として，エビデンスが集積されており，

切迫性，混合性尿失禁にも有効であると

されている 10)．また，過活動膀胱や前立

腺に関わる排尿トラブルの運動療法とし

ても推奨されている 11)．  

近年メディアで取り上げられることも

増え，認知は広がりつつあるが，いまだ社

会的な認識は十分ではない．尿失禁は「恥

ずかしい」，「仕方ない」と捉える高齢者

も多く，治療や対処に結びつかないこと

が多い 12)．一方，インターネット調査で，

尿失禁を有する女性は骨盤底筋トレーニ

ングで症状が改善するなら取り組みたい

と考えられていることが示唆された 13)．

しかし，指導を受ける場が身近にないと

いう声も多く聞かれる．  

そこで，第二調査では，対象者が普段参

加している運動教室でのプログラムに骨

盤底筋トレーニングを導入し，その影響

を検証するとともに今後の取り組みを探

ることを目的とする． 

2-2 方法 
2-2-1 対象 

1-2-1 と同じであった．ただし，分析対

象は 1-3-3 の結果より，OABSS2 で合計

点数が 3 点以上となり，過活動膀胱の可

能性が高い対象者のうち，期間中の運動

教室およびホームワークトレーニング調

査に参加した者で，質問紙への回答に不

備がないもの（29 名）とした． 
2-2-2 実施期間 

2019 年 8 月から 11 月の 3 か月 
2-2-3 実施内容 
① トレーニング方法 

骨盤底筋トレーニングは，骨盤底筋を

筋肥大させ，収縮強度と収縮タイミング

を向上させるものである． トレーニング

方法は様々あるが，もっとも基本となる

のは，骨盤底筋の収縮のみを繰り返すケ

ーゲルの骨盤底筋トレーニング 14)（以下，

ケーゲル体操）である．しかし骨盤底筋の

動きは可視できず，効果を実感しにくい

ため，トレーニング継続の難しさが問題

点の一つにあげられる．そこで楽しさや

継続度からこの問題点を検証するため，

運動教室へのトレーニング導入に際し，
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新たにケーゲル体操を音楽のリズムに合

わせて行う方法（以下，骨盤底筋ダンス）

を考案し実施した． 

② プログラム 
尿失禁を呈する女性への 10 週間のホ

ームワークにより効果が得られたことを

報告した梶原ら 15)のプログラムを参考に

作成した．骨盤底筋トレーニングは，1 日

に 30 回×3 セットを基本とした．初回に

骨盤底筋トレーニングの理解を深めるた

め，骨盤底筋の解剖や機能講義と，トレー

ニング方法の実践指導をおこなった． 

「ケーゲル体操」は，骨盤底筋の持続収

縮 10 回，単発収縮 10 回，持続収縮 10 回

を 1 セットとした．持続収縮は 1 回 6 秒

以上，単発収縮は，できるだけ素早く強く

おこなうことを目標とした． 
「骨盤底筋ダンス」はケーゲル体操を

音楽リズムに合わせておこなった．教室

での音楽は「ドレミの歌」を使用し，8 拍

分を１持続時間として実施させた．収縮

回数はケーゲル体操と同じになるように

設定した．また発声時の腹圧が骨盤底筋

に影響しないよう，トレー二ング中は音

楽に合わせて歌わないよう指示した． 
どちらの方法も，トレーニング姿勢は

座位を用いた． 
③ トレーニングの群分け 
「ケーゲル体操」と「骨盤底筋ダンス」

を 3 教室ずつ割りつけ，「ケーゲル体操群

（以下，ケーゲル群）」と「骨盤底筋ダン

ス群（以下，ダンス群）」とした． 
④ 実施状況報告 
期間中，運動教室内で指導者とともに

骨盤底筋トレーニングをおこない，ホー

ムワークとしても取り組ませた．継続の

モチベーション維持のために，2 週間に 1
度，ホームワークの実施状況を問う質問

紙を配布した．  
2-2-4 検討方法 

実施期間の初回と最終回に質問紙調査

をおこなった．初回は骨盤底筋トレーニ

ングの経験や理解について，最終回は骨

盤底筋トレーニングの実施状況と主観的

効果および感想など，自由記述への記載

を求めた． 
トレーニングの継続は，実施状況を毎

日 3 セット，毎日 2 セット，毎日 1 セッ

ト，2 日に 1 度，3 日に 1 度，週に 1 度で

尋ねた．また，楽しさ・辛さ・興味・難し

さ・症状の改善などの主観的効果を，VAS
により回答させた．VAS は，0～10cm の

水平線に 1cm 間隔に目盛をうち，左端を

0(全く思わない)，右端を 10（非常にそう

思う）とした．質問に対し，自身の感覚に

もっとも近い目盛を○で囲んで回答させ，

得点とした．質問紙は口頭で読み上げな

がら記載させた．  
ケーゲル・ダンスの群ごとに，トレーニ

ング実施前後の主観的効果の変化量を

VAS の得点（実施後－実施前）より求め，

比較検討した． 
トレーニング法の違いによる主観的効

果：「ケーゲル体操」と「骨盤底筋ダンス」

の有効性の比較には対応のない t 検定を

用いた．すべての検定における有意水準

は 5%未満とした．統計処理には SPSS 
(IBM SPSS Statistics Version 25, SPSS 
Inc.) を用いた． 
2-3 結果と考察 
ケーゲル群とダンス群を，全体および

男女別に主観的効果と継続度から比較し

 

た結果を表 3 に示す．辛さ，難しさの得

点がダンス群では男女とも軽減していた．

骨盤底筋ダンスは，継続率を高めること

に繋がるネガティブ感を低くする可能性

があることが示唆された．分析結果では，

男性はダンス群がケーゲル群より有意に

継続度が高かった（t (8) =-3.229, p<.05）．
また女性はケーゲル群がダンス群よりも

有意に高い主観的効果を感じていたこと

が明らかになった（t (16) =1.633, p<.001）． 
しかし，トラブルの状態は個々に異な

る．本研究で取り上げた過活動膀胱対象

者以外にも多くの排尿トラブルの報告が

みられた．地域運動教室へのトレーニン

グ導入の影響を探るため，骨盤底筋トレ

ーニングの主観的効果を尋ねた個別のコ

メントの結果を表 4 に示す．  

コメントには，過活動膀胱症状改善に

関わる排尿回数の減少，夜間排尿の改善，

切迫感の軽減が多くみられた．また尿失

禁症状の改善や，その他の様々なコメン

トが得られた．骨盤臓器脱や残尿感など

の具体的な症状の改善の報告もあった． 
以上より，運動教室における骨盤底筋

トレーニングの導入は，排尿トラブルの

改善に効果的影響を及ぼしたと考えられ

る．またその方法として，新しく考案した

「骨盤底筋ダンス」は従来のトレーニン

グ法である「ケーゲル体操」と同様に効果

があり，さらにこれまで課題であった継

続度の改善に対して，ネガティブな感情

を抑制する可能性があることが示唆され

た． 
これまでも介護予防の運動プログラム

表 3 「ケーゲル体操」および「骨盤底筋ダンス」の主観的効果の変化量 

ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス
全体 13 16 1.7±0.3 1.1±3.1 0.3±1.8 ₋0.5±2.0 1.8±2.0 1.4±2.7 ₋1.0±3.5 ₋1.8±2.9 0.5±0.5 0.6±0.5 3.8±2.7 5.1±2.1
男性 7 4 1.1±1.1 2.5±2.1 0.1±0.9 ₋0.8±1.0 0.9±1.2 1.8±2.4 ₋1.4±2.7 ₋2.8±2.2 0.1±0.4 0.5±0.6 2.2±2.9 7.3±1.5
女性 6 12 2.3±2.5 0.6±3.3 0.5±2.5 ₋0.4±2.2 3.0±2.4 1.3±2.8 ₋0.5±4.4 ₋1.4±3.1 1.0±0.0 0.7±0.5 5.3±1.4 4.5±1.9

群間 ***:p<.001, *:p<0.05

人数（人） 楽しさ 辛さ 興味 難しさ 効果 継続

***
*

表 4  排尿のトラブルに関連するコメント例 

効果/あり 人数（ケーゲル・ダンス）具体的なコメント例
排尿回数     23       （ 14，13 ） トイレを1日8回までにするようにがまんできるようになった

（夜間の回数）       7        （   5， 2 ） 1日3セットした時、夜中のトイレに行かなくなった・夜中トイレに起きなくなった

尿意の我慢     17        （ 10,   7 ） 旅行の時にトイレを我慢できるようになった・尿意を感じてもある程度心配せず我慢できる

尿失禁頻度     11        （   6，5 ） 尿漏れがなくなった・尿漏れが少なくなった気がする

（せき，くしゃみ時の漏れ）       6        （   4， 2 ） トイレを我慢してくしゃみをしても大丈夫になった

残尿感       1        （   0， 1 ） 残尿感がなくなった

骨盤臓器脱       1        （   1， 0 ） 子宮脱の出方が少ないときがある

骨盤底の収縮感       8        （   5， 3 ） 骨盤底筋の動きがわかるようになった，8秒間締めていると感じるようになった

効果/なし
尿失禁       2        （   1，1  ） トイレに行きたいときにくしゃみをしたら尿漏れした

頻尿       1        （   0，1  ） 寒くなると頻尿を感じる（１０月末）

      1        （   0，1  ） さぼったら、夜中に2回トイレにいった
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新たにケーゲル体操を音楽のリズムに合

わせて行う方法（以下，骨盤底筋ダンス）

を考案し実施した． 

② プログラム 
尿失禁を呈する女性への 10 週間のホ

ームワークにより効果が得られたことを

報告した梶原ら 15)のプログラムを参考に

作成した．骨盤底筋トレーニングは，1 日

に 30 回×3 セットを基本とした．初回に

骨盤底筋トレーニングの理解を深めるた

め，骨盤底筋の解剖や機能講義と，トレー

ニング方法の実践指導をおこなった． 

「ケーゲル体操」は，骨盤底筋の持続収

縮 10 回，単発収縮 10 回，持続収縮 10 回

を 1 セットとした．持続収縮は 1 回 6 秒

以上，単発収縮は，できるだけ素早く強く

おこなうことを目標とした． 
「骨盤底筋ダンス」はケーゲル体操を

音楽リズムに合わせておこなった．教室

での音楽は「ドレミの歌」を使用し，8 拍

分を１持続時間として実施させた．収縮

回数はケーゲル体操と同じになるように

設定した．また発声時の腹圧が骨盤底筋

に影響しないよう，トレー二ング中は音

楽に合わせて歌わないよう指示した． 
どちらの方法も，トレーニング姿勢は

座位を用いた． 
③ トレーニングの群分け 

「ケーゲル体操」と「骨盤底筋ダンス」

を 3 教室ずつ割りつけ，「ケーゲル体操群

（以下，ケーゲル群）」と「骨盤底筋ダン

ス群（以下，ダンス群）」とした． 
④ 実施状況報告 

期間中，運動教室内で指導者とともに

骨盤底筋トレーニングをおこない，ホー

ムワークとしても取り組ませた．継続の

モチベーション維持のために，2 週間に 1
度，ホームワークの実施状況を問う質問

紙を配布した．  
2-2-4 検討方法 
実施期間の初回と最終回に質問紙調査

をおこなった．初回は骨盤底筋トレーニ

ングの経験や理解について，最終回は骨

盤底筋トレーニングの実施状況と主観的

効果および感想など，自由記述への記載

を求めた． 
トレーニングの継続は，実施状況を毎

日 3 セット，毎日 2 セット，毎日 1 セッ

ト，2 日に 1 度，3 日に 1 度，週に 1 度で

尋ねた．また，楽しさ・辛さ・興味・難し

さ・症状の改善などの主観的効果を，VAS
により回答させた．VAS は，0～10cm の

水平線に 1cm 間隔に目盛をうち，左端を

0(全く思わない)，右端を 10（非常にそう

思う）とした．質問に対し，自身の感覚に

もっとも近い目盛を○で囲んで回答させ，

得点とした．質問紙は口頭で読み上げな

がら記載させた．  
ケーゲル・ダンスの群ごとに，トレーニ

ング実施前後の主観的効果の変化量を

VAS の得点（実施後－実施前）より求め，

比較検討した． 
トレーニング法の違いによる主観的効

果：「ケーゲル体操」と「骨盤底筋ダンス」

の有効性の比較には対応のない t 検定を

用いた．すべての検定における有意水準

は 5%未満とした．統計処理には SPSS 
(IBM SPSS Statistics Version 25, SPSS 
Inc.) を用いた． 
2-3 結果と考察 

ケーゲル群とダンス群を，全体および

男女別に主観的効果と継続度から比較し

 

た結果を表 3 に示す．辛さ，難しさの得

点がダンス群では男女とも軽減していた．

骨盤底筋ダンスは，継続率を高めること

に繋がるネガティブ感を低くする可能性

があることが示唆された．分析結果では，

男性はダンス群がケーゲル群より有意に

継続度が高かった（t (8) =-3.229, p<.05）．
また女性はケーゲル群がダンス群よりも

有意に高い主観的効果を感じていたこと

が明らかになった（t (16) =1.633, p<.001）． 
しかし，トラブルの状態は個々に異な

る．本研究で取り上げた過活動膀胱対象

者以外にも多くの排尿トラブルの報告が

みられた．地域運動教室へのトレーニン

グ導入の影響を探るため，骨盤底筋トレ

ーニングの主観的効果を尋ねた個別のコ

メントの結果を表 4 に示す．  

コメントには，過活動膀胱症状改善に

関わる排尿回数の減少，夜間排尿の改善，

切迫感の軽減が多くみられた．また尿失

禁症状の改善や，その他の様々なコメン

トが得られた．骨盤臓器脱や残尿感など

の具体的な症状の改善の報告もあった． 
以上より，運動教室における骨盤底筋

トレーニングの導入は，排尿トラブルの

改善に効果的影響を及ぼしたと考えられ

る．またその方法として，新しく考案した

「骨盤底筋ダンス」は従来のトレーニン

グ法である「ケーゲル体操」と同様に効果

があり，さらにこれまで課題であった継

続度の改善に対して，ネガティブな感情

を抑制する可能性があることが示唆され

た． 
これまでも介護予防の運動プログラム

表 3 「ケーゲル体操」および「骨盤底筋ダンス」の主観的効果の変化量 

ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス
全体 13 16 1.7±0.3 1.1±3.1 0.3±1.8 ₋0.5±2.0 1.8±2.0 1.4±2.7 ₋1.0±3.5 ₋1.8±2.9 0.5±0.5 0.6±0.5 3.8±2.7 5.1±2.1
男性 7 4 1.1±1.1 2.5±2.1 0.1±0.9 ₋0.8±1.0 0.9±1.2 1.8±2.4 ₋1.4±2.7 ₋2.8±2.2 0.1±0.4 0.5±0.6 2.2±2.9 7.3±1.5
女性 6 12 2.3±2.5 0.6±3.3 0.5±2.5 ₋0.4±2.2 3.0±2.4 1.3±2.8 ₋0.5±4.4 ₋1.4±3.1 1.0±0.0 0.7±0.5 5.3±1.4 4.5±1.9

群間 ***:p<.001, *:p<0.05

人数（人） 楽しさ 辛さ 興味 難しさ 効果 継続

***
*

表 4  排尿のトラブルに関連するコメント例 

効果/あり 人数（ケーゲル・ダンス）具体的なコメント例
排尿回数     23       （ 14，13 ） トイレを1日8回までにするようにがまんできるようになった

（夜間の回数）       7        （   5， 2 ） 1日3セットした時、夜中のトイレに行かなくなった・夜中トイレに起きなくなった

尿意の我慢     17        （ 10,   7 ） 旅行の時にトイレを我慢できるようになった・尿意を感じてもある程度心配せず我慢できる

尿失禁頻度     11        （   6，5 ） 尿漏れがなくなった・尿漏れが少なくなった気がする

（せき，くしゃみ時の漏れ）       6        （   4， 2 ） トイレを我慢してくしゃみをしても大丈夫になった

残尿感       1        （   0， 1 ） 残尿感がなくなった

骨盤臓器脱       1        （   1， 0 ） 子宮脱の出方が少ないときがある

骨盤底の収縮感       8        （   5， 3 ） 骨盤底筋の動きがわかるようになった，8秒間締めていると感じるようになった

効果/なし
尿失禁       2        （   1，1  ） トイレに行きたいときにくしゃみをしたら尿漏れした

頻尿       1        （   0，1  ） 寒くなると頻尿を感じる（１０月末）

      1        （   0，1  ） さぼったら、夜中に2回トイレにいった

た結果を表 3 に示す．辛さ，難しさの得

点がダンス群では男女とも軽減していた．

骨盤底筋ダンスは，継続率を高めること

に繋がるネガティブ感を低くする可能性

があることが示唆された．分析結果では，

男性はダンス群がケーゲル群より有意に

継続度が高かった（t (8) =-3.229, p<.05）．
また女性はケーゲル群がダンス群よりも

有意に高い主観的効果を感じていたこと

が明らかになった（t (16) =1.633, p<.001）． 
しかし，トラブルの状態は個々に異な

る．本研究で取り上げた過活動膀胱対象

者以外にも多くの排尿トラブルの報告が

みられた．地域運動教室へのトレーニン

グ導入の影響を探るため，骨盤底筋トレ

ーニングの主観的効果を尋ねた個別のコ

メントの結果を表 4 に示す．

コメントには，過活動膀胱症状改善に

関わる排尿回数の減少，夜間排尿の改善，

切迫感の軽減が多くみられた．また尿失

禁症状の改善や，その他の様々なコメン

トが得られた．骨盤臓器脱や残尿感など

の具体的な症状の改善の報告もあった．

以上より，運動教室における骨盤底筋

トレーニングの導入は，排尿トラブルの

改善に効果的影響を及ぼしたと考えられ

る．またその方法として，新しく考案した

「骨盤底筋ダンス」は従来のトレーニン

グ法である「ケーゲル体操」と同様に効果

があり，さらにこれまで課題であった継

続度の改善に対して，ネガティブな感情

を抑制する可能性があることが示唆され

た．

これまでも介護予防の運動プログラム

表 3 「ケーゲル体操」および「骨盤底筋ダンス」の主観的効果の変化量 

ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス ケーゲル ダンス
全体 13 16 1.7±0.3 1.1±3.1 0.3±1.8 ₋0.5±2.0 1.8±2.0 1.4±2.7 ₋1.0±3.5 ₋1.8±2.9 0.5±0.5 0.6±0.5 3.8±2.7 5.1±2.1
男性 7 4 1.1±1.1 2.5±2.1 0.1±0.9 ₋0.8±1.0 0.9±1.2 1.8±2.4 ₋1.4±2.7 ₋2.8±2.2 0.1±0.4 0.5±0.6 2.2±2.9 7.3±1.5
女性 6 12 2.3±2.5 0.6±3.3 0.5±2.5 ₋0.4±2.2 3.0±2.4 1.3±2.8 ₋0.5±4.4 ₋1.4±3.1 1.0±0.0 0.7±0.5 5.3±1.4 4.5±1.9

群間 ***:p<.001, *:p<0.05

人数（人） 楽しさ 辛さ 興味 難しさ 効果 継続

***
*

表 4 排尿のトラブルに関連するコメント例

効果/あり 人数（ケーゲル，ダンス）具体的なコメント例
排尿回数   27     （ 14，13 ） トイレを1日8回までにするようにがまんできるようになった

（夜間の回数）   7    （   5， 2 ） 1日3セットした時、夜中のトイレに行かなくなった・夜中トイレに起きなくなった

尿意の我慢   17      （ 10,   7 ） 旅行の時にトイレを我慢できるようになった・尿意を感じてもある程度心配せず我慢できる

尿失禁頻度   11      （   6，5 ） 尿漏れがなくなった・尿漏れが少なくなった気がする

（せき，くしゃみ時の漏れ）   6    （   4， 2 ） トイレを我慢してくしゃみをしても大丈夫になった

残尿感   1      （   0， 1 ） 残尿感がなくなった

骨盤臓器脱   1      （   1， 0 ） 子宮脱の出方が少ないときがある

骨盤底の収縮感   8    （   5， 3 ） 骨盤底筋の動きがわかるようになった，8秒間締めていると感じるようになった

効果/なし
尿失禁   2      （   1，1  ） トイレに行きたいときにくしゃみをしたら尿漏れした

頻尿   1      （   0，1  ） 寒くなると頻尿を感じる（１０月末）

  1      （   0，1  ） さぼったら、夜中に2回トイレにいった
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の開発 16)や，高齢者のバランス機能向上

の運動プログラムにおける音楽使用の効

果について報告 17)がある．これらの先行

研究では，音楽使用が楽しさと運動継続

に繋がると示唆されている．しかし，本研

究では，楽しさに関してダンス群のケー

ゲル群に対する有意差は認められなかっ

た．ただし，個別には，「音楽をかけて楽

しかった」「音楽に合わせることがよかっ

た」「ドレミの歌がよかった」というコメ

ントもみられた．また，音楽使用に対する

否定的なコメントはなく，骨盤底筋トレ

ーニング時の音楽使用が楽しさを低下さ

せることは考えられない． 

一方，女性において，ケーゲル群がダン

ス群に対し，主観的効果が高く示された．

これは骨盤底筋トレーニングが全身を動

かす運動とは異なり，可視できない自身

の体の一部分に注意を向け，筋活動を行

う必要があることが影響したと考えられ

る．ダンス群には音楽のリズムに合わせ

る課題が加わったことで、骨盤底筋への

意識が薄れたことが考えられるが，今後

の検討課題としたい．また，主観的効果を

問うコメントから，身体機能に関わる気

づきを述べたものを表 5 に示す．これら

の気づきをもたらした要因が，骨盤底筋

トレーニングであるとはいえない．しか

しトレーニングによって，骨盤底筋と体幹

の動作的安定に関わる腹横筋との協働 18)

が導かれ，身体の気づきを与えたことも

否定できない．今後，高齢者の排尿のトラ

ブルと身体機能との関わりを明らかにし

ていくうえで，さらに検討を深めたい． 
本研究の限界として，男性の人数が少

なく十分な検討ができなかった．また過

活動膀胱の症状には，環境や生活行動，精

神的要素も関わる．生活行動の改善に骨

盤底筋トレーニングを含む様々な方法を

併用することで効果が増強する 19)．しか

し，本研究では骨盤底筋トレーニングに

のみ着目したため，その他の要因を検討

していない．特に山間部で気温差も大き

い地域特性が，排尿の状態に影響したと

のコメントもあった．実施期間の設定も

主観的効果に影響したと考えられる． 
しかし，本研究における地域運動教室

への骨盤底筋トレーニング導入は，高齢

者のニーズに応え，様々な排尿トラブル

の症状改善の効果も期待できるのではな

いかと考えられた．継続的な運動教室で

身体機能の維持向上と合わせ，骨盤底筋

トレーニングプログラムを発展させてい

表 5   身体機能に関わるコメント例 

ケーゲル 身体が軽くなったような気がする

お腹が引き締まった・便秘気味だったのが良くなった

立ちしゃがみがスムーズになった・歩き出す時のツッパリ感がなくなった

立ち上がりが楽になった・腰痛に良く効く

身体の動きがスムーズに出来るように感じる

腰痛が少し良くなった

正しい姿勢でイスに腰掛けていても疲れなくなった

お腹周りがスリムになった気がする

調子が良い日は良く動く

つま先を上げて歩けるようになった・つまづきが無くなった

便秘ぎみだったが、毎日排便がある

トレーニングの前は下腹が出ていたが、だいぶましになった

ダンス 下腹にハリがでた

歩くのが少し軽くなったように感じる

腰の痛みが以前より弱くなった

便通がよくなった

終わった後身体が温かい

 

くことも可能である．尿失禁だけでなく，

様々な排尿トラブルの改善ができれば，

Frailty に陥った高齢者へ，運動を提供す

る機会となることも考えられる．今後，健

康運動指導士が地域運動教室へ骨盤底筋

トレーニングを導入することにより，フ

レイル予防のポピュレーションアプロー

チに重要な役割を果たすことができるの

ではないだろうか． 

 

まとめ  

 

地域運動教室に参加する男女高齢者に

は，様々な排尿トラブルがある実態が明

らかとなった．身体機能との関連では，ロ

コモティブシンドロームの評価スケール

である「ロコモ 25」と男女高齢者の過活

動膀胱の関連が示唆された． 
骨盤底筋トレーニングとして，「骨盤底

筋ダンス」は「ケーゲル体操」と同様の効

果が得られるものであった．「骨盤底筋ダ

ンス」は「ケーゲル体操」に比較し，トレ

ーニング継続のためのネガティブ感情を

軽減させる可能性があると考えられた． 
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の開発 16)や，高齢者のバランス機能向上

の運動プログラムにおける音楽使用の効

果について報告 17)がある．これらの先行

研究では，音楽使用が楽しさと運動継続

に繋がると示唆されている．しかし，本研

究では，楽しさに関してダンス群のケー

ゲル群に対する有意差は認められなかっ

た．ただし，個別には，「音楽をかけて楽

しかった」「音楽に合わせることがよかっ

た」「ドレミの歌がよかった」というコメ

ントもみられた．また，音楽使用に対する

否定的なコメントはなく，骨盤底筋トレ

ーニング時の音楽使用が楽しさを低下さ

せることは考えられない． 

一方，女性において，ケーゲル群がダン

ス群に対し，主観的効果が高く示された．

これは骨盤底筋トレーニングが全身を動

かす運動とは異なり，可視できない自身

の体の一部分に注意を向け，筋活動を行

う必要があることが影響したと考えられ

る．ダンス群には音楽のリズムに合わせ

る課題が加わったことで、骨盤底筋への

意識が薄れたことが考えられるが，今後

の検討課題としたい．また，主観的効果を

問うコメントから，身体機能に関わる気

づきを述べたものを表 5 に示す．これら

の気づきをもたらした要因が，骨盤底筋

トレーニングであるとはいえない．しか

しトレーニングによって，骨盤底筋と体幹

の動作的安定に関わる腹横筋との協働 18)

が導かれ，身体の気づきを与えたことも

否定できない．今後，高齢者の排尿のトラ

ブルと身体機能との関わりを明らかにし

ていくうえで，さらに検討を深めたい． 
本研究の限界として，男性の人数が少

なく十分な検討ができなかった．また過

活動膀胱の症状には，環境や生活行動，精

神的要素も関わる．生活行動の改善に骨

盤底筋トレーニングを含む様々な方法を

併用することで効果が増強する 19)．しか

し，本研究では骨盤底筋トレーニングに

のみ着目したため，その他の要因を検討

していない．特に山間部で気温差も大き

い地域特性が，排尿の状態に影響したと

のコメントもあった．実施期間の設定も

主観的効果に影響したと考えられる． 
しかし，本研究における地域運動教室

への骨盤底筋トレーニング導入は，高齢

者のニーズに応え，様々な排尿トラブル

の症状改善の効果も期待できるのではな

いかと考えられた．継続的な運動教室で

身体機能の維持向上と合わせ，骨盤底筋

トレーニングプログラムを発展させてい

表 5   身体機能に関わるコメント例 

ケーゲル 身体が軽くなったような気がする

お腹が引き締まった・便秘気味だったのが良くなった

立ちしゃがみがスムーズになった・歩き出す時のツッパリ感がなくなった

立ち上がりが楽になった・腰痛に良く効く

身体の動きがスムーズに出来るように感じる

腰痛が少し良くなった

正しい姿勢でイスに腰掛けていても疲れなくなった

お腹周りがスリムになった気がする

調子が良い日は良く動く

つま先を上げて歩けるようになった・つまづきが無くなった

便秘ぎみだったが、毎日排便がある

トレーニングの前は下腹が出ていたが、だいぶましになった

ダンス 下腹にハリがでた

歩くのが少し軽くなったように感じる

腰の痛みが以前より弱くなった

便通がよくなった

終わった後身体が温かい

 

くことも可能である．尿失禁だけでなく，

様々な排尿トラブルの改善ができれば，

Frailty に陥った高齢者へ，運動を提供す

る機会となることも考えられる．今後，健

康運動指導士が地域運動教室へ骨盤底筋

トレーニングを導入することにより，フ

レイル予防のポピュレーションアプロー

チに重要な役割を果たすことができるの

ではないだろうか． 

 

まとめ  

 

地域運動教室に参加する男女高齢者に

は，様々な排尿トラブルがある実態が明

らかとなった．身体機能との関連では，ロ

コモティブシンドロームの評価スケール

である「ロコモ 25」と男女高齢者の過活

動膀胱の関連が示唆された． 
骨盤底筋トレーニングとして，「骨盤底

筋ダンス」は「ケーゲル体操」と同様の効

果が得られるものであった．「骨盤底筋ダ

ンス」は「ケーゲル体操」に比較し，トレ

ーニング継続のためのネガティブ感情を

軽減させる可能性があると考えられた． 
 
 

謝辞 
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り事業財団健康運動指導研究助成事業」

の助成金を受けて実施しています．実施
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ごご当当地地体体操操をを利利活活用用ししてていいるる自自主主ググルルーーププ参参加加者者のの  

体体力力ややメメンンタタルルヘヘルルススににつついいててのの検検討討  
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 水上 勝義**   

 
抄録 

 
 現在、各自治体は、地域在住の高齢者に対し、介護予防、フレイル予防の重要性を周

知し、地域内での高齢者の自主的な活動を促している。本研究では、自主グループ活動

中の高齢者の体力、メンタルヘルス、さらにご当地体操の利活用状況を明らかにするこ

とを目的に、北区、板橋区、世田谷区の自主グループで、週１回以上の体操教室を行っ

ている男女 85 名（78.6±6.1 歳）に対し、体力測定（握力、開眼片足立ち、5m 通常歩

行、5m 最大歩行、Timed up and go）と、25 項目基本チェックリスト、GHQ12、及び
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5％であった。体力測定や精神健康は比較的良好な結果を示したが、健常群とフレイル

（プレフレイル＋フレイル）群の 2 群に分け分析した結果、フレイル群は体力測定の一

部の項目に若干の低下を認め、精神健康度が不良な人が健常群より多かった。基本チェ

ックリストではフレイルにより多くが該当したことから、精神健康や生活機能の衰えが

示唆された。自主グループ活動の満足度は高かったが、ご当地体操については否定的な

意見もみられた。またご当地体操実施の有無では、体力や精神健康に違いはみられなか
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１．はじめに 

2015年 4 月より介護保険法の一部改正

により、総合事業サービスが開始された 1)。

参加者内の身体機能及び認知機能に隔た

りがありながらも、同じ介護予防教室で

過ごし、教室修了後の参加者の受け皿が

各自治体で問題になっている 2)。北区では、

「ご近所体操」や「さくら体操」を介護予

防教室で行い、自主グループ結成に向け

て、運動指導者は途中より運動指導をせ

ずファシリテーターとなり、参加者の運

動への自立を促している。また板橋区で

は、「元気おとせん！体操」を介護予防教

室で行い、さらに保健センターが、群馬県

鬼石モデル 3)の「高齢者の暮らしを拡げる

10 の筋力トレーニング」を高齢者に推奨

しており、現在は 66 グループが「10 の

筋トレ」を行っている。世田谷区では、世

田谷区と保健センターの協働により制作

された「世田谷いきいき体操」（重りによ

る筋トレ）が、グループ活動で多く使われ

ている。

グループ結成年数は 1年未満から 15年

以上と幅広いが、5 年以上のグループでも、

体調不良以外での脱落者は極めて少ない。

運動継続関連要因については報告が蓄積

されている。Booth ら 4)は、仲間、友人が

いることを、中野ら 5)は、運動を生活パ

ターンに組みこむような行動プランの提

示と休んでも再開できる自信を高めるこ

となどを挙げている。しかしながら、自主

化されたグループ活動による参加者の体

力およびメンタルヘルスの状態はこれま

で明らかにはされていない。また、介護予

防教室修了後に、自治体のスポーツ振興

課などが奨励している「ご当地体操」や介

護予防課や保健センターなどが周知して

いる「筋力トレーニング」は、しばしば自

主グループ活動に取り入れられているが、

これらの運動に対する参加者の印象や、

高齢者の身体能力やメンタルヘルスに対

するこれらの運動の効果についても明ら

かではない。そこで本研究は、体力測定や

アンケート調査により、自主グループの

参加者の体力、精神健康、ご当地体操に対

する印象や利活用状況などを明らかにす

ることを目的とした。

なお、本研究のご当地体操とは、ある特

定の地域で行われる体操のことであり、

全国に存在している 6)。各区の健康推進部

やスポーツ振興財団などが推奨している

体操は、北区は「さくら体操」、板橋区は

「いたばしふるさと体操」世田谷区は「ア

イディ体操」である。一方、高齢者の筋力

向上・維持を目的としている体操は、北区

は「ご近所体操」、板橋区は「元気おとせ

ん！体操」、世田谷区は「世田谷いきいき

体操」である。本研究では、ご当地体操に

高齢者向けの筋力向上・維持を目的とし

ている体操も含むこととした。

２． 方法 

１）対象

研究協力自主グループ選出にあたり、

2019年 5月半ばより自主グループを管轄

している東京都 23 区内の社会福祉協議

会（以後、社協と記す）に自主グループ紹

介の依頼をし、北区、板橋区、世田谷区の

各社協から、自主的に週１回体操を行っ

ている自主グループの紹介を得た。

5 月下旬より各グループに出向き、研究

内容を説明し、体力測定及び質問紙調査

の協力を得た。その後、人数、会場等を考

慮し、各区より 3 グループを選出した。

協力を得たグループは結成年数が 1 年未

満から 15 年以上と幅広かった。

研究協力者数は全体で 85 名（男性 10
名、女性 75 名、平均年齢 78.6±6.1 歳）

であった。1 グループは 7 名から 15 名の

協力者で構成され、基本属性は表１に示

した。

研究協力者は、自主グループ化される

前に、自治体主催の介護予防教室、保健セ

ンター指導の筋力アップ教室を修了し、

自主グループを結成、または既存の自主

グループに参加している。北区からは 32
名（男性 2 名女性 30 名、区内人口約 345
千人、高齢化率 25.4％）、板橋区からは 28
名（男性 3 名女性 25 名、区内人口約 557
千人、高齢化率 22.9％）、世田谷区からは

25 名（男性 5 名女性 20 名、区内人口約

892 千人、高齢化率 20.2％）7)が参加した。

図１ 実験の流れ

２）実験プロトコル

実験介入の流れは図１のとおりである。

体力測定・質問紙調査日前に、自主グルー

プ代表者と、郵送または e メールで日程

と内容の調整や確認を行った。

本研究の評価項目は、介護予防マニュ

アル（改訂版：平成 24 年 3 月）8)に則した

体力測定 5 項目（握力、開眼片足立ち、

5m 通常歩行、5m 最大歩行、TUG）と質

問紙（GHQ12、25 項目チェックリスト、

アンケート）調査である。

握力はデジタル握力計（トーエイライ

ト製デジタル握力計 TL2）を使用し、示

指の近位指節間関節が 90°になるよう握

り幅を決め、利き手を 2 回測り、上肢筋

力を測定した。呼吸を止めないよう指示

し、3 秒間最大の力を維持させた。開眼片

足立ちは、バランス能力の測定のために

行った。上限を 60 秒とし、片足の姿勢を

保持している時間をストップウォッチ

（カシオ製 J904）で 2 回測定した。軸足

がずれた場合、軸足でない足が地面に着

いた場合、終了とした。5m 通常歩行及び

最大歩行は、5m 測定区間の前後に 3m の

予備路をとり、計 11m を研究協力者に歩

いてもらい、測定区間をストップウォッ

チで測定した。通常歩行は「いつものとお

りに歩いて下さい。」最大歩行は「できる

だけ速く歩いて下さい。」と教示した。1 回

ずつ移動能力を測定した。TUG（timed up 
and go）は椅子から立ち上がり、3m 先の

目標物を回り、再び椅子に座るまでの、機

能的移動能力を測定した。2 回測定し速い

方を代表値とした。

握力は小数点第一位を四捨五入し、整

数を、片足バランス、歩行、TUG は、小

23区内社会福祉協議会へ連絡・訪問

北区  板橋区 世田谷区

  各グループへ連絡・見学

北区  板橋区 世田谷区

  各区より３グループを選出

各グループで体力測定・質問紙調査

   分析・調査 (85名)
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ずファシリテーターとなり、参加者の運

動への自立を促している。また板橋区で

は、「元気おとせん！体操」を介護予防教

室で行い、さらに保健センターが、群馬県

鬼石モデル 3)の「高齢者の暮らしを拡げる

10 の筋力トレーニング」を高齢者に推奨

しており、現在は 66 グループが「10 の

筋トレ」を行っている。世田谷区では、世

田谷区と保健センターの協働により制作

された「世田谷いきいき体操」（重りによ

る筋トレ）が、グループ活動で多く使われ

ている。 
グループ結成年数は 1年未満から 15年

以上と幅広いが、5 年以上のグループでも、

体調不良以外での脱落者は極めて少ない。

運動継続関連要因については報告が蓄積

されている。Booth ら 4)は、仲間、友人が

いることを、中野ら 5)は、運動を生活パ

ターンに組みこむような行動プランの提

示と休んでも再開できる自信を高めるこ

となどを挙げている。しかしながら、自主

化されたグループ活動による参加者の体

力およびメンタルヘルスの状態はこれま

で明らかにはされていない。また、介護予

防教室修了後に、自治体のスポーツ振興

課などが奨励している「ご当地体操」や介

護予防課や保健センターなどが周知して

いる「筋力トレーニング」は、しばしば自

主グループ活動に取り入れられているが、

これらの運動に対する参加者の印象や、

高齢者の身体能力やメンタルヘルスに対

するこれらの運動の効果についても明ら

かではない。そこで本研究は、体力測定や

アンケート調査により、自主グループの

参加者の体力、精神健康、ご当地体操に対

する印象や利活用状況などを明らかにす

ることを目的とした。 
なお、本研究のご当地体操とは、ある特

定の地域で行われる体操のことであり、

全国に存在している 6)。各区の健康推進部

やスポーツ振興財団などが推奨している

体操は、北区は「さくら体操」、板橋区は

「いたばしふるさと体操」世田谷区は「ア

イディ体操」である。一方、高齢者の筋力

向上・維持を目的としている体操は、北区

は「ご近所体操」、板橋区は「元気おとせ

ん！体操」、世田谷区は「世田谷いきいき

体操」である。本研究では、ご当地体操に

高齢者向けの筋力向上・維持を目的とし

ている体操も含むこととした。 
 
２． 方法 

 
１）対象 
研究協力自主グループ選出にあたり、

2019年 5月半ばより自主グループを管轄

している東京都 23 区内の社会福祉協議

会（以後、社協と記す）に自主グループ紹

介の依頼をし、北区、板橋区、世田谷区の

各社協から、自主的に週１回体操を行っ

ている自主グループの紹介を得た。 

 

5 月下旬より各グループに出向き、研究

内容を説明し、体力測定及び質問紙調査

の協力を得た。その後、人数、会場等を考
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であった。1 グループは 7 名から 15 名の

協力者で構成され、基本属性は表１に示
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     図１ 実験の流れ 

 

 ２）実験プロトコル 
 実験介入の流れは図１のとおりである。 
体力測定・質問紙調査日前に、自主グルー

プ代表者と、郵送または e メールで日程

と内容の調整や確認を行った。 
 本研究の評価項目は、介護予防マニュ

アル（改訂版：平成 24 年 3 月）8)に則した

体力測定 5 項目（握力、開眼片足立ち、

5m 通常歩行、5m 最大歩行、TUG）と質

問紙（GHQ12、25 項目チェックリスト、

アンケート）調査である。 
 握力はデジタル握力計（トーエイライ

ト製デジタル握力計 TL2）を使用し、示

指の近位指節間関節が 90°になるよう握

り幅を決め、利き手を 2 回測り、上肢筋

力を測定した。呼吸を止めないよう指示

し、3 秒間最大の力を維持させた。開眼片

足立ちは、バランス能力の測定のために

行った。上限を 60 秒とし、片足の姿勢を

保持している時間をストップウォッチ

（カシオ製 J904）で 2 回測定した。軸足

がずれた場合、軸足でない足が地面に着

いた場合、終了とした。5m 通常歩行及び

最大歩行は、5m 測定区間の前後に 3m の

予備路をとり、計 11m を研究協力者に歩

いてもらい、測定区間をストップウォッ

チで測定した。通常歩行は「いつものとお

りに歩いて下さい。」最大歩行は「できる

だけ速く歩いて下さい。」と教示した。1 回

ずつ移動能力を測定した。TUG（timed up 
and go）は椅子から立ち上がり、3m 先の

目標物を回り、再び椅子に座るまでの、機

能的移動能力を測定した。2 回測定し速い

方を代表値とした。 
 握力は小数点第一位を四捨五入し、整

数を、片足バランス、歩行、TUG は、小

23区内社会福祉協議会へ連絡・訪問

  北区  板橋区 世田谷区

  各グループへ連絡・見学

  北区  板橋区 世田谷区

  各区より３グループを選出

各グループで体力測定・質問紙調査

   分析・調査 (85名)
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数点第二位を四捨五入し、小数点第一位

までを記録した。各種目とも、転倒予防な

ど安全性に充分留意した。 
 精神健康度を計る日本語版 GHQ12
（General Health Questionnaire）は、神

経症及び抑うつ傾向の発見、症状の把握

や査定を目的とし、Goldberg 9)によって

開発された。今回用いる 12 項目版の妥当

は Goldberg ら 10)により確認されている。

日本語版は中川ら 11)により作成された。

本研究では信頼性の高い推定を行うため、

リッカート法の 4 件法（0-1-2-3）を採択

した。カットオフポイントは 16/17点で、

17 点以上の場合は精神健康度が損なわれ

ている可能性があると評価される 12)。 

 25 項目基本チェックリスト（以後、基

本 CL と記す）は「生活関連動作」「運動

器」「低栄養」「口腔機能」「閉じこもり」

「認知機能」「抑うつ気分」の 7 領域の質

問群からなり、二次予防事業対象者また

は留意すべき対象者の選定基準が決めら

れている。うつを除く 20 項目中、10 項

目以上が該当する場合に、自立機能を失

う危険性が高く、多面的な評価を実施す

る必要性があるとされている。本研究で

はうつを含むすべての項目中、8 点以上を

カットオフポイントとした。近年周知さ

れている「フレイル」の評価としても注目

されている 13)。本研究では、基本 CL の

11、16、25 と体力測定結果の握力と通常

歩行時間から、日本語版 CHS 基準（以後、

J-CHS 基準と記す）を作成し、健常群と、

フレイル（プレフレイル含む）群の 2 群

間に分けて分析を行った。さらに自身の

健康状態を 5 段階評価で回答をする「主

観的健康観」（1.よい～5.よくない）を質

問に加え調査を行った。 

 さらに自主グループに関わる、「参加理

由」「参加年数」「グループへの満足度」「ご

当地体操の実施頻度」「ご当地体操の有用

性」「メンバーとの過ごす頻度」「運動指導

員の必要性」などについて5択で尋ねた。 
  

３）分析 
協力者のデータを、大渕ら 14)の老人研

指標や特定高齢者指標、河合ら 15)の年齢

別体力評価シートを参照に検討した。 
 体力測定及び質問紙データを健常群と

フレイル群での比較には、対応のないｔ

検定（水準 5%）、カイ二乗検定を行った。

統計解析には IBM SPSS ver.26.0 を使用

した。 
 
 ４）研究の倫理 
 本研究は、筑波大学体育系研究倫理委

員会の承認（承認番号：体 019-28）を得

て行った。体調不良時は体力測定を中止

するなど、研究協力者の体調を充分に配

慮した。 
  

３．結果 

 
 １）健常、プレフレイル、フレイル 

 研究協力者 85名は J-CHS基準により、

健常群 36 名（42％）、プレフレイル群は

45 名（53％）、フレイル群は 4 名（5％）

に分類された。健常群と、フレイル群（プ

レフレイル＋フレイル）の 2 群の属性を

表 1 に示した。健常群とフレイル群で年

齢、身長、体重、BMI に有意差は認めな

かった。 

  

 

 

 
 ２）体力測定結果 

85 名の体力測定の結果を、大淵ら 14)の

老人研指標や特定高齢者指標、河合ら 15)

の年齢別体力評価シートを参照に検討し

た。 
握力は、男性健常群の平均が 35.3±

3.3kg（男性 75-79 歳レベル 5）、男性フレ

イル群の平均は、30.2±4.9kg（男性 75-
79 歳レベル 3）であった。また、女性の

健常群は 22.2±2.4kg（女性 75-79 歳レベ

ル 4）、女性フレイル群は 20.3±2.9kg（女

性 75-79 歳レベル 4）であった。 
開眼片足立ちは、男性健常群 40.9±

26.4 秒（男性 75-79 歳レベル 3）、男性フ

レイル群 38.6±25.6 秒（男性 75-79 歳レ

ベル 3）であった。また、女性健常群 32.3
±23.8 秒（女性 75-79 歳レベル 4）、女性

フレイル群 25.3±19.0 秒（女性 75-79 歳

レベル 3）であった。 
5m 通常歩行以下は、すべて大淵 14)の東

京都総合老人研究所の5分表を参照した。

男性健常群 3.91±0.75 秒（老人研指標レ

ベル 3）、男性フレイル群 4.11±0.91 秒

（老人研指標レベル 3）、女性健常群は

3.65±0.41 秒（老人研指標レベル 5）、女

性フレイル群 4.32±1.37 秒（老人研指標

レベル 3）であった。 
5m 最大歩行は、男性健常群 2.39±0.38

秒（老人研指標レベル 3）、男性フレイル

群 3.33±0.58 秒（特定高齢者指標レベル

3）、女性健常群 3.10±0.38 秒（老人研指

標レベル 3）、女性フレイル群 3.49±0.74
秒（老人研指標 2、特定高齢者指標 4）で

あった。 
TUG は、男性健常群の平均は 4.75±

0.55 秒（老人研指標のレベル 5）、男性フ

レイルは 6.70±0.96 秒（老人研指標のレ

ベル 2）であった。また対象の女性健常群

は 6.70±0.52 秒（老人研指標レベル 3）、
女性フレイル群は 7.94±2.04 秒（老人研

指標 2、特定高齢者指標 4）であった。 
健常群とフレイル群 2 群における体力

測定結果の違いは、健常群はフレイル群

に比較して握力は有意に高値を示したが、

そのほか開眼片足立ち、通常歩行、最大歩

行、TUG には有意差はみられなかった

（表 2 参照）。 
 

 
 
 ３）精神健康（GHQ12 の結果） 
 川本ら 16)は、地域在住の 75 歳から 84
歳の 410 名に対して GHQ12 を実施した

結果、精神健康不良群に 23.2％が該当し

た。本調査では、76 名中 9 名 11.8％が精

神健康不良群に該当したため、本対象に

不良群は少ないことが示された。 
GHQ12 の得点の 2 群による比較は表3

に示した。健常群は精神健康度が有意に

表1 研究協力者の属性
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49)

性別 男性10/女性75 男性5/女性31 男性5/女性44
年齢(歳） 78.6±6.1 76.5±5.1 80.1±6.4
⾝⻑(cm) 153.1±7.9 154.9±8.4 151.8±7.3
体重(kg) 53.0±8.3 54.0±8.5 52.2±8.1

BMI(kg/m²) 22.6±2.8 22.5±2.8 22.6±2.9
ｔ検定

表2 体力測定結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群(N=49) 健常・フレイル

有意確率
握力（㎏） 22.5±5.40 24.0±5.56 21.3±5.04 0.02*

開眼片足立ち（秒） 29.4±22.0 33.5±23.9 26.4±20.1 0.16
通常歩行（秒） 4.05±1.10 3.68±0.47 4.30±1.33 0.38
最大歩行（秒） 3.27±0.66 3.00±0.45 3.47±0.73 0.42

TUG（秒） 7.23±1.75 6.42±0.86 7.81±1.99 0.6
ｔ検定 *ｐ＜0.05
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性フレイル群 4.32±1.37 秒（老人研指標
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3）、女性健常群 3.10±0.38 秒（老人研指

標レベル 3）、女性フレイル群 3.49±0.74
秒（老人研指標 2、特定高齢者指標 4）で

あった。 
TUG は、男性健常群の平均は 4.75±

0.55 秒（老人研指標のレベル 5）、男性フ

レイルは 6.70±0.96 秒（老人研指標のレ
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測定結果の違いは、健常群はフレイル群
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そのほか開眼片足立ち、通常歩行、最大歩

行、TUG には有意差はみられなかった

（表 2 参照）。 
 

 
 
 ３）精神健康（GHQ12 の結果） 
 川本ら 16)は、地域在住の 75 歳から 84
歳の 410 名に対して GHQ12 を実施した

結果、精神健康不良群に 23.2％が該当し

た。本調査では、76 名中 9 名 11.8％が精

神健康不良群に該当したため、本対象に

不良群は少ないことが示された。 
GHQ12 の得点の 2 群による比較は表3

に示した。健常群は精神健康度が有意に

表1 研究協力者の属性
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49)

性別 男性10/女性75 男性5/女性31 男性5/女性44
年齢(歳） 78.6±6.1 76.5±5.1 80.1±6.4
⾝⻑(cm) 153.1±7.9 154.9±8.4 151.8±7.3
体重(kg) 53.0±8.3 54.0±8.5 52.2±8.1

BMI(kg/m²) 22.6±2.8 22.5±2.8 22.6±2.9
ｔ検定

表2 体力測定結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群(N=49) 健常・フレイル

有意確率
握力（㎏） 22.5±5.40 24.0±5.56 21.3±5.04 0.02*

開眼片足立ち（秒） 29.4±22.0 33.5±23.9 26.4±20.1 0.16
通常歩行（秒） 4.05±1.10 3.68±0.47 4.30±1.33 0.38
最大歩行（秒） 3.27±0.66 3.00±0.45 3.47±0.73 0.42

TUG（秒） 7.23±1.75 6.42±0.86 7.81±1.99 0.6
ｔ検定 *ｐ＜0.05
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良好なことが認められた（表 3）。ただし、

精神健康度不良の 17 点以上の人数の割

合は、フレイル群に多いものの有意な差

はみられなかった（表 4）。 
 

 

 
 

 
 

 ４）25 項目基本チェックリストの結果 

 Satake ら 17)は、地域住民 5542 名を対

象に基本 CL を実施し、4 点以上をプレフ

レイル、8 点以上をフレイルに分類した。

それにしたがうと、健常群は 34 名（40％）、

4点以上（プレフレイル）群は 27 名（32％）、

8 点以上（フレイル）群は 24 名（28％）

であった。 
 基本 CL による比較は表 5 のとおりで

ある。総合得点では 2 群間に有意差がみ

られた。 
 

 
 ５）自主グループに関するアンケート

結果 
 以下にアンケート結果を示す。 
 

（１）期間 
 自主グループ活動の期間は 2 年以上 5
年未満が最も多く、1 年未満と 10 年以上

が続いた。 
自主グループを 2 年以上活動している

人と2年未満の人では、体力測定、GHQ12、
基本 CL、主観的健康観にいずれも有意な

差はみられなかった（図 2）。 
  

（２）満足度 
 殆どの協力者が、自主グループ活動に

満足していることが示された（図 3）。グ

ループ活動に満足している人と満足して

いない人の 2 群で違いを分析した結果、

主観的健康観のみが、満足している人が

有意に良好であった。 

 

表3 ＧＨＱ12の結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49) 健常・フレイル

有意確率
GHQ12 11.15±4.57 9.36±4.42 12.47±4.25 0.02*
ｔ検定 *p<0.05

表4 GHQ17点以上の割合
17点未満 17点以上 有意確率

健常群 35 1 0.072
フレイル群 41 8

カイ二乗検定

表5 基本CLの結果
全体（N=85）健常群（N=36）フレイル群（N=49）健常・フレイル

有意確率
基本CL 4.92±3.37 2.42±2.08 6.76±2.94 0.00**
 t検定 **p<0.01

 

（３）ご当地体操の実践状況 
 ご当地体操を行っているか調査した結

果、毎回行うが最も多かったが、次に全く

行っていないが多かった。ご当地体操の

実践の有無では、体力、精神健康、基本 CL、
主観的健康観の全ての項目に有意な差は

みられなかった（図 4）。 
 

 

 
（４）ご当地体操の介護予防に対する有

用性 
 ご当地体操が介護予防に役立っている

か尋ねた。その結果、役立っているという

肯定的な評価が多かったが、役立ってい

ないとの回答もみられた（図 5）。 
 

 
 

（５）メンバーとの共有時間 
 自主グループ活動修了後に引き続きグ

ループのメンバーと時間を共有するか尋

ねた。時々すごす人が最も多かったが、あ

まり過ごさない人や全く過ごさない人も

いた（図 6）。 
 

 
   

（６）指導員の必要性 
 自主グループ活動を行っていく上で、

指導員が必要か尋ねた。その結果、月に１

回程度必要という回答がもっとも多かっ

た。半年に１回程度必要という回答が続

いたが、不要という回答もみられた（図 7）。 
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４．考察 

 
3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
また研究協力者をJ-CHS基準により健

常群とフレイル群（プレフレイル＋フレ

イル）の 2 群に分類し、一般高齢者の基

準値との比較、体力測定 5 項目、精神健

康をはじめとするアンケート項目の 2 群

間の比較を行った。 
健常群は 36 名 42％、プレフレイル群

は 45 名 53％、フレイル群は 4 名 5％で

あった。2011 年から 2015 年の国内のフ

レイル有症率の論文をみると、評価法は

Fried らの CHS 基準、J-CHS 基準、基本

CL、介護予防 CL、簡易 FL などが用られ

ている 18)。愛知県での Shimada ら 19)の

CHS 基準の調査では、プレフレイル

51.0％、フレイル 8.4％であり、本調査と

比較的類似する結果であった。 
基本 CL から協力者は、健常群 34 名

40％、プレフレイル群（4 点以上）27 名

32％、フレイル群（8 点以上）24 名 28％
であった。埼玉県での Satake ら 17)の基

本 CL の調査では、プレフレイル群（4 点

以上）29.3％、フレイル群 17.2％（8 点以

上）であり、やはりフレイル群の比率が他

の基準を適用した場合より高くなってい

る。基本 CL の項目数が 25 個と多く、７

領域に分かれ詳細なスクリーニングが可

能のためと思われる。なお、本調査結果は、

Satake17)らの結果と比べて 4 点以上、8 点

以上が多い結果となった。その理由は明

らかではないが、Satake17)らの対象は、平

均年齢が男性 72.1 ± 5.7 歳、女性 72.5 
± 6.1 歳と本調査より若く、65 歳から 74
歳の協力者が多かったことが一因と考え

られる。 
一般高齢者から作成された大淵ら 14)、

河合ら 15)の基準値を参照すると、握力、

開眼片足立ちは、男女健常群、フレイル群

すべて 75-79 歳レベル 3 以上であり、5m
通常歩行も男女健常群、フレイル群は老

人研指標レベル 3 以上であった。ただし

5ｍ最大歩行は、男女とも健常群は老人研

指標レベル 3 だったが、男性フレイル群

は特定高齢者指標レベル 3、女性フレイル

群は老人研指標 2、特定高齢者指標 4 で

あった。また、TUG は、男性健常群は老

人研指標のレベル 5、女性健常群は老人研

指標レベル 3 だが、男性フレイル群は老

人研指標のレベル 2、女性フレイル群は老

人研指標 2，特定高齢者指標 4 と若干低

値であった。このように体力測定の結果、

フレイル群で一部若干低下した項目はあ

るが、概ね良好の値を示した。自主グルー

プでの運動とともに、徒歩や自転車で参

加する協力者が多いことも本調査の結果

が良好だった一因と推察される。  
ただし、個別にみると健常群の中に、通

常歩行や最大歩行は良好だが、片足立ち

や TUG が平均以下の協力者も複数存在

した。自主グループには自治体により、理

学療法士や保健師が半年や 1 年に 1 回巡

回する場合があるが、高齢者の現状を確

認するだけで、通常は運動指導や体力測

定は行われない。個別にウィークポイン

トを確認しながら運動指導を行うことが

 

重要と考えられる。 
GHQ12 の結果からは、参照した先行研

究 16)の結果よりも精神健康の不良な人の

割合が少なかったが、健常群とフレイル

群の比較では、フレイル群の方が GHQ 得

点は有意に高く、精神健康不良に該当す

る人の割合はフレイル群に多かった。 
基本 CL の結果は健常群とフレイル群

間で、明らかな有意差がみとめられた。佐

竹 13)は、基本 CL の得点と他のフレイル

基準との相関を報告しているが、それを

支持する結果である。ただし、本研究協力

者は、J-CHS 基準と基本 CL では、健常

群の人数、割合はほぼ同じであったが、J-
CHS 基準のプレフレイル群が基本 CL の

フレイル群へ大きく移行している。対象

の健常群とフレイル群間の体力測定の比

較から握力以外は有意差がみられなかっ

たことや GHQ 得点の結果から、精神健

康面や生活機能面、社会面など体力以外

の衰えの影響が考えられる。本調査の結

果から、体力的には良好であっても精神

健康や生活機能、社会面などへの更なる

対策が重要なことが示唆される。 
協力者の活動期間を 2 年未満、2 年以

上で分けて検定を行ったが、体力測定、

GHQ12、基本 CL、主観的健康観のいず

れにも有意差はみられなかった。協力者

は、大半が介護予防教室の修了者である。

自治体の介護予防教室での運動、講話が

影響し、すでに自身のヘルスリテラシー

の向上や健康的な生活習慣を継続してい

たとも考えられる。 
 自主グループ活動への満足度は非常に

高かったが、ご当地体操に対する評価は

分かれた。ご当地体操の頻度からは、毎回

行うグループが多かったが、一方で全く

行わないグループも多く存在した。介護

予防に役立っているという評価も分かれ

た結果を示しており、グループによって

ご当地体操に対する評価が異なることが

明らかとなった。ご当地体操は、運動指導

員が不在でも音源や映像で楽しく体操が

でき、ほかに運動メニューを準備してい

なくてもグループ活動が可能である。こ

のような利点があるにも関わらず、興味

や利点を認知していないグループがある

ことも確かである。今回はご当地体操の

実践の有無で体力や精神健康面などに違

いは見られなかったが、今後ご当地体操

に対する効果の科学的根拠をさらに検証

していくことも必要であろう。 
本年 4 月からフレイル検診の体制が開

始される。後期高齢者の保健事業と介護

予防事業が一体化され、医療、健診、介護

がより密な連携を取ることで、高齢者一

人ひとりのきめ細やかな支援、サービス

に結び付くことが期待される。 
なお本調査は、グループ活動を実施し

ていない同じ地域に在住の高齢者の調査

を行っていない。また限られた地域の一

部の自主グループの参加者からの結果で

ある、などの限界がある。 
 
５．まとめ 

 

3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
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本 CL の調査では、プレフレイル群（4 点

以上）29.3％、フレイル群 17.2％（8 点以

上）であり、やはりフレイル群の比率が他

の基準を適用した場合より高くなってい

る。基本 CL の項目数が 25 個と多く、７

領域に分かれ詳細なスクリーニングが可

能のためと思われる。なお、本調査結果は、

Satake17)らの結果と比べて 4 点以上、8 点

以上が多い結果となった。その理由は明

らかではないが、Satake17)らの対象は、平

均年齢が男性 72.1 ± 5.7 歳、女性 72.5 
± 6.1 歳と本調査より若く、65 歳から 74
歳の協力者が多かったことが一因と考え

られる。 
一般高齢者から作成された大淵ら 14)、

河合ら 15)の基準値を参照すると、握力、

開眼片足立ちは、男女健常群、フレイル群

すべて 75-79 歳レベル 3 以上であり、5m
通常歩行も男女健常群、フレイル群は老

人研指標レベル 3 以上であった。ただし

5ｍ最大歩行は、男女とも健常群は老人研

指標レベル 3 だったが、男性フレイル群

は特定高齢者指標レベル 3、女性フレイル

群は老人研指標 2、特定高齢者指標 4 で

あった。また、TUG は、男性健常群は老

人研指標のレベル 5、女性健常群は老人研

指標レベル 3 だが、男性フレイル群は老

人研指標のレベル 2、女性フレイル群は老

人研指標 2，特定高齢者指標 4 と若干低

値であった。このように体力測定の結果、

フレイル群で一部若干低下した項目はあ

るが、概ね良好の値を示した。自主グルー
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が良好だった一因と推察される。  
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常歩行や最大歩行は良好だが、片足立ち

や TUG が平均以下の協力者も複数存在

した。自主グループには自治体により、理

学療法士や保健師が半年や 1 年に 1 回巡

回する場合があるが、高齢者の現状を確

認するだけで、通常は運動指導や体力測

定は行われない。個別にウィークポイン

トを確認しながら運動指導を行うことが

 

重要と考えられる。 
GHQ12 の結果からは、参照した先行研

究 16)の結果よりも精神健康の不良な人の

割合が少なかったが、健常群とフレイル

群の比較では、フレイル群の方が GHQ 得

点は有意に高く、精神健康不良に該当す

る人の割合はフレイル群に多かった。 
基本 CL の結果は健常群とフレイル群

間で、明らかな有意差がみとめられた。佐

竹 13)は、基本 CL の得点と他のフレイル

基準との相関を報告しているが、それを

支持する結果である。ただし、本研究協力

者は、J-CHS 基準と基本 CL では、健常

群の人数、割合はほぼ同じであったが、J-
CHS 基準のプレフレイル群が基本 CL の

フレイル群へ大きく移行している。対象

の健常群とフレイル群間の体力測定の比

較から握力以外は有意差がみられなかっ

たことや GHQ 得点の結果から、精神健

康面や生活機能面、社会面など体力以外

の衰えの影響が考えられる。本調査の結

果から、体力的には良好であっても精神

健康や生活機能、社会面などへの更なる

対策が重要なことが示唆される。 
協力者の活動期間を 2 年未満、2 年以

上で分けて検定を行ったが、体力測定、

GHQ12、基本 CL、主観的健康観のいず

れにも有意差はみられなかった。協力者

は、大半が介護予防教室の修了者である。

自治体の介護予防教室での運動、講話が

影響し、すでに自身のヘルスリテラシー

の向上や健康的な生活習慣を継続してい

たとも考えられる。 
 自主グループ活動への満足度は非常に

高かったが、ご当地体操に対する評価は

分かれた。ご当地体操の頻度からは、毎回

行うグループが多かったが、一方で全く

行わないグループも多く存在した。介護

予防に役立っているという評価も分かれ

た結果を示しており、グループによって

ご当地体操に対する評価が異なることが

明らかとなった。ご当地体操は、運動指導

員が不在でも音源や映像で楽しく体操が

でき、ほかに運動メニューを準備してい

なくてもグループ活動が可能である。こ

のような利点があるにも関わらず、興味

や利点を認知していないグループがある

ことも確かである。今回はご当地体操の

実践の有無で体力や精神健康面などに違

いは見られなかったが、今後ご当地体操

に対する効果の科学的根拠をさらに検証

していくことも必要であろう。 
本年 4 月からフレイル検診の体制が開

始される。後期高齢者の保健事業と介護

予防事業が一体化され、医療、健診、介護

がより密な連携を取ることで、高齢者一

人ひとりのきめ細やかな支援、サービス

に結び付くことが期待される。 
なお本調査は、グループ活動を実施し

ていない同じ地域に在住の高齢者の調査

を行っていない。また限られた地域の一

部の自主グループの参加者からの結果で

ある、などの限界がある。 
 
５．まとめ 

 

3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
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対象者 85 名の体力測定値や精神健康

度は一般高齢者と比較して比較的良好な

結果が示され、自主グループ活動を継続

している人の体力や精神健康が良好なこ

とが示唆された。ただし対象者を健常群

とフレイル（プレフレイル＋フレイル）群

の 2 群で分析した結果、フレイル群は体

力測定の一部の項目に若干の低下を認め、

精神健康度では不良な人が健常群より多

かった。基本 CL ではフレイルにより多

くが該当したことから、体力以外に精神

健康、生活機能、社会面の衰えがみられる

可能性が示唆された。 
一方、健常群でも一部の体力測定値が

低下するものも存在した。個別のウィー

クポイントへの対応が望まれる。 
自主グループ活動のなかで、ご当地体

操を毎回行うグループが多かったが、全

く行わないグループも多く存在した。介

護予防に役立っているという評価も分か

れた結果を示しており、グループによっ

てご当地体操に対する評価が異なること

が明らかとなった。今後ご当地体操の効

果に関するさらなる検討が必要と考えら

れた。 
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１．実践研究 

新新感感覚覚！！！！介介護護予予防防をを感感じじささせせなないい声声をを使使っったた全全身身運運動動  

「「ススポポーーツツボボイイスス」」導導入入のの効効果果検検証証  
 

須磨 美抄子* 
島田 淳子** 田村 宏子*** 田中 江里香*** 矢野 美鈴*** 高阪 玲江**** 

 
抄録 

 
スポーツボイス（以下「SV」）は、①若年層からの参加意欲・参加継続の向上、②嚥

下機能向上・転倒予防リスク減少、③身体機能の改善・QOL の向上、④運動指導者が

地域の介護予防の担い手となるといった効果が期待され、二次的障害の予防において

重要な役割を果たすと考えられる。つまり SV は、その性質上、介護予防に適してい

ることが予想される。そこで今回、若年層からシニア全般の QOL の向上を目指すため

のプログラムとして SV の活用に着目し、そのプログラムの効果を、参加者の参加意

欲、参加回数、身体機能、生活機能向上を指標に検証することを目的とした。方法は、

50 歳以上の医師から運動の制限をされていない健康な中高齢者を対象に SV プログラ

ムを開催し、プログラム実施による効果を、嚥下機能向上評価及び体力測定の項目に

より検証した。結果、男女 56 名（平均年齢 73±7 歳）の研究協力が得られた。プログ

ラム参加の過程における体力測定の各項目に対し、第 1 回目、第 8 回目、第 16 回目の

計 3 回の代表値を時系列比較したところ、握力（右）、長座体前屈、開眼片足立ち、6
分間歩行、上体起こし、総合評価において有意な改善がみられた。このことから SV プ

ログラムは、6 分間歩行や長座体前屈などの運動能力、即ち「筋肉の質」に効果を示す

可能性が示唆された。また、プログラムへの参加回数の多さが効果に影響することを

予想し、参加回数が半数（8 回）以上の参加者のみ抽出した感度分析でも同様の結果が

得られた。さらに、反復唾液嚥下テストでも、SV プログラムにより第 8 回目時点で有

意な改善を認め、16 回目まで改善傾向を維持した。 
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１．はじめに 

 

 超高齢者社会を迎えた我が国の問題と

して「2025 年問題」がある。内閣府のデ

ータによると、65 歳以上の人口は、「団塊

の世代」が 65 歳以上となった平成 30
（2018）年に 3,558 万人となり、「団塊の

世代」が 75 歳以上となる令和 7（2025）
年に 3,677 万人に達すると推計されてお

り、令和 47（2065）年には、約 4 人に 1
人が 75 歳以上という事態を迎える 1)。高

齢化も諸外国に例をみないスピードで進

行し、やがて「1 人の若者が 1 人を支え

る」という肩車社会が訪れることが予想

されている。そんな中、高齢者が抱える問

題としては、疾病や合併症の罹患リスク

が高まることのみならず、加齢に伴う身

体活動量の低下や体力低下といった二次

的障害を招くことがあげられている。 
我が国では、平成 27 年から「介護予防・

日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）

がスタートし、平成 29 年 4 月には全国の

事業所でサービスが開始され、「市町村が

中心となって、地域の実績に応じて、住民

等の多様な主体が参加し、多様なサービ

スを充実することで、地域で支え合う体

制づくりを推進し、要支援者等に対する

効果的かつ効率的な支援を可能とするこ

とを目指すもの」として様々な活動が展

開されている。中でも介護予防の取り組

みは、厚生労働省によると、65 歳以上の

高齢者が「要介護になることを極力遅ら

せること」または「要介護状態になるのを

未然に防ぐこと」、そして「すでに介護が

必要な場合は、状態が悪化しないよう努

め、改善を図ること」2)を目的として、生

活機能・運動機能が低下し始める前の段

階から、栄養面の改善、体操や、レクリエ

ーション、リハビリテーションなどを通

じた運動能力低下の防止、「噛む・飲み込

む」「言葉を発する」「豊かな表情をつくる」

といった口腔機能の向上を図り、日常生

活の質（QOL）を高めるといった取り組

みが進んでいる。 
近年の前期高齢者は、アクティブシニ

アと呼ばれ、「引退」という後ろ向きな「老

い」のイメージとは違い、生涯現役志向が

強く、趣味や活動に意欲的で元気なシニ

アが多いことから、早い段階での介護予

防を目的としたスポーツプログラムはま

すます需要が高まることが予想される。 
そのなか、一般社団法人日本音楽健康協

会特任講師東哲一郎氏が、声を使った全

身運動、声のアンチエイジング、心と身体

の声体操としてシニアの健康増進と身体

機能向上のために開発したエクササイズ

がスポーツボイス（以下「SV」）である。

SV プログラムは、ビートの強い音楽に乗

せて体を動かす発声トレーニングである。

リズムに合わせておなかの底から大きい

声を出し「のどのエクササイズ」と「体の

エクササイズ」を合体させたトレーニン

グである 3)。声帯の運動不足を解消して、

横隔膜や骨盤底筋を使い、心肺機能向上

や嚥下・咀嚼機能向上にも繋がるため高

齢者の運動としても効果が期待される。 
SV は、全国の自治体・カルチャー・ワ

ークショップ・フィットネスクラブ・医療

福祉施設等、全国で 20 名（2020 年 3 月）

のスポーツボイス公認インストラクター

が行っているボディ＆ボイストレーニン

グで、身体中の筋肉を使って発声し声を
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１．実践研究 

新新感感覚覚！！！！介介護護予予防防をを感感じじささせせなないい声声をを使使っったた全全身身運運動動  

「「ススポポーーツツボボイイスス」」導導入入のの効効果果検検証証  
 

須磨 美抄子* 
島田 淳子** 田村 宏子*** 田中 江里香*** 矢野 美鈴*** 高阪 玲江**** 

 
抄録 
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ムを開催し、プログラム実施による効果を、嚥下機能向上評価及び体力測定の項目に

より検証した。結果、男女 56 名（平均年齢 73±7 歳）の研究協力が得られた。プログ

ラム参加の過程における体力測定の各項目に対し、第 1 回目、第 8 回目、第 16 回目の

計 3 回の代表値を時系列比較したところ、握力（右）、長座体前屈、開眼片足立ち、6
分間歩行、上体起こし、総合評価において有意な改善がみられた。このことから SV プ

ログラムは、6 分間歩行や長座体前屈などの運動能力、即ち「筋肉の質」に効果を示す

可能性が示唆された。また、プログラムへの参加回数の多さが効果に影響することを

予想し、参加回数が半数（8 回）以上の参加者のみ抽出した感度分析でも同様の結果が
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SV プログラムは、ビートの強い音楽に乗

せて体を動かす発声トレーニングである。

リズムに合わせておなかの底から大きい

声を出し「のどのエクササイズ」と「体の

エクササイズ」を合体させたトレーニン

グである 3)。声帯の運動不足を解消して、

横隔膜や骨盤底筋を使い、心肺機能向上

や嚥下・咀嚼機能向上にも繋がるため高

齢者の運動としても効果が期待される。 
SV は、全国の自治体・カルチャー・ワ

ークショップ・フィットネスクラブ・医療
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が行っているボディ＆ボイストレーニン

グで、身体中の筋肉を使って発声し声を
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出すことを楽しみながら行うプログラム

であり、特に口腔・呼吸機能の改善に効果

が期待される。 
肺炎は令和元年の人口動態統計による

と日本人の死因第 5 位であり、人口十万

対における死亡率は 76.2％である 4)。肺

炎患者の約 7 割が 75 歳以上の高齢者で

あり、また高齢者の肺炎のうち、7 割以上

が誤嚥性肺炎であり 5)重要な疾患である。

SV のトレーニングによって誤嚥を防止

し誤嚥性肺炎の予防にも繋がることが期

待される 6)。さらに、骨盤底筋群の動きも

取り入れられていることから、尿失禁予

防にも効果があると指導現場においては

実感されている。 

 つまり SV はその性質上、高齢者の介護

予防に適していることが予想される。そ

こで今回、介護予防を必要と感じない世

代からの参加者を引き込み、若年層から

シニア全般の QOL の向上を目指すため

のプログラムとして SV の活用に着目し、

そのプログラムの効果を参加者の参加意

欲、参加回数、身体機能、生活機能向上を

指標に検証することを目的とした。 
 
２．方法 

 
 SV 公認インストラクターである研究

代表者が主催した 50 歳以上を対象とし

た SV プログラムで、プログラム実施によ

る効果を、体力測定の項目および嚥下機

能向上評価により検証した。プログラム

の開催は 2 地区で実施した。体力測定に

ついては、全年齢に対し共通の指標とな

るよう、本集団において最も占める割合

が高い年齢層である 65~79 歳を対象とし

た新体力テストを全例に実施した。 
  
22－－11  対対象象者者ととププロロググララムム開開催催概概要要  
  1 地区目のプログラムは、滋賀県栗東市

総合福祉保健センターなごやかセンター

を会場に、2019 年 8 月～11 月の期間に、

毎週 1 回（月 3～4 回、期間 4 ヶ月）開催

した。参加者は、「第 4 回なごやか健康教

室」の参加者を募り、研究協力に同意の得

られた 32 名（男性 4 名、女性 28 名）と

した。  
2 地区目は、滋賀県立体育館・滋賀県ス

ポーツ会館を会場に、50 歳以上を対象に、

月 2 回を 8 ヶ月、プログラムの実施時期

は、2019 年 8 月～2020 年 3 月とした。

活動期間中、月2回の開催では物足りず、

毎週行ってほしい、もっと効果を感じた

いという声があり、2019 年 9 月より月 4
回に開催を増やし、開催期間を 2019 年 8
月～11 月の開催に変更した。滋賀県びわ

湖放送情報番組「キラりん滋賀」に出演し、

SV プログラムの実施とともに告知し、同

時に、大津市で発行されている広報誌と

ポスティング方法でも告知して参加者を

募り、研究協力に同意の得られた 24 名

（男性 8 名、女性 16 名）を対象とした。 
2 地区とも、活動は 1 回 60 分のプログ

ラムを 16 回開催とした。定員は 30 名と

して、性別は男女問わず、健康状態につい

ては、医師より運動を禁じられていない

方を条件に開始前には血圧測定を実施し

た。 
 実施した SV のプログラム内容は、東氏

の開発した内容を部分的な変更を加えず

用いた（表 1）。 
 

 

22－－22  SSVV ププロロググララムムのの効効果果測測定定 
 SV プログラムの効果測定は、プログラ

ムの第 1 回目、第 8 回目、第 16 回目の計

3 回を効果測定日として、健康運動実践指

導者・介護福祉士・管理栄養士・看護師の

専門職により測定した。 
 効果測定に使用した指標は、嚥下機能

評価、認知機能評価、形態計測、身体機能

評価、生活機能評価により構成した。 
主要評価項目である嚥下機能評価には、

反復唾液嚥下テスト（Repetitive saliva 
swallowing test：RSST）7)を用いた。

RSST は、嚥下障害に対するスクリーニン

グテストの一つで、甲状軟骨を蝕知した

状態で 30 秒間に何回空嚥下ができるか

を測定した（図 1）。認知機能評価は、改

訂長谷川式簡易知能評価スケール HDS-
R8)を用いて、年齢、日時の見当識、場所

の見当識、即時記憶、計算逆唱、遅延再生、

色覚記憶、流暢性など 30 点満点で評価し

表１ スポーツボイスプログラム 

 

ⅠⅠ  ウォーミングアップ 

13 種目 

 

  

口を閉じたまま小さな声で鼻の奥、目の奥に声を響かせながら（ハミング） 

ステップタッチ・ジョギング・スクワットを行い筋温を上昇させます 

効効果果＝＝声声帯帯のの副副鼻鼻腔腔のの響響ききをを感感じじるる//声声帯帯のの血血流流促促進進//心心肺肺機機能能のの向向上上  

ⅡⅡ  フェイスアップ  日本語は、「もっとも顔を動かさないで発音する言語」と言われています。顔の筋肉の動きをスムーズ 

にする、ハミングしながら鼻を上下/左右に動かし下顎を上下に動かし咀嚼筋を鍛えます。舌を前・上 

下・左右に動かし舌筋を鍛えるエクササイズも加わります      

効効果果＝＝表表情情筋筋//咀咀嚼嚼力力向向上上//舌舌筋筋・・口口輪輪筋筋//嚥嚥下下機機能能アアッッププ  

  

ⅢⅢ  チェストストレッチ  胸郭・横隔膜を動かしていきます。口を開けたまま「ハッハッ」と犬のように呼吸をして横隔膜の可動 

域を広げます。横隔膜のストレッチ・胸郭のストレッチも行い、腹部周りを柔らかくします     

効効果果＝＝横横隔隔膜膜のの柔柔軟軟性性//胸胸郭郭・・肋肋間間筋筋スストトレレッッチチ  

  

ⅣⅣ  ブレストレイニング 腹式呼吸の習得エクササイズ。内蔵を支える骨盤底筋を鍛えます 

椅子に座った状態で、左右のお尻を持ち上げて坐骨を知覚する 

左右の坐骨を身体中心（x＝エックス）へ寄せるイメージで息を吐き切ります 

効効果果＝＝腹腹式式呼呼吸吸//横横隔隔膜膜//腹腹斜斜筋筋//骨骨盤盤底底筋筋エエククササササイイズズ//尿尿道道括括約約筋筋エエククササササイイズズ  

  

ⅤⅤ  ボーカルストレッチ  声帯を引っ張る輪状甲状筋エクササイズ。「息漏れ」「小さな」「裏声」力の抜けた音を出しながら、肩 

周りの僧帽筋を柔軟にするストレッチ。腰椎から胸椎へと螺旋状にひとつずつずらしていくイメージ 

で多裂筋・椎間板を開きます     

効効果果＝＝輪輪状状甲甲状状筋筋//声声帯帯とと肋肋間間筋筋・・多多裂裂筋筋スストトレレッッチチ//声声帯帯とと下下肢肢筋筋力力スストトレレッッチチ  

  

ⅥⅥ  ダイナミック Stand  レッグリフト：足を持ち上げたり、骨盤を安定させたりする腸腰筋（大腰筋）を鍛えます。内蔵を圧縮 

するイメージで、太ももを上げる。内蔵の逃げ場がなくなり、横隔膜が押し上げられ声を吐き出します 

D ツイスト：両手を前後に開き、タオルを絞るように体をひねります。内蔵の行き場がなくなり、肺が 

下から押され、その反動で声を出します。内蔵を囲む内外腹斜筋に効きます 

効効果果＝＝内内外外腹腹斜斜筋筋エエククササササイイズズ//腹腹斜斜筋筋//腸腸腰腰筋筋//腹腹横横筋筋//全全身身エエククササササイイズズ  

  

ⅦⅦ  ダイナミックマット プランク：両手を肩幅に開き、手のひらと肘で床を押さえます。ひじは９０度。体を真っすぐ伸ばし、 

肩幅に開いた足はつま先立ち。その姿勢のまま声を出しながら骨盤底筋を絞ります 

ペルヴィス A：仰向けになり、ひざをたてて骨盤を持ち上げます 

体をまっすぐ伸ばし、骨盤を絞って声を出します。慣れてきたら、声を出すリズムを速くし、回数を 

増やします       

効効果果＝＝体体感感エエククササササイイズズ//骨骨盤盤底底筋筋・・大大腰腰筋筋エエククササササイイズズ  
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出すことを楽しみながら行うプログラム

であり、特に口腔・呼吸機能の改善に効果

が期待される。 
肺炎は令和元年の人口動態統計による

と日本人の死因第 5 位であり、人口十万

対における死亡率は 76.2％である 4)。肺

炎患者の約 7 割が 75 歳以上の高齢者で

あり、また高齢者の肺炎のうち、7 割以上

が誤嚥性肺炎であり 5)重要な疾患である。

SV のトレーニングによって誤嚥を防止

し誤嚥性肺炎の予防にも繋がることが期

待される 6)。さらに、骨盤底筋群の動きも

取り入れられていることから、尿失禁予

防にも効果があると指導現場においては

実感されている。 

 つまり SV はその性質上、高齢者の介護

予防に適していることが予想される。そ

こで今回、介護予防を必要と感じない世

代からの参加者を引き込み、若年層から

シニア全般の QOL の向上を目指すため

のプログラムとして SV の活用に着目し、

そのプログラムの効果を参加者の参加意

欲、参加回数、身体機能、生活機能向上を

指標に検証することを目的とした。 
 
２．方法 

 
 SV 公認インストラクターである研究

代表者が主催した 50 歳以上を対象とし

た SV プログラムで、プログラム実施によ

る効果を、体力測定の項目および嚥下機

能向上評価により検証した。プログラム

の開催は 2 地区で実施した。体力測定に

ついては、全年齢に対し共通の指標とな

るよう、本集団において最も占める割合

が高い年齢層である 65~79 歳を対象とし

た新体力テストを全例に実施した。 
  
22－－11  対対象象者者ととププロロググララムム開開催催概概要要  
  1 地区目のプログラムは、滋賀県栗東市

総合福祉保健センターなごやかセンター

を会場に、2019 年 8 月～11 月の期間に、

毎週 1 回（月 3～4 回、期間 4 ヶ月）開催

した。参加者は、「第 4 回なごやか健康教

室」の参加者を募り、研究協力に同意の得

られた 32 名（男性 4 名、女性 28 名）と

した。  
2 地区目は、滋賀県立体育館・滋賀県ス

ポーツ会館を会場に、50 歳以上を対象に、

月 2 回を 8 ヶ月、プログラムの実施時期

は、2019 年 8 月～2020 年 3 月とした。

活動期間中、月2回の開催では物足りず、

毎週行ってほしい、もっと効果を感じた

いという声があり、2019 年 9 月より月 4
回に開催を増やし、開催期間を 2019 年 8
月～11 月の開催に変更した。滋賀県びわ

湖放送情報番組「キラりん滋賀」に出演し、

SV プログラムの実施とともに告知し、同

時に、大津市で発行されている広報誌と

ポスティング方法でも告知して参加者を

募り、研究協力に同意の得られた 24 名

（男性 8 名、女性 16 名）を対象とした。 
2 地区とも、活動は 1 回 60 分のプログ

ラムを 16 回開催とした。定員は 30 名と

して、性別は男女問わず、健康状態につい

ては、医師より運動を禁じられていない

方を条件に開始前には血圧測定を実施し

た。 
 実施した SV のプログラム内容は、東氏

の開発した内容を部分的な変更を加えず

用いた（表 1）。 
 

 

22－－22  SSVV ププロロググララムムのの効効果果測測定定 
 SV プログラムの効果測定は、プログラ

ムの第 1 回目、第 8 回目、第 16 回目の計

3 回を効果測定日として、健康運動実践指

導者・介護福祉士・管理栄養士・看護師の

専門職により測定した。 
 効果測定に使用した指標は、嚥下機能

評価、認知機能評価、形態計測、身体機能

評価、生活機能評価により構成した。 
主要評価項目である嚥下機能評価には、

反復唾液嚥下テスト（Repetitive saliva 
swallowing test：RSST）7)を用いた。

RSST は、嚥下障害に対するスクリーニン

グテストの一つで、甲状軟骨を蝕知した

状態で 30 秒間に何回空嚥下ができるか

を測定した（図 1）。認知機能評価は、改

訂長谷川式簡易知能評価スケール HDS-
R8)を用いて、年齢、日時の見当識、場所

の見当識、即時記憶、計算逆唱、遅延再生、

色覚記憶、流暢性など 30 点満点で評価し

表１ スポーツボイスプログラム 

 

ⅠⅠ  ウォーミングアップ 

13 種目 

 

  

口を閉じたまま小さな声で鼻の奥、目の奥に声を響かせながら（ハミング） 

ステップタッチ・ジョギング・スクワットを行い筋温を上昇させます 

効効果果＝＝声声帯帯のの副副鼻鼻腔腔のの響響ききをを感感じじるる//声声帯帯のの血血流流促促進進//心心肺肺機機能能のの向向上上  

ⅡⅡ  フェイスアップ  日本語は、「もっとも顔を動かさないで発音する言語」と言われています。顔の筋肉の動きをスムーズ 

にする、ハミングしながら鼻を上下/左右に動かし下顎を上下に動かし咀嚼筋を鍛えます。舌を前・上 

下・左右に動かし舌筋を鍛えるエクササイズも加わります      

効効果果＝＝表表情情筋筋//咀咀嚼嚼力力向向上上//舌舌筋筋・・口口輪輪筋筋//嚥嚥下下機機能能アアッッププ  

  

ⅢⅢ  チェストストレッチ  胸郭・横隔膜を動かしていきます。口を開けたまま「ハッハッ」と犬のように呼吸をして横隔膜の可動 

域を広げます。横隔膜のストレッチ・胸郭のストレッチも行い、腹部周りを柔らかくします     

効効果果＝＝横横隔隔膜膜のの柔柔軟軟性性//胸胸郭郭・・肋肋間間筋筋スストトレレッッチチ  

  

ⅣⅣ  ブレストレイニング 腹式呼吸の習得エクササイズ。内蔵を支える骨盤底筋を鍛えます 

椅子に座った状態で、左右のお尻を持ち上げて坐骨を知覚する 

左右の坐骨を身体中心（x＝エックス）へ寄せるイメージで息を吐き切ります 

効効果果＝＝腹腹式式呼呼吸吸//横横隔隔膜膜//腹腹斜斜筋筋//骨骨盤盤底底筋筋エエククササササイイズズ//尿尿道道括括約約筋筋エエククササササイイズズ  

  

ⅤⅤ  ボーカルストレッチ  声帯を引っ張る輪状甲状筋エクササイズ。「息漏れ」「小さな」「裏声」力の抜けた音を出しながら、肩 

周りの僧帽筋を柔軟にするストレッチ。腰椎から胸椎へと螺旋状にひとつずつずらしていくイメージ 

で多裂筋・椎間板を開きます     

効効果果＝＝輪輪状状甲甲状状筋筋//声声帯帯とと肋肋間間筋筋・・多多裂裂筋筋スストトレレッッチチ//声声帯帯とと下下肢肢筋筋力力スストトレレッッチチ  

  

ⅥⅥ  ダイナミック Stand  レッグリフト：足を持ち上げたり、骨盤を安定させたりする腸腰筋（大腰筋）を鍛えます。内蔵を圧縮 

するイメージで、太ももを上げる。内蔵の逃げ場がなくなり、横隔膜が押し上げられ声を吐き出します 

D ツイスト：両手を前後に開き、タオルを絞るように体をひねります。内蔵の行き場がなくなり、肺が 

下から押され、その反動で声を出します。内蔵を囲む内外腹斜筋に効きます 

効効果果＝＝内内外外腹腹斜斜筋筋エエククササササイイズズ//腹腹斜斜筋筋//腸腸腰腰筋筋//腹腹横横筋筋//全全身身エエククササササイイズズ  

  

ⅦⅦ  ダイナミックマット プランク：両手を肩幅に開き、手のひらと肘で床を押さえます。ひじは９０度。体を真っすぐ伸ばし、 

肩幅に開いた足はつま先立ち。その姿勢のまま声を出しながら骨盤底筋を絞ります 

ペルヴィス A：仰向けになり、ひざをたてて骨盤を持ち上げます 

体をまっすぐ伸ばし、骨盤を絞って声を出します。慣れてきたら、声を出すリズムを速くし、回数を 

増やします       

効効果果＝＝体体感感エエククササササイイズズ//骨骨盤盤底底筋筋・・大大腰腰筋筋エエククササササイイズズ  
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た。形態計測は、身長・体重測定により

BMI（Body Mass Index）を算出した。身

体機能評価は、文部科学省新体力テスト

65～79 歳対象 9)の実施項目中の 5 項目で

ある握力・長座体前屈・開眼片足立ち・上

体起こし・6 分間歩行（6MWT）を実施し

た（図 2～4）。 
生活機能評価は、嚥下質問シート（「食

事中にむせる、咳が出る」「声がかすれて

きた」「夜に咳で眠れなくなる」）を質問し、

対象者本人の主観的評価に基づき情報を

得た。また、からだの変化に関する身体と

心の変化と満足度等それぞれ質問紙を作

成し、アンケート調査した。

22－－33  倫倫理理的的配配慮慮  
対象者には書面および口頭で研究目的

や内容等を十分に説明し、いつでも中止

図 1） 反復唾液嚥下テスト    図 2）長座体前屈

    図 3）開眼片足立ち     図 4）6分間歩行（6MWT）

指導した運動プログラム画像 スポーツボイスプログラムの様子

出来る旨を伝えた上で自筆にて同意を得

た。

22－－44 分分析析方方法法

まず、収集したデータの記述統計を算

出した。連続尺度に対する統計量は平均

値±標準偏差、及び中央値 [四分位範囲

(IQR: 25%, 75%)] を算出した。名義尺度

については頻度と割合を算出した。プロ

グラム参加の過程における各評価項目の

時系列推移（第 1 回目、第 8 回目、第 16
回目の計 3 回）の評価を行った。主要評

価項目である、RSST に関しては、第 1 回

目と第 8 回目、第 1 回目と第 16 回目、第

8 回目と第 16 回目それぞれペアごとの比

較を Wilcoxon の符号付順位検定を用い

て実施し、多重性の補正は Fisher’s LSD
法とした。副次評価項目である、各体力測

定の各項目に対しては、フリードマン検

定を用い、有意性が確認された因子につ

いては、Bonferroni 法による補正を用い

た多重比較検定を行った。指輪っか試験

のみ、1 回目と 16 回目の 2 点でのみ測定

されているため、対応のある 2 群比較と

した。

続いて、プログラムへの参加回数の多

さが効果に影響することを考え、感度分

析として参加回数 8 回以上の対象者のみ

を抽出し、時系列推移の評価について層

別分析を実施した。

統計解析には、SPSS statistical 及び

エクセル統計 3.20 を用いて実施し、有意

水準は両側 5％とした。

３．結果と考察

１）参加者の背景情報と推移

本研究では、2 地区より 56 名の参加登

録が行われ、SV プログラムの介入が実施

された。参加者の性別は、男性 12 名、女

性 44 名であった。また、参加者の平均年

齢 73±7 歳であり、最高齢は 85 歳であっ

た。SV プログラムへの出席回数は、中央

値が 13 回、四分位範囲（IQR）は 9～15
回であった。参加回数が 8 回以上の対象

者は 45 例（80.4％）であり、また 16 回

全てに参加した対象者は 10 例（17.9％）

であった。また、本 SV プログラム参加に

対する参加中止は 4 例であり、その理由

は、脚の痛み、腰痛、申し込みしたが参加

されなかった（2 例）であった。

２）評価項目の時系列推移

本試験における時系列推移の解析対象

者は、評価項目の測定点である 1、8、16
回目の 3 回全てに参加した対象者とし、

41 例が解析対象集団となった。

主要評価項目である RSST について図

5 に示す。RSST スコアは SV プログラム

導入により、1 回目よりも 8 回目、16 回

データ：中央値 [四分位範囲]. 

P-value: Wilcoxon の符号付順位検定. 

図 5. RSST の時系列推移 

76 令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

た。形態計測は、身長・体重測定により

BMI（Body Mass Index）を算出した。身

体機能評価は、文部科学省新体力テスト

65～79 歳対象 9)の実施項目中の 5 項目で

ある握力・長座体前屈・開眼片足立ち・上

体起こし・6 分間歩行（6MWT）を実施し

た（図 2～4）。 
生活機能評価は、嚥下質問シート（「食

事中にむせる、咳が出る」「声がかすれて

きた」「夜に咳で眠れなくなる」）を質問し、

対象者本人の主観的評価に基づき情報を

得た。また、からだの変化に関する身体と

心の変化と満足度等それぞれ質問紙を作

成し、アンケート調査した。 
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対象者には書面および口頭で研究目的

や内容等を十分に説明し、いつでも中止
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        図 3）開眼片足立ち         図 4）6分間歩行（6MWT） 

   

         指導した運動プログラム画像     スポーツボイスプログラムの様子 
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まず、収集したデータの記述統計を算

出した。連続尺度に対する統計量は平均

値±標準偏差、及び中央値 [四分位範囲
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目と第 8 回目、第 1 回目と第 16 回目、第
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て実施し、多重性の補正は Fisher’s LSD
法とした。副次評価項目である、各体力測

定の各項目に対しては、フリードマン検

定を用い、有意性が確認された因子につ

いては、Bonferroni 法による補正を用い

た多重比較検定を行った。指輪っか試験

のみ、1 回目と 16 回目の 2 点でのみ測定

されているため、対応のある 2 群比較と

した。 
続いて、プログラムへの参加回数の多

さが効果に影響することを考え、感度分

析として参加回数 8 回以上の対象者のみ

を抽出し、時系列推移の評価について層

別分析を実施した。 
統計解析には、SPSS statistical 及び 

エクセル統計 3.20 を用いて実施し、有意

水準は両側 5％とした。 
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録が行われ、SV プログラムの介入が実施

された。参加者の性別は、男性 12 名、女

性 44 名であった。また、参加者の平均年

齢 73±7 歳であり、最高齢は 85 歳であっ

た。SV プログラムへの出席回数は、中央

値が 13 回、四分位範囲（IQR）は 9～15
回であった。参加回数が 8 回以上の対象

者は 45 例（80.4％）であり、また 16 回

全てに参加した対象者は 10 例（17.9％）

であった。また、本 SV プログラム参加に

対する参加中止は 4 例であり、その理由

は、脚の痛み、腰痛、申し込みしたが参加

されなかった（2 例）であった。 
 
２）評価項目の時系列推移 
 本試験における時系列推移の解析対象

者は、評価項目の測定点である 1、8、16
回目の 3 回全てに参加した対象者とし、

41 例が解析対象集団となった。 
 主要評価項目である RSST について図

5 に示す。RSST スコアは SV プログラム

導入により、1 回目よりも 8 回目、16 回

 

データ：中央値 [四分位範囲]. 

P-value: Wilcoxon の符号付順位検定. 

図 5. RSST の時系列推移 
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目で有意な改善（スコアの上昇）を認めた

（1 回目: 中央値 4 [IQR: 3, 5]; 8 回目: 5 
[4, 6], P = 0.021; 16 回目: 5 [4, 6], P = 
0.029）。一方、8 回目と 16 回目に有意な

RSST の変化は認めなかった（P = 0.568）。
したがって、RSST は介入後の 2 回目測

定時点である 8 回目時点では既に有意な

改善がみられ、その後は 16 回目まで改善

効果が維持される傾向を有することが示

された。以上、SV プログラムが嚥下機能

に対し、比較的早期（2 ヶ月時点）にて

RSST スコア１点分の改善効果が期待で

きることより、本研究の主目的である SV
プログラムの高齢者介護予防への適応性

の高さを示唆した結果であると考えられ

る。

副次評価項目における時系列推移の解

析結果を表 2 に示す。SV プログラム介入

により、握力（右）、長座体前屈、開眼片

足立ち、6 分間歩行、上体起こし、総合評

表 2. 評価項目の SV プログラム介入による時系列推移 

*: フリードマン検定. **: Bonferroni 補正による多重比較検定.

時系列推移 P-value

1 回目 8 回目 16 回目 Time* 1 vs 8 

回目** 

1 vs 16 

回目** 

8 vs 16 

回目** 

BBMMII__kkgg//mm22  0.743 － － －

平均±標準偏差 22.6 ± 2.8 22.6 ± 3.0 22.5 ± 2.8 

中央値 [IQR] 22.6 [21.3, 24.5] 22.2 [21.1, 24.3] 22.1 [21.1, 23.9] 

指指輪輪っっかか試試験験 － － 0.069 －

平均±標準偏差 2.0 ± 0.7 － 2.2 ± 0.8 

中央値 [IQR] 2.0 [2.0, 3.0] － 2.0 [2.0, 3.0] 

握握力力（（右右））__kkgg  0.002 0.002 0.249 0.249

平均±標準偏差 24.6 ± 7.7 25.5 ± 7.3 25.2 ± 7.4 

中央値 [IQR] 23.3 [19.8, 27.8] 24.1 [20.7, 28.4] 23.3 [20.0, 28.2] 

握握力力（（左左））__kkgg  0.112 － － －

平均±標準偏差 24.0 ± 7.7 24.7 ± 7.4 24.1 ± 7.5 

中央値 [IQR] 23.0 [18.8, 26.2] 22.8 [19.7, 28.0] 21.6 [19.1, 28.4] 

長長座座体体前前屈屈 <0.001 0.009 <0.001 0.621

平均±標準偏差 7.0 ± 7.5 9.6 ± 8.3 10.2 ± 9.2 

中央値 [IQR] 7.5 [4.6, 11.3] 10.5 [6.5, 15.5] 10.8 [6.9, 16.0] 

開開眼眼片片足足立立ちち 0.001 0.006 0.001 0.153 

平均±標準偏差 41.6 ± 38.1 58.5 ± 47.7 61.0 ± 46.5 

中央値 [IQR] 29 [12, 50] 41 [10, 120] 56 [16, 120] 

66 分分間間歩歩行行  <0.001 0.018 <0.001 <0.001 

平均±標準偏差 476.4 ± 81.4 506.2 ± 74.7 544.5 ± 116.2 

中央値 [IQR] 480 [448, 503] 512 [463, 543] 535 [486, 605] 

上上体体起起ここしし <0.001 0.005 <0.001 0.870 

平均±標準偏差 8.4 ± 6.0 10.2 ± 5.3 12.4 ± 5.9 

中央値 [IQR] 9.0 [4.0, 11.0] 11.0 [6.5, 13.0] 11.0 [8.5, 15.0] 

認認知知症症評評価価 <0.001 <0.001 <0.001 0.999 

平均±標準偏差 25.6 ± 2.6 27.2 ± 2.6 27.4 ± 2.6 

中央値 [IQR] 26 [24, 28] 28 [26, 29] 28 [26, 29] 

総総合合評評価価 <0.001 0.003 <0.001 0.015 

平均±標準偏差 20.4 ± 6.6 23.3 ± 6.9 25.1 ± 7.4 

中央値 [IQR] 21 [15, 26] 23 [18, 29] 26 [19, 31] 

価に有意な改善を認めた。握力について

は、8 回目で有意な中央値の上昇を認めた

が（1 回目: 23.3 [19.8, 27.8]; 8 回目: 24.1
[20.7, 28.4]; P=0.002）、16 回目では 1 回

目の握力値へと戻る傾向を認めた（16 回

目: 23.3 [20.0, 28.2]）。左手の握力につい

ては、有意な時系列変動を認めていない

ことからも、SV プログラム介入による握

力への明確な影響は存在しない可能性が

示唆された。

長座体前屈、開眼片足立ち及び上体起

こしについては、RSST と同様、第 1 回

目に対し、8、16 回目で有意な改善が認め

られたが、8 回目と 16 回目では有意な変

化が認められず、8 回目時点にて既に一定

の改善が認められ、その後は 16 回目まで

改善効果が維持される傾向がみられた

（長座体前屈: 1 回目: 7.5 [4.6, 11.3]; 8 回

目: 10.5 [6.5, 15.5], P = 0.009; 16 回目: 
10.8 [6.9, 16.0], P < 0.001; P = 0.621 [8
回目 vs. 16 回目]、開眼片足立ち: 1 回目:
29 [12, 50]; 8 回目: 41 [10, 120], P =
0.006; 16 回目: 56 [16, 120], P = 0.001; P
= 0.999 [8 回目 vs. 16 回目].上体起こし:
1 回目: 9.0 [4.0, 11.0]; 8 回目: 11.0 [6.5,
13.0], P = 0.005; 16 回目: 11.0 [8.5, 15.0], 
P < 0.001; P = 0.870 [8 回目 vs. 16 回目]）。
開眼片足立ちについては、SV プログラム

介入により改善傾向を認め、1 回目に比べ

16 回目時点にて有意に改善することを認

めた（1 回目: 29 [12, 50]; 8 回目: 41 [10, 
120], P = 0.773; 16 回目: 56 [16, 120], P
= 0.003）。

6 分間歩行及び総合評価については、回

数を追うごとに段階的に有意に数値が改

善することが認められた（6 分間歩行: 1

回目: 480 [448, 503]; 8 回目: 512 [463,
543], P = 0.008; 16 回目: 535 [486, 605], 
P < 0.001; P < 0.001 [8 回目 vs. 16 回目]、
総合評価: 1 回目: 21 [15, 26]; 8 回目: 23 
[18, 29], P = 0.003; 16 回目: 26 [19, 31],
P < 0.001; P = 0.015 [8 回目 vs. 16 回目]）。
認知症総合評価についても、RSST と同

様、第 1 回目に対し、8、16 回目で有意な

改善が認められたが、8 回目と 16 回目で

は有意な変化が認められず、8 回目時点に

て既に一定の改善が認められ、その後は

16 回目まで改善効果が維持される傾向が

みられた（1 回目: 26 [24, 28]; 8 回目: 28 
[26, 29], P < 0.001; 16 回目: 28 [26, 29],
P < 0.001; P= 0.999 [8 回目 vs. 16 回目]）。

BMI、指輪っか試験については、SV プ

ログラム介入により有意な推移は認めら

れなかった（表 2 参照）。

以上より、本 SV プログラム介入は、

BMI や指輪っか試験など体型や筋量に対

しては明確な影響は与えないが、その一

方で 6 分間歩行や長座体前屈などの運動

能力、即ち「筋肉の質」に対して明確な改

善効果を有する可能性が示唆された。こ

の筋肉の質に対する改善効果が、前述の

嚥下機能改善に影響している可能性が示

唆された。更に、上記に伴い、介入 8 回目

までに認知症評価の有意な向上をみとめ、

その後維持する結果が認められたことよ

り、高齢者における認知機能を含めた

QOL向上が期待される介入プログラムで

あることが示唆された。

３）感度分析

感度分析として参加回数 8 回以上の対

象者のみ抽出し、時系列推移の評価につ
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目で有意な改善（スコアの上昇）を認めた

（1 回目: 中央値 4 [IQR: 3, 5]; 8 回目: 5 
[4, 6], P = 0.021; 16 回目: 5 [4, 6], P = 
0.029）。一方、8 回目と 16 回目に有意な

RSST の変化は認めなかった（P = 0.568）。
したがって、RSST は介入後の 2 回目測

定時点である 8 回目時点では既に有意な

改善がみられ、その後は 16 回目まで改善

効果が維持される傾向を有することが示

された。以上、SV プログラムが嚥下機能

に対し、比較的早期（2 ヶ月時点）にて

RSST スコア１点分の改善効果が期待で

きることより、本研究の主目的である SV
プログラムの高齢者介護予防への適応性

の高さを示唆した結果であると考えられ

る。 
 副次評価項目における時系列推移の解

析結果を表 2 に示す。SV プログラム介入

により、握力（右）、長座体前屈、開眼片

足立ち、6 分間歩行、上体起こし、総合評

表 2. 評価項目の SV プログラム介入による時系列推移 

 

*: フリードマン検定. **: Bonferroni 補正による多重比較検定. 

 時系列推移 P-value 

 1 回目 8 回目 16 回目 Time* 1 vs 8 

回目** 

1 vs 16 

回目** 

8 vs 16 

回目** 

BBMMII__kkgg//mm22     0.743 － － － 

平均±標準偏差 22.6 ± 2.8 22.6 ± 3.0 22.5 ± 2.8     

中央値 [IQR] 22.6 [21.3, 24.5] 22.2 [21.1, 24.3] 22.1 [21.1, 23.9]     

指指輪輪っっかか試試験験     － － 0.069 － 

平均±標準偏差 2.0 ± 0.7 － 2.2 ± 0.8     

中央値 [IQR] 2.0 [2.0, 3.0] － 2.0 [2.0, 3.0]     

握握力力（（右右））__kkgg     0.002 0.002 0.249 0.249 

平均±標準偏差 24.6 ± 7.7 25.5 ± 7.3 25.2 ± 7.4     

中央値 [IQR] 23.3 [19.8, 27.8] 24.1 [20.7, 28.4] 23.3 [20.0, 28.2]     

握握力力（（左左））__kkgg     0.112 － － － 

平均±標準偏差 24.0 ± 7.7 24.7 ± 7.4 24.1 ± 7.5     

中央値 [IQR] 23.0 [18.8, 26.2] 22.8 [19.7, 28.0] 21.6 [19.1, 28.4]     

長長座座体体前前屈屈     <0.001 0.009 <0.001 0.621 

平均±標準偏差 7.0 ± 7.5 9.6 ± 8.3 10.2 ± 9.2     

中央値 [IQR] 7.5 [4.6, 11.3] 10.5 [6.5, 15.5] 10.8 [6.9, 16.0]     

開開眼眼片片足足立立ちち     0.001 0.006 0.001 0.153 

平均±標準偏差 41.6 ± 38.1 58.5 ± 47.7 61.0 ± 46.5     

中央値 [IQR] 29 [12, 50] 41 [10, 120] 56 [16, 120]     

66 分分間間歩歩行行     <0.001 0.018 <0.001 <0.001 

平均±標準偏差 476.4 ± 81.4 506.2 ± 74.7 544.5 ± 116.2     

中央値 [IQR] 480 [448, 503] 512 [463, 543] 535 [486, 605]     

上上体体起起ここしし     <0.001 0.005 <0.001 0.870 

平均±標準偏差 8.4 ± 6.0 10.2 ± 5.3 12.4 ± 5.9     

中央値 [IQR] 9.0 [4.0, 11.0] 11.0 [6.5, 13.0] 11.0 [8.5, 15.0]     

認認知知症症評評価価     <0.001 <0.001 <0.001 0.999 

平均±標準偏差 25.6 ± 2.6 27.2 ± 2.6 27.4 ± 2.6     

中央値 [IQR] 26 [24, 28] 28 [26, 29] 28 [26, 29]     

総総合合評評価価     <0.001 0.003 <0.001 0.015 

平均±標準偏差 20.4 ± 6.6 23.3 ± 6.9 25.1 ± 7.4     

中央値 [IQR] 21 [15, 26] 23 [18, 29] 26 [19, 31]     

 

価に有意な改善を認めた。握力について

は、8 回目で有意な中央値の上昇を認めた

が（1 回目: 23.3 [19.8, 27.8]; 8 回目: 24.1 
[20.7, 28.4]; P=0.002）、16 回目では 1 回

目の握力値へと戻る傾向を認めた（16 回

目: 23.3 [20.0, 28.2]）。左手の握力につい

ては、有意な時系列変動を認めていない

ことからも、SV プログラム介入による握

力への明確な影響は存在しない可能性が

示唆された。 
 長座体前屈、開眼片足立ち及び上体起

こしについては、RSST と同様、第 1 回

目に対し、8、16 回目で有意な改善が認め

られたが、8 回目と 16 回目では有意な変

化が認められず、8 回目時点にて既に一定

の改善が認められ、その後は 16 回目まで

改善効果が維持される傾向がみられた

（長座体前屈: 1 回目: 7.5 [4.6, 11.3]; 8 回

目: 10.5 [6.5, 15.5], P = 0.009; 16 回目: 
10.8 [6.9, 16.0], P < 0.001; P = 0.621 [8
回目 vs. 16 回目]、開眼片足立ち: 1 回目: 
29 [12, 50]; 8 回目: 41 [10, 120], P = 
0.006; 16 回目: 56 [16, 120], P = 0.001; P 
= 0.999 [8 回目 vs. 16 回目].上体起こし: 
1 回目: 9.0 [4.0, 11.0]; 8 回目: 11.0 [6.5, 
13.0], P = 0.005; 16 回目: 11.0 [8.5, 15.0], 
P < 0.001; P = 0.870 [8 回目 vs. 16 回目]）。
開眼片足立ちについては、SV プログラム

介入により改善傾向を認め、1 回目に比べ

16 回目時点にて有意に改善することを認

めた（1 回目: 29 [12, 50]; 8 回目: 41 [10, 
120], P = 0.773; 16 回目: 56 [16, 120], P 
= 0.003）。 
 6 分間歩行及び総合評価については、回

数を追うごとに段階的に有意に数値が改

善することが認められた（6 分間歩行: 1

回目: 480 [448, 503]; 8 回目: 512 [463, 
543], P = 0.008; 16 回目: 535 [486, 605], 
P < 0.001; P < 0.001 [8 回目 vs. 16 回目]、
総合評価: 1 回目: 21 [15, 26]; 8 回目: 23 
[18, 29], P = 0.003; 16 回目: 26 [19, 31], 
P < 0.001; P = 0.015 [8 回目 vs. 16 回目]）。 
 認知症総合評価についても、RSST と同

様、第 1 回目に対し、8、16 回目で有意な

改善が認められたが、8 回目と 16 回目で

は有意な変化が認められず、8 回目時点に

て既に一定の改善が認められ、その後は

16 回目まで改善効果が維持される傾向が

みられた（1 回目: 26 [24, 28]; 8 回目: 28 
[26, 29], P < 0.001; 16 回目: 28 [26, 29], 
P < 0.001; P= 0.999 [8 回目 vs. 16 回目]）。 
 BMI、指輪っか試験については、SV プ

ログラム介入により有意な推移は認めら

れなかった（表 2 参照）。 
以上より、本 SV プログラム介入は、

BMI や指輪っか試験など体型や筋量に対

しては明確な影響は与えないが、その一

方で 6 分間歩行や長座体前屈などの運動

能力、即ち「筋肉の質」に対して明確な改

善効果を有する可能性が示唆された。こ

の筋肉の質に対する改善効果が、前述の

嚥下機能改善に影響している可能性が示

唆された。更に、上記に伴い、介入 8 回目

までに認知症評価の有意な向上をみとめ、

その後維持する結果が認められたことよ

り、高齢者における認知機能を含めた

QOL向上が期待される介入プログラムで

あることが示唆された。 
  
３）感度分析 
 感度分析として参加回数 8 回以上の対

象者のみ抽出し、時系列推移の評価につ
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いて層別分析を実施した。本層別解析に

おける解析対象者は 39 名であった。 
主要評価項目である RSST については

統計学的有意性が失われたものの、同様

の 2 回目時点における改善傾向を認めた

（1 vs 8 回目: P = 0.163, 1 vs 16 回目: P 
= 0.185）。その他の副次評価項目について

は、全例対象における解析結果と同様の

結果が得られている。

嚥下質問シート 

４）生活機能評価

今回の研究対象者は 50 歳以上で、運動

ができる中高齢者であるため、高齢者の

嚥下評価に使用される EAT-10（Eating
Assessment Tool）10)の活用は要介護高齢

者向けの質問のため相応しないと考えた。

そこで、「摂食嚥下障害チェックシー

ト」11)「摂食嚥下障害質問シート」12)を

もとに抜粋しオリジナルの質問シート

を作成した。

５）調査結果

初回と 16 回目（最終日）に取得した嚥

下質問シートへの回答を用い、SV プログ

ラム介入による嚥下や口腔に関する機能

への自己評価の推移を検討した。

有効回答数は、初回 52 例、16 回目 42
例であった。各質問項目に対し、「問題な

い」と回答した割合の推移に着目し SV プ

ログラム加入の効果を検討したところ、

「4．食事中にむせる、咳が出る」の設問

について、問題無いとの回答が 21.4％増

加することを認めた（問題ない：初回

50.0％、16 回目 71.4％、図 6）。ついで、

「8．声がかすれてきた（がらがら声、か

すれ声）」の設問について、問題無いとの

回答が 7.4％増加することを認めた（問題

ない：初回 71.2％、16 回目 78.6％、図 7）。 
上記以外の設問については、前後で大き

図 6）嚥下質問シート 設問 4回答割合 
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4. 食事中にむせる、咳が出る
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3回目

図 7）嚥下質問シート 設問 8回答割合 
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な変化は認めなかった。ただし、その理由

の１つとして、初回時点で「問題ない」と

の回答割合が既に多い（75％以上）ことも

要因の 1 つであると考えられる。今回は

50 歳以上で運動もできる高齢者のため、

初回時において液体が飲みづらい、固体

が飲み込みにくいといった嚥下機能に問

題は見られなかった。しかし、調査結果を

みると「むせる、咳が出ること」について

は、スポーツボイスを実施することで改

善できたと考えられる。特に対象者のう

ち、後期高齢者（75 歳以上）を抜粋して

結果を比較すると「食事中にむせる、咳が

出る」の項目では、初回 41％→81％に

改善していることから、摂食嚥下障害の

改善には高齢者ほどスポーツボイスを実

施することで、口腔に関する問題点の改

善ができ、食事量が増える、食事がスムー

ズに行えるなど栄養改善に効果が期待で

きる。50 歳以上の対象者では元々液体な

どの飲みやすさ、むせや咳に問題を抱え

ている人は少ない。スポーツボイスを実

施することで、口腔に関する問題点を改

善するより、毎日たんぱく質を摂る、食事

量が増えたことに改善がみられ、運動す

ることで食欲増進になり、しっかり食べ

るようになったと考えられる。体重の減

少については、「減少する」という回答が

減っており、スポーツボイスを継続する

ことで体重を維持する又は、しっかり食

べるようになり減っていた体重をもどす

ことにも効果が期待できるのではないか

と考えられる。

６）本介入プログラムの評価

本介入プログラム参加者に、16 回目時

点で調査したアンケートの集計結果を表

3 に示す。満足度について、97.8％が満足

したと回答しており、また、「他人へ勧め

ようと思う」との回答も 87.0％と高く、

本 SV プログラムは参加者満足度の高い

介入プログラムである可能性が示唆され

た。一方、継続したいかとの質問に対し、

「どちらでもない、いいえ」と回答した参

加者が 23.9％あり、この約 4 分の 1 の参

加者への今後のフォロー方法が重要であ

ると考えられた。

４．まとめ

アンケート調査によると、前向きにな

表 3. SV プログラムへのアンケート調査結果 

内容 n , % 
満満足足ししたた

はい 45 , 97.8%
どちらでもない 1 , 2.2% 

勧勧めめよよううとと思思うう

はい 40 , 87.0%
どちらでもない 6 , 13.0%

身身体体のの変変化化

声が良く出るようになった 9 , 22.5%
身体が軽くなった 6 , 15.0%
自信がついた 6 , 15.0%
筋力（体力）がついた 4 , 10.0%
変化なし 4 , 10.0%
体調が良くなった 4 , 10.0%
息が長く出るようになった 4 , 10.0%
良く寝られる 2 , 5.0% 
むせがなくなった 1 , 2.5% 

心心のの変変化化

前向きになれた 9 , 23.1%
皆と取り組むのが一体感があり良かった 7 , 17.9%
楽しい 5 , 12.8%
また運動がしたくなった 4 , 10.3%
年上の元気な方々に刺激をもらえて、

自分もその年齢でも頑張れる勇気をもらえた
3 , 7.7% 

大声で歌うのでスカッとする 3 , 7.7% 
声が出やすくなり話すのが楽しい 2 , 5.1% 
測定で効果が出てうれしい 2 , 5.1% 
変化なし 2 , 5.1% 
身体が良く動くようになった 1 , 2.6% 
お友達ができた 1 , 2.6% 

尿尿漏漏れれ

はい 9 , 20.0%
どちらでもない 35 , 77.8%
いいえ 1 , 2.2% 

継継続続ししたたいいかか

はい 35 , 76.1%
どちらでもない 10 , 21.7%
いいえ 1 , 2.2% 

自自然然にに SSVV はは介介護護予予防防ににななっってていいたたかか

はい 42 , 91.3%
どちらでもない 4 , 8.7% 
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いて層別分析を実施した。本層別解析に

おける解析対象者は 39 名であった。

主要評価項目である RSST については

統計学的有意性が失われたものの、同様
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ができる中高齢者であるため、高齢者の
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ト」11)「摂食嚥下障害質問シート」12)を

もとに抜粋しオリジナルの質問シート

を作成した。

５）調査結果

初回と 16 回目（最終日）に取得した嚥

下質問シートへの回答を用い、SV プログ

ラム介入による嚥下や口腔に関する機能

への自己評価の推移を検討した。
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「4．食事中にむせる、咳が出る」の設問

について、問題無いとの回答が 21.4％増

加することを認めた（問題ない：初回

50.0％、16 回目 71.4％、図 6）。ついで、
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すれ声）」の設問について、問題無いとの

回答が 7.4％増加することを認めた（問題
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図 6）嚥下質問シート 設問 4回答割合 
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べるようになり減っていた体重をもどす

ことにも効果が期待できるのではないか

と考えられる。
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本介入プログラム参加者に、16 回目時

点で調査したアンケートの集計結果を表

3 に示す。満足度について、97.8％が満足

したと回答しており、また、「他人へ勧め

ようと思う」との回答も 87.0％と高く、

本 SV プログラムは参加者満足度の高い

介入プログラムである可能性が示唆され

た。一方、継続したいかとの質問に対し、

「どちらでもない、いいえ」と回答した参

加者が 23.9％あり、この約 4 分の 1 の参

加者への今後のフォロー方法が重要であ

ると考えられた。

４．まとめ 

アンケート調査によると、前向きにな
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満満足足ししたた

はい 45 , 97.8% 
どちらでもない 1 , 2.2% 

勧勧めめよよううとと思思うう

はい 40 , 87.0% 
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年上の元気な方々に刺激をもらえて、

自分もその年齢でも頑張れる勇気をもらえた
3 , 7.7% 

大声で歌うのでスカッとする 3 , 7.7% 
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測定で効果が出てうれしい 2 , 5.1% 
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れたが 23.1％あり、自己肯定力が高まっ

た結果になり、心理動態にも好影響をあ

らわした。つまり、高齢者が、事業を通じ

て社会参加することで QOL の向上、加え

て「オーラルフレイル予防」を図ることが

可能であると考えられた。

 本研究事業が各地域で実施されたこと

で、高齢者に外出の機会を与え、結果とし

て口腔・嚥下・身体機能の向上にとどまら

ず、社会参加のきっかけを与えていると

思われる。
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１．実践研究 

運運動動習習慣慣ののなないい高高齢齢者者のの意意識識をを変変ええるる

「「モモビビババンン」」エエククササササイイズズ！！

森原 優次* 

抄録

運動習慣がない高齢者には、運動することへの抵抗感を低くし参加しやすい環境を提

供することや、「なんだか楽しそう」と感じてもらうアプローチが、効果的な手段であ

ると思われる。

そこで、トレーニングマシンがなくても、健康運動を行うために施設へ通わなくても、

家で簡単＆正しく行える「モビバンエクササイズ」を活用することにより、①運動習慣

のない高齢者（男女）19 名（72.7±11.3 歳）には、「運動の習慣化」を獲得できるか、

②運動習慣はあるが、筋トレの習慣がない高齢者（男女） 15 名（72.07±9.03 歳）には、

筋力アップを目的とした「筋トレの習慣化」を実践できるか、③「運動の習慣化」「筋

トレの習慣化」ともにある 26 名（71.04±8.06 歳）には、継続できるか、体力の向上、

機能の改善がみられるかを検証した。

その結果、①「運動の習慣化」9 名、②「筋トレの習慣化」16 名、③「運動の習慣化」

41 名、「筋トレの習慣化」30 名であった。

また、モビバンを使ったエクササイズにより、筋力「立ち座り」「2 ステップ」やバラ

ンス力「開眼片足立ち」において、運動習慣のない高齢者の測定結果に一定の向上が示

された。

キーワード：高齢者，運動の習慣化，健康寿命の延伸，モビバン

* ＮＰＯ法人 ＭＹフィットネス道
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「「モモビビババンン」」エエククササササイイズズ！！

森原 優次* 

抄録

運動習慣がない高齢者には、運動することへの抵抗感を低くし参加しやすい環境を提

供することや、「なんだか楽しそう」と感じてもらうアプローチが、効果的な手段であ

ると思われる。

そこで、トレーニングマシンがなくても、健康運動を行うために施設へ通わなくても、

家で簡単＆正しく行える「モビバンエクササイズ」を活用することにより、①運動習慣

のない高齢者（男女）19 名（72.7±11.3 歳）には、「運動の習慣化」を獲得できるか、

②運動習慣はあるが、筋トレの習慣がない高齢者（男女） 15 名（72.07±9.03 歳）には、
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41 名、「筋トレの習慣化」30 名であった。 
また、モビバンを使ったエクササイズにより、筋力「立ち座り」「2 ステップ」やバラ
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された。

キーワード：高齢者，運動の習慣化，健康寿命の延伸，モビバン

* ＮＰＯ法人 ＭＹフィットネス道
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１．はじめに 

 高齢者の「運動の習慣化」が、健康寿命

の延伸に、必要不可欠であることは、言う

までもない。 

しかし、厚生労働省の平成 28 年「国民

健康・栄養調査」によると、運動習慣の

ある者の割合は男性で 35.1％、女性で

27.4％であり、この 10 年間でみると男

性では有意な増減はなく、女性では減少

傾向である。年齢階級別にみると、その

割合は男女ともに 30 歳代で最も低く、

年齢が上がるにつれ高くなっているが、

高齢者（65 歳以上）では、男性 46.2％、

女性 39.0％に留まっている 1)。 
高齢者にとって「運動の習慣化」は、自

身の健康寿命の延伸に繋がるだけでなく、

医療費や介護福祉費の抑制など、日本が

抱える大きな課題の解決に貢献できる。

運動習慣のない高齢者に、運動習慣をも

ってもらうためには、運動することへの

抵抗感を少なくし、参加しやすい環境を

提供することや、「なんだか楽しそう」と

感じてもらえるアプローチが効果的な手

段であると思われる 2)。

そこで、エクササイズツール「モビバ

ン」を使った、家でも簡単＆正しく行える

「モビバンエクササイズ（3 つの輪が特徴

の 3 輪式モビリティートレーニングバン

ド・モビバンを使ったエクササイズ 2)）」

の運動効果及びモビバンエクササイズを

使って、高齢者の運動習慣を獲得するこ

とができるかを検証することを目的に、

本研究を実施した。

２．方法 

（１）研究の手順

本研究は、研究協力を承諾した被験者

に対して、身体機能アンケートと体力測

定を行い、結果より「運動機能の向上およ

び改善」、さらに、運動習慣のない高齢者

が「運動の習慣化」を獲得できたかを明ら

かした。

被験者には、定期的（3 ヶ月 9 回）に講

座に参加してもらい、自宅で行う「モビバ

ンエクササイズ」運動プログラムをレク

チャーした。

加えて、家でも簡単＆正しく行える「モ

ビバンエクササイズ」運動プログラムが、

運動習慣のない高齢者の「運動の習慣化

に繋がるか」「身体機能・運動機能の向上

に繋がるか」の検証を行った。

図 1. 講座風景 

（２）対象者

健康状態に問題のない高齢者（65 歳以

上）60 名を被験者とした。本研究では、

運動習慣のない高齢者だけでなく、「モビ

バンエクササイズ」運動プログラムが、

「運動の習慣化に繋がるか」「身体機能・

運動機能の向上に繋がるか」の検証を図

るために運動習慣のある高齢者も被験者

とした。

（３）体力測定および身体機能アンケー

ト 

運動指導「講座（3 ヶ月 9 回）」の実施

について専用の記入用紙を作成して、介

入前後に測定を行った。

3 ヶ月 9 回の講座を行い、被験者の「運

動の習慣化に繋がるか」「身体機能・運動

機能の向上に繋がるか」について、変化を

検証した。

【体力測定】5 種目

◆足指力測定（チェッカーくん）

◆開眼片足立ち測定

◆立ち座り測定（20 秒）

◆2 ステップ測定

◆座位足開閉測定（20 秒）

【身体機能アンケート】 

◆運動習慣のある、なし

◆肩こり・腰痛・膝痛のある、なし

◆よく歩く、よく歩かない

◆自転車・車をよく使う、使わない

◆階段を使う、使わない

◆定期的な筋トレ習慣ある、なし 

（４） 家でも簡単＆正しく実践できる

運動プログラム

「モビバンエクササイズ」（図 2）

◆レッグエクステンション

◆レッグカール

◆ヒップアブダクション

◆ローイング

◆スクワット

◆サイクリング

３．結果と考察

≪対象者≫

① 運動習慣のない高齢者（男女）

19 名（72.7±11.3 歳）

② 運動習慣はあるが、筋トレの習慣がな

い高齢者（男女） 

15 名（72.07±9.03 歳）

③ 「運動の習慣」「筋トレの習慣」ともに

ある

26 名（71.04±8.06 歳） 

※本報告書は全頁ホームページ「健康ネット」に掲載しておりリンクをクリックすると実際の動きを動

画で見ることができます。

図 2. モビバンエクササイズ

84 令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成



１．はじめに 

高齢者の「運動の習慣化」が、健康寿命

の延伸に、必要不可欠であることは、言う

までもない。 

しかし、厚生労働省の平成 28 年「国民

健康・栄養調査」によると、運動習慣の

ある者の割合は男性で 35.1％、女性で

27.4％であり、この 10 年間でみると男

性では有意な増減はなく、女性では減少

傾向である。年齢階級別にみると、その

割合は男女ともに 30 歳代で最も低く、

年齢が上がるにつれ高くなっているが、

高齢者（65 歳以上）では、男性 46.2％、

女性 39.0％に留まっている 1)。

高齢者にとって「運動の習慣化」は、自

身の健康寿命の延伸に繋がるだけでなく、

医療費や介護福祉費の抑制など、日本が

抱える大きな課題の解決に貢献できる。

運動習慣のない高齢者に、運動習慣をも

ってもらうためには、運動することへの

抵抗感を少なくし、参加しやすい環境を

提供することや、「なんだか楽しそう」と

感じてもらえるアプローチが効果的な手

段であると思われる 2)。

そこで、エクササイズツール「モビバ

ン」を使った、家でも簡単＆正しく行える

「モビバンエクササイズ（3 つの輪が特徴

の 3 輪式モビリティートレーニングバン

ド・モビバンを使ったエクササイズ 2)）」

の運動効果及びモビバンエクササイズを

使って、高齢者の運動習慣を獲得するこ

とができるかを検証することを目的に、

本研究を実施した。

２．方法

（１）研究の手順

本研究は、研究協力を承諾した被験者

に対して、身体機能アンケートと体力測

定を行い、結果より「運動機能の向上およ

び改善」、さらに、運動習慣のない高齢者

が「運動の習慣化」を獲得できたかを明ら

かした。

被験者には、定期的（3 ヶ月 9 回）に講

座に参加してもらい、自宅で行う「モビバ

ンエクササイズ」運動プログラムをレク

チャーした。

加えて、家でも簡単＆正しく行える「モ

ビバンエクササイズ」運動プログラムが、

運動習慣のない高齢者の「運動の習慣化

に繋がるか」「身体機能・運動機能の向上

に繋がるか」の検証を行った。

図 1. 講座風景

（２）対象者 

健康状態に問題のない高齢者（65 歳以

上）60 名を被験者とした。本研究では、

運動習慣のない高齢者だけでなく、「モビ

バンエクササイズ」運動プログラムが、

「運動の習慣化に繋がるか」「身体機能・

運動機能の向上に繋がるか」の検証を図

るために運動習慣のある高齢者も被験者

とした。

（３）体力測定および身体機能アンケー

ト 

運動指導「講座（3 ヶ月 9 回）」の実施

について専用の記入用紙を作成して、介

入前後に測定を行った。

3 ヶ月 9 回の講座を行い、被験者の「運

動の習慣化に繋がるか」「身体機能・運動

機能の向上に繋がるか」について、変化を

検証した。 

【体力測定】5 種目 
◆足指力測定（チェッカーくん）

◆開眼片足立ち測定

◆立ち座り測定（20 秒）

◆2 ステップ測定

◆座位足開閉測定（20 秒）

【身体機能アンケート】 

◆運動習慣のある、なし

◆肩こり・腰痛・膝痛のある、なし

◆よく歩く、よく歩かない

◆自転車・車をよく使う、使わない

◆階段を使う、使わない

◆定期的な筋トレ習慣ある、なし

（４） 家でも簡単＆正しく実践できる

運動プログラム 

「モビバンエクササイズ」（図 2）

◆レッグエクステンション

◆レッグカール

◆ヒップアブダクション

◆ローイング

◆スクワット

◆サイクリング

３．結果と考察 

≪対象者≫ 

① 運動習慣のない高齢者（男女）

19 名（72.7±11.3 歳）

② 運動習慣はあるが、筋トレの習慣がな

い高齢者（男女）  

15 名（72.07±9.03 歳） 
③ 「運動の習慣」「筋トレの習慣」ともに

ある

26 名（71.04±8.06 歳）

※本報告書は全頁ホームページ「健康ネット」に掲載しておりリンクをクリックすると実際の動きを動

画で見ることができます。

図 2. モビバンエクササイズ 

85令和元年度健康・体力づくり事業財団研究助成

https://www.youtube.com/watch?v=70CPy6sDq4E
https://www.youtube.com/watch?v=rANWptvvYBo
https://www.youtube.com/watch?v=vxL8xkACfn8
https://www.youtube.com/watch?v=WlZ7nOWyToo
https://www.youtube.com/watch?v=HHRCgyisQLM


≪運動および筋トレの習慣化≫ 

介入前後のアンケートにより運動習慣

のない被験者 19 名中 9 名（47％）が運動

習慣を身に付けた。

加えて、介入前後のアンケートにより、 
筋トレ習慣のない被験者 30 名中 16 名

（50％）が筋トレの習慣を身に付けた。 
家でも簡単＆正しく実践できる運動プ

ログラム「モビバンエクササイズ（筋トレ

中心）」の一定の有効性を示している結果

であると考えられる。 

≪体力測定の結果≫ 

足指力は、介入前後での大きな差はな

かった（図 3）。また、運動習慣の影響は

認められなかった。 

図 3. 足指力 

開眼片足立ちでは、運動＆筋トレ習慣

があるとバランス力が高いことが示され

た（図 4）。

図 4. 開眼片足立ち 

立ち座りでは、運動習慣および筋トレ

習慣のある被験者の結果が良く（図 5）、

日常的な身体活動量が結果に大きな影響

を与えると考えられる。 

図 5. 立ち座り 

本研究で「モビバンエクササイズ」を実

践することで、2 ステップに最も成果が示

された（図 6）。 
この測定で有効性が示されたことは、

「モビバンエクササイズ」がバランス力

の向上にも有効である可能性を示唆した。 

図 6. 2 ステップ 

座位足開閉では、俊敏性や筋持久力の

有無を測る目的で行った。 

その結果、運動および筋トレ習慣があ

る者が、より高い結果であった（図 7）。
また、現場で測定する中で観察された

ことであるが、素早く動く動作を行うた

め、空間認識能力が測定結果に影響して

いるように思われた。

図 7. 座位足開閉

４．まとめ

本研究では、「運動習慣のない高齢者の

意識を変える」ことができるのか、健康運

動指導者らしく、健康運動指導者だから

できることを考えて研究を進めた。 

運動習慣のない高齢者が、家でも簡単

＆正しくできる「モビバンエクササイズ」

を活用して、「運動の習慣化」に一定の成

果を示せたことに大きな意味があったと

考える。

「モビバンエクササイズ」は、トレーニ

ングマシンがないとできなかった運動で

も、気軽に家で実施できることが示唆さ

れ、国民の「運動の習慣化」を推進するた

めに活用できるエクササイズツールの一

つになると思われる。

また、運動習慣と筋トレ習慣のない高

齢者と、運動習慣と筋トレ習慣のある高

齢者の体力測定の比較もできた。

特に、運動習慣と筋トレ習慣のない高

齢者は、「2 ステップ」「座位足開閉」の結

果が向上した。

バンドひとつで日本を元気に！2)運動

習慣のない高齢者はもちろん全ての住民

が「運動の習慣」「筋トレの習慣」を身に

付けることで、笑顔が溢れる日本社会の

実現を目指したい。

この実践研究が、日本全国で活躍する

健康運動指導者の先生方の参考となり、

日本社会の課題を一つ一つ解決するキッ

カケになることを願うばかりです。 
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図 7. 座位足開閉 

４．まとめ 

本研究では、「運動習慣のない高齢者の

意識を変える」ことができるのか、健康運

動指導者らしく、健康運動指導者だから

できることを考えて研究を進めた。 

運動習慣のない高齢者が、家でも簡単

＆正しくできる「モビバンエクササイズ」

を活用して、「運動の習慣化」に一定の成

果を示せたことに大きな意味があったと
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１．実践研究 

非非運運動動習習慣慣高高齢齢者者、、地地域域のの体体操操教教室室等等にに参参加加ししてていいなないい

高高齢齢者者のの参参加加意意欲欲向向上上ににつつななががるる体体操操教教室室にに関関すするる研研究究

堀 理佐* 
滝澤 智枝**  吉岡 有紀子*** 

抄録

健康寿命延伸のために、国は地域包括ケアシステムの構築を各自治体に推進している。

その取り組みの中で、自治体では、介護予防の 3 本柱「身体活動」「社会参加」「食生活」

の向上のために、体操教室を開催しているところが多い。高齢者の体操教室では転倒な

ど事故の危険性があり、体力の個人差も大きいため運動専門の指導者などがいることが

推奨されている。しかし、予算やマンパワー不足のため、指導者がつかない教室が多い。

そこで本研究では、高齢者の運動実践状況と体操教室の参加状況、並びに参加してい

る体操教室の指導者の有無を明らかにした。さらに指導者の有無をふまえた運動実践状

況群別に、体操教室参加のきっかけ、QoL、介護予防のための基本チェックリストによ

る判定等、身体活動、社会参加、食生活との関連から、身体活動向上に効果的な体操教

室に高齢者が主体的に参加するための要件を検討することを目的とした。

本研究の結果、対象者の 9 割が運動をしていると答えた。QoL、食生活は概ね良好な

集団であった。ボランティアやスポーツの会など社会活動への参加のきっかけは自治会、

町内会からの誘いが多かった。介護予防の観点からは、「指導者あり」群は介護予防の

ための基本チェックリスト結果より良好な傾向がみられたが、「指導者なし」群はフレ

イルの傾向が高かった。社会参加は指導者あり群が退職前から社会参加活動をしている

こと、友人が多かったことから、指導者のいる体操教室への参加に負担感が小さいこと

が考えられた。

キーワード：高齢者，体操教室，運動指導者，介護予防，フレイル防止

* 新渡戸文化短期大学 生活学科

** 日本赤十字社総合福祉センター介護老人保健施設レクロス広尾 

*** 相模女子大学・相模女子大学大学院 

１．はじめに 

内閣府平成 30 年版高齢社会白書によ

ると日本人の平均寿命は、男性 81.09歳、

女性 87.26 歳となり、過去最高を更新し

た。しかし、要介護（要支援）認定者は、

平成 15 年度末 370.4 万人から平成 28 年

度末には 606.8 万人へ増加している 1)。そ

のため、自立した生活を送る期間である

健康寿命を延伸させることは急務であり、

国は高齢者の尊厳の保持と自立生活の支

援の目的で 2025 年を目途に地域包括ケ

アシステムの構築を各自治体に推進して

いる 2)。

地域包括ケアシステムの中で、重要な

取り組みが介護予防事業にあたる。この

介護予防事業として各自治体は、自治会、

NPO 法人、ボランティア等を活用し、各

地域とのつながりを持ちながら地域の実

情に応じた高齢者対象の体操教室やサロ

ンを提供している 3)。これら体操教室で行

われている運動が介護予防に効果がある

ことについて、数々の報告があり 4,5)、さ

らに同じ運動でも個人より集団で行う方

が成果が大きいとも言われている 6)。全国

各地の自治体で「ご当地体操」が多く作ら

れていることも介護予防目的であること

が大きい 7)。

介護予防の課題を一般高齢者にもわか

りやすくまとめたものに、東京都健康長

寿医療センター策定の「健康長寿のため

の 12 か条」がある 8)。その中では、健康

長寿の 3 本柱として「身体活動」「社会参

加」「食生活」を最も重要な基本項目とし

ている。この 3 本柱の一つでも失われる

ことで、高齢者は筋力や活動が低下し、い

わゆる虚弱＝「フレイル（frailty）」の状

態になる 9)。フレイルは、適切な心掛けを

することで、自立した生活を維持できる

段階といわれており、まずはフレイル防止

が要介護にならないために重要である 10)。

実際に地域で行われている体操教室に

参加することで、介護認定率が抑えられ、

個人の運動能力の改善や健康観の向上に

効果がでた事例のみならず、参加者が明

るくなり、地域のつながりも増えたとい

う事例も報告されている 11,12)。こうした

ことから、地域で行われている体操教室

の開催は、「身体活動」と「社会参加」を

向上させるフレイル防止の役割があり、

介護予防支援の重要な取り組みといえる。

相模原市においても、「相模原版いきい

き百歳体操」を行っており、平成 30 年 3
月末には、活動団体 158 団体（前年比 76
増）、活動者数 2,646 人と、毎年参加者が

増加している 11)。こうした普及拡大には、

地域包括ケア推進課が、65 歳以上、5 人

以上の団体に DVD、重錘バンドの無償貸

し出しと、試行期間にはリハビリテーシ

ョンの専門職を数回派遣する、といった

支援を行っていることも大きい。さらに 3
か月後には自主グループとして継続が認

められ、半年ごとに体力測定も行われて

いる。体力測定の結果では、足腰の筋力ア

ップにつながっている可能性が報告され

ている 11)。こうしたしくみは、参加者で

ある高齢者らのエンパワメントを高める

とともに、PDCA サイクルにのっとった

効果的な進め方であると考えられる。

しかし、地域にこうした機会があるに

も関わらず参加に至らない、さらには閉

じこもりといわれる状態になっている高
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ると日本人の平均寿命は、男性 81.09歳、

女性 87.26 歳となり、過去最高を更新し

た。しかし、要介護（要支援）認定者は、

平成 15 年度末 370.4 万人から平成 28 年

度末には 606.8 万人へ増加している 1)。そ

のため、自立した生活を送る期間である

健康寿命を延伸させることは急務であり、
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援の目的で 2025 年を目途に地域包括ケ

アシステムの構築を各自治体に推進して

いる 2)。

地域包括ケアシステムの中で、重要な

取り組みが介護予防事業にあたる。この

介護予防事業として各自治体は、自治会、

NPO 法人、ボランティア等を活用し、各

地域とのつながりを持ちながら地域の実

情に応じた高齢者対象の体操教室やサロ

ンを提供している 3)。これら体操教室で行

われている運動が介護予防に効果がある

ことについて、数々の報告があり 4,5)、さ

らに同じ運動でも個人より集団で行う方

が成果が大きいとも言われている 6)。全国

各地の自治体で「ご当地体操」が多く作ら

れていることも介護予防目的であること

が大きい 7)。

介護予防の課題を一般高齢者にもわか

りやすくまとめたものに、東京都健康長

寿医療センター策定の「健康長寿のため

の 12 か条」がある 8)。その中では、健康

長寿の 3 本柱として「身体活動」「社会参

加」「食生活」を最も重要な基本項目とし

ている。この 3 本柱の一つでも失われる

ことで、高齢者は筋力や活動が低下し、い

わゆる虚弱＝「フレイル（frailty）」の状

態になる 9)。フレイルは、適切な心掛けを

することで、自立した生活を維持できる

段階といわれており、まずはフレイル防止

が要介護にならないために重要である 10)。 
実際に地域で行われている体操教室に

参加することで、介護認定率が抑えられ、

個人の運動能力の改善や健康観の向上に

効果がでた事例のみならず、参加者が明

るくなり、地域のつながりも増えたとい

う事例も報告されている 11,12)。こうした

ことから、地域で行われている体操教室

の開催は、「身体活動」と「社会参加」を

向上させるフレイル防止の役割があり、

介護予防支援の重要な取り組みといえる。 

相模原市においても、「相模原版いきい

き百歳体操」を行っており、平成 30 年 3
月末には、活動団体 158 団体（前年比 76
増）、活動者数 2,646 人と、毎年参加者が

増加している 11)。こうした普及拡大には、

地域包括ケア推進課が、65 歳以上、5 人

以上の団体に DVD、重錘バンドの無償貸

し出しと、試行期間にはリハビリテーシ

ョンの専門職を数回派遣する、といった

支援を行っていることも大きい。さらに 3
か月後には自主グループとして継続が認

められ、半年ごとに体力測定も行われて

いる。体力測定の結果では、足腰の筋力ア

ップにつながっている可能性が報告され

ている 11)。こうしたしくみは、参加者で

ある高齢者らのエンパワメントを高める

とともに、PDCA サイクルにのっとった

効果的な進め方であると考えられる。

しかし、地域にこうした機会があるに

も関わらず参加に至らない、さらには閉

じこもりといわれる状態になっている高
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齢者が多数いることは介護予防の観点か

ら問題である 13)。

また、地域で行われている体操教室で

懸念されることは、ケガなどの安全面の

確保である。歌を歌う、あるいはおしゃべ

りが中心である高齢者サロンや手芸等趣

味の教室など、身体活動量の少ないグル

ープ活動とそこが異なる。安全面に関す

る注意事項は、自治体支援担当者からの

説明や、プリントでの配布のみであるな

ど、活動日当日の体調チェックは各グル

ープ、個人に任されていることが多い。地

域の自主性や主体性に基づき、グループ

活動を作り上げていくことが地域包括ケ

アシステムの目的ではあるが、体操指導

の専門家がいない場合、自己流の間違え

た方法での実践や、無理をすることでケ

ガや体調不良の原因となることもある 14)。

そのため「運動器の機能向上マニュアル

（改訂版）」15)では、安全面の確保や専門

職によるプログラムの提供ということを

推奨しており、本来高齢者が運動を実践

するには、安全かつ適切な運動プログラ

ムを提案・指導できる健康運動指導士の

ような指導者、また、運動種目の熟練した

指導者のもとで、正しく行うことが必要

である。だが、地域の体操教室では予算、

マンパワーの不足から指導者がいない教

室が多いのが現状である 16)。

すなわち、高齢者の介護予防の観点か

ら、運動や身体活動の向上に効果的な体

操教室に高齢者が主体的に参加すること

を高めるのに必要な要件、並びにその体

操教室の在り方について検討することは、

今後重要であると考える。

そこで本研究では、どのようなすすめ

方が体操教室への参加向上につながるか

を今後検討していくための基礎資料を得

るために、高齢者の運動実践状況と体操

教室の参加状況、並びに参加している体

操教室の指導者の有無を明らかにした。

さらに、これらの体操教室の指導者の有

無をふまえた運動実践状況群別に、地域

活動への参加のきっかけ、QoL、フレイル

の状態（基本チェックリストによる）、身

体活動、社会参加、食生活との関連を明ら

かにした。

２．方法 

１１））調調査査対対象象者者

 相模原市大野南地域包括支援センター

管轄地区で、介護予防活動を行っている

自治会、ボランティア団体に調査依頼を

した。おもな団体は、「相模原版いきいき

百歳体操の会」11)とお茶、歌やおしゃべり

などを楽しむ「サロン」参加者である 17)。

協力が得られた 73 名に調査票を配布し、

回収数 61 名（男性 23 名、女性 38 名）、

回収率は 83.6％であった。 
２２））調調査査時時期期

調査は 2019 年 7 月から 9 月におこな

った。

３３））調調査査方方法法並並びびにに内内容容

（（１１））調調査査方方法法

大野南地区の高齢者活動 40 団体のう

ち、調査可能な 8 つの活動団体の紹介を

受け、民生委員、自治会長と連絡をとり、

活動が行われている日に見学、挨拶、依頼

をした。インフォームドコンセントとし

て、調査協力者に調査の目的、調査は無記

名で回答は任意であること、回答しない

場合も不利益を被らないこと、資料は研

究と報告に使用することを説明し、同意

を得た者に質問紙を配布した。

調査方法は、QoL、介護予防（基本チェ

ックリスト）、身体活動、社会参加、食生

活に関する質問紙調査と、食物摂取頻度

調査法 BDHQ15y（簡易型自記式食事暦

法 ： brief-type self-administered diet
history questionnaire）（以下、BDHQ）

18)を集合法、留置法で行い、回収時に内容

を確認した。

（（２２））調調査査内内容容 （（表表 11））
質問紙調査の内容は調査の枠組みに沿

って作成した。大項目に属性、QoL、介護

予防、社会参加、身体活動、食生活を、中

項目には、性別、年齢、居住形態、体格、

健康状態、生活満足度、食の QoL、介護

予防のための基本チェックリスト、ソー

シャルサポートネットワーク、社会的な

活動、外出頻度、運動実践状況、運動実践

による効果への期待、食行動とし、さらに

小項目に質問内容を示した。

参加のきっかけは、現在行っている社

会的な活動（自治会、町内会、ボランティ

ア、趣味やスポーツの会等）を始めたきっ

かけを、複数回答で得た。

日常生活の QoL は、高齢者の日常生活

に関する意識調査（内閣府）を参考に生活

の満足度、生活設計の満足度を調査した

19)。食の QoL は、武見らが開発し、信頼

性、妥当性が確認されている指標を用い

た。項目は食事の満足、おいしさ、楽しさ、

待ち遠しさ、食欲の 5 項目からなる。食

事の満足状況が最も高い回答から順に、3、
2、1、0 点とし、個人別に算出し、最高が

15 点となる 20)。

介護予防のための基本チェックリスト

は、特定高齢者施策の対象者選定に用い

られている。25 項目の設問からなり、生

活機能全般に支障の可能性、運動機能、栄

養、口腔機能、生活機能、閉じこもり、認

知症、うつの可能性を調べる。1～20 まで

の項目のうち 10 項目以上に該当すると、

生活機能全般に低下の可能性あり、6～10
までの 5 項目のうち 3 項目以上に該当す

ると、運動機能低下の可能性ありと判定

される 21)。全設問のうち、7 または 8 項

目以上該当した場合、フレイルの可能性

ありと判定される 22)。

表１ 調査の枠組み

中項目 小項目

性別 性別
年齢 年齢(前期/後期）
居住形態 世帯構成
体格 ⾝⻑、体重、BMI
健康状態 主観的健康観

生活の満足度
生活設計への満足度
食生活の満足度
食事のおいしさ
食事の楽しさ
食事の待ち遠しさ
主観的な食欲感
生活機能
運動機能
栄養
口腔機能
閉じこもり
認知症
うつ
フレイルの判定

ソーシャルサポートネットワーク
グループ活動への参加の有無
社会的な活動への態度

外出頻度 外出の頻度の状況
運動実施状況 運動の内容、運動頻度
運動実施による
効果への期待

生活習慣病・肥満の予防、
要介護にならない等
朝食/昼食/夕食の喫食状況
主食、主菜、副菜の揃う食事の頻度
主食・主菜・副菜が揃っている回数
外食の頻度
共食頻度(朝食/夕食）
栄養素等摂取量
食品群別摂取量

介護予防

食生活

大項目

高
齢
者

介護予防のための
基本チェックリスト

属性

QOL

生活満足度

食のQOL

食
物

食行動

社会参加
社会的な活動

⾝体活動
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齢者が多数いることは介護予防の観点か

ら問題である 13)。

また、地域で行われている体操教室で

懸念されることは、ケガなどの安全面の

確保である。歌を歌う、あるいはおしゃべ

りが中心である高齢者サロンや手芸等趣

味の教室など、身体活動量の少ないグル

ープ活動とそこが異なる。安全面に関す

る注意事項は、自治体支援担当者からの

説明や、プリントでの配布のみであるな

ど、活動日当日の体調チェックは各グル

ープ、個人に任されていることが多い。地

域の自主性や主体性に基づき、グループ

活動を作り上げていくことが地域包括ケ

アシステムの目的ではあるが、体操指導

の専門家がいない場合、自己流の間違え

た方法での実践や、無理をすることでケ

ガや体調不良の原因となることもある 14)。

そのため「運動器の機能向上マニュアル

（改訂版）」15)では、安全面の確保や専門

職によるプログラムの提供ということを

推奨しており、本来高齢者が運動を実践

するには、安全かつ適切な運動プログラ

ムを提案・指導できる健康運動指導士の

ような指導者、また、運動種目の熟練した

指導者のもとで、正しく行うことが必要

である。だが、地域の体操教室では予算、

マンパワーの不足から指導者がいない教

室が多いのが現状である 16)。

すなわち、高齢者の介護予防の観点か

ら、運動や身体活動の向上に効果的な体

操教室に高齢者が主体的に参加すること

を高めるのに必要な要件、並びにその体

操教室の在り方について検討することは、

今後重要であると考える。

そこで本研究では、どのようなすすめ

方が体操教室への参加向上につながるか

を今後検討していくための基礎資料を得

るために、高齢者の運動実践状況と体操

教室の参加状況、並びに参加している体

操教室の指導者の有無を明らかにした。

さらに、これらの体操教室の指導者の有

無をふまえた運動実践状況群別に、地域

活動への参加のきっかけ、QoL、フレイル

の状態（基本チェックリストによる）、身

体活動、社会参加、食生活との関連を明ら

かにした。

２．方法

１１））調調査査対対象象者者

相模原市大野南地域包括支援センター

管轄地区で、介護予防活動を行っている

自治会、ボランティア団体に調査依頼を

した。おもな団体は、「相模原版いきいき

百歳体操の会」11)とお茶、歌やおしゃべり

などを楽しむ「サロン」参加者である 17)。

協力が得られた 73 名に調査票を配布し、

回収数 61 名（男性 23 名、女性 38 名）、

回収率は 83.6％であった。

２２））調調査査時時期期

調査は 2019 年 7 月から 9 月におこな

った。

３３））調調査査方方法法並並びびにに内内容容

（（１１））調調査査方方法法

大野南地区の高齢者活動 40 団体のう

ち、調査可能な 8 つの活動団体の紹介を

受け、民生委員、自治会長と連絡をとり、

活動が行われている日に見学、挨拶、依頼

をした。インフォームドコンセントとし

て、調査協力者に調査の目的、調査は無記

名で回答は任意であること、回答しない

場合も不利益を被らないこと、資料は研

究と報告に使用することを説明し、同意

を得た者に質問紙を配布した。

調査方法は、QoL、介護予防（基本チェ

ックリスト）、身体活動、社会参加、食生

活に関する質問紙調査と、食物摂取頻度

調査法 BDHQ15y（簡易型自記式食事暦

法 ： brief-type self-administered diet 
history questionnaire）（以下、BDHQ）

18)を集合法、留置法で行い、回収時に内容

を確認した。

（（２２））調調査査内内容容  （（表表 11））
質問紙調査の内容は調査の枠組みに沿

って作成した。大項目に属性、QoL、介護

予防、社会参加、身体活動、食生活を、中

項目には、性別、年齢、居住形態、体格、

健康状態、生活満足度、食の QoL、介護

予防のための基本チェックリスト、ソー

シャルサポートネットワーク、社会的な

活動、外出頻度、運動実践状況、運動実践

による効果への期待、食行動とし、さらに

小項目に質問内容を示した。

参加のきっかけは、現在行っている社

会的な活動（自治会、町内会、ボランティ

ア、趣味やスポーツの会等）を始めたきっ

かけを、複数回答で得た。

日常生活の QoL は、高齢者の日常生活

に関する意識調査（内閣府）を参考に生活

の満足度、生活設計の満足度を調査した

19)。食の QoL は、武見らが開発し、信頼

性、妥当性が確認されている指標を用い

た。項目は食事の満足、おいしさ、楽しさ、

待ち遠しさ、食欲の 5 項目からなる。食

事の満足状況が最も高い回答から順に、3、
2、1、0 点とし、個人別に算出し、最高が

15 点となる 20)。

介護予防のための基本チェックリスト

は、特定高齢者施策の対象者選定に用い

られている。25 項目の設問からなり、生

活機能全般に支障の可能性、運動機能、栄

養、口腔機能、生活機能、閉じこもり、認

知症、うつの可能性を調べる。1～20 まで

の項目のうち 10 項目以上に該当すると、

生活機能全般に低下の可能性あり、6～10
までの 5 項目のうち 3 項目以上に該当す

ると、運動機能低下の可能性ありと判定

される 21)。全設問のうち、7 または 8 項

目以上該当した場合、フレイルの可能性

ありと判定される 22)。

表１ 調査の枠組み

中項目 小項目

性別 性別
年齢 年齢(前期/後期）
居住形態 世帯構成
体格 ⾝⻑、体重、BMI
健康状態 主観的健康観

生活の満足度
生活設計への満足度
食生活の満足度
食事のおいしさ
食事の楽しさ
食事の待ち遠しさ
主観的な食欲感
生活機能
運動機能
栄養
口腔機能
閉じこもり
認知症
うつ
フレイルの判定

ソーシャルサポートネットワーク
グループ活動への参加の有無
社会的な活動への態度

外出頻度 外出の頻度の状況
運動実施状況 運動の内容、運動頻度
運動実施による
効果への期待

生活習慣病・肥満の予防、
要介護にならない等
朝食/昼食/夕食の喫食状況
主食、主菜、副菜の揃う食事の頻度
主食・主菜・副菜が揃っている回数
外食の頻度
共食頻度(朝食/夕食）
栄養素等摂取量
食品群別摂取量

介護予防

食生活

大項目

高
齢
者

介護予防のための
基本チェックリスト

属性

QOL

生活満足度

食のQOL

食
物

食行動

社会参加
社会的な活動
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社会参加はソーシャルサポートネット

ワーク尺度として、Lubben らが開発し、

高齢者において妥当性が確認されている

日本語版 Lubben Social Network Scale
短縮版を用いた 23)。月に 1 回会ったり話

したりする家族や親戚と友人、個人的な

ことも話せる家族や親せきと友人、助け

を求めることができる家族や親せきと友

人に該当する人数を、0 人＝0 点、1 人＝

1 点、2 人＝2 点、3.4 人＝3 点、5～8 人

＝4 点、9 人以上＝5 点として得点化し、

ソーシャルサポートネットワーク得点を

算出した。得点範囲は 0～30 点で、得点

が高いほどソーシャルサポートネットワ

ークは大きく 12 点未満は社会的孤立を

意味すると言われている 23)。また、社会

的なグループ活動への参加の有無、活動

への態度についてたずねた。 

身体活動は、外出頻度、運動実践状況、

（頻度、内容）、運動実践による効果への

期待についてたずねた。身体活動で、外出

頻度の少ない「閉じこもり」かどうかは、

外出回数が週一回程度以下といわれてい

ることから判断した 24)。

食生活の項目では、3 食の喫食状況、主

食・主菜・副菜を組み合わせて食べる頻度

などの食行動についてたずねた。食物摂

取頻度調査では BDHQ により栄養素等

摂取状況と食品群別摂取量を算出した。

群分けについて、初めに運動実践状況

の有無で分け、運動を実践している者の

内、指導者のいる教室で運動している者

を「指導者あり群」とした。運動実践状況

あり、指導者なしの集団で行っている者

を「指導者なし群」とした。なお、「指導

者なし群」の中には、自治会で約 1 か月

前からスタートした「相模原版いきいき

百歳体操」をきっかけに運動を始めた者

が 15 人含まれている。本研究では運動習

慣や強度等による分類ではなく、運動を

していない者を明確に分けることを目的

に群分けをするため、運動実践状況あり

指導者なし群に含めた。また、集団ではな

く個人で運動している者も、指導者がつ

いていないことから、指導者なし群に含

めた。運動実践状況のない者は「運動なし

群」とし、3 群に分けた。 
指導者の有無について、回収時に直接

聞き取りや確認ができなかった者は、活

動団体の会長に後日電話で、指導者がい

る教室かどうかの確認を行った。「指導者

がいる」とは、指導者が直接参加者の顔を

見て、体調への配慮や安全面への声掛け

などの関わりがあることであり、テレビ

や DVD の指導者を見ながらの運動は含

んでいないこととした。

４４））解解析析方方法法

群別で、基本的属性に違いがないかを

確認するために χ²検定を行い、性別、体

格、年齢、居住形態、健康状態に偏りがな

いことを確認した（表 2）。  
群別の QoL、介護予防、社会参加、身

体活動、食生活の違いを明らかにするた

めに、χ²検定と一元配置分散分析 Tukey 
HSD の多重比較を行った。栄養素等摂取

量と食品群別摂取量は、一元配置分散分

析、Tukey HSD の多重比較を行った。解

析は IBM SPSS Statistics25, Rver.3.5.2 
（RCoreTeam, 2018）を使用し、欠損値

は項目ごとに除外した。有意水準は 5％と

した。

５５））倫倫理理的的配配慮慮

本研究は新渡戸文化短期大学倫理委員

会の承認を得て実施した。（第 2017-001
号）

３．結果

１１））運運動動実実践践状状況況とと群群分分けけ（（表表 33））

運動実践状況について、「運動をしてい

るか」との問いに対し、「運動している」、

「ときどきしている」と回答した者が 54
名（90.0％）だった。運動していると回答

したが、運動内容が未記入の 2 名は除外

した。「運動している」と答えた者のうち、

指導者のいる体操教室に通っている者は

18 名（31.0％）（以下、指導者あり群）、

表３ 地域高齢者の運動実践状況と群分け

人数 （％）

指導者あり 集団
健康体操教室、和舞踊教室、社交ダンス、
ストレッチ教室、太極拳、スポーツクラブ、
リズム体操

18 (31.0)
運動実践状況あり

指導者あり群

集団 百歳体操

個人
散歩、ウォーキング、ラジオ体操、テレビ体操、
ノルディックウォーキング、ジョギング、
ゴルフ、サイクリング

あまり運動していない
ほとんど運動していない

なし 6 (10.3)
運動実践状況なし

運動なし群

全体
ｎ＝ 58 群分け

運動している
ときどきしている

指導者なし 34 (58.6)
運動実践状況あり

指導者なし群

運動実践状況 指導者の有無 運動の種類

表２ 対象者の属性

人 （％） 人 （％） 人 （％）
男性 6 (33.3) 13 (38.2) 4 (66.7) 23 (39.7)
女性 12 (66.7) 21 (61.8) 2 (33.3) 35 (60.3)

⾝⻑²） 0.690 n.s.
体重²） 0.669 n.s.
BMI²） 0.690 n.s.

75歳未満¹） 7 (38.9) 5 (14.7) 2 (33.3) 14 (24.1)
75歳以上¹） 11 (61.1) 29 (85.3) 4 (66.7) 44 (75.9)
平均²） 0.189 n.s.
一人暮らし 4 (22.2) 10 (29.4) 0 (0.0) 14 (24.1)
配偶者と2人暮らし 7 (38.9) 17 (50.0) 4 (66.7) 28 (48.3)
子どもと二世帯世帯 3 (16.7) 3 (8.8) 2 (33.3) 8 (13.8)
孫を含めた三世帯世代 2 (11.1) 1 (2.9) 0 (0.0) 3 (5.2)
その他 2 (11.1) 3 (8.8) 0 (0.0) 5 (8.6)
良い 7 (38.9) 6 (17.6) 1 (16.7) 14 (24.1)
まあ良い 6 (33.3) 9 (26.5) 2 (33.3) 17 (29.3)
普通 5 (27.8) 12 (35.3) 3 (50.0) 20 (34.5)
あまり良くない 0 (0.0) 5 (14.7) 0 (0.0) 5 (8.6)
良くない 0 (0.0) 2 (5.9) 0 (0.0) 2 (3.4)

1)χ²検定 n.s.: not significant

2)一元配置分散分析 n.s.: not significant

54.1±9.1
22.1±2.6

78.6±6.5

ｐ値  有意差
計

n＝ 58

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

性別¹） 0.340 n.s.

157.7±8.7 156.3±8.4 159.3±11.8 157.0±8.8
56.3±11.4 53.9±7.9 54.1±8.7
22.4±2.4 22.0±2.6 21.4±3.2

年齢
0.131 n.s.

76.3±7.3 79.8±5.8 78.5±6.8

居住形態¹） 0.481 n.s.

健康状態1） 0.416 n.s.
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社会参加はソーシャルサポートネット

ワーク尺度として、Lubben らが開発し、

高齢者において妥当性が確認されている

日本語版 Lubben Social Network Scale
短縮版を用いた 23)。月に 1 回会ったり話

したりする家族や親戚と友人、個人的な

ことも話せる家族や親せきと友人、助け

を求めることができる家族や親せきと友

人に該当する人数を、0 人＝0 点、1 人＝

1 点、2 人＝2 点、3.4 人＝3 点、5～8 人

＝4 点、9 人以上＝5 点として得点化し、

ソーシャルサポートネットワーク得点を

算出した。得点範囲は 0～30 点で、得点

が高いほどソーシャルサポートネットワ

ークは大きく 12 点未満は社会的孤立を

意味すると言われている 23)。また、社会

的なグループ活動への参加の有無、活動

への態度についてたずねた。

身体活動は、外出頻度、運動実践状況、

（頻度、内容）、運動実践による効果への

期待についてたずねた。身体活動で、外出

頻度の少ない「閉じこもり」かどうかは、

外出回数が週一回程度以下といわれてい

ることから判断した 24)。

食生活の項目では、3 食の喫食状況、主

食・主菜・副菜を組み合わせて食べる頻度

などの食行動についてたずねた。食物摂

取頻度調査では BDHQ により栄養素等

摂取状況と食品群別摂取量を算出した。

群分けについて、初めに運動実践状況

の有無で分け、運動を実践している者の

内、指導者のいる教室で運動している者

を「指導者あり群」とした。運動実践状況

あり、指導者なしの集団で行っている者

を「指導者なし群」とした。なお、「指導

者なし群」の中には、自治会で約 1 か月

前からスタートした「相模原版いきいき

百歳体操」をきっかけに運動を始めた者

が 15 人含まれている。本研究では運動習

慣や強度等による分類ではなく、運動を

していない者を明確に分けることを目的

に群分けをするため、運動実践状況あり

指導者なし群に含めた。また、集団ではな

く個人で運動している者も、指導者がつ

いていないことから、指導者なし群に含

めた。運動実践状況のない者は「運動なし

群」とし、3 群に分けた。

指導者の有無について、回収時に直接

聞き取りや確認ができなかった者は、活

動団体の会長に後日電話で、指導者がい

る教室かどうかの確認を行った。「指導者

がいる」とは、指導者が直接参加者の顔を

見て、体調への配慮や安全面への声掛け

などの関わりがあることであり、テレビ

や DVD の指導者を見ながらの運動は含

んでいないこととした。

４４））解解析析方方法法

群別で、基本的属性に違いがないかを

確認するために χ²検定を行い、性別、体

格、年齢、居住形態、健康状態に偏りがな

いことを確認した（表 2）。
群別の QoL、介護予防、社会参加、身

体活動、食生活の違いを明らかにするた

めに、χ²検定と一元配置分散分析 Tukey
HSD の多重比較を行った。栄養素等摂取

量と食品群別摂取量は、一元配置分散分

析、Tukey HSD の多重比較を行った。解

析は IBM SPSS Statistics25, Rver.3.5.2
（RCoreTeam, 2018）を使用し、欠損値

は項目ごとに除外した。有意水準は 5％と

した。

５５））倫倫理理的的配配慮慮

本研究は新渡戸文化短期大学倫理委員

会の承認を得て実施した。（第 2017-001
号）

３．結果 

１１））運運動動実実践践状状況況とと群群分分けけ（（表表 33））

運動実践状況について、「運動をしてい

るか」との問いに対し、「運動している」、

「ときどきしている」と回答した者が 54
名（90.0％）だった。運動していると回答

したが、運動内容が未記入の 2 名は除外

した。「運動している」と答えた者のうち、

指導者のいる体操教室に通っている者は

18 名（31.0％）（以下、指導者あり群）、

表３ 地域高齢者の運動実践状況と群分け

人数 （％）

指導者あり 集団
健康体操教室、和舞踊教室、社交ダンス、
ストレッチ教室、太極拳、スポーツクラブ、
リズム体操

18 (31.0)
運動実践状況あり

指導者あり群

集団 百歳体操

個人
散歩、ウォーキング、ラジオ体操、テレビ体操、
ノルディックウォーキング、ジョギング、
ゴルフ、サイクリング

あまり運動していない
ほとんど運動していない

なし 6 (10.3)
運動実践状況なし

運動なし群

全体
ｎ＝ 58 群分け

運動している
ときどきしている

指導者なし 34 (58.6)
運動実践状況あり

指導者なし群

運動実践状況 指導者の有無 運動の種類

表２ 対象者の属性

人 （％） 人 （％） 人 （％）
男性 6 (33.3) 13 (38.2) 4 (66.7) 23 (39.7)
女性 12 (66.7) 21 (61.8) 2 (33.3) 35 (60.3)

⾝⻑²） 0.690 n.s.
体重²） 0.669 n.s.
BMI²） 0.690 n.s.

75歳未満¹） 7 (38.9) 5 (14.7) 2 (33.3) 14 (24.1)
75歳以上¹） 11 (61.1) 29 (85.3) 4 (66.7) 44 (75.9)
平均²） 0.189 n.s.
一人暮らし 4 (22.2) 10 (29.4) 0 (0.0) 14 (24.1)
配偶者と2人暮らし 7 (38.9) 17 (50.0) 4 (66.7) 28 (48.3)
子どもと二世帯世帯 3 (16.7) 3 (8.8) 2 (33.3) 8 (13.8)
孫を含めた三世帯世代 2 (11.1) 1 (2.9) 0 (0.0) 3 (5.2)
その他 2 (11.1) 3 (8.8) 0 (0.0) 5 (8.6)
良い 7 (38.9) 6 (17.6) 1 (16.7) 14 (24.1)
まあ良い 6 (33.3) 9 (26.5) 2 (33.3) 17 (29.3)
普通 5 (27.8) 12 (35.3) 3 (50.0) 20 (34.5)
あまり良くない 0 (0.0) 5 (14.7) 0 (0.0) 5 (8.6)
良くない 0 (0.0) 2 (5.9) 0 (0.0) 2 (3.4)

1)χ²検定 n.s.: not significant 

2)一元配置分散分析 n.s.: not significant 

54.1±9.1
22.1±2.6

78.6±6.5

 ｐ値  有意差
計

n＝ 58

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

性別¹） 0.340 n.s.

157.7±8.7 156.3±8.4 159.3±11.8 157.0±8.8
56.3±11.4 53.9±7.9 54.1±8.7
22.4±2.4 22.0±2.6 21.4±3.2

年齢
0.131 n.s.

76.3±7.3 79.8±5.8 78.5±6.8

居住形態¹） 0.481 n.s.

健康状態1） 0.416 n.s.
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指導者がいない者は 34 名（58.6％）（以

下、指導者なし群）だった。「あまり運動

していない」「ほとんど運動していない」

と回答した者は、6 名（10.3％）（以下、

運動なし群）だった。

２２））運運動動実実践践状状況況群群別別参参加加ののききっっかかけけ

社会的な活動（自治会、町内会、ボラン

ティア、趣味やスポーツの会等）を始めた

きっかけで多かったのは、指導者あり群

で自治会・町内会からの誘い 9名（64.3％）

だった。指導者なし群は自治会・町内会か

らの誘い 8名（29.6％）、友人仲間の誘い、

個人の意思が同数の 5 名（18.5％）だっ

た。

３３））運運動動実実践践状状況況群群別別 QQooLL ととのの関関連連

日常生活に「満足している」、「まあまあ

満足している」と回答した者が指導者あ

り群 17 名（94.5％）、指導者なし群 30 名

（88.2％）、運動なし群が 5 名（83.3％）

であった。

経済状態に「満足している」「まあまあ

満足している」と回答した者は、指導者あ

り群 12 名（66.7％）、指導者なし群 21 名

（61.8％）、運動なし群が 3 名（50.0％）

だった。

食の QoL で、食生活の満足度は、「とて

も満足」「まあまあ満足」と回答した者が、

指導者あり群 16 名（88.9％）、指導者な

し群 33 名（97.0％）、運動なし群が 6 名

（100％）だった。 
食事が「とてもおいしい」「まあまあお

いしい」と回答した者は、指導者あり群 17
名（94.5％）、指導者なし群 34 名（100％）、

運動なし群が 6 名（100％）だった。 
食事が「とても楽しい」「まあまあ楽し

い」が、指導者あり群 17 名（94.4％）、指

導者なし群 30 名（88.3％）、運動なし群

が 6 名（100％）だった。「とても待ち遠

しい」「まあまあ待ち遠しい」と回答した

者が、指導者あり群 13 名（72.2％）、指導

者なし群 23 名（67.6％）、運動なし群が 5
名（83.3％）だった。 
以上をまとめた食の QoL 得点は、15 点

満点のうち、指導者あり群 10.1±1.6 点、

指導者なし群 9.9±1.4 点、運動なし群

10.2±1.2 点であり、群間に有意な差はな

かった。

４４））運運動動実実践践状状況況群群別別介介護護予予防防ののたためめのの

基基本本チチェェッッククリリスストトととのの関関連連((表表 44))
運動機能に関する「階段を手すりや壁

をつたわって昇っている」と回答した者

は、指導者あり群 6 名（33.3％）、指導者

なし群 23 名（67.6％）、運動なし群 4 名

（66.7％）と、3 群間に有意な差がみられ

た（ｐ＜0.05）。また「転倒に対する不安

は大きい」と回答した者は、指導者あり群

6 名（33.3％）、指導者なし群 25 名

（73.5％）、運動なし群 5 名（83.3％）と、

3 群間に有意な差がみられた（ｐ＜0.05）。
認知症の項目では、「周りの人から、『いつ

も同じことを聞く』などの物忘れがある

といわれる」と回答した者が、指導者あり

群は 0 名で、指導者なし群は 4 名（11.8％）、

運動なし群では 3 名（50.0％）で 3 群間

に有意な差がみられた（ｐ＜0.05）。フレ

イルの可能性 8 点以上の者は、指導者あ

り群が 1 名（5.6％）、なし群が 10 名

（29.4％）、運動なし群が 1 名（16.7％）で

あり、群間に有意な差はみられなかった。 
生活機能全般に支障のある可能性を、

該当数の平均値で見ると、指導者なし群

（4.9±2.7）が、指導者あり群（2.6±2.9）

より有意に高かった（ｐ＜0.05）。運動機

能の低下を、該当数の平均値で見ると、指

導者なし群（2.1±1.4）が、指導者あり群

（0.9±1.3）と比べ有意に高かった（ｐ＜

0.05）。
低栄養状態の可能性は、3 群とも 0 名

であった。その他、口腔機能、閉じこもり、

認知機能、うつの可能性については該当

数の平均値も含めて、群間による有意な

差はみられなかった。

５５））運運動動実実践践状状況況群群別別身身体体活活動動ととのの関関連連

外出頻度に関する質問では、ほとんど

毎日出かけると回答した者は、指導者あ

り群が 12 名（66.7％）、指導者なし群が 12
名（35.3％）、運動なし群が 2 名（33.3％）

だった。週に 1 日程度が指導者なし群 1

表４ 運動実践状況群別 介護予防のための基本チェックリストとの関連

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
1 バスや電車で、一人で外出していない 1 (5.6) 3 (8.8) 0 (0.0) 4 (6.9) 0.708 n.s.
2 日用品の買い物をしていない 0 (0.0) 3 (8.8) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.327 n.s.
3 預貯金の出し入れをしていない 1 (5.6) 2 (5.9) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.832 n.s.
4 友人の家を訪ねていない 6 (33.3) 14 (41.2) 1 (16.7) 21 (36.2) 0.492 n.s.
5 家族や友人の相談にのっていない 0 (0.0) 8 (23.5) 2 (33.3) 10 (17.2) 0.056 n.s.
6 階段を手すりや壁をつたわって昇っている 6 (33.3) 23 (67.6) 4 (66.7) 33 (56.9) 0.038 *
7 椅子に座った状態から何かにつかまって立ち上がる 1 (5.6) 6 (17.6) 0 (0.0) 7 (12.1) 0.307 n.s.
8 15分以上続けて歩いていない 1 (5.6) 4 (11.8) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.547 n.s.
9 この１年間に転んだことがある 2 (11.1) 13 (38.2) 3 (50.0) 18 (31.0) 0.075 n.s.

10 転倒に対する不安は大きい 6 (33.3) 25 (73.5) 5 (83.3) 36 (62.1) 0.009 *
11 ６か月間で２ｋｇから３ｋｇ以上の体重減少あり 18 (100.0) 29 (85.3) 5 (83.3) 52 (89.7) 0.220 n.s.
12 ＢＭＩが18.5未満 1 (5.6) 4 (11.8) 1 (16.7) 6 (10.3) 0.678 n.s.
13 半年前に比べて固いものが食べにくくなった 3 (16.7) 7 (20.6) 1 (16.7) 11 (19.0) 0.912 n.s.
14 お茶や汁物等でむせることがある 6 (33.3) 14 (41.2) 2 (33.3) 22 (37.9) 0.832 n.s.
15 口の渇きが気になる 5 (27.8) 12 (35.3) 4 (66.7) 21 (36.2) 0.226 n.s.
16 週に１回以上、外出していない 1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.
17 去年と比べて外出の回数が減っている 4 (22.2) 7 (20.6) 0 (0.0) 11 (19.0) 0.447 n.s.

18
周りの人から、「いつも同じことを聞く」などの
物忘れがあるといわれる

0 (0.0) 4 (11.8) 3 (50.0) 7 (12.1) 0.005 *

19 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをし
ない

1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.

20 今日が何月何日かわからない時がある 2 (11.1) 11 (32.4) 1 (16.7) 14 (24.1) 0.212 n.s.
21 ここ２週間、毎日の生活に充実感がない 2 (11.1) 6 (17.6) 1 (16.7) 9 (15.5) 0.823 n.s.

22 ここ２週間、これまで楽しんでやれていたことが
楽しめなくなった

2 (11.1) 3 (8.8) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.701 n.s.

23
ここ２週間、以前は楽にできていたことがおっく
うに感じられる

3 (16.7) 11 (32.4) 1 (16.7) 15 (25.9) 0.405 n.s.

24 ここ２週間、自分が役に立つ人間だと思えない 2 (11.1) 13 (38.2) 2 (33.3) 17 (29.3) 0.121 n.s.
25 ここ２週間、わけもなく疲れたような感じがする 6 (33.3) 7 (20.6) 2 (33.3) 15 (25.9) 0.551 n.s.

合計8点未満 17 (94.4) 23 (67.6) 4 (66.7) 44 (75.9)
合計8点以上（フレイルの可能性） 1 (5.6) 10 (29.4) 1 (16.7) 12 (20.7)

0.017 * 運動あり・指導者あり群―
運動あり・指導者なし群

0.009 * 運動あり・指導者あり群―
運動あり・指導者なし群

1)χ²検定 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

2)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

3）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

2.6±2.9 4.9±2.7 4.6±1.4

0.9±1.3 2.1±1.4 2.0±0.6

フレイル判定
（全項目回答者）

生活機能全般に支障の可能性・該当数平均2)

運動機能の低下の可能性・該当数平均2)

0.120 n.s.

認
知
症

う
つ

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

生
活
機
能

運
動
機
能

栄
養
口
腔
機
能

閉
じ
こ

も
り

多重比較3）
計

n＝ 58 ｐ値 有意差1)指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34
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指導者がいない者は 34 名（58.6％）（以

下、指導者なし群）だった。「あまり運動

していない」「ほとんど運動していない」

と回答した者は、6 名（10.3％）（以下、

運動なし群）だった。

２２））運運動動実実践践状状況況群群別別参参加加ののききっっかかけけ

社会的な活動（自治会、町内会、ボラン

ティア、趣味やスポーツの会等）を始めた

きっかけで多かったのは、指導者あり群

で自治会・町内会からの誘い 9名（64.3％）

だった。指導者なし群は自治会・町内会か

らの誘い 8名（29.6％）、友人仲間の誘い、

個人の意思が同数の 5 名（18.5％）だっ

た。

３３））運運動動実実践践状状況況群群別別 QQooLL ととのの関関連連

日常生活に「満足している」、「まあまあ

満足している」と回答した者が指導者あ

り群 17 名（94.5％）、指導者なし群 30 名

（88.2％）、運動なし群が 5 名（83.3％）

であった。

経済状態に「満足している」「まあまあ

満足している」と回答した者は、指導者あ

り群 12 名（66.7％）、指導者なし群 21 名

（61.8％）、運動なし群が 3 名（50.0％）

だった。

食の QoL で、食生活の満足度は、「とて

も満足」「まあまあ満足」と回答した者が、

指導者あり群 16 名（88.9％）、指導者な

し群 33 名（97.0％）、運動なし群が 6 名

（100％）だった。

食事が「とてもおいしい」「まあまあお

いしい」と回答した者は、指導者あり群 17
名（94.5％）、指導者なし群 34 名（100％）、

運動なし群が 6 名（100％）だった。

食事が「とても楽しい」「まあまあ楽し

い」が、指導者あり群 17 名（94.4％）、指

導者なし群 30 名（88.3％）、運動なし群

が 6 名（100％）だった。「とても待ち遠

しい」「まあまあ待ち遠しい」と回答した

者が、指導者あり群 13 名（72.2％）、指導

者なし群 23 名（67.6％）、運動なし群が 5
名（83.3％）だった。

以上をまとめた食の QoL 得点は、15 点

満点のうち、指導者あり群 10.1±1.6 点、

指導者なし群 9.9±1.4 点、運動なし群

10.2±1.2 点であり、群間に有意な差はな

かった。

４４））運運動動実実践践状状況況群群別別介介護護予予防防ののたためめのの

基基本本チチェェッッククリリスストトととのの関関連連((表表 44))
運動機能に関する「階段を手すりや壁

をつたわって昇っている」と回答した者

は、指導者あり群 6 名（33.3％）、指導者

なし群 23 名（67.6％）、運動なし群 4 名

（66.7％）と、3 群間に有意な差がみられ

た（ｐ＜0.05）。また「転倒に対する不安

は大きい」と回答した者は、指導者あり群

6 名（33.3％）、指導者なし群 25 名

（73.5％）、運動なし群 5 名（83.3％）と、

3 群間に有意な差がみられた（ｐ＜0.05）。
認知症の項目では、「周りの人から、『いつ

も同じことを聞く』などの物忘れがある

といわれる」と回答した者が、指導者あり

群は 0 名で、指導者なし群は 4 名（11.8％）、

運動なし群では 3 名（50.0％）で 3 群間

に有意な差がみられた（ｐ＜0.05）。フレ

イルの可能性 8 点以上の者は、指導者あ

り群が 1 名（5.6％）、なし群が 10 名

（29.4％）、運動なし群が 1 名（16.7％）で

あり、群間に有意な差はみられなかった。

生活機能全般に支障のある可能性を、

該当数の平均値で見ると、指導者なし群

（4.9±2.7）が、指導者あり群（2.6±2.9）

より有意に高かった（ｐ＜0.05）。運動機

能の低下を、該当数の平均値で見ると、指

導者なし群（2.1±1.4）が、指導者あり群

（0.9±1.3）と比べ有意に高かった（ｐ＜

0.05）。 
低栄養状態の可能性は、3 群とも 0 名

であった。その他、口腔機能、閉じこもり、

認知機能、うつの可能性については該当

数の平均値も含めて、群間による有意な

差はみられなかった。

５５））運運動動実実践践状状況況群群別別身身体体活活動動ととのの関関連連

外出頻度に関する質問では、ほとんど

毎日出かけると回答した者は、指導者あ

り群が 12 名（66.7％）、指導者なし群が 12
名（35.3％）、運動なし群が 2 名（33.3％）

だった。週に 1 日程度が指導者なし群 1

表４ 運動実践状況群別 介護予防のための基本チェックリストとの関連

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
1 バスや電車で、一人で外出していない 1 (5.6) 3 (8.8) 0 (0.0) 4 (6.9) 0.708 n.s.
2 日用品の買い物をしていない 0 (0.0) 3 (8.8) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.327 n.s.
3 預貯金の出し入れをしていない 1 (5.6) 2 (5.9) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.832 n.s.
4 友人の家を訪ねていない 6 (33.3) 14 (41.2) 1 (16.7) 21 (36.2) 0.492 n.s.
5 家族や友人の相談にのっていない 0 (0.0) 8 (23.5) 2 (33.3) 10 (17.2) 0.056 n.s.
6 階段を手すりや壁をつたわって昇っている 6 (33.3) 23 (67.6) 4 (66.7) 33 (56.9) 0.038 *
7 椅子に座った状態から何かにつかまって立ち上がる 1 (5.6) 6 (17.6) 0 (0.0) 7 (12.1) 0.307 n.s.
8 15分以上続けて歩いていない 1 (5.6) 4 (11.8) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.547 n.s.
9 この１年間に転んだことがある 2 (11.1) 13 (38.2) 3 (50.0) 18 (31.0) 0.075 n.s.

10 転倒に対する不安は大きい 6 (33.3) 25 (73.5) 5 (83.3) 36 (62.1) 0.009 *
11 ６か月間で２ｋｇから３ｋｇ以上の体重減少あり 18 (100.0) 29 (85.3) 5 (83.3) 52 (89.7) 0.220 n.s.
12 ＢＭＩが18.5未満 1 (5.6) 4 (11.8) 1 (16.7) 6 (10.3) 0.678 n.s.
13 半年前に比べて固いものが食べにくくなった 3 (16.7) 7 (20.6) 1 (16.7) 11 (19.0) 0.912 n.s.
14 お茶や汁物等でむせることがある 6 (33.3) 14 (41.2) 2 (33.3) 22 (37.9) 0.832 n.s.
15 口の渇きが気になる 5 (27.8) 12 (35.3) 4 (66.7) 21 (36.2) 0.226 n.s.
16 週に１回以上、外出していない 1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.
17 去年と比べて外出の回数が減っている 4 (22.2) 7 (20.6) 0 (0.0) 11 (19.0) 0.447 n.s.

18
周りの人から、「いつも同じことを聞く」などの
物忘れがあるといわれる

0 (0.0) 4 (11.8) 3 (50.0) 7 (12.1) 0.005 *

19 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをし
ない

1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.

20 今日が何月何日かわからない時がある 2 (11.1) 11 (32.4) 1 (16.7) 14 (24.1) 0.212 n.s.
21 ここ２週間、毎日の生活に充実感がない 2 (11.1) 6 (17.6) 1 (16.7) 9 (15.5) 0.823 n.s.

22 ここ２週間、これまで楽しんでやれていたことが
楽しめなくなった

2 (11.1) 3 (8.8) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.701 n.s.

23
ここ２週間、以前は楽にできていたことがおっく
うに感じられる

3 (16.7) 11 (32.4) 1 (16.7) 15 (25.9) 0.405 n.s.

24 ここ２週間、自分が役に立つ人間だと思えない 2 (11.1) 13 (38.2) 2 (33.3) 17 (29.3) 0.121 n.s.
25 ここ２週間、わけもなく疲れたような感じがする 6 (33.3) 7 (20.6) 2 (33.3) 15 (25.9) 0.551 n.s.

合計8点未満 17 (94.4) 23 (67.6) 4 (66.7) 44 (75.9)
合計8点以上（フレイルの可能性） 1 (5.6) 10 (29.4) 1 (16.7) 12 (20.7)

0.017 * 運動あり・指導者あり群―
運動あり・指導者なし群

0.009 * 運動あり・指導者あり群―
運動あり・指導者なし群

1)χ²検定 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

2)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

3）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

2.6±2.9 4.9±2.7 4.6±1.4

0.9±1.3 2.1±1.4 2.0±0.6

フレイル判定
（全項目回答者）

生活機能全般に支障の可能性・該当数平均2)

運動機能の低下の可能性・該当数平均2)

0.120 n.s.
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計
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名のみ、月に 2～3 日以下と答えた者は 3
群ともに 0 名だった。 
一週間あたりの運動時間は、指導者あ

り群で 157.4±134.7 分、指導者なし群で

156.1±201.8 分であり、群間に有意な差

はなかった。

運動に期待する効果は、「要介護となら

ないため、または悪化させないため」と答

えた者が、3 群ともに最も高かった。次に

「生活習慣病予防や肥満の予防・改善」、

3 番目は「スタイルの維持・改善」、4 番

目が「ストレス解消」だった。その他の効

果として、自由記述では「足の痛みの解消」

「笑顔がでる」「体調がいい」「運動不足解

消」「健康維持のため」「気分転換」など、

とくに指導者あり群では体験に基づく肯

定的な記述が多かった。「期待していない」

と回答した者は各群共に1名のみだった。 

６６））運運動動実実践践状状況況群群別別社社会会参参加加ととのの関関連連

((表表 55))  
ソーシャルサポートネットワーク得点

は、指導者あり群で 18.9±4.7 点、指導者

なし群で 15.5±5.8 点、運動なし群では、

14.3±8.1 点であった。月に 1 回、会った

り話したりする友人の数は、9 人以上と回

答した者は指導者あり群が 9 名（50％）、

指導者なし群が 5 名（14.7％）みられ、運

動なし群は 0 名で有意に異なった（ｐ＜

0.05）。 
過去（30 歳台～50 歳台）に参加してい

たグループ活動、将来参加したいグルー

プ活動についての設問では、群間に有意

な差はなかった。

現在参加しているグループは自治会町

内会に参加している者が、指導者あり群

16 名（88.9％）、指導者なし群が 21 名

表５ 運動実践状況群別 社会参加との関連

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
９人以上 9 (50.0) 5 (14.7) 0 (0.0) 14 (24.1)
５〜８人 4 (22.2) 7 (20.6) 3 (50.0) 14 (24.1)
4人 4 (22.2) 5 (14.7) 0 (0.0) 9 (15.5)
3人 0 (0.0) 16 (47.1) 0 (0.0) 16 (27.6)
2人 1 (5.6) 0 (0.0) 1 (16.7) 2 (3.4)
いない 0 (0.0) 1 (2.9) 2 (33.3) 3 (5.2)

0.090 n.s.
自治会や町内会 参加している 16 (88.9) 21 (61.8) 2 (33.3) 39 (67.2) 0.024 *
ボランティア・ＮＰＯ 参加している 7 (38.9) 9 (26.5) 0 (0.0) 16 (27.6) 0.177 n.s.
趣味の会やスポーツの集まり 参加している 14 (77.8) 20 (58.8) 2 (33.3) 36 (62.1) 0.126 n.s.
宗教団体（檀家や氏子を含む） 参加している 3 (16.7) 2 (5.9) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.306 n.s.
同じ学校出⾝者の会やグループ 参加している 4 (22.2) 7 (20.6) 2 (33.3) 13 (22.4) 0.788 n.s.
政治団体 参加している 1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.
その他に参加 参加している 2 (11.1) 1 (2.9) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.374 n.s.

1) 0.003 * 運動あり・指導者あり群ー運動あり・指導者なし群
運動あり・指導者あり群ー運動なし群

1)χ²検定 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant  

2)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05

3）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

多重比較3)指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

計
n＝ 58

ｐ値 有意差
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月に１回会ったり話をしたりす
る友人の人数1) <0.001 *

ソーシャルサポートネットワーク得点2) 18.9±4.7 15.5±5.8 14.3±8.1 16.5±5.9

（33.3％）、運動なし群が 2 名（33.3％）

で、有意な差があった。参加グループ数の

平均値で比較すると、指導者あり群 2.6±
1.0 が、指導者なし群 1.8±1.1、運動なし

群 1.0±0.6 と比べ、有意に多かった（ｐ

＜0.05）。
７７））運運動動実実践践状状況況群群別別食食生生活活ととのの関関連連

（（１１））食食行行動動

朝食、夕食の喫食頻度は対象者全員

（100%）が「ほとんど毎日食べる」と回

答していた。昼食喫食頻度において、「ほ

とんど毎日食べる」と回答した者は、

88.9％～100％だった。朝食、昼食、夕食

ともに群間に有意な差はみられなかった。

「外食の利用」「誰かと一緒に食べるこ

とはあるか」について、群間に有意な差は

なかった。「主食、主菜、副菜のうち、3 つ

を組み合わせて食べることが１日に 2 回

以上あるのは週に何日か」の問いには「ほ

とんど毎日」と回答した者は指導者あり

群で 14 名（77.8％）、指導者なし群 20 名

（58.8％）、運動なし群 4 名（66.7％）だっ

た。「ほとんどない」と回答した者は指導

者あり群、運動なし群で 0 名、指導者な

し群 1 名のみ（2.9％）であり、群間に有

意な差はなかった。

（（２２））栄栄養養素素等等摂摂取取量量（（表表 66））
3 群ともに平成 30 年国民健康・栄養調

査結果 25)と比較してみると、エネルギー、

たんぱく質、脂質、カルシウム、鉄、ビタ

ミン D、ビタミン C、総食物繊維におい

て、平均摂取量が多い傾向であった。

（（３３））食食品品群群別別摂摂取取量量（（表表 77））
主菜の主材料にあたる肉類、魚介類、卵

表６ 運動実践状況群別 栄養素等摂取状況との関連

エネルギー (kcal) 2,084 ± 543 1,916 ± 554 2,771 ± 969 2061 ± 646 0.009 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

たんぱく質 (g) 90.4 ± 27.7 82.3 ± 29.5 135.6 ± 58.7 90.6 ± 36.1 0.003 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

脂質 (g) 72.6 ± 21.6 63.2 ± 22.8 98.9 ± 40.4 70.0 ± 26.5 0.007 * 指導者あり群-運動なし群

炭水化物 (g) 256.5 ± 73.1 233.7 ± 77.9 320.8 ± 104.0 250.0 ± 82.3 0.052 n.s.
カルシウム (mg) 782 ± 287 758 ± 261 1076 ± 367 800 ± 292 0.045 * 指導者なし群-運動なし群

鉄 (mg) 11.3 ± 3.2 9.9 ± 3.6 14.9 ± 5.2 10.9 ± 3.9 0.013 * 指導者なし群-運動なし群

レチノール当量 (μgRAE) 1,261 ± 1,107 1,011 ± 604 1,198 ± 290 1111 ± 779 0.537 n.s.
ビタミンB１ (mg) 1.04 ± 0.28 0.92 ± 0.33 1.46 ± 0.50 1.02 ± 0.37 0.003 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
ビタミンB2 (mg) 1.84 ± 0.54 1.69 ± 0.53 2.42 ± 0.65 1.81 ± 0.58 0.015 * 指導者なし群-運動なし群

ビタミンC (mg) 167 ± 59 150 ± 79 198 ± 66 161 ± 72 0.298 n.s.
食物繊維総量 (g) 17.4 ± 3.7 15.1 ± 6.5 22.7 ± 7.4 16.7 ± 6.2 0.017 * 指導者なし群-運動なし群

食塩相当量 (g) 13.6 ± 4.1 11.8 ± 4.2 19.1 ± 10.1 13.1 ± 5.4 0.007 * 指導者なし群-運動なし群

食物繊維総量 (g/1,000 kcal) 8.6 ± 1.8 7.9 ± 2.6 8.4 ± 2.2 8.2 ± 2.3 0.583 n.s.
食塩相当量 (g/1,000 kcal) 6.6 ± 1.3 6.2 ± 1.4 6.7 ± 2.0 6.4 ± 1.4 0.595 n.s.
P比 (%) 17.5 ± 3.6 17.3 ± 3.4 19.3 ± 3.9 17.5 ± 3.5 0.419 n.s.
F比 (%) 31.4 ± 4.4 29.9 ± 6.8 31.7 ± 4.1 30.6 ± 5.9 0.595 n.s.
C比 (%) 49.5 ± 6.2 48.6 ± 9.5 56.0 ± 21.9 56.0 ± 21.9 0.297 n.s.
1)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

2）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

多重比較2)
運動実践状況あり 運動実践状況

なし群
n= 6

指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

計
n＝ 58

ｐ値 有意差1)
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名のみ、月に 2～3 日以下と答えた者は 3
群ともに 0 名だった。

一週間あたりの運動時間は、指導者あ

り群で 157.4±134.7 分、指導者なし群で

156.1±201.8 分であり、群間に有意な差

はなかった。

運動に期待する効果は、「要介護となら

ないため、または悪化させないため」と答

えた者が、3 群ともに最も高かった。次に

「生活習慣病予防や肥満の予防・改善」、

3 番目は「スタイルの維持・改善」、4 番

目が「ストレス解消」だった。その他の効

果として、自由記述では「足の痛みの解消」

「笑顔がでる」「体調がいい」「運動不足解

消」「健康維持のため」「気分転換」など、

とくに指導者あり群では体験に基づく肯

定的な記述が多かった。「期待していない」

と回答した者は各群共に1名のみだった。

６６））運運動動実実践践状状況況群群別別社社会会参参加加ととのの関関連連

((表表 55))
ソーシャルサポートネットワーク得点

は、指導者あり群で 18.9±4.7 点、指導者

なし群で 15.5±5.8 点、運動なし群では、

14.3±8.1 点であった。月に 1 回、会った

り話したりする友人の数は、9 人以上と回

答した者は指導者あり群が 9 名（50％）、

指導者なし群が 5 名（14.7％）みられ、運

動なし群は 0 名で有意に異なった（ｐ＜

0.05）。
過去（30 歳台～50 歳台）に参加してい

たグループ活動、将来参加したいグルー

プ活動についての設問では、群間に有意

な差はなかった。

現在参加しているグループは自治会町

内会に参加している者が、指導者あり群

16 名（88.9％）、指導者なし群が 21 名

表５ 運動実践状況群別 社会参加との関連

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
９人以上 9 (50.0) 5 (14.7) 0 (0.0) 14 (24.1)
５〜８人 4 (22.2) 7 (20.6) 3 (50.0) 14 (24.1)
4人 4 (22.2) 5 (14.7) 0 (0.0) 9 (15.5)
3人 0 (0.0) 16 (47.1) 0 (0.0) 16 (27.6)
2人 1 (5.6) 0 (0.0) 1 (16.7) 2 (3.4)
いない 0 (0.0) 1 (2.9) 2 (33.3) 3 (5.2)

0.090 n.s.
自治会や町内会 参加している 16 (88.9) 21 (61.8) 2 (33.3) 39 (67.2) 0.024 *
ボランティア・ＮＰＯ 参加している 7 (38.9) 9 (26.5) 0 (0.0) 16 (27.6) 0.177 n.s.
趣味の会やスポーツの集まり 参加している 14 (77.8) 20 (58.8) 2 (33.3) 36 (62.1) 0.126 n.s.
宗教団体（檀家や氏子を含む） 参加している 3 (16.7) 2 (5.9) 0 (0.0) 5 (8.6) 0.306 n.s.
同じ学校出⾝者の会やグループ 参加している 4 (22.2) 7 (20.6) 2 (33.3) 13 (22.4) 0.788 n.s.
政治団体 参加している 1 (5.6) 1 (2.9) 0 (0.0) 2 (3.4) 0.786 n.s.
その他に参加 参加している 2 (11.1) 1 (2.9) 0 (0.0) 3 (5.2) 0.374 n.s.

1) 0.003 * 運動あり・指導者あり群ー運動あり・指導者なし群
運動あり・指導者あり群ー運動なし群

1)χ²検定 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

2)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05

3）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

多重比較3)指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

計
n＝ 58

ｐ値 有意差

現在参加しているグループの数2) 2.6±1.0 1.8±1.1 1.0±0.6 2.0±1.1

現
在
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加
し
て
い
る

グ
ル
ー
プ

ソ
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ポ
ー
ト

ネ
ッ
ト
ワ
ー
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月に１回会ったり話をしたりす
る友人の人数1) <0.001 *

ソーシャルサポートネットワーク得点2) 18.9±4.7 15.5±5.8 14.3±8.1 16.5±5.9

（33.3％）、運動なし群が 2 名（33.3％）

で、有意な差があった。参加グループ数の

平均値で比較すると、指導者あり群 2.6±
1.0 が、指導者なし群 1.8±1.1、運動なし

群 1.0±0.6 と比べ、有意に多かった（ｐ

＜0.05）。 
７７））運運動動実実践践状状況況群群別別食食生生活活ととのの関関連連

（（１１））食食行行動動

朝食、夕食の喫食頻度は対象者全員

（100%）が「ほとんど毎日食べる」と回

答していた。昼食喫食頻度において、「ほ

とんど毎日食べる」と回答した者は、

88.9％～100％だった。朝食、昼食、夕食

ともに群間に有意な差はみられなかった。 
「外食の利用」「誰かと一緒に食べるこ

とはあるか」について、群間に有意な差は

なかった。「主食、主菜、副菜のうち、3 つ

を組み合わせて食べることが１日に 2 回

以上あるのは週に何日か」の問いには「ほ

とんど毎日」と回答した者は指導者あり

群で 14 名（77.8％）、指導者なし群 20 名

（58.8％）、運動なし群 4 名（66.7％）だっ

た。「ほとんどない」と回答した者は指導

者あり群、運動なし群で 0 名、指導者な

し群 1 名のみ（2.9％）であり、群間に有

意な差はなかった。

（（２２））栄栄養養素素等等摂摂取取量量（（表表 66））
3 群ともに平成 30 年国民健康・栄養調

査結果 25)と比較してみると、エネルギー、

たんぱく質、脂質、カルシウム、鉄、ビタ

ミン D、ビタミン C、総食物繊維におい

て、平均摂取量が多い傾向であった。

（（３３））食食品品群群別別摂摂取取量量（（表表 77））
主菜の主材料にあたる肉類、魚介類、卵

表６ 運動実践状況群別 栄養素等摂取状況との関連

エネルギー (kcal) 2,084 ± 543 1,916 ± 554 2,771 ± 969 2061 ± 646 0.009 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

たんぱく質 (g) 90.4 ± 27.7 82.3 ± 29.5 135.6 ± 58.7 90.6 ± 36.1 0.003 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

脂質 (g) 72.6 ± 21.6 63.2 ± 22.8 98.9 ± 40.4 70.0 ± 26.5 0.007 * 指導者あり群-運動なし群

炭水化物 (g) 256.5 ± 73.1 233.7 ± 77.9 320.8 ± 104.0 250.0 ± 82.3 0.052 n.s.
カルシウム (mg) 782 ± 287 758 ± 261 1076 ± 367 800 ± 292 0.045 * 指導者なし群-運動なし群

鉄 (mg) 11.3 ± 3.2 9.9 ± 3.6 14.9 ± 5.2 10.9 ± 3.9 0.013 * 指導者なし群-運動なし群

レチノール当量 (μgRAE) 1,261 ± 1,107 1,011 ± 604 1,198 ± 290 1111 ± 779 0.537 n.s.
ビタミンB１ (mg) 1.04 ± 0.28 0.92 ± 0.33 1.46 ± 0.50 1.02 ± 0.37 0.003 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
ビタミンB2 (mg) 1.84 ± 0.54 1.69 ± 0.53 2.42 ± 0.65 1.81 ± 0.58 0.015 * 指導者なし群-運動なし群

ビタミンC (mg) 167 ± 59 150 ± 79 198 ± 66 161 ± 72 0.298 n.s.
食物繊維総量 (g) 17.4 ± 3.7 15.1 ± 6.5 22.7 ± 7.4 16.7 ± 6.2 0.017 * 指導者なし群-運動なし群

食塩相当量 (g) 13.6 ± 4.1 11.8 ± 4.2 19.1 ± 10.1 13.1 ± 5.4 0.007 * 指導者なし群-運動なし群

食物繊維総量 (g/1,000 kcal) 8.6 ± 1.8 7.9 ± 2.6 8.4 ± 2.2 8.2 ± 2.3 0.583 n.s.
食塩相当量 (g/1,000 kcal) 6.6 ± 1.3 6.2 ± 1.4 6.7 ± 2.0 6.4 ± 1.4 0.595 n.s.
P比 (%) 17.5 ± 3.6 17.3 ± 3.4 19.3 ± 3.9 17.5 ± 3.5 0.419 n.s.
F比 (%) 31.4 ± 4.4 29.9 ± 6.8 31.7 ± 4.1 30.6 ± 5.9 0.595 n.s.
C比 (%) 49.5 ± 6.2 48.6 ± 9.5 56.0 ± 21.9 56.0 ± 21.9 0.297 n.s.
1)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05  n.s.:not significant

2）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

多重比較2)
運動実践状況あり 運動実践状況

なし群
n= 6

指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

計
n＝ 58

ｐ値 有意差1)
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類、豆類の合計摂取量において、全国平均

値より上回っていた。野菜の摂取量は、指

導者あり群で 425±130ｇ、指導者なし群

で 355±189ｇ、運動なし群は 531±171
ｇで、3 群ともに全国平均 274ｇ、国の目

標である１日 350ｇ以上よりも多く食べ

ていた。

４．考察 

本研究の対象者は運動実践していると

回答した者が 9 割だった。スポーツ庁で

は、成人のスポーツ実践率を週１回以上

が 65％程度となることを目指しているこ

とから 26)、運動を実践している者が多い

集団であると考えられた。

ボランティアやスポーツの会など社会

活動への参加のきっかけは、指導者あり

群で、自治会や町内会など地域の身近な

関係者からの直接的な誘いが約 2/3 だっ

た。平成 30 年版高齢社会白書によると、

社会活動に参加した人が「社会的な活動

をしていてよかったこと」の内容として、

最も多い回答が「新しい友人ができた」、

次に「地域に安心して生活するためのつ

ながりができた」であり、半数以上の参加

者が活動を通じて「人とのつながり」を挙

げていた。また、「充実感が得られた」や

「健康維持や身だしなみにより留意する

ようになった」という回答も 3 割を超え

ており、心身ともに前向きな変化がみら

れている 1)。本結果からも、地域のネット

ワークが高齢者にとって望ましい活動参

加への有効な要件の一つとして、今後も

表７ 運動実践状況群別 食品群別摂取量との関連

穀類 (g) 425.5 ± 50.7 415.9 ± 68.9 453.2 ± 174.1 423.0 ± 79.7 0.576 n.s.
いも類 (g) 64.5 ± 10.0 64.3 ± 12.0 71.8 ± 36.7 65.2 ± 15.5 0.543 n.s.
砂糖・甘味料類 (g) 8.1 ± 1.5 8.2 ± 1.4 6.9 ± 3.1 8.0 ± 1.7 0.204 n.s.
豆類 (g) 68.2 ± 4.9 67.6 ± 11.4 100.9 ± 47.6 71.3 ± 19.8 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
野菜類 (g) 424.5 ± 130.0 355.4 ± 189.3 531.0 ± 170.6 396.4 ± 176.8 0.057 n.s.
緑⻩⾊野菜 (g) 108.5 ± 6.1 105.7 ± 10.3 149.0 ± 62.8 111.3 ± 24.6 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群

その他の野菜 (g) 201.2 ± 24.6 194.4 ± 24.7 235.0 ± 51.1 200.9 ± 30.3 0.009 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

果実類 (g) 157.9 ± 11.2 152.2 ± 11.5 222.2 ± 104.0 161.5 ± 39.4 0.000 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

魚介類 (g) 93.5 ± 14.8 91.5 ± 22.2 192.8 ± 187.8 103.0 ± 67.4 0.002 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

肉類 (g) 44.7 ± 14.4 42.3 ± 15.5 77.7 ± 62.2 46.9 ± 25.8 0.006 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

卵類 (g) 31.5 ± 1.5 31.0 ± 4.9 46.5 ± 22.6 32.8 ± 9.1 0.000 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

乳類 (g) 108.2 ± 6.6 112.6 ± 49.7 187.4 ± 125.0 118.5 ± 56.4 0.012 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

油脂類 (g) 7.0 ± 3.3 6.2 ± 1.9 14.0 ± 14.8 7.3 ± 5.6 0.004 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

菓子類 (g) 25.0 ± 8.3 21.8 ± 2.6 38.5 ± 51.9 24.6 ± 17.2 0.091 n.s.
嗜好飲料類 (g) 555.8 ± 92.6 558.2 ± 129.8 628.2 ± 151.2 564.9 ± 121.4 0.407 n.s.
調味料・香辛料類 (g) 93.1 ± 43.3 85.0 ± 26.7 326.5 ± 435.9 113.5 ± 154.3 0.001 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
アルコール (g) 4.3 ± 10.6 10.3 ± 21.5 4.9 ± 10.1 7.8 ± 17.7 0.478 n.s.
たんぱく質源の総量 (g) 237.9 ± 31.0 232.4 ± 45.0 417.9 ± 304.8 254.0 ± 114.8 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
1)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05 n.s.:not significant

2）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

多重比較2)指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

計
n＝ 58

ｐ値 有意差1)

重要な役割があると考えられた。

なお、活動に参加していない者に理由

を問う設問では、「体力的に難しい」「活動

する意思がない」などと回答しており、

「活動に関する情報がないから」と回答

した者は１名もいなかったことから、地

域活動の情報はあっても何らかの障壁が

生じていると考えられた。この障壁につ

いては、運動、身体活動に対して「上手に

出来ないのでいやだ」という思いがある

こともいわれているため 27)、指導者の前

で運動をすることに気持ちが向きにくい

と考えられる。以上より、運動をしていな

い者に、初めから指導者のいる体操教室

を勧めることは負担感が大きいと考えら

れた。そのため、地域活動に参加していな

い高齢者には、サロンなどの集いの場に

行くことから勧めることが身体活動を増

やす第一歩となることが考えられた。本

研究の対象である百歳体操のみの運動実

践者 15 人は、サロンの参加者が同じ会場

で開始された百歳体操をきっかけに運動

の機会を得られた好事例といえる。 

QoL の設問では、日常生活について 3
群ともに肯定的な回答が多かった。平成

26 年度国民生活に関する世論調査では同

じ問いの回答が 70.3％だったことから 28)、

日常生活の満足度は少し高い集団といえ

る。

平成 28 年度高齢者の経済・生活環境に

関する調査 29)では、経済状態に「心配な

い」または「それほど心配していない」と

答えた者が 64.6％だったことから、高齢

者の経済状況を国の調査と比較すると、

指導者あり群、指導者なし群は同様の結

果であった。

食の QoL は 3 群ともに肯定的な回答が

多かった。

基本チェックリストの判定では、フレ

イルの可能性がある者は、指導者なし群

が指導者あり群より多かった。「運動をし

ている」と回答していても、指導者の有無

により運動機能等に違いがあったことか

ら、運動機能向上等の効果については、指

導者の関わりがフレイル防止に関与する

可能性が考えられた。

身体活動では、外出頻度について、年齢

平均が本研究とほぼ同様である 74.8±
6.9 歳の東京近郊ニュータウンの高齢者

調査データ 30)と比較すると、毎日一回以

上外出する高齢者は 61.3％であり、指導

者あり群は高い傾向（66.7％）、指導者な

し群（35.3％）、運動なし群（33.3％）は

低い傾向にあった。外出頻度が低下して

いる高齢者は、身体・心理・社会的側面の

健康水準が低いことがいわれている 30)。

指導者なし群、運動なし群は、ほとんど毎

日でかけると回答した者が指導者あり群

の約半数だったことから、外出の機会を

増やすことも必要であると考えられた。

運動時間について、総務省によると「1
年間にスポーツを行ったことがある」と

答えた高齢者 5~6 割の、平均運動実践時

間は 13 分/週だった 31)。運動時間を指導

者あり群、指導者なし群ともに１週間の

平均にすると、1 日あたり 22 分運動をし

ていることになる。厚生労働省のアクテ

ィブガイド－健康づくりのための身体活

動指針－32)では、国民にプラス 10 分の身

体活動、65 歳以上の高齢者には 1 日に運

動強度を問わず 40 分は活動することを

勧めている。指導者あり群、指導者なし群
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類、豆類の合計摂取量において、全国平均

値より上回っていた。野菜の摂取量は、指

導者あり群で 425±130ｇ、指導者なし群

で 355±189ｇ、運動なし群は 531±171
ｇで、3 群ともに全国平均 274ｇ、国の目

標である１日 350ｇ以上よりも多く食べ

ていた。

４．考察

本研究の対象者は運動実践していると

回答した者が 9 割だった。スポーツ庁で

は、成人のスポーツ実践率を週１回以上

が 65％程度となることを目指しているこ

とから 26)、運動を実践している者が多い

集団であると考えられた。

ボランティアやスポーツの会など社会

活動への参加のきっかけは、指導者あり

群で、自治会や町内会など地域の身近な

関係者からの直接的な誘いが約 2/3 だっ

た。平成 30 年版高齢社会白書によると、

社会活動に参加した人が「社会的な活動

をしていてよかったこと」の内容として、

最も多い回答が「新しい友人ができた」、

次に「地域に安心して生活するためのつ

ながりができた」であり、半数以上の参加

者が活動を通じて「人とのつながり」を挙

げていた。また、「充実感が得られた」や

「健康維持や身だしなみにより留意する

ようになった」という回答も 3 割を超え

ており、心身ともに前向きな変化がみら

れている 1)。本結果からも、地域のネット

ワークが高齢者にとって望ましい活動参

加への有効な要件の一つとして、今後も

表７ 運動実践状況群別 食品群別摂取量との関連

穀類 (g) 425.5 ± 50.7 415.9 ± 68.9 453.2 ± 174.1 423.0 ± 79.7 0.576 n.s.
いも類 (g) 64.5 ± 10.0 64.3 ± 12.0 71.8 ± 36.7 65.2 ± 15.5 0.543 n.s.
砂糖・甘味料類 (g) 8.1 ± 1.5 8.2 ± 1.4 6.9 ± 3.1 8.0 ± 1.7 0.204 n.s.
豆類 (g) 68.2 ± 4.9 67.6 ± 11.4 100.9 ± 47.6 71.3 ± 19.8 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
野菜類 (g) 424.5 ± 130.0 355.4 ± 189.3 531.0 ± 170.6 396.4 ± 176.8 0.057 n.s.
緑⻩⾊野菜 (g) 108.5 ± 6.1 105.7 ± 10.3 149.0 ± 62.8 111.3 ± 24.6 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群

その他の野菜 (g) 201.2 ± 24.6 194.4 ± 24.7 235.0 ± 51.1 200.9 ± 30.3 0.009 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

果実類 (g) 157.9 ± 11.2 152.2 ± 11.5 222.2 ± 104.0 161.5 ± 39.4 0.000 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

魚介類 (g) 93.5 ± 14.8 91.5 ± 22.2 192.8 ± 187.8 103.0 ± 67.4 0.002 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

肉類 (g) 44.7 ± 14.4 42.3 ± 15.5 77.7 ± 62.2 46.9 ± 25.8 0.006 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

卵類 (g) 31.5 ± 1.5 31.0 ± 4.9 46.5 ± 22.6 32.8 ± 9.1 0.000 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

乳類 (g) 108.2 ± 6.6 112.6 ± 49.7 187.4 ± 125.0 118.5 ± 56.4 0.012 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

油脂類 (g) 7.0 ± 3.3 6.2 ± 1.9 14.0 ± 14.8 7.3 ± 5.6 0.004 * 指導者あり群-運動なし群
指導者なし群-運動なし群

菓子類 (g) 25.0 ± 8.3 21.8 ± 2.6 38.5 ± 51.9 24.6 ± 17.2 0.091 n.s.
嗜好飲料類 (g) 555.8 ± 92.6 558.2 ± 129.8 628.2 ± 151.2 564.9 ± 121.4 0.407 n.s.
調味料・香辛料類 (g) 93.1 ± 43.3 85.0 ± 26.7 326.5 ± 435.9 113.5 ± 154.3 0.001 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
アルコール (g) 4.3 ± 10.6 10.3 ± 21.5 4.9 ± 10.1 7.8 ± 17.7 0.478 n.s.
たんぱく質源の総量 (g) 237.9 ± 31.0 232.4 ± 45.0 417.9 ± 304.8 254.0 ± 114.8 0.000 * 指導者あり群-運動なし群

指導者なし群-運動なし群
1)一元配置分散分析 *：ｐ<0.05  n.s.:not significant

2）Tukey HSD の多重比較 p＜0.05

運動実践状況あり 運動実践状況
なし群
n= 6

多重比較2)指導者あり群
n= 18

指導者なし群
n= 34

計
n＝ 58

ｐ値 有意差1)

重要な役割があると考えられた。 

なお、活動に参加していない者に理由

を問う設問では、「体力的に難しい」「活動

する意思がない」などと回答しており、

「活動に関する情報がないから」と回答

した者は１名もいなかったことから、地

域活動の情報はあっても何らかの障壁が

生じていると考えられた。この障壁につ

いては、運動、身体活動に対して「上手に

出来ないのでいやだ」という思いがある

こともいわれているため 27)、指導者の前

で運動をすることに気持ちが向きにくい

と考えられる。以上より、運動をしていな

い者に、初めから指導者のいる体操教室

を勧めることは負担感が大きいと考えら

れた。そのため、地域活動に参加していな

い高齢者には、サロンなどの集いの場に

行くことから勧めることが身体活動を増

やす第一歩となることが考えられた。本

研究の対象である百歳体操のみの運動実

践者 15 人は、サロンの参加者が同じ会場

で開始された百歳体操をきっかけに運動

の機会を得られた好事例といえる。 

QoL の設問では、日常生活について 3
群ともに肯定的な回答が多かった。平成

26 年度国民生活に関する世論調査では同

じ問いの回答が 70.3％だったことから 28)、

日常生活の満足度は少し高い集団といえ

る。

平成 28 年度高齢者の経済・生活環境に

関する調査 29)では、経済状態に「心配な

い」または「それほど心配していない」と

答えた者が 64.6％だったことから、高齢

者の経済状況を国の調査と比較すると、

指導者あり群、指導者なし群は同様の結

果であった。 

食の QoL は 3 群ともに肯定的な回答が

多かった。

基本チェックリストの判定では、フレ

イルの可能性がある者は、指導者なし群

が指導者あり群より多かった。「運動をし

ている」と回答していても、指導者の有無

により運動機能等に違いがあったことか

ら、運動機能向上等の効果については、指

導者の関わりがフレイル防止に関与する

可能性が考えられた。

身体活動では、外出頻度について、年齢

平均が本研究とほぼ同様である 74.8±
6.9 歳の東京近郊ニュータウンの高齢者

調査データ 30)と比較すると、毎日一回以

上外出する高齢者は 61.3％であり、指導

者あり群は高い傾向（66.7％）、指導者な

し群（35.3％）、運動なし群（33.3％）は

低い傾向にあった。外出頻度が低下して

いる高齢者は、身体・心理・社会的側面の

健康水準が低いことがいわれている 30)。

指導者なし群、運動なし群は、ほとんど毎

日でかけると回答した者が指導者あり群

の約半数だったことから、外出の機会を

増やすことも必要であると考えられた。

運動時間について、総務省によると「1
年間にスポーツを行ったことがある」と

答えた高齢者 5~6 割の、平均運動実践時

間は 13 分/週だった 31)。運動時間を指導

者あり群、指導者なし群ともに１週間の

平均にすると、1 日あたり 22 分運動をし

ていることになる。厚生労働省のアクテ

ィブガイド－健康づくりのための身体活

動指針－32)では、国民にプラス 10 分の身

体活動、65 歳以上の高齢者には 1 日に運

動強度を問わず 40 分は活動することを

勧めている。指導者あり群、指導者なし群
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は運動を実施しており、週 4～5 日以上外

出していることから、身体活動状況が良

好な集団であることがわかった。しかし、

指導者なし群は、基本チェックリストで

「手すりを使う」「転倒に対する不安があ

る」と回答している者が多かった。転倒は、

高齢者の不慮の事故による死因別死亡者

数で、平成 30 年には「転倒・転落」が 1
位となっている 33)。転倒で骨折した場合、

高齢者は元の生活に戻りにくく死因につ

ながる重大な怪我である。指導者なし群

で実践している百歳体操は、重錘バンド

という重りをつけることで下肢筋力の向

上にも配慮された内容になっている 5)。高

齢者の下肢筋力の低下は転倒のリスクで

あり、指導者なし群の個人で運動してい

る者の内容、効果は検証の必要があると

考えられた。 
次に、群間で有意な差がみられた項目

は、認知症に関する「物忘れ」である。「物

忘れがあると周りからいわれる」と回答

した者は指導者あり群で 0 名だった。認

知症は、「よく食べ、よく歩き、よくしゃ

べる」ことを健康長寿 12 か条では推奨し

ており、フレイル防止の観点である「食生

活」「身体活動」「社会参加」と同じ意識で

認知症予防ができるといわれている 8)。 
介護予防のための基本チェックリスト

の結果から、運動をしていない者や個人

で行っている者は安全で効果的、認知症

の予防にも効果のあるプログラムで運動

を実践することが必要だと考えられた。 
社会参加のソーシャルサポートネット

ワーク得点は、いずれの群も社会的孤立

の指標である 12 点よりも多かった。また、

指導者のいる体操教室に通う者には友人

が多いことがわかった。 
指導者の有無に関わらず、運動をして

いる者は 30 歳台から 50 歳台までにス

ポーツや趣味の会、自治会や町内会など

へ参加をしている者が多かった。 
 社会参加に関する設問の結果、友人が

多いこと、過去、現在、将来のグループ活

動への参加平均数は、運動なし群＜指導

者なし群＜指導者あり群の順であること

がわかった。 
 以上の結果より、退職後に地域活動へ

参加するかどうかの要件には、30 歳台か

ら 50 歳台までに、自治会、町内会、ス

ポーツの会や趣味の会などのグループ活

動への参加経験を持つこと、友人を多く

持つことが重要であることが考えられた。

また、退職前からの社会活動への参加に

より、指導者のいる教室へ通うことに対

しての負担感が小さくなることも考えら

れた。 
食行動については、平成 22 年版高齢者

の日常生活に関する意識調査結果では、

毎日必ず 3 食食べていると回答した者の

割合が 90.7％であることから 34)、同様の

結果といえる。3 群ともに食行動は良好な

傾向がみられた。 
栄養素等摂取量は、低栄養予防の観点

から高齢者に重要であるとされるたんぱ

く質において、指導者あり群で 90.4±
27.7ｇ、指導者なし群で 82.3±29.5ｇ、

運動なし群では 135.6±58.7ｇで摂取量

が全国平均に比べて 10ｇ以上上回ってい

た。骨粗鬆症予防の観点から重要とされ

るカルシウムは指導者あり群で 782±
287mg、指導者なし群で 758±261mg、
運動なし群では 1,076±367mg で全国平

 

均に比べ 200mg 以上上回っていた。栄養

素等摂取量、食品群別摂取量の結果から、

低栄養に関係するエネルギー、たんぱく

質、骨折予防に関係するカルシウム、ビタ

ミン D が摂れていること、また、野菜の

摂取量も多いことがわかった。ただし、食

塩相当量は全国平均 5.6ｇ/1,000 kcal よ

りも多く、指導者あり群で 6.6±1.3ｇ
/1,000 kcal、指導者なし群で 6.2±1.4ｇ
/1,000 kcal、運動なし群は 6.7±2.0ｇ
/1,000 kcal であったため、減塩・適塩に

ついては今後の課題であることがわかっ

た。 

以上の結果を踏まえ、本研究では以下

の研究の限界と、今後の展開が考えられ

る。 
本研究の限界として、対象者に偏りが

あったことがあげられる。本研究の対象

者は 9 割が運動していた。平成 30 年国民

健康・栄養調査では、運動実践状況を運動

習慣とし、「１回 30 分以上の運動を週 2
回以上１年以上継続」としてとらえてい

る。結果は、65 歳以上男性 42.9％、女性

36.5％であった 25)。今回の対象者は運動

習慣者の定義ではとらえていないため、

比較はできない。従って、介護予防や心身

の健康増進には、運動習慣が重要である

ため、今後、習慣性もとらえる必要がある

と考える。 
また、本研究の対象者は、地域包括支

援センターで調査に協力的なサロンや百

歳体操をしている団体の紹介を受けたこ

とで、社会参加が多く、調査協力を前向き

にとらえる者が多かったと考えられる。

民生委員からは地域と関わりの少ない高

齢者の紹介もあったが、本人からの協力

は得られなかった。そのため、今回の対象

者は地域在住高齢者の運動実践状況等一

般的な実態とは言い切れないことがあげ

られる。今後の展開として、幅広い対象者

に協力を得られるよう、外出が少ない者、

また地域参加がない者の実態をとらえる

ことを検討していく必要がある。例えば、

地域包括支援センターからは地域活動に

関わらないが、図書館には通っている高

齢者が多いことの情報を得た。ほかにも、

生活していく上で関わりが多い施設とし

て、市役所、病院や保健センター、スー

パーマーケットなどと協力し、調査を実

施することを考えたい。 
 次に、指導者の有無により群分けをし

たものの、運動指導者自身の専門性の詳

細や資格等については確認できていない

ことがあげられる。しかし、本研究の結果

から指導者のいる体操教室で運動してい

る群の生活機能、運動機能等が良好な傾

向だったことから、指導者がいることで

運動効果が上がる可能性が考えられた。 
  3 つ目に、地域性が偏っていることがあ

げられる。相模原市 3 区 26 地区の内、1
地区での実施だったため、生活環境、健康

意識等の偏りが考えられた。今後は他地

区での調査も実施していく必要がある。 
また、指導者のいる体操教室の身体活

動向上の効果を、参加者・指導者への調査

を行うことで、体操教室の予算やマンパ

ワーの向上につなげられるよう検討して

いきたい。さらに、地域包括支援センター、

社会福祉協議会、図書館等高齢者が関わ

る部門と協力し、調査地域も広げて参加

したくなる体操教室づくりの検討を継続

していきたい。  
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は運動を実施しており、週 4～5 日以上外

出していることから、身体活動状況が良

好な集団であることがわかった。しかし、

指導者なし群は、基本チェックリストで

「手すりを使う」「転倒に対する不安があ

る」と回答している者が多かった。転倒は、

高齢者の不慮の事故による死因別死亡者

数で、平成 30 年には「転倒・転落」が 1
位となっている 33)。転倒で骨折した場合、

高齢者は元の生活に戻りにくく死因につ

ながる重大な怪我である。指導者なし群

で実践している百歳体操は、重錘バンド

という重りをつけることで下肢筋力の向

上にも配慮された内容になっている 5)。高

齢者の下肢筋力の低下は転倒のリスクで

あり、指導者なし群の個人で運動してい

る者の内容、効果は検証の必要があると

考えられた。

次に、群間で有意な差がみられた項目

は、認知症に関する「物忘れ」である。「物

忘れがあると周りからいわれる」と回答

した者は指導者あり群で 0 名だった。認

知症は、「よく食べ、よく歩き、よくしゃ

べる」ことを健康長寿 12 か条では推奨し

ており、フレイル防止の観点である「食生

活」「身体活動」「社会参加」と同じ意識で

認知症予防ができるといわれている 8)。

介護予防のための基本チェックリスト

の結果から、運動をしていない者や個人

で行っている者は安全で効果的、認知症

の予防にも効果のあるプログラムで運動

を実践することが必要だと考えられた。

社会参加のソーシャルサポートネット

ワーク得点は、いずれの群も社会的孤立

の指標である 12 点よりも多かった。また、

指導者のいる体操教室に通う者には友人

が多いことがわかった。

指導者の有無に関わらず、運動をして

いる者は 30 歳台から 50 歳台までにス

ポーツや趣味の会、自治会や町内会など

へ参加をしている者が多かった。

社会参加に関する設問の結果、友人が

多いこと、過去、現在、将来のグループ活

動への参加平均数は、運動なし群＜指導

者なし群＜指導者あり群の順であること

がわかった。

以上の結果より、退職後に地域活動へ

参加するかどうかの要件には、30 歳台か

ら 50 歳台までに、自治会、町内会、ス

ポーツの会や趣味の会などのグループ活

動への参加経験を持つこと、友人を多く

持つことが重要であることが考えられた。

また、退職前からの社会活動への参加に

より、指導者のいる教室へ通うことに対

しての負担感が小さくなることも考えら

れた。

食行動については、平成 22 年版高齢者

の日常生活に関する意識調査結果では、

毎日必ず 3 食食べていると回答した者の

割合が 90.7％であることから 34)、同様の

結果といえる。3 群ともに食行動は良好な

傾向がみられた。

栄養素等摂取量は、低栄養予防の観点

から高齢者に重要であるとされるたんぱ

く質において、指導者あり群で 90.4±
27.7ｇ、指導者なし群で 82.3±29.5ｇ、

運動なし群では 135.6±58.7ｇで摂取量

が全国平均に比べて 10ｇ以上上回ってい

た。骨粗鬆症予防の観点から重要とされ

るカルシウムは指導者あり群で 782±
287mg、指導者なし群で 758±261mg、
運動なし群では 1,076±367mg で全国平

均に比べ 200mg 以上上回っていた。栄養

素等摂取量、食品群別摂取量の結果から、

低栄養に関係するエネルギー、たんぱく

質、骨折予防に関係するカルシウム、ビタ

ミン D が摂れていること、また、野菜の

摂取量も多いことがわかった。ただし、食

塩相当量は全国平均 5.6ｇ/1,000 kcal よ

りも多く、指導者あり群で 6.6±1.3ｇ
/1,000 kcal、指導者なし群で 6.2±1.4ｇ
/1,000 kcal、運動なし群は 6.7±2.0ｇ
/1,000 kcal であったため、減塩・適塩に

ついては今後の課題であることがわかっ

た。 

以上の結果を踏まえ、本研究では以下

の研究の限界と、今後の展開が考えられ

る。

本研究の限界として、対象者に偏りが

あったことがあげられる。本研究の対象

者は 9 割が運動していた。平成 30 年国民

健康・栄養調査では、運動実践状況を運動

習慣とし、「１回 30 分以上の運動を週 2
回以上１年以上継続」としてとらえてい

る。結果は、65 歳以上男性 42.9％、女性

36.5％であった 25)。今回の対象者は運動

習慣者の定義ではとらえていないため、

比較はできない。従って、介護予防や心身

の健康増進には、運動習慣が重要である

ため、今後、習慣性もとらえる必要がある

と考える。

また、本研究の対象者は、地域包括支

援センターで調査に協力的なサロンや百

歳体操をしている団体の紹介を受けたこ

とで、社会参加が多く、調査協力を前向き

にとらえる者が多かったと考えられる。

民生委員からは地域と関わりの少ない高

齢者の紹介もあったが、本人からの協力

は得られなかった。そのため、今回の対象

者は地域在住高齢者の運動実践状況等一

般的な実態とは言い切れないことがあげ

られる。今後の展開として、幅広い対象者

に協力を得られるよう、外出が少ない者、

また地域参加がない者の実態をとらえる

ことを検討していく必要がある。例えば、

地域包括支援センターからは地域活動に

関わらないが、図書館には通っている高

齢者が多いことの情報を得た。ほかにも、

生活していく上で関わりが多い施設とし

て、市役所、病院や保健センター、スー

パーマーケットなどと協力し、調査を実

施することを考えたい。

 次に、指導者の有無により群分けをし

たものの、運動指導者自身の専門性の詳

細や資格等については確認できていない

ことがあげられる。しかし、本研究の結果

から指導者のいる体操教室で運動してい

る群の生活機能、運動機能等が良好な傾

向だったことから、指導者がいることで

運動効果が上がる可能性が考えられた。

3 つ目に、地域性が偏っていることがあ

げられる。相模原市 3 区 26 地区の内、1
地区での実施だったため、生活環境、健康

意識等の偏りが考えられた。今後は他地

区での調査も実施していく必要がある。

また、指導者のいる体操教室の身体活

動向上の効果を、参加者・指導者への調査

を行うことで、体操教室の予算やマンパ

ワーの向上につなげられるよう検討して

いきたい。さらに、地域包括支援センター、

社会福祉協議会、図書館等高齢者が関わ

る部門と協力し、調査地域も広げて参加

したくなる体操教室づくりの検討を継続

していきたい。
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４．まとめ 

 

  本研究では、体操教室の指導者の有無

に着目し、運動実践状況群別に体操教室

の参加のきっかけ、QoL、フレイル等可能

性（基本チェックリスト）、身体活動、社

会参加、食生活との関連を明らかにした。 
 対象者の 9 割が、運動を実践している

と答えた。QoL、食生活は概ね良好な集団

であった。参加のきっかけは、自治会、町

内会からの誘いが多かった。介護予防の

観点から指導者あり群は良好な傾向がみ

られたが、指導者なし群は生活機能、運動

機能の低下の可能性から、フレイルの傾

向があった。社会参加は指導者あり群が

退職前から社会参加活動をしていること、

友人が多かったことから、指導者のいる

体操教室への参加に負担感が小さいこと

が考えられた。 
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４．まとめ 

 

  本研究では、体操教室の指導者の有無

に着目し、運動実践状況群別に体操教室

の参加のきっかけ、QoL、フレイル等可能

性（基本チェックリスト）、身体活動、社

会参加、食生活との関連を明らかにした。 
 対象者の 9 割が、運動を実践している

と答えた。QoL、食生活は概ね良好な集団

であった。参加のきっかけは、自治会、町

内会からの誘いが多かった。介護予防の

観点から指導者あり群は良好な傾向がみ

られたが、指導者なし群は生活機能、運動

機能の低下の可能性から、フレイルの傾

向があった。社会参加は指導者あり群が

退職前から社会参加活動をしていること、

友人が多かったことから、指導者のいる

体操教室への参加に負担感が小さいこと

が考えられた。 
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２．調査研究 

高高齢齢者者のの「「ささささええるる」」ススポポーーツツのの普普及及促促進進にに向向けけたた  

大大規規模模疫疫学学研研究究  
 

辻 大士* ** 
近藤 克則** *** 

 
抄録 

 
 第 2 期スポーツ基本計画では、「する」のみならず「みる」「ささえる」スポーツへの

参画人口の拡大を目指している。余暇身体活動量など、「する」スポーツに着目した研

究は多く蓄積されている。一方、「ささえる」スポーツに着目した研究は極めて少なく、

特に高齢者における現状は明らかでない。また、全国規模の調査に基づき、規定要因や

健康指標との関連を検証した研究は見当たらない。本研究では、全国 63 市町村・約 4.5
万人の高齢者を対象とした調査を実施し、高齢者の「ささえる」スポーツの実態と規定

要因を把握し、「ささえる」スポーツと各種健康指標との関連を明らかにすることを目

的とした。なお、やむを得ない事情により調査時期が計画より最大 2 ヵ月後ろ倒しにな

ったため、本報告書では速報値として 2 市、119 名のデータを用いて分析を行った。そ

の結果、スポーツに関わるボランティア活動を年に数回以上実践している高齢者は

9.2%であった。性別に見ると、男性では 14.8%であり、女性（3.4%）より多かった。

年代別に見ると、後期高齢者では 15.3%であり、前期高齢者（3.3%）より多かった。さ

らに、主観的健康感がとてもよいと回答した者は、ボランティア活動実践者で 27.3%で

あり、非実践者（16.7%）より多かった。以上より、男性や後期高齢者であることが「さ

さえる」スポーツの規定要因の一つであり、また「ささえる」スポーツと高い主観的健

康感が正の関連を示すことが示唆された。今後、全データが揃い次第より精緻な多変量

解析を行うとともに、本調査をベースラインとする縦断研究を行い、「ささえる」スポ

ーツと健康指標との因果関係を検証する必要がある。 
 
キーワード：ボランティア，介護予防，地域づくり，日本老年学的評価研究 
 
* 筑波大学 

** 千葉大学 

*** 国立長寿医療研究センター  

 

１．はじめに 

 
第 2 期スポーツ基本計画では、「する」

のみならず「みる」「ささえる」スポーツ

への参画人口の拡大を目指している。余

暇身体活動量や運動習慣など、いわゆる

「する」スポーツに着目した研究は国内

外で多く蓄積されている。一方、「ささえ

る」スポーツに着目した研究は極めて少

なく（特定の地域・団体における報告に限

られ）、全国規模の疫学調査に基づき、規

定要因や健康指標との関連性を検証した

研究は見当たらない。特に、高齢者の「さ

さえる」スポーツの現状を把握する研究

は国内外を問わず希少である。さらに、研

究代表者らはスポーツグループへの参加

割合が高い地域に暮らす高齢者は、自身

が参加しているか否かの影響を差し引い

ても、抑うつや認知症のリスクが低いこ

とを明らかにしてきた（Tsuji et al., 2018; 
Tsuji et al., 2019）。そのメカニズムの一

つとして、そのような地域ではスポーツ

を「ささえる」機会も多く、それによって

健康利益がもたらされているのかもしれ

ない。 
そこで本研究では、全国多市町村の高

齢者を対象とした大規模疫学調査を実施

し、① 高齢者の「ささえる」スポーツ（ス

ポーツ関係のボランティア活動）の実態

と規定要因を把握し、② 「ささえる」ス

ポーツと心理・身体・社会的な健康指標と

の関連性を明らかにする。これにより、高

齢者の「ささえる」スポーツの普及促進に

向けた定量的な資料を得ることを目的と

する。なお、本研究全体の検証仮説の概要

を図 1 に示した。 
 
２．方法 

 
２．１．研究デザインおよび対象者 
本研究は横断研究デザインによる観察

研究である。日本老年学的評価研究

（ Japan Gerontological Evaluation 
Study: JAGES）が、2019 年 11 月～2020
年 1 月にかけて全国 63 市町村・約 37 万

人の高齢者（65 歳以上かつ要介護認定を
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２．調査研究 

高高齢齢者者のの「「ささささええるる」」ススポポーーツツのの普普及及促促進進にに向向けけたた  

大大規規模模疫疫学学研研究究  
 

辻 大士* ** 
近藤 克則** *** 

 
抄録 

 
 第 2 期スポーツ基本計画では、「する」のみならず「みる」「ささえる」スポーツへの

参画人口の拡大を目指している。余暇身体活動量など、「する」スポーツに着目した研

究は多く蓄積されている。一方、「ささえる」スポーツに着目した研究は極めて少なく、

特に高齢者における現状は明らかでない。また、全国規模の調査に基づき、規定要因や

健康指標との関連を検証した研究は見当たらない。本研究では、全国 63 市町村・約 4.5
万人の高齢者を対象とした調査を実施し、高齢者の「ささえる」スポーツの実態と規定

要因を把握し、「ささえる」スポーツと各種健康指標との関連を明らかにすることを目

的とした。なお、やむを得ない事情により調査時期が計画より最大 2 ヵ月後ろ倒しにな

ったため、本報告書では速報値として 2 市、119 名のデータを用いて分析を行った。そ

の結果、スポーツに関わるボランティア活動を年に数回以上実践している高齢者は

9.2%であった。性別に見ると、男性では 14.8%であり、女性（3.4%）より多かった。

年代別に見ると、後期高齢者では 15.3%であり、前期高齢者（3.3%）より多かった。さ

らに、主観的健康感がとてもよいと回答した者は、ボランティア活動実践者で 27.3%で

あり、非実践者（16.7%）より多かった。以上より、男性や後期高齢者であることが「さ

さえる」スポーツの規定要因の一つであり、また「ささえる」スポーツと高い主観的健

康感が正の関連を示すことが示唆された。今後、全データが揃い次第より精緻な多変量

解析を行うとともに、本調査をベースラインとする縦断研究を行い、「ささえる」スポ

ーツと健康指標との因果関係を検証する必要がある。 
 
キーワード：ボランティア，介護予防，地域づくり，日本老年学的評価研究 
 
* 筑波大学 

** 千葉大学 

*** 国立長寿医療研究センター  

 

１．はじめに 

 
第 2 期スポーツ基本計画では、「する」

のみならず「みる」「ささえる」スポーツ

への参画人口の拡大を目指している。余

暇身体活動量や運動習慣など、いわゆる

「する」スポーツに着目した研究は国内

外で多く蓄積されている。一方、「ささえ

る」スポーツに着目した研究は極めて少

なく（特定の地域・団体における報告に限

られ）、全国規模の疫学調査に基づき、規

定要因や健康指標との関連性を検証した

研究は見当たらない。特に、高齢者の「さ

さえる」スポーツの現状を把握する研究

は国内外を問わず希少である。さらに、研

究代表者らはスポーツグループへの参加

割合が高い地域に暮らす高齢者は、自身

が参加しているか否かの影響を差し引い

ても、抑うつや認知症のリスクが低いこ

とを明らかにしてきた（Tsuji et al., 2018; 
Tsuji et al., 2019）。そのメカニズムの一

つとして、そのような地域ではスポーツ

を「ささえる」機会も多く、それによって

健康利益がもたらされているのかもしれ

ない。 
そこで本研究では、全国多市町村の高

齢者を対象とした大規模疫学調査を実施

し、① 高齢者の「ささえる」スポーツ（ス

ポーツ関係のボランティア活動）の実態

と規定要因を把握し、② 「ささえる」ス

ポーツと心理・身体・社会的な健康指標と

の関連性を明らかにする。これにより、高

齢者の「ささえる」スポーツの普及促進に

向けた定量的な資料を得ることを目的と

する。なお、本研究全体の検証仮説の概要

を図 1 に示した。 
 
２．方法 

 
２．１．研究デザインおよび対象者 

本研究は横断研究デザインによる観察

研究である。日本老年学的評価研究

（ Japan Gerontological Evaluation 
Study: JAGES）が、2019 年 11 月～2020
年 1 月にかけて全国 63 市町村・約 37 万

人の高齢者（65 歳以上かつ要介護認定を
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受けていない）を対象に郵送調査（健康と

くらしの調査）を実施した。調査票は全 16
ページから構成され、うち 2 ページは表

紙および研究説明、10 ページは全対象者

に共通して調査される「コア項目」、続く

2 ページは 8 種類の調査票が 8 人に 1 人

ランダムに綴じられる「バージョン項目」、

最後の 2 ページは市町村が独自に項目を

決定する「独自項目」となる。「ささえる」

スポーツに関する項目はバージョン項目

の 1 つに含められ、すなわち全対象者の

うちランダムに 8 人に 1 人（約 4.5 万人）

に対して調査票が郵送された。 
なお、この大規模調査は本研究の実施

のみを目的とした調査ではなく、他の研

究機関や各参加市町村がそれぞれの目的

と予算を持ち寄って実施する多施設・多

目的調査である。市町村にとっての主た

る目的は、厚生労働省によって実施が推

奨されている「介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査」（以下、ニーズ調査）に位置付

けた調査とすることである。すなわち、厚

生労働省が雛形を示すニーズ調査項目を

すべて網羅した調査票設計とする必要が

あるが、その項目の公表が予定より 2 ヵ

月延期された。これに伴い、健康とくらし

の調査全体の調査票の確定が延期となり、

調査実施が当初の計画（2019 年 10～12
月）より 1～2 ヵ月の後ろ倒しとなった。

そのため、本報告書においては、報告書作

成日（2020 年 3 月 26 日）までに調査実

施業者から受領することができた、2 市

1,419 人のデータのうち、「ささえる」ス

ポーツを含むバージョン項目への回答が

得られた 119 人のデータを用いた速報結

果を示す。 

なお、「健康とくらしの調査」および本

研究の実施については、千葉大学大学院

医学研究院倫理審査委員会の承認を得た。 
 

２．２．調査項目 
２．２．１．「ささえる」スポーツ 

スポーツの実施状況等に関する世論調

査（平成 28 年 11 月調査）（スポーツ庁健

康スポーツ課，2017）を一部改変し、直

近 1 年間における運動・スポーツに関わ

るボランティア活動の頻度と内容につい

て調査した。ボランティア活動の頻度は、

「あなたはこの１年間に平均してどのく

らいの頻度で、スポーツの指導やスポー

ツ大会の運営、自身や家族が所属するス

ポーツクラブの手伝い（練習や大会での

参加者の送迎、参加者の飲料や弁当の準

備等）など運動・スポーツに関するボラン

ティア活動を行いましたか。」という設問

に対して、「週 1 回以上」「月 1～3 回」「年

に数回」「行っていない」のいずれかから

回答を得た。また、年に数回以上行ってい

ると回答した者については、「その活動は

具体的にどのような内容ですか。あては

まる番号すべてに○をつけてください。」

と尋ね、「運動・スポーツの指導」「スポー

ツの審判」「スポーツクラブ・団体の運営

や世話」「スポーツ施設の管理の手伝い」

「大会・イベントの運営や世話」「自身や

家族が所属するスポーツ団体やクラブで

の補助的な活動」「その他」から回答を得

た。 
 

２．２．２．「ささえる」スポーツの規定

要因の項目 
図1に示すとおり、個人要因として性、

 

年齢、世帯構成、等価所得、教育歴、居住

年数、就労状況などの基本的属性や社会

経済状況を、健康とくらしの調査のコア

項目として調査した。また、地域要因とし

て可住地人口密度や運動施設数などのオ

ープンデータを収集したり、調査票デー

タを地域単位で集計しスポーツグループ

参加者割合などの指標を算出したりする。

本報告書における速報として、性、年齢ご

との集計結果を示す。 
 

２．２．３．健康指標 
図 1 に示すとおり、「ささえる」スポー

ツと関連することを想定した健康指標と

して、心理的側面（主観的健康感、抑うつ

など）、身体的側面（身体的フレイルなど）、

社会的側面（地域への信頼・愛着、社会参

加など）から多面的な評価を、コア項目を

用いて実施した。本報告書における速報

として、主観的健康感との関連を示す。主

観的健康感は、主観に基づく健康度評価

でありながらも、死亡リスクとの関連が

報告（Idler & Benyamini, 1997）される

など、高齢者の健康度を評価する代表的

な指標である。「現在のあなたの健康状態

はいかがですか。」という設問に対して、

「とてもよい」「まあよい」「あまりよくな

い」「よくない」のいずれかから回答を得

た。 
 

２．３．統計解析 
高齢者の「ささえる」スポーツの実態把

握および規定要因を探索するため、性・年

代（前期高齢者: 65～74 歳、後期高齢者: 
75 歳以上）別に記述統計を示した。また、

スポーツ関係のボランティア活動の年数

回以上の実践（「ささえる」スポーツへの

参画）の有無の割合を、性・年代間で比較

した。「ささえる」スポーツへの参画と主

観的健康感との関連性を検証するため、

スポーツ関係のボランティア活動の年数

回以上の実践の有無間で、主観的健康感

が良い者（「とてもよい」に回答）の割合

を比較した。いずれの比較においても、カ

イ二乗検定における P 値を参考値として

算出したが、サンプルサイズが小さいた

め、本報告においては統計的な有意性に

は着目しないこととした。 
 
３．結果と考察 

 
３．１．記述統計、および性・年代間差 
本報告の作成までに受領することがで

きた 119 人における、スポーツ関係のボ

ランティア活動の頻度に関する記述統計

の結果を図 2 に示す。 
スポーツ関係のボランティア活動を年

数回以上行っている高齢者は全体の9.2%
（11 人）であった。性別に見ると男性で

は 14.8%、女性では 3.4%であり、男性で

実践者が多かった（P = 0.03）。年代別に

見ると前期高齢者では 3.3%、後期高齢者

では 15.3%であり、後期高齢者で実践者

が多かった（P = 0.03）。 
なお、スポーツ関係のボランティア活

動を年数回以上行っていると回答した者

のうち 8 人から活動内容への回答が得ら

れた。その内訳は多い順に、「スポーツク

ラブ・団体の運営や世話」が 3 人、「大会・

イベントの運営や世話」が 2 人、「運動・

スポーツの指導」「自身や家族が所属する

スポーツ団体やクラブでの補助的な活動」
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受けていない）を対象に郵送調査（健康と

くらしの調査）を実施した。調査票は全 16
ページから構成され、うち 2 ページは表

紙および研究説明、10 ページは全対象者

に共通して調査される「コア項目」、続く

2 ページは 8 種類の調査票が 8 人に 1 人

ランダムに綴じられる「バージョン項目」、

最後の 2 ページは市町村が独自に項目を

決定する「独自項目」となる。「ささえる」

スポーツに関する項目はバージョン項目

の 1 つに含められ、すなわち全対象者の

うちランダムに 8 人に 1 人（約 4.5 万人）

に対して調査票が郵送された。

なお、この大規模調査は本研究の実施

のみを目的とした調査ではなく、他の研

究機関や各参加市町村がそれぞれの目的

と予算を持ち寄って実施する多施設・多

目的調査である。市町村にとっての主た

る目的は、厚生労働省によって実施が推

奨されている「介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査」（以下、ニーズ調査）に位置付

けた調査とすることである。すなわち、厚

生労働省が雛形を示すニーズ調査項目を

すべて網羅した調査票設計とする必要が

あるが、その項目の公表が予定より 2 ヵ

月延期された。これに伴い、健康とくらし

の調査全体の調査票の確定が延期となり、

調査実施が当初の計画（2019 年 10～12
月）より 1～2 ヵ月の後ろ倒しとなった。

そのため、本報告書においては、報告書作

成日（2020 年 3 月 26 日）までに調査実

施業者から受領することができた、2 市

1,419 人のデータのうち、「ささえる」ス

ポーツを含むバージョン項目への回答が

得られた 119 人のデータを用いた速報結

果を示す。

なお、「健康とくらしの調査」および本

研究の実施については、千葉大学大学院

医学研究院倫理審査委員会の承認を得た。

２．２．調査項目

２．２．１．「ささえる」スポーツ

スポーツの実施状況等に関する世論調

査（平成 28 年 11 月調査）（スポーツ庁健

康スポーツ課，2017）を一部改変し、直

近 1 年間における運動・スポーツに関わ

るボランティア活動の頻度と内容につい

て調査した。ボランティア活動の頻度は、

「あなたはこの１年間に平均してどのく

らいの頻度で、スポーツの指導やスポー

ツ大会の運営、自身や家族が所属するス

ポーツクラブの手伝い（練習や大会での

参加者の送迎、参加者の飲料や弁当の準

備等）など運動・スポーツに関するボラン

ティア活動を行いましたか。」という設問

に対して、「週 1 回以上」「月 1～3 回」「年

に数回」「行っていない」のいずれかから

回答を得た。また、年に数回以上行ってい

ると回答した者については、「その活動は

具体的にどのような内容ですか。あては

まる番号すべてに○をつけてください。」

と尋ね、「運動・スポーツの指導」「スポー

ツの審判」「スポーツクラブ・団体の運営

や世話」「スポーツ施設の管理の手伝い」

「大会・イベントの運営や世話」「自身や

家族が所属するスポーツ団体やクラブで

の補助的な活動」「その他」から回答を得

た。

２．２．２．「ささえる」スポーツの規定

要因の項目

図1に示すとおり、個人要因として性、

年齢、世帯構成、等価所得、教育歴、居住

年数、就労状況などの基本的属性や社会

経済状況を、健康とくらしの調査のコア

項目として調査した。また、地域要因とし

て可住地人口密度や運動施設数などのオ

ープンデータを収集したり、調査票デー

タを地域単位で集計しスポーツグループ

参加者割合などの指標を算出したりする。

本報告書における速報として、性、年齢ご

との集計結果を示す。

２．２．３．健康指標

図 1 に示すとおり、「ささえる」スポー

ツと関連することを想定した健康指標と

して、心理的側面（主観的健康感、抑うつ

など）、身体的側面（身体的フレイルなど）、

社会的側面（地域への信頼・愛着、社会参

加など）から多面的な評価を、コア項目を

用いて実施した。本報告書における速報

として、主観的健康感との関連を示す。主

観的健康感は、主観に基づく健康度評価

でありながらも、死亡リスクとの関連が

報告（Idler & Benyamini, 1997）される

など、高齢者の健康度を評価する代表的

な指標である。「現在のあなたの健康状態

はいかがですか。」という設問に対して、

「とてもよい」「まあよい」「あまりよくな

い」「よくない」のいずれかから回答を得

た。

２．３．統計解析

高齢者の「ささえる」スポーツの実態把

握および規定要因を探索するため、性・年

代（前期高齢者: 65～74 歳、後期高齢者: 
75 歳以上）別に記述統計を示した。また、

スポーツ関係のボランティア活動の年数

回以上の実践（「ささえる」スポーツへの

参画）の有無の割合を、性・年代間で比較

した。「ささえる」スポーツへの参画と主

観的健康感との関連性を検証するため、

スポーツ関係のボランティア活動の年数

回以上の実践の有無間で、主観的健康感

が良い者（「とてもよい」に回答）の割合

を比較した。いずれの比較においても、カ

イ二乗検定における P 値を参考値として

算出したが、サンプルサイズが小さいた

め、本報告においては統計的な有意性に

は着目しないこととした。

３．結果と考察 

３．１．記述統計、および性・年代間差

本報告の作成までに受領することがで

きた 119 人における、スポーツ関係のボ

ランティア活動の頻度に関する記述統計

の結果を図 2 に示す。

スポーツ関係のボランティア活動を年

数回以上行っている高齢者は全体の9.2%
（11 人）であった。性別に見ると男性で

は 14.8%、女性では 3.4%であり、男性で

実践者が多かった（P = 0.03）。年代別に

見ると前期高齢者では 3.3%、後期高齢者

では 15.3%であり、後期高齢者で実践者

が多かった（P = 0.03）。 
なお、スポーツ関係のボランティア活

動を年数回以上行っていると回答した者

のうち 8 人から活動内容への回答が得ら

れた。その内訳は多い順に、「スポーツク

ラブ・団体の運営や世話」が 3 人、「大会・

イベントの運営や世話」が 2 人、「運動・

スポーツの指導」「自身や家族が所属する

スポーツ団体やクラブでの補助的な活動」
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康感の関連 
スポーツ関係のボランティア活動の実

践（年数回以上）の有無の間で、主観的健

康感が良好であった（「とてもよい」と回

答した）者の割合を比較した結果を図3に

示す。スポーツ関係のボランティア活動

を実践している者では 27.3%において主

観的健康感が良好であり、非実践者

（16.7%）と比較して多かった（P = 0.38）。 

 
３．３．考察および研究の限界 

本調査票を設計する際に参考とした、

スポーツの実施状況等に関する世論調査

（平成 28 年 11 月調査）（スポーツ庁健康

スポーツ課，2017）の集計表では、性別

および年代（10 歳階級）別の過去 1 年間

のスポーツに関わるボランティア活動の

実践者割合が報告されている。「日常的・

定期的に行った」あるいは「イベント・大

会で不定期に行った」と回答した者は、男

性 60 歳台で 6.8%、男性 70 歳台で 6.9%、

女性 60 歳台で 4.0%、女性 70 歳台で 3.4%
と報告されている。女性より男性で多い

結果は一貫しており、本報告の結果もこ

れを支持していた。ただし、年代間の比較

については、上の調査結果よりも、本報告

においてより顕著に高年齢層でボランテ

ィア活動の実践者が多くなっていた。全

データを受領した後に、その活動内容と

併せて改めて確認が必要である。 
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また、スポーツ関係のボランティア活

動を実践している者では非実践者と比較

して、主観的健康感が良好な者が多いこ

とが確認された。しかし、本研究は横断研

究であり、因果関係については言及でき

ない点が主たる限界である。すなわち、ボ

ランティア活動への参画によって主観的

健康感が向上したのか、あるいは健康だ

からこそボランティア活動に従事できて

いるのか、それぞれの関連を切り分ける

ことができない。本研究をベースライン

調査に位置付けた、今後の縦断調査を計

画している。 
 
４．まとめ 

 
全国 63 市町村・約 4.5 万人の高齢者を

対象とし、「ささえる」スポーツ（スポー

ツ関係のボランティア活動）に関する調

査を実施し、併せて各種健康指標のデー

タを収集した。本報告書では速報として、

2 市・119 人のデータを用いた予備的分析

を行い、下記の知見を得た。スポーツ関係

のボランティア活動を年数回以上実践し

ている高齢者は 9.2%であった。また、男

性や後期高齢者であることが「ささえる」

スポーツの規定要因の一つであることが

示唆された。「ささえる」スポーツに参画

する者は、高い主観的健康感を持つ者が

多いことが確認された。今後、全データが

揃い次第より精緻な多変量解析を行い、

それらの結果を関連学会や論文等で報告

予定である。さらに、本調査をベースライ

ンとする縦断研究を計画し、高齢者の「さ

さえる」スポーツと健康指標との因果関

係を検証する予定である。 
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２．調査研究 

フファァミミリリーーペペアアににおおけけるる軽軽度度認認知知障障害害にに対対すするる

運運動動教教室室のの効効果果検検証証

新野 弘美* 
灘本 雅一**

抄録

加齢に伴い運動器の低下に加えて心理的、社会的にもフレイル状態となる。心理的フ

レイルは認知機能の低下を招くことから、家族内でフレイル予防を支援することが必要

である。本研究は、大阪府 S 市に所在する大学の周辺地域に在住する高齢者を対象に、

教室での集団監視型トレーニングと自宅での自主トレーニング課題を併用しながら、脳

活性プログラムを含めた運動器の複合的トレーニングを施行することによる、身体的フ

レイル、口腔機能の改善効果と認知機能の予防・改善への効果検証をすることを目的と

し、不安を抱える夫婦、友人を対象として、グループ間のトレーニング効果の差異を検

討した。 

 測定項目は、体組成、身体機能、口腔機能、高齢者集団認知検査とした。比較対照と

して、友人ペア群としたが、女性のみのペアであったことから性差を考慮してファミリ

ーペア群も女性のみとし、二要因分散分析を行った。なお、ファミリーペア群の男性は

介入前後の比較のみ t 検定を用いた。その結果、友人ペア女性群は骨密度、脚筋力、全

身反応、咀嚼力に有意な改善を認めた。ファミリーペア男性群は骨密度、脚筋力、咀嚼

力に有意な改善を認めた。ファミリーペア女性群は、男性群の改善項目に加え、敏捷性

とバランス能力に改善を認め、特にバランス能力においては友人ペアに比し、交互作用

を認めた。認知機能は、ファミリーペア男性群には有意な改善を認めなかったが、ファ

ミリーペア女性群では 3 項目に改善を認めた。友人ペア女性群に比し、軽度認知障害に

対しての改善効果の獲得が高くなることが示唆された。

キーワード：ファミリーペア，認知機能，レジスタンストレーニング，下肢筋，相互

支援

* 帝塚山学院大学人間科学部食物栄養学科

** 桃山学院教育大学教育学部健康・スポーツ教育コース 

１．はじめに

少子高齢化により人口減少が進む我が

国の平均寿命は、過去最高を更新し、男性

81.25 歳、女性 87.32 歳と報告されてい

る 1)。自立して生活できる健康寿命は、男

性 72.14 歳、女性 74.79 歳と平均寿命と

の開きが大きい。死因は、男女とも悪性新

生物、心疾患、脳血管疾患および肺炎など

であるが医療や介護の充実により平均寿

命を延ばす方向に働いている。そのため、

高齢期を心身共に健やかに過ごせる長寿

社会の実現のため、健康寿命の延伸が重

要課題である。

筆者の勤務校が所在するS市M区内の

65歳以上の人口は47,786名(男性20,592
名・女性27,194名)で、区内人口の33.6％
を占めている2)。内閣府の調査による高齢

者の社会参加活動は、60歳以上の高齢者

の61.0％は何らかのグループ活動に参加

したことがあると報告している3)。男性が

定年退職後に社会参加への誘導を阻害す

る要因として、定年前は地域との関係が

希薄である、地域で社会参加したいと思

っても、気恥ずかしさや交流のきっかけ

や方法がわからず、参加できないという

報告がある4)。本研究においても今回の講

座の参加募集をしたところ、ファミリー

ペア以外の申し込みは、女性同士のグ

ループが多かった。S市の人口構造的に

想定できることなのか、上記の報告と同

じ理由なのか、今後も検証が必要とされ

る。

加齢に伴い不活動や運動器の低下に加

えて心理的、社会的にもフレイル状態と

なる。心理的フレイルは、認知機能の低

下を招くことから、家族内においてもフ

レイル予防を支援することが必要である。

これまでにも運動と認知機能に関する

先行研究は多く、長期的な運動を習慣的

に行うことによって加齢に伴う認知機能

の衰退を抑制できる 5)ことや習慣的運動

は作業記憶の向上に貢献する 6)という報

告がある。長期的な運動が認知機能へ与

える影響については、運動を継続するこ

とにより、認知機能や課題遂行能力を促

進させ、加齢に伴う認知機能の低下を抑

制する 7)、刺激情報の認知処理が優れてい

る可能性があることを示唆する 8)とも報

告されており、日常的な身体運動が認知

機能を改善させるといった見解を示して

いる。

本研究は、教室での監視型と自宅での

トレーニングを併用し、脳活性プログラ

ムを含めた運動器の複合的トレーニング

を施行することによる、身体的フレイル、

口腔機能の改善効果と認知機能の予防・

改善への効果検証をすることを目的とし、

不安を抱える夫婦、友人を対象として、グ

ループ間のトレーニング効果の差異を検

討した。

２．方法

1）対象者

対象者は、大阪府 S 市に所在する大学

の周辺地域に在住する高齢者、募集にあ

たっては、同居している家族とのペア(フ

ァミリーペア)、あるいは友人とのペアの

条件をつけた。ファミリーペアとして参

加されたのは夫婦 9 組、親子 1 組（高齢

者としては、男性 9 名(年齢 73.5±5.5 歳；
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る 1)。自立して生活できる健康寿命は、男

性 72.14 歳、女性 74.79 歳と平均寿命と

の開きが大きい。死因は、男女とも悪性新

生物、心疾患、脳血管疾患および肺炎など

であるが医療や介護の充実により平均寿

命を延ばす方向に働いている。そのため、

高齢期を心身共に健やかに過ごせる長寿

社会の実現のため、健康寿命の延伸が重

要課題である。 
 筆者の勤務校が所在するS市M区内の

65歳以上の人口は47,786名(男性20,592
名・女性27,194名)で、区内人口の33.6％
を占めている2)。内閣府の調査による高齢

者の社会参加活動は、60歳以上の高齢者

の61.0％は何らかのグループ活動に参加

したことがあると報告している3)。男性が

定年退職後に社会参加への誘導を阻害す

る要因として、定年前は地域との関係が

希薄である、地域で社会参加したいと思

っても、気恥ずかしさや交流のきっかけ

や方法がわからず、参加できないという

報告がある4)。本研究においても今回の講

座の参加募集をしたところ、ファミリー

ペア以外の申し込みは、女性同士のグ

ループが多かった。S市の人口構造的に

想定できることなのか、上記の報告と同

じ理由なのか、今後も検証が必要とされ

る。 
 加齢に伴い不活動や運動器の低下に加

えて心理的、社会的にもフレイル状態と

なる。心理的フレイルは、認知機能の低

下を招くことから、家族内においてもフ

レイル予防を支援することが必要である。 
 これまでにも運動と認知機能に関する

先行研究は多く、長期的な運動を習慣的

に行うことによって加齢に伴う認知機能

の衰退を抑制できる 5)ことや習慣的運動

は作業記憶の向上に貢献する 6)という報

告がある。長期的な運動が認知機能へ与

える影響については、運動を継続するこ

とにより、認知機能や課題遂行能力を促

進させ、加齢に伴う認知機能の低下を抑

制する 7)、刺激情報の認知処理が優れてい

る可能性があることを示唆する 8)とも報

告されており、日常的な身体運動が認知

機能を改善させるといった見解を示して

いる。 
 本研究は、教室での監視型と自宅での

トレーニングを併用し、脳活性プログラ

ムを含めた運動器の複合的トレーニング

を施行することによる、身体的フレイル、

口腔機能の改善効果と認知機能の予防・

改善への効果検証をすることを目的とし、

不安を抱える夫婦、友人を対象として、グ

ループ間のトレーニング効果の差異を検

討した。 

 

２． 方法 

 
1）対象者 
 対象者は、大阪府 S 市に所在する大学

の周辺地域に在住する高齢者、募集にあ

たっては、同居している家族とのペア(フ

ァミリーペア)、あるいは友人とのペアの

条件をつけた。ファミリーペアとして参

加されたのは夫婦 9 組、親子 1 組（高齢

者としては、男性 9 名(年齢 73.5±5.5 歳；
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以下「ファミリーペア男性群」）、女性 10
名(年齢 72.3±6.0 歳；以下「ファミリー

ペア女性群」）であった。また、友人ペア

は女性のみ 10 組 20 名(年齢 70.4±6.3
歳；以下「友人ペア女性群」)であった。 
 本研究は、帝塚山学院大学の倫理委員

会の承認(承認番号 2019-1)を得ており、

対象者には事前の説明会にて内容を十分説

明し、書面にて同意を得て施行した。 
2）介入期間 
 2019 年 11 月 19 日から 2020 年 2 月 25
日まで 1 時間の運動教室を全 10 回と自

宅において週 1 回のレジスタンス運動と

スタティックストレッチングの課題を全

19 回施行した。教室時および自宅での運

動プログラム後は、主観的な運動強度に

ついて、自記式にて記録ノートに記入す

るよう指示をした。 
3) 検者と測定項目 
 検者は、T 大学の健康運動実践指導者

の有資格者の 4 年生および M 大学の健康

運動実践指導者・健康運動指導士資格取

得を目指す 3 年生の学生のべ 18 名と両

大学の専任教員 2 名であった。検者が介

入期間の１回目と 10 回目の教室時に、対

象者に測定の目的と方法を説明し、動作

確認を終えてから 1 回もしくは種目によ

っては 2 回測定した。 
(1) 体組成 
身長・体重・BMI・体脂肪率は、株式会

社インボディ・ジャパン製、体成分分析装

置(InBody770)にて測定した。両足靴下

を脱いで裸足になり、手のひら、足裏と測

定器のプレートを電解ティッシュで拭く。

検者が身長や性別を入力し、踵を電極に

合わせるようにプレートにのり、両手で

手電極のハンドルを握り、測定値が表示

されるまで 40 秒間保持をした。 
骨密度は、古野電気株式会社製、超音波

骨密度測定装置(CM100)にて測定した。

片足の靴下を脱いで、装置に足裏をのせ、

超音波があたるように踵の外側と内側か

らパーツがあたるように調整する。10 秒

間の超音波により踵骨の両側にある振動

子によって超音波を送受信させ、踵骨の

骨内伝播速度(Speed of Sound 値)を測定

した。 
(2) 身体機能 

30 秒椅子立ち上がりは、座面高が約

40cm の椅子を使用した。両下肢を肩幅程

度に広げて椅子に座り、両上肢は胸の前

で組んだ座位姿勢から開始する。「はじめ」

の合図で膝関節が完全伸展する立位姿勢

から再び着座する動作を１回として 30
秒間の立ち上がり施行回数を測定した 9)。 

重心動揺軌跡と重心動揺単位時間は、

竹井機器工業株式会社製の重心軌跡測定

器(T.K.K581)にて測定した。日本平衡神

経科学会の基準 10)に従い、測定器のプレー

ト上で、開眼足直立における重心動揺を 1
分間記録した。開眼検査は、2m 前方の視

標を注視するよう指示をした。 

 ファンクショナルリーチは、公益財団

法人日本レクリエーション協会のファン

クショナルリーチ測定器にて測定した。

開始肢位は、自然立位にて両上肢を肩の

高さに前方挙上(肩関節屈曲 90°)とし、右

側上肢を水平に前方移動させ、その移動

距離を 2 回測定し、最大値を用いた 11)。 
2 ステップテストは、ニシ・スポーツ製

立ち幅跳び用メジャーシート(NG5223B)

を使用し測定した。スタートラインを

 

決め、両足のつま先を合わせる。最大歩

幅で 2 歩前方に歩き、両足を揃え、2 歩分

の歩幅(最初に立ったラインから着地点

のつま先まで)を測定した。1 回の測定値

から下記の計算式で、2 ステップ値を算出

した。 

2 ステップ値 ＝ 2 歩幅(cm)÷ 身長(cm) 

タイムアップ＆ゴーは、対象者には最

速歩行で行うように説明し、座面高が約

40cm の椅子に腰掛けた姿勢から、開始の

合図で歩き出し 3m 前方に配置したポー

ルを回って着座するまでの時間を 2 回測

定し、最速値を用いた。 
全身反応時間は、竹井機器工業株式会

社製の全身反応測定器(T.K.K.5408)にて、

測定した。測定器の前に立位姿勢で準備

する。機器のフラッシュが点灯し、その瞬

間に両足で跳びあがる。両足がマットか

ら離れるまでの時間を測定した。 
 10 秒間ステップは、座面高が約 40cm
の椅子を使用した。椅子に浅く座り、両手

で座面を支え、身体を安定させる。両足を腰

幅程度に開き、「始め」の合図で、足踏みを

できるだけ早く繰り返す。動作説明と簡単

な練習(3 秒程度)の施行後、10 秒間のステ

ップ回数を 2 回測定し、最大値を用いた。 
(3) 口腔機能 

舌口唇の運動機能の速度と巧緻性の評

価は、竹井機器工業株式会社の健口くん

ハンディ(T.K.K.3351)にて測定した。対

象者の口に機器を近づけ、5 秒間で「パ」

「タ」「カ」をそれぞれ繰り返し発音し、

1 秒あたりそれぞれの音節の発音回数を

測定した。 
咀嚼力は、ロッテ社製キシリトール咀

嚼ガムを使用した。椅座位にて上下の歯が

毎回しっかり噛み合うように、１秒に１回

のペースでガムを 60 回咀嚼する。咀嚼後の

ガムの変色から、咀嚼状態を 5 段階で判断

した 12)。 
(4) 認知機能 

NPO 認知予防サポートセンターの一

般高齢者集団認知機能検査(ファイブ・

コグテスト 13)を施行した。手先の運動ス

ピードを測る運動課題、エピソード記憶

を測る手がかり再生課題、注意分割機能

を測る文字位置照合課題、視空間認知機

能を測る時計描画課題、言語検索機能を

測る動物名想記課題、抽象的思考能力を

測る共通単語課題の 6 項目約 45 分間の

検査である。集計は、偏差値得点及び総

合得点が自動的に得られる表計算ソフト

であるエクセルフォーム「Five-cog(ver. 
32)」により、年齢、教育年数、性別で

調整された偏差値を得点とし、総合得点

及び各項目得点を算出し、得点化した。 
4) 運動プログラム 
 教室は毎回 1 時間とし、教員 2 名とサ

ポート学生は概ね6名の体制で進行した。

実施プログラムは、運動の目的と効果に

ついての説明や運動強度の記入や水分補

給を含め、以下に示す多様なプログラム

を施行した。スタティックストレッチン

グ、椅座位リズム体操として、阿波踊りエ

クササイズ(3 分 30 秒)14)と立位でのリズ

ム体操としてエビカニクス(2 分 30 秒)、

コグニサイズ、複数人数での脳機能向上

エクササイズ等を毎回施行した。レジス

タンス運動は、スクワット、胸の前での

ボールつぶし、ニーリフト、内腿を引き締

める運動でインナーサイ、レッグエクス

テンション、ヒールレイズ 6 種目を施行
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(1) 体組成 

身長・体重・BMI・体脂肪率は、株式会

社インボディ・ジャパン製、体成分分析装

置(InBody770)にて測定した。両足靴下
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める運動でインナーサイ、レッグエクス

テンション、ヒールレイズ 6 種目を施行
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した。自体重とエクササイズ用のボール

を使用し、運動速度を 4 秒かけて主働筋

を収縮させ、10 回を 2 セットとした(図

1)。 
5) 統計処理 
測定値は、すべて平均値±標準偏差で表

した。ファミリーペア男性群の介入前後の

比較には t 検定を用いた。ファミリーペ

ア女性群と友人ペア女性群の介入前後の

比較は、反復測定による二要因分散分析

(群×時間)を用いて、主効果の有無と交

互作用を検討した。有意差が認められた

場合は下位検定(Bonferroni)を行なった。 
統計処理は、統計解析ソフト SPSS26.0 J 

for Windows を用い、有意水準は 5％未満

とした。 

 
３． 結果と考察 

 
 介入期間中の教室への出席率は、ファ

ミリーペア男性群は 91.1±22.2％、ファ

ミリーペア女性群は 98.0±4.2％、友人ペ

ア女性群は 99.0±3.2％であった。自宅で

課題遂行率は、ファミリーペア男性群は 
94.7±14.6％、ファミリーペア女性群は

97.9±5.5％、友人ペア女性は 96.8±7.8％
であった。なお、友人ペア群の 1 組 2 名

が測定日当日に体調不良により測定出来

なかったため、友人ペア群は 9 組 18 名を

対象とした。 
 表 1 から表 6 に測定項目と介入前後の

結果を示した。 
(1) 体組成 

身長、体重、BMI、体脂肪率、骨密度の

変化を表 1・2 に示した。介入前後におい

て、ファミリーペア男性群は、骨密度に有

意な改善を認めた。ファミリーペア女性

群と友人ペア女性群においても主効果と

して骨密度に有意な改善がみられたが、

介入前後の効果に交互作用を認めなかっ

た。他の項目においては、全ての群におい

て、統計的な変化を認めなかった。 
 体格と骨密度の関係は、荷重負荷が骨

形成を促進し、体重と骨密度の正の相関

が報告されている 15,16)。今回の検討では、

体重や筋量に変化がみられない中、骨密

度が有意な改善がみられた。介入期間中

に、食事面の指導や情報提供はしておら

ず、椅座位姿勢のプログラム以外の時間

は、立位や移動動作が施行され、下肢に負

荷がかかったこと、そして教室への参加

回数と自宅での課題施行回数が、骨形成

に影響したものと推察される。 
(2) 身体機能 

身体機能の変化を表 3・4 に示した。介

入前後において、ファミリーペア男性群

は、30 秒椅子立ち上がりに有意な改善を

認めた。ファミリーペア女性群の主効果

としては、30 秒椅子立ち上がり、ファン

クショナルリーチ、2 ステップテスト、10
秒間ステッピングに有意な改善を認めた。

図 1. レジスタンス運動例 
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友人ペア女性群は、30 秒椅子立ち上がり、

2 ステップテスト、全身反応時間に有意な

改善を認めた。ファミリーペア女性群と

友人ペア女性群の動的立位バランス能力

の指標とされるファンクショナルリーチ

と全身反応時間に交互作用を認めた。 
ファンクショナルリーチは、ファミリー

ペア女性群が友人ペア女性群よりも改善

率が高いことが影響した。一方、全身反応

時間は、ファミリーペア女性群が低下傾

向を示したことが影響した。 
 これらの結果は、運動介入をしたこと

による初期効果 17)、教室参加回数と自宅

での課題実施回数、動作の得意不得意に

よる運動に対する有能感や測定し得な

かった筋力と柔軟性に群間差があった可

能性がある。先行研究では、運動実施頻度

と運動への動機付けに相関がみられ、運

動を実施しようとする場合には、運動に

対する価値観や有能感、一緒に運動でき

表 1. ファミリーペア男性群(N=9)の体組成 

測定項目 ファミリーペア男性群 介入前 ファミリーペア男性群 介入後 

年齢（y） 73.5 ± 5.5  － 

身長（cm） 151.8 ± 3.9  －  

体重（kg）  64.2 ± 10.3  63.7 ± 10.2 

BMI 23.7 ± 3.5 23.5 ± 3.5 

体脂肪率（％） 26.0 ± 8.9 24.3 ± 6.8 

骨密度（sos） 1489.0 ± 28.8   1512.4 ± 28.5＊＊ 

Mean ± SD, ＊＊p<0.01 

表 2. ファミリーペア女性群(N=10)と友人ペア女性群(N=18)の体組成 

測定項目 群 介入前 介入後 
反復測定二元配置分散分析 

主効果 交互作用 
F 値 p 値 F 値 p 値 

年齢  
（y）  

ファミ群 
友人群 

72.3 ± 6.0 
70.4 ± 6.3      

身長  
（cm）  

ファミ群 
友人群 

151.9 ± 4.1 
 156.4 ± 4.6＊＊      

体重  
（kg）  

ファミ群 
友人群 

50.0 ± 5.0 
54.2 ± 8.9 

50.0 ± 5.5 
54.7 ± 9.1 1.81 0.19 1.16 0.29 

BMI  ファミ群 
友人群 

21.7 ± 2.2 
22.1 ± 3.2 

21.7 ± 2.3 
22.4 ± 3.4 1.94 0.18 1.11 0.30 

体脂肪率  
（％）  

ファミ群 
友人群 

32.4 ± 6.7 
31.9 ± 6.7 

31.9 ± 6.7 
32.1 ± 7.4 3.19 0.09 0.29 0.60 

骨密度  
（sos）  

ファミ群 
友人群 

1464.8 ± 23.8 
1462.4 ± 14.3 

1482.9 ± 24.5＊＊ 

1486.7 ± 18.3＊＊ 64.05 0.01 1.81 0.23 

Mean ± SD, ＊p<0.05, ＊＊p<0.01 
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(群×時間)を用いて、主効果の有無と交

互作用を検討した。有意差が認められた

場合は下位検定(Bonferroni)を行なった。 
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が測定日当日に体調不良により測定出来

なかったため、友人ペア群は 9 組 18 名を

対象とした。 
 表 1 から表 6 に測定項目と介入前後の

結果を示した。 
(1) 体組成 

身長、体重、BMI、体脂肪率、骨密度の

変化を表 1・2 に示した。介入前後におい

て、ファミリーペア男性群は、骨密度に有

意な改善を認めた。ファミリーペア女性

群と友人ペア女性群においても主効果と

して骨密度に有意な改善がみられたが、

介入前後の効果に交互作用を認めなかっ

た。他の項目においては、全ての群におい

て、統計的な変化を認めなかった。 
 体格と骨密度の関係は、荷重負荷が骨

形成を促進し、体重と骨密度の正の相関

が報告されている 15,16)。今回の検討では、

体重や筋量に変化がみられない中、骨密

度が有意な改善がみられた。介入期間中

に、食事面の指導や情報提供はしておら

ず、椅座位姿勢のプログラム以外の時間

は、立位や移動動作が施行され、下肢に負

荷がかかったこと、そして教室への参加

回数と自宅での課題施行回数が、骨形成

に影響したものと推察される。 
(2) 身体機能 

身体機能の変化を表 3・4 に示した。介

入前後において、ファミリーペア男性群

は、30 秒椅子立ち上がりに有意な改善を

認めた。ファミリーペア女性群の主効果

としては、30 秒椅子立ち上がり、ファン

クショナルリーチ、2 ステップテスト、10
秒間ステッピングに有意な改善を認めた。
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友人ペア女性群は、30 秒椅子立ち上がり、

2 ステップテスト、全身反応時間に有意な

改善を認めた。ファミリーペア女性群と

友人ペア女性群の動的立位バランス能力

の指標とされるファンクショナルリーチ

と全身反応時間に交互作用を認めた。 
ファンクショナルリーチは、ファミリー

ペア女性群が友人ペア女性群よりも改善

率が高いことが影響した。一方、全身反応

時間は、ファミリーペア女性群が低下傾

向を示したことが影響した。 
 これらの結果は、運動介入をしたこと

による初期効果 17)、教室参加回数と自宅

での課題実施回数、動作の得意不得意に

よる運動に対する有能感や測定し得な

かった筋力と柔軟性に群間差があった可

能性がある。先行研究では、運動実施頻度

と運動への動機付けに相関がみられ、運

動を実施しようとする場合には、運動に

対する価値観や有能感、一緒に運動でき

表 1. ファミリーペア男性群(N=9)の体組成 

測定項目 ファミリーペア男性群 介入前 ファミリーペア男性群 介入後 

年齢（y） 73.5 ± 5.5  － 

身長（cm） 151.8 ± 3.9  －  

体重（kg）  64.2 ± 10.3  63.7 ± 10.2 

BMI 23.7 ± 3.5 23.5 ± 3.5 

体脂肪率（％） 26.0 ± 8.9 24.3 ± 6.8 

骨密度（sos） 1489.0 ± 28.8   1512.4 ± 28.5＊＊ 

Mean ± SD, ＊＊p<0.01 

表 2. ファミリーペア女性群(N=10)と友人ペア女性群(N=18)の体組成 

測定項目 群 介入前 介入後 
反復測定二元配置分散分析 

主効果 交互作用 
F 値 p 値 F 値 p 値 

年齢  
（y）  

ファミ群 
友人群 

72.3 ± 6.0 
70.4 ± 6.3      

身長  
（cm）  

ファミ群 
友人群 

151.9 ± 4.1 
 156.4 ± 4.6＊＊      

体重  
（kg）  

ファミ群 
友人群 

50.0 ± 5.0 
54.2 ± 8.9 

50.0 ± 5.5 
54.7 ± 9.1 1.81 0.19 1.16 0.29 

BMI  ファミ群 
友人群 

21.7 ± 2.2 
22.1 ± 3.2 

21.7 ± 2.3 
22.4 ± 3.4 1.94 0.18 1.11 0.30 

体脂肪率  
（％）  

ファミ群 
友人群 

32.4 ± 6.7 
31.9 ± 6.7 

31.9 ± 6.7 
32.1 ± 7.4 3.19 0.09 0.29 0.60 

骨密度  
（sos）  

ファミ群 
友人群 

1464.8 ± 23.8 
1462.4 ± 14.3 

1482.9 ± 24.5＊＊ 

1486.7 ± 18.3＊＊ 64.05 0.01 1.81 0.23 

Mean ± SD, ＊p<0.05, ＊＊p<0.01 
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る運動仲間、運動に要する時間が必要で

あるという報告がある 18)。レジスタンス

運動は、上半身を 1 種目、あとは下肢筋

に特化した 5 種目を施行した。スクワッ

ト、カーフレイズ以外は椅座位であった

が、日常生活動作に影響があるエクササ

イズを選択した。これらのエクササイズ

は、移動能力や反応に対する項目であっ

たものの、その他立位姿勢において複合

的なプログラムを施行したため、独立し

表 3. ファミリーペア男性群(N=9)の身体機能 

測定項目 ファミリーペア男性群 介入前 ファミリーペア男性群 介入後 

30 秒椅子立ち上がり （回） 22.8 ± 5.5     27.0 ± 5.3＊ 
重心動揺軌跡（cm） 576.1 ± 217.1   402.6 ± 87.5 
重心動揺単位時間（cm/秒） 9.6 ± 3.6    6.7 ± 1.4  
ファンクショナルリーチ（cm） 39.0 ± 6.4   41.0 ± 4.3  
２ステップテスト（身長比） 1.4 ± 0.1    1.5 ± 0.1  
time up & go（秒） 5.1 ± 0.7    4.9 ± 0.8  
全身反応時間（msec） 447.9 ± 50.9   449.3 ± 56.0  
10 秒間ステップ（回） 89.4 ± 15.2    92.6 ± 12.5  
咀嚼力  3.9 ± 1.0     4.7 ± 0.4＊ 

Mean ± SD, ＊p<0.05 

 

表 4. ファミリーペア女性群(N=10)と友人ペア女性群(N=18)の身体機能 

測定項目 群 介入前 介入後 
反復測定二元配置分散分析 

主効果 交互作用 
F 値 p 値 F 値 p 値 

30 秒椅子立ち上がり

（回）  
ファミ群 
友人群 

22.9 ± 8.5 
24.4 ± 7.0 

28.1 ± 7.7＊ 

30.0 ± 7.0＊ 22.48 0.01 0.19 0.66 

重心動揺軌跡（cm）  ファミ群 
友人群 

534.5 ± 172.9 
547.1 ± 162.1 

547.6 ± 74.4 
464.9 ± 103.0 0.63 0.43 2.01 0.16 

重心動揺単位時間

（cm/秒）  
ファミ群 
友人群 

8.9 ± 2.9 
9.1 ± 2.7 

9.2 ± 1.3 
7.8 ± 1.7 0.59 0.45 2.16 0.15 

ファンクショナルリーチ

（cm）  
ファミ群 
友人群 

30.7 ± 5.6 
38.9 ± 6.6 

37.9 ± 2.5＊ 

37.8 ± 5.9 7.52 0.01 7.78 0.01 

２ステップテスト

（身長比）  
ファミ群 
友人群 

1.3 ± 0.2 
1.4 ± 0.2 

1.4 ± 0.2＊ 

1.5 ± 0.1＊ 7.78 0.01 0.03 0.87 

time up & go（秒）  ファミ群 
友人群 

5.3 ± 1.1 
4.8 ± 0.5 

5.2 ± 1.0 
4.6 ± 0.4 2.91 0.10 0.03 0.86 

全身反応時間

（msec）  
ファミ群 
友人群 

396.2 ± 48.7 
451.1 ± 60.8 

427.8 ± 58.4 
411.6 ± 54.2＊ 0.33 0.57 13.48 0.01 

10 秒間ステップ

（回）  
ファミ群 
友人群 

69.8 ± 16.5 
83.3 ± 10.4 

80.4 ± 10.7＊ 
83.3 ± 10.4 5.63 0.03 1.61 0.22 

咀嚼力  ファミ群 
友人群 

4.0 ± 0.7 
3.7 ± 0.8 

5.0 ± 0.0＊＊ 

4.8 ± 0.4＊＊ 36.52 0.01 0.37 0.55 

Mean ± SD, ＊p<0.05, ＊＊p<0.01 

 

たプログラムのみが影響したとは説明し

難い。教室では、対象者全員が運動プログ

ラムを含めた多様なトレーニングに対し

積極的に取り組み、自宅においても、ファ

ミリーペア群は家庭内でお互いが共働し、

友人ペア女性群は、個々が自宅でトレー

ニング課題を積極的に施行した成果と考

えられる。しかし、ファミリーペアの女性

群の全身反応時間の低下率を改善出来な

かったことが今後のトレーニング内容に

対する課題となった。 
(3) 口腔機能 
パ・タ・カ回数は、新型コロナウイルス

感染症への飛沫感染回避のため、やむ無

く介入後の測定を中止した。 
 咀嚼力は、全ての群に介入前後で有意

な改善を認めた。しかしながら、ファミ

リーペア女性群と友人ペア女性群の介入

前後に交互作用を認めなかった。咀嚼力

が改善傾向になり、短期記憶が維持改善

されたという報告がある 19)。咀嚼運動は、

脳の様々な部位を賦活させ 20)、感覚の経

路である視床、一時体正感覚やの活動や

運動を筋肉に指令する一次運動野、円滑

な運動を指令する補足運動野、運動の学

習・記憶を司る小脳の活動も促進される 20)。

口唇閉鎖運動では、短期記憶の能力が 20
分以上継続することも明らかになってい

る 20)。咀嚼に関しては、情報提供はした

が特化したプログラムは施行しなかった。

レジスタンス運動中は、怒責予防のため

に数を数えること、口頭にてペア同士は

もとより、他者への声かけやコミュニケ

ーションをとるプログラムは意図的に施

行した。介入前に比し、口唇活動が活発に

なったことが、影響した可能性が考えら

れる。 
(4) 認知機能 
 ファイブ・コグテストのスコアは 15 点

が正常群とされ、11～14 点は、年齢相応

の 物 忘 れ (Age associated cognitive 
decline: AACD)の疑いがある、10 点以下

は軽度認知機能障害(Mild Cognitive 
Impairment: MCI)の疑いがある。募集時

に軽度認知障害に不安を抱える者を対象

としたが、ファミリーペア男性群では 14
点が 1 名(介入後は 15 点)、8 点が 1 名

(介入後は 12 点)であった。友人ペア女性

群では、14 点が 1 名、13 点が 1 名(介入

後は両名 15 点)であったが、介入後は 4
名ともスコアは改善された。 

認知機能の変化を表 5・6 に示した。フ

ァミリーペア男性群は、再生回答に有意

な傾向はみられたが、統計的な差を認め

なかった。ファミリーペア女性群の主効

果として介入前後では、運動、再生正答、

時計の 3 項目に有意な改善を認めた。友

人ペア女性群の主効果としては、再生正

答の 1 項目に有意な改善を認めた。ファ

ミリーペア女性群と友人ペア女性群の認

知機能は、運動と時計で交互作用が認め

られた。このことは、運動と時計の項目で

ファミリーペア女性群の改善率が大きい

ことが影響している。口腔機能が改善し

たことが、脳機能改善に影響 21)した可能

性も考えられる。 
厚生労働省が平成 21 年 3 月に作成し

た『認知症予防・支援マニュアル（改訂版）』

では、身体活動不足は認知症の危険因子

であると示されており、『介護予防マニュ

アル』では、認知症の二次予防事業とし

て運動プログラムの施行が推奨されてい
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る運動仲間、運動に要する時間が必要で

あるという報告がある 18)。レジスタンス

運動は、上半身を 1 種目、あとは下肢筋

に特化した 5 種目を施行した。スクワッ

ト、カーフレイズ以外は椅座位であった

が、日常生活動作に影響があるエクササ

イズを選択した。これらのエクササイズ

は、移動能力や反応に対する項目であっ

たものの、その他立位姿勢において複合

的なプログラムを施行したため、独立し

表 3. ファミリーペア男性群(N=9)の身体機能 

測定項目 ファミリーペア男性群 介入前 ファミリーペア男性群 介入後 

30 秒椅子立ち上がり （回） 22.8 ± 5.5     27.0 ± 5.3＊ 
重心動揺軌跡（cm） 576.1 ± 217.1   402.6 ± 87.5 
重心動揺単位時間（cm/秒） 9.6 ± 3.6    6.7 ± 1.4  
ファンクショナルリーチ（cm） 39.0 ± 6.4   41.0 ± 4.3  
２ステップテスト（身長比） 1.4 ± 0.1    1.5 ± 0.1  
time up & go（秒） 5.1 ± 0.7    4.9 ± 0.8  
全身反応時間（msec） 447.9 ± 50.9   449.3 ± 56.0  
10 秒間ステップ（回） 89.4 ± 15.2    92.6 ± 12.5  
咀嚼力  3.9 ± 1.0     4.7 ± 0.4＊ 

Mean ± SD, ＊p<0.05 

 

表 4. ファミリーペア女性群(N=10)と友人ペア女性群(N=18)の身体機能 

測定項目 群 介入前 介入後 
反復測定二元配置分散分析 

主効果 交互作用 
F 値 p 値 F 値 p 値 

30 秒椅子立ち上がり

（回）  
ファミ群 
友人群 

22.9 ± 8.5 
24.4 ± 7.0 

28.1 ± 7.7＊ 

30.0 ± 7.0＊ 22.48 0.01 0.19 0.66 

重心動揺軌跡（cm）  ファミ群 
友人群 

534.5 ± 172.9 
547.1 ± 162.1 

547.6 ± 74.4 
464.9 ± 103.0 0.63 0.43 2.01 0.16 

重心動揺単位時間

（cm/秒）  
ファミ群 
友人群 
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9.1 ± 2.7 

9.2 ± 1.3 
7.8 ± 1.7 0.59 0.45 2.16 0.15 
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（cm）  
ファミ群 
友人群 
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37.8 ± 5.9 7.52 0.01 7.78 0.01 
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友人群 
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1.4 ± 0.2＊ 
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time up & go（秒）  ファミ群 
友人群 
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4.6 ± 0.4 2.91 0.10 0.03 0.86 

全身反応時間

（msec）  
ファミ群 
友人群 
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451.1 ± 60.8 
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ファミ群 
友人群 
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友人群 
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Mean ± SD, ＊p<0.05, ＊＊p<0.01 

 

たプログラムのみが影響したとは説明し

難い。教室では、対象者全員が運動プログ

ラムを含めた多様なトレーニングに対し

積極的に取り組み、自宅においても、ファ

ミリーペア群は家庭内でお互いが共働し、

友人ペア女性群は、個々が自宅でトレー

ニング課題を積極的に施行した成果と考

えられる。しかし、ファミリーペアの女性

群の全身反応時間の低下率を改善出来な

かったことが今後のトレーニング内容に

対する課題となった。 
(3) 口腔機能 
パ・タ・カ回数は、新型コロナウイルス

感染症への飛沫感染回避のため、やむ無

く介入後の測定を中止した。 
 咀嚼力は、全ての群に介入前後で有意

な改善を認めた。しかしながら、ファミ

リーペア女性群と友人ペア女性群の介入

前後に交互作用を認めなかった。咀嚼力

が改善傾向になり、短期記憶が維持改善

されたという報告がある 19)。咀嚼運動は、

脳の様々な部位を賦活させ 20)、感覚の経

路である視床、一時体正感覚やの活動や

運動を筋肉に指令する一次運動野、円滑

な運動を指令する補足運動野、運動の学

習・記憶を司る小脳の活動も促進される 20)。

口唇閉鎖運動では、短期記憶の能力が 20
分以上継続することも明らかになってい

る 20)。咀嚼に関しては、情報提供はした

が特化したプログラムは施行しなかった。

レジスタンス運動中は、怒責予防のため

に数を数えること、口頭にてペア同士は

もとより、他者への声かけやコミュニケ

ーションをとるプログラムは意図的に施

行した。介入前に比し、口唇活動が活発に

なったことが、影響した可能性が考えら

れる。 
(4) 認知機能 
 ファイブ・コグテストのスコアは 15 点

が正常群とされ、11～14 点は、年齢相応

の 物 忘 れ (Age associated cognitive 
decline: AACD)の疑いがある、10 点以下

は軽度認知機能障害(Mild Cognitive 
Impairment: MCI)の疑いがある。募集時

に軽度認知障害に不安を抱える者を対象

としたが、ファミリーペア男性群では 14
点が 1 名(介入後は 15 点)、8 点が 1 名

(介入後は 12 点)であった。友人ペア女性

群では、14 点が 1 名、13 点が 1 名(介入

後は両名 15 点)であったが、介入後は 4
名ともスコアは改善された。 

認知機能の変化を表 5・6 に示した。フ

ァミリーペア男性群は、再生回答に有意

な傾向はみられたが、統計的な差を認め

なかった。ファミリーペア女性群の主効

果として介入前後では、運動、再生正答、

時計の 3 項目に有意な改善を認めた。友

人ペア女性群の主効果としては、再生正

答の 1 項目に有意な改善を認めた。ファ

ミリーペア女性群と友人ペア女性群の認

知機能は、運動と時計で交互作用が認め

られた。このことは、運動と時計の項目で

ファミリーペア女性群の改善率が大きい

ことが影響している。口腔機能が改善し

たことが、脳機能改善に影響 21)した可能

性も考えられる。 
厚生労働省が平成 21 年 3 月に作成し

た『認知症予防・支援マニュアル（改訂版）』

では、身体活動不足は認知症の危険因子

であると示されており、『介護予防マニュ

アル』では、認知症の二次予防事業とし

て運動プログラムの施行が推奨されてい
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る 22)。 
 認知機能の改善の機序としては、有酸

素性運動やレジスタンス運動がインスリ

ン抵抗性や高インスリン血症を予防する

ことが関係している可能性がある。また、

有酸素性運動もレジスタンス運動も高血

圧を予防する効果があるため、脳血管性

認知症の予防に関連する可能性もある 22)。 

そして、介入期間中の複合的なトレー

ニングの施行を前提とし、生活習慣の中

に定期的に教室に参加するという積極的

行動自体、また他者との会話や関わりと

いったコミュニケーション(社会的交流)

の時間が増加したことが認知機能に対し

て、改善のきっかけとなったことが考え

られる。数値化はできていないが、教室後

のアンケートの自由記述欄からファミ

リーペア、友人ペアにおいても共有する

時間の増加とともに会話量の増加や双方

を支援する働きがけの機会の増加があっ

たことを知ることができた。これらのこ

とは、心理的や社会的フレイル低下予防

表 5. ファミリーペア男性群(N=9)の認知機能 

測定項目 ファミリーペア男性群 介入前 ファミリーペア男性群 介入後 

運動 26.9 ± 3.7  27.7 ± 5.0 

平行回答 25.4 ± 12.5  26.7 ± 9.8 

再生回答 14.3 ± 8.1  18.0 ± 8.8  

時計 6.7 ± 0.8   7.0 ± 0.0  

言語流暢 16.9 ± 7.1  20.3 ± 8.4  

類似合計 12.9 ± 1.9  13.6 ± 1.1  
Mean ± SD 

表 6. ファミリーペア女性群(N=10)と友人ペア女性群(N=18)の認知機能 

測定項目 群 介入前 介入後 
反復測定二元配置分散分析 

主効果 交互作用 
F 値 p 値 F 値 p 値 

運動  ファミ群 
友人群 

24.5 ± 5.9 
27.5 ± 4.3 

30.6 ± 4.3＊ 
28.7 ± 3.4 9.79 0.01 4.51 0.04 

平行回答  ファミ群 
友人群 

26.2 ± 5.5 
25.3 ± 8.3 

31.4 ± 3.1 

25.6 ± 9.3 2.75 0.11 2.13 0.16 

再生回答  ファミ群 
友人群 

16.6 ± 4.7 
16.6 ± 3.6 

22.0 ± 4.2＊＊ 

22.0 ± 4.1＊＊ 59.19 0.01 0.01 0.99 

時計  ファミ群 
友人群 

6.6 ± 0.5 
7.0 ± 0.0 

7.0 ± 0.0＊ 

7.0 ± 0.0 11.15 0.01 11.14 0.01 

言語流暢  ファミ群 
友人群 

19.6 ± 6.6 
19.3 ± 3.8 

21.3 ± 5.5 
20.2 ± 5.5 1.93 0.18 0.19 0.67 

類似合計  ファミ群 
友人群 

13.6 ± 1.8 
11.7 ± 2.4 

13.7 ± 1.3 
13.0 ± 2.5  3.95 0.06 2.93 0.09 

Mean ± SD, ＊p<0.05, ＊＊p<0.01 
 

 

にも影響し得ることがらと推測された。 
本研究の成果の意義は、軽度認知症予

防の為の実践的な運動処方(ACSM が推

奨する複合的運動プログラム)22,23)を施行

することによって軽度認知障害を推し量

る項目の改善ができたことである。 対象

者のみならず、家族や地域社会にとって

も軽度認知障害の予防や認知症の発症を

遅延させる可能性が見いだせたことは、

超高齢化社会を豊かに暮らすためのモデ

ルケースとなり、活用しうるものと考え

られる。 勤務大学が所在する地域におけ

る運動教室の実施プログラムや 3 者協力

の運営方法、受講生のモデルの検証が出

来たことから、次年度に向け、1 つの民間

企業の事業所と 2 つの大学が連携し、今

回の教室卒業者の継続教育となる運動現

場を提供し、運動実践者および運動継続

者を増やす。 そして運動器と認知機能を

含めた包括的な軽度認知障害・フレイル

予防を地域で推進する仕組みを確立する

ことが必要である。 
これらの取り組みには、健康運動実践

指導者や健康運動指導士の存在が欠かせ

ない。連携した両大学の教室サポート学

生達は、在学中に資格取得を目指してお

り、今回の取り組み現場では指導経験を

する貴重な学びの場があり、より実践的

な経験から、それぞれが指導についての

気づきや課題が得られた。既に我が国が

直面している人口の高齢化を社会全体で

乗り切り、健やかな社会を実現するため

には、地域のみならず国全体を対象とし

た健康増進活動の普及は不可欠であり、

活動の効果を検証していくことで、健康

増進活動の普及発展に寄与することが期

待される。更には、教育機関の大学として、

健康増進活動の担い手を排出する責務も

あると考えている。 
本研究の限界と課題は、下肢の筋群に

特化した測定項目となった、体調不良の

ため測定できなかった方がいた、更には

新型コロナウイルス感染症の影響により

予定していた測定項目が全て測定できな

かったことである。測定項目に対し、測定

日の検者を増やし、人員配置を徹底した

い。今後は、更に対象者を増やすことと参

加者の成果の継続を支援する予定である。

地域での健康推進する仕組みを構築し、

大学の周辺地域を包括しながら、活動を

継続していきたい。  

  
図 2-1. 教室の様子              図 2-2. 教室の様子 
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特化した測定項目となった、体調不良の

ため測定できなかった方がいた、更には

新型コロナウイルス感染症の影響により

予定していた測定項目が全て測定できな

かったことである。測定項目に対し、測定

日の検者を増やし、人員配置を徹底した

い。今後は、更に対象者を増やすことと参

加者の成果の継続を支援する予定である。

地域での健康推進する仕組みを構築し、

大学の周辺地域を包括しながら、活動を

継続していきたい。  

  
図 2-1. 教室の様子              図 2-2. 教室の様子 
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４．まとめ 

 
 大阪府 S 市に所在する大学の周辺地域

に在住する高齢者を対象に、教室での集

団監視型トレーニングと自宅での自主ト

レーニング課題を併用しながら、脳活性

プログラムを含めた運動器の複合的ト

レーニングを施行することによる、身体

的フレイル、口腔機能の改善効果と認知

機能の予防・改善への効果検証をするこ

とを目的とし、不安を抱える夫婦、友人を

対象として、グループ間のトレーニング

効果の差異を検討した結果、友人ペア女

性群は骨密度、脚筋力、全身反応、咀嚼力

に有意な改善を認めた。ファミリーペア

男性群は骨密度、脚筋力、咀嚼力に有意な

改善を認めた。ファミリーペア女性群は、

男性群の改善項目に加え、敏捷性とバラ

ンス能力に改善を認め、特にバランス能

力においては友人ペアに比し、交互作用

が認めた。さらに、認知機能はファミリー

ペア男性群には有意な改善を認めなかっ

たが、ファミリーペア女性群では 3 項目

に改善を認め、友人ペア女性群に比し、軽

度認知障害に対しての改善効果の獲得が

高くなることが示唆された。 
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２．調査研究 

外外国国人人居居住住者者のの生生活活習習慣慣・・健健康康意意識識調調査査とと  

多多言言語語にによよるる運運動動教教室室運運営営ツツーールルのの開開発発  
 

太田 めぐみ* 
渋谷 努* 

 
抄録 

 
グローバル化の進行に伴い、在留外国人の数が増加していくことが予想される。こう

したなか、1990 年代に来日した外国人の高齢化が問題となりつつある。またこれまで

に外国人を対象とした調査で、ブラジル人の健康意識が低いことや、労働形態や日本語

能力が健康に影響を与えていることが示されている。そこで本研究の目的は、外国人住

民、なかでもブラジル人を対象とし、①質問紙を用いての生活習慣や健康意識に関する

調査をすること、さらに、運動教室を実施することにより、②情報伝達手段の有効性を

検討すること、③生活習慣・健康意識を調査すること、④教室運営に有効なツールを検

討することとした。本研究の結果、ブラジル人は日本人より体重が重く、BMI も高いこ

とが示された（いずれも p＜0.001）。しかしながら、健康への関心度は日本人より高く、

好ましい生活習慣を有していることも明らかになった。ブラジル人の多くは健康に関す

る情報を病院・医院で入手していることから、運動教室の告知に当たっては医療機関と

協力することで、より広く情報が伝わる可能性が示唆された。運動教室への参加で、8
割を超える人が健康に対して興味が湧くようになったと回答した。また運動教室で使用

するツールについては、イラストや写真が分かりやすいこと、日本語能力に応じてカタ

カナやローマ字など表記の方法を工夫する必要があることがわかった。 
 
キーワード：健康意識，生活習慣，運動教室，質問紙調査，ブラジル人 
 
* 中京大学 教養教育研究院 

  

 

１．はじめに 

 
 グローバル化の進行に伴い、来日し定

住化する外国人が増加している。2019 年

6 月末時点における在留外国人数は

2,829,416 人で、日本の総人口の 2.24％
を占めている 1)。2019 年 4 月から外国人

材受け入れのための新たな在留資格が設

けられたことで、今後、在留外国人の数は

さらに増加することが予想される。 
愛知県の在留外国人数は 27.3 万人と東

京都に次いで多い。これは愛知県がモノ

づくりの盛んな地域であることに起因し

ている。外国人労働力に対する需要が高

く、1990 年の出入国管理及び難民認定法

の改正・施行以降、多くの外国人が来日し

ている。2010 年頃までの期間に来日した

外国人の多くは、南米の日系人であり、現

在愛知県に在留する外国人を国籍別にみ

ると、ブラジル人が 6.1 万人と最も多く

なっている。 
愛知県内におけるブラジル人の集住地

域に名古屋市の九番団地や豊田市の保見

団地がある。このうち保見団地には、

3,600 人のブラジル人が居住しており、保

見団地全体の人口の49.6％を占めている 2)。

そこで保見団地では、言語や文化的価値

観の違いを解消することを目的に、外国

人住民への教育や住民間の交流を促進す

る活動が行われている。しかしながら、両

者の隔たりは未だ大きい状態である。 
さらに近年、ブラジル人の高齢化も問

題になりつつある。愛知県では 2018 年 1
月1日から2019 年 9月30日の間に、65歳

以上の外国人が 13,320 人増加している 3)。

彼らは、1990年代に労働者として来日し、

定住した人たちや、在留資格を得た人が

日本に呼び寄せた親や親戚と考えられる。

このうち、特に後者は、日本語運用能力が

低いという問題も有していることが予想

される。 
 我々は 2018 年に、外国人住民地域参加

促進事業を行っている NPO 法人の依頼

を受け、保見団地において 3 か月間の運

動教室を 2 回実施した。しかし、外国人

住民の参加者は 1 人のみであり、しかも

数回の教室参加のみでドロップアウトし

てしまった。これは、外国人住民への情報

伝達の難しさ、日本人と外国人がともに

運動を楽しむための工夫の必要性を示し

ている。 
一方、これまでに行われた外国人を対

象とした調査で、派遣社員であるブラジ

ル系日系人の健康意識が低いことが指摘

されている 4)。また、ブラジル人労働者は

長時間労働により、食生活が不規則であ

ることも報告されている 5)。このほかにも、

在日ブラジル人は、体重測定の習慣を持

つ人が少ないことや喫煙率が高いこと 6)、

男女とも日本人よりもBMIが高く肥満傾

向にあることも指摘されている 7)。さらに、

外国人住民における日本語習得度が健康

状態に影響することも示唆されている 8)。 
これらを踏まえると、外国人住民、特に

ブラジル人の生活習慣や健康意識につい

て、労働環境や日本語能力も併せて調査

する必要がある。さらに、外国人住民が参

加可能な運動教室の在り方を探ることは、

外国人の高齢化問題への対応として重要

な取り組みになると考えられる。 
 そこで本研究は、日本に在住するブラ

ジル人を主な対象として、質問紙による
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調査（研究 1）と運動教室を実施すること

（研究 2）により、以下の 4 点を調査・検

討することを目的とした。①生活習慣・健

康意識を調査すること。②情報伝達手段

の有効性を調査すること。③運動教室の

実施が生活習慣・健康意識に与える影響

を調査すること。④運動教室における運

営ツールについて検討すること。 
 
２．方法 

 

2-1. 研究 1 ：生活習慣、健康意識等に関

する調査 
研究 1 として、「生活習慣・健康意識に

関する調査」と題した質問紙を用いて、生

活習慣、健康意識、生活環境、運動教室へ

の関心度を調査した。 
調査対象者は保見団地や九番団地に居

住する外国人および対照群としての日本

人とした。街頭で調査を実施し、自記式に

てその場で回答を得た。日本人について

は、街頭での調査に加え、団地内のコミュ

ニティ等を利用して調査紙を配布し、回

答を得た。調査期間は 2019 年 6 月から

2020 年 3 月であった。 
回答数は外国人 97 人、日本人 109 人

であった。表 1 に示したように回答を得

た年齢の幅が異なっていること、健康へ

の意識は年齢の影響を受けると考えられ

ることを踏まえて、分析対象者を 30 歳代

から 60 歳代までとした。また外国人はブ

ラジル人のみを対象とした。その結果、分

析対象者はブラジル人 85 人、日本人 93
人となった。年齢平均はブラジル人 45.5
±10.5 歳、日本人 48.2±10.8 歳で、両群

間に差がないことを確認した（p = 0.085）。 

 

質問紙の質問数は 30 問 60 項目であっ

た（表 2）。生活習慣に関する質問項目は、

呉ら 9)の項目を参考にし、外国人に伝わり

にくいと考えられた設問については修正

を加えた（例：「腹八分目を心がけている」

→「満腹になるまで食べないようにして

いる」）。なお、質問紙の翻訳は、医療通訳

士の資格を有する翻訳者に依頼した。 
 
2-2. 研究 2：外国人と日本人が参加する

運動教室の実施 
研究 2 として外国人住民と日本人が参

加する運動教室を実施した。参加者を募

集する過程で情報伝達手段の有効性を検

討した。また、運動教室への参加が生活習

慣・健康意識に与える影響を調査した。さ

らに、運動教室における言語の壁を解消

するためのツールについて検討すること

とした。 
運動教室は、2020 年 1 月から保見団地

内にて全 10 回の教室と事前・事後測定を

実施する計画であった。しかしながら、新

型コロナウィルス（COVID-19）の感染拡

大防止の観点から、7 回目以降の教室と事

後測定を行わないこととした。 
運動教室は毎週土曜日の午前 10 時か

ら 11 時までの 1 時間とした。主運動とし

て貯筋運動（立位および座位プログラム）

 

を採用した。貯筋運動を行った後、いすの

座り立ちテストを実施した。また、参加者

間のコミュニケーションを図るため、自

己紹介に関するゲームや、2 つのことを同

時に行うゲーム、左右で違う動きをする

ゲームなどを取り入れた。さらに、参加者

が興味・関心を持っている健康に関する

情報の提供も行った。参加者には貯筋通

帳を配布し、運動教室および自宅で実施

した貯筋運動の記録をつけてもらうこと

とした。 
事前測定として、身長、体重、体脂肪

率、血圧、握力、いす座り立ちテストの測

定を実施した。また、生活習慣、運動教室

への参加動機に関するアンケート調査を

実施した。事後測定時に実施予定であっ

た調査は郵送で実施した。また、貯筋通帳、

いす座り立ちテストの記録を併せて郵送

してもらうよう依頼した。 
運動教室の参加者を募集する告知は、

2019 年 12 月末から行った。告知に使用

したツールは、片面を日本語で、もう片面

をポルトガル語で作成したチラシ（A4
版・白黒印刷）、日本語、ポルトガル語そ

れぞれで作成したポスター（A4 版・カラ

ー印刷）、Facebook ページであった。チラ

シは 2,300 枚作成し、各棟の 1 階にある

集合ポストや玄関扉のポストへ投函した。

ポスターは 150 枚作成し、各棟の階段付

近にある掲示板に掲出した。対象地区は

保見ケ丘六区、県営保見、公団保見ケ丘と

した。Facebook のアドレスはチラシやポ

スターに QR コードとともに記した。 
 

2-3. 分析方法 
統計的分析には統計ソフト SPSS 

Statistics 25（日本 IBM 社製）を用いた。

質問紙において、5 段階評定法で得られた

点数は間隔尺度とみなして扱うこととし

た。また、研究 1 で実施したアンケート
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の問 5 については、20 項目の回答の合計

点を算出し、合計点が高いほど好ましい

生活習慣を持っているとみなした。国籍

による差の検定には対応のない t 検定を

用いた。いずれも 95％の信頼区間を求め、

有意確率は 5％とした。 
 
2-4. 倫理的配慮 

本研究は、中京大学倫理審査委員会の

承認を受け実施した（承認番号：2019-005
号）。研究 2 の対象者には、研究の概要と

研究協力者の有する権利等について書面

および口頭で説明し、書面にて同意を得

た。 
 
３．結果と考察 

 
3-1. 研究 1：生活習慣、健康意識等に関す

る調査 
3-1-1. 体格 
身長、体重、Body Mass Index (BMI)は

それぞれ、ブラジル人：165.6±10.2 cm、

73.1±15.4 kg、25.7±5.5 kg/m2、日本人：

164.9±9.7 cm、61.4±13.6 kg、22.1±3.9 
kg/m2であった。身長は両者の間に有意差

はなかったが（p = 0.653）、体重はブラジ

ル人の方が重く（p＜0.001）、BMI も高か

った（p＜0.001）。この結果は、男女別で

みても同様であった。先行研究でも本研

究と同様の結果が示されているが、その

理由として、ブラジルの生活習慣や食習

慣の違いが考えられる。ブラジル人の

BMI の平均値は男性で 26.3 kg/m2、女性

で 26.9 kg/m2と報告されており 10)、本研

究で得られた値とほぼ変わらなかった。

これは、ブラジル人が来日後も、自国の文

化を保持しながら生活していることを表

しているものと考えられる。特に、保見団

地のようなブラジル人集住地域では、ブ

ラジル人が経営する小売店やスパーマー

ケットなどがあり、自国の食料品も簡単

に手に入るなど、文化保持が容易な状況

にあると考えられる。 
 
3-1-2. 勤務状況 
日本人男性では、正社員・正職員が

75.6%と最も多かったのに対し、ブラジル

人男性では、嘱託・契約・派遣が 39.0%と

最も多く、次いで正社員・正職員の 31.7%
であった。また、勤務形態も日本人男性で

は 83.3%が固定勤務制であるのに対し、

ブラジル人男性では、固定勤務制は

46.2%であり、シフト制勤務の割合の方が

高かった。女性は男性に比べて正社員・正

職員の割合が低く（ブラジル人 14.0%、日

本人 29.2%）、ブラジル人では嘱託・派遣

の割合が（48.8%）、日本人ではパート・

アルバイトの割合が（33.3%）最も高かっ

た。 
労働時間は、日本人男性 9.4±1.5 時間、

ブラジル人男性 9.7±2.5 時間であり、有

意差は認められなかった（p = 0.546）。一

方女性では、日本人 8.3±2.2 時間、ブラ

ジル人 9.0±2.4 時間で、日本人の方が短

かった（p = 0.040）。これは、日本人女性

ではパート・アルバイトの割合が高いた

めと考えられた。 
 
3-1-3. 生活習慣 
生活習慣の合計点はブラジル人 67.5±

11.2 点、日本人 63.3±9.2 点であり、ブ

ラジル人の方が高く（p = 0.008）、好まし

 

い生活習慣であることが示された。男女

別に見た場合、男性では同様に差が認め

られたが（p = 0.031）、女性では認められ

なかった（p = 0.133）。 
喫煙率は、ブラジル人で男性 30.0％、

女性18.2%であり、日本人では男性26.7%、

女性 4.2%であった。女性ではブラジル人

の方がたばこを吸う人が多かったが（p = 
0.037）、男性では差がなかった（p = 
0.738）。お酒を飲む人は男性では日本人

の方が多かった（p＜0.001）が、女性では

差はなかった（p = 0.511）。睡眠時間に有

意差はなかった（p = 0.277）。先行研究で

は、ブラジル人の喫煙率の高さが指摘さ

れていたが 6)、ブラジルは、近年、喫煙率

が顕著に減少している地域とされており、

2017年の喫煙率は日本より低いことが報

告されている 11)。本研究の結果はこうし

た状況を一定程度反映した結果と考えら

れる。 
 
3-1-4. 健康状態・健康意識 
健康への関心度は、ブラジル人の方が

高かった（p = 0.001）。健康への関心が高

い順に並べると、ブラジル人男性、ブラジ

ル人女性、日本人女性、日本人男性という

順となった。持病があると答えた人は日

本人男性がブラジル人男性より多かった

（p = 0.038）。健康診断の受診状況（p = 
0.504）や、運動習慣の有無にブラジル人

と日本人の間に差はなかった（p = 0.391）。 
健康に関する情報の入手は、ブラジル

人がインターネット（65.9%）、病院・医

院（40.0%）、テレビ・ラジオ（25.9%）の

順で多く、日本人ではインターネット

（64.4%）、テレビ・ラジオ（63.2%）、新

聞（23.0%）の順であった。 
ブラジル人は健康意識が高く、飲酒者

も少ないなど、好ましい生活習慣を有し

ていることが示された。これは、先行研究

と異なる結果であった。しかしながら、本

研究で用いた 5 段階評定法について、ブ

ラジル人から「難しかった」という声が聞

かれた。ブラジル人は、「やや…」「どちら

かといえば…」といったあいまいな表現

に馴染みがない可能性があり、回答に影

響を与えた可能性がある。今後同様の研

究を実施する際には項目の設定方法を考

慮する必要があるかもしれない。 
 

3-2. 研究 2：外国人と日本人が参加する

運動教室の実施 
3-2-1. 運動教室の状況 
運動教室にはブラジル人 5 人、日本人

18 人の計 23 人が参加した（表 3）。この

うち日本人 5 人は事前測定のみの参加で

あった。事前測定に参加した 18 人の身体

特性を表 4 に示した。 
 

 
 

 

 
運動教室に参加した日本人のうち、こ

れまでに我々が実施した教室に参加した

経験がある人が 5 人いた。したがって、

新たに教室に参加した人は 18 人であっ
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の問 5 については、20 項目の回答の合計

点を算出し、合計点が高いほど好ましい

生活習慣を持っているとみなした。国籍

による差の検定には対応のない t 検定を

用いた。いずれも 95％の信頼区間を求め、

有意確率は 5％とした。 
 
2-4. 倫理的配慮 

本研究は、中京大学倫理審査委員会の

承認を受け実施した（承認番号：2019-005
号）。研究 2 の対象者には、研究の概要と

研究協力者の有する権利等について書面

および口頭で説明し、書面にて同意を得

た。 
 
３．結果と考察 

 
3-1. 研究 1：生活習慣、健康意識等に関す

る調査 
3-1-1. 体格 
身長、体重、Body Mass Index (BMI)は

それぞれ、ブラジル人：165.6±10.2 cm、

73.1±15.4 kg、25.7±5.5 kg/m2、日本人：

164.9±9.7 cm、61.4±13.6 kg、22.1±3.9 
kg/m2であった。身長は両者の間に有意差

はなかったが（p = 0.653）、体重はブラジ

ル人の方が重く（p＜0.001）、BMI も高か

った（p＜0.001）。この結果は、男女別で

みても同様であった。先行研究でも本研

究と同様の結果が示されているが、その

理由として、ブラジルの生活習慣や食習

慣の違いが考えられる。ブラジル人の

BMI の平均値は男性で 26.3 kg/m2、女性

で 26.9 kg/m2と報告されており 10)、本研

究で得られた値とほぼ変わらなかった。

これは、ブラジル人が来日後も、自国の文

化を保持しながら生活していることを表

しているものと考えられる。特に、保見団

地のようなブラジル人集住地域では、ブ

ラジル人が経営する小売店やスパーマー

ケットなどがあり、自国の食料品も簡単

に手に入るなど、文化保持が容易な状況

にあると考えられる。 
 
3-1-2. 勤務状況 
日本人男性では、正社員・正職員が

75.6%と最も多かったのに対し、ブラジル

人男性では、嘱託・契約・派遣が 39.0%と

最も多く、次いで正社員・正職員の 31.7%
であった。また、勤務形態も日本人男性で

は 83.3%が固定勤務制であるのに対し、

ブラジル人男性では、固定勤務制は

46.2%であり、シフト制勤務の割合の方が

高かった。女性は男性に比べて正社員・正

職員の割合が低く（ブラジル人 14.0%、日

本人 29.2%）、ブラジル人では嘱託・派遣

の割合が（48.8%）、日本人ではパート・

アルバイトの割合が（33.3%）最も高かっ

た。 
労働時間は、日本人男性 9.4±1.5 時間、

ブラジル人男性 9.7±2.5 時間であり、有

意差は認められなかった（p = 0.546）。一

方女性では、日本人 8.3±2.2 時間、ブラ

ジル人 9.0±2.4 時間で、日本人の方が短

かった（p = 0.040）。これは、日本人女性

ではパート・アルバイトの割合が高いた

めと考えられた。 
 
3-1-3. 生活習慣 
生活習慣の合計点はブラジル人 67.5±

11.2 点、日本人 63.3±9.2 点であり、ブ

ラジル人の方が高く（p = 0.008）、好まし

 

い生活習慣であることが示された。男女

別に見た場合、男性では同様に差が認め

られたが（p = 0.031）、女性では認められ

なかった（p = 0.133）。 
喫煙率は、ブラジル人で男性 30.0％、

女性18.2%であり、日本人では男性26.7%、

女性 4.2%であった。女性ではブラジル人

の方がたばこを吸う人が多かったが（p = 
0.037）、男性では差がなかった（p = 
0.738）。お酒を飲む人は男性では日本人

の方が多かった（p＜0.001）が、女性では

差はなかった（p = 0.511）。睡眠時間に有

意差はなかった（p = 0.277）。先行研究で

は、ブラジル人の喫煙率の高さが指摘さ

れていたが 6)、ブラジルは、近年、喫煙率

が顕著に減少している地域とされており、

2017年の喫煙率は日本より低いことが報

告されている 11)。本研究の結果はこうし

た状況を一定程度反映した結果と考えら

れる。 
 
3-1-4. 健康状態・健康意識 
健康への関心度は、ブラジル人の方が

高かった（p = 0.001）。健康への関心が高

い順に並べると、ブラジル人男性、ブラジ

ル人女性、日本人女性、日本人男性という

順となった。持病があると答えた人は日

本人男性がブラジル人男性より多かった

（p = 0.038）。健康診断の受診状況（p = 
0.504）や、運動習慣の有無にブラジル人

と日本人の間に差はなかった（p = 0.391）。 
健康に関する情報の入手は、ブラジル

人がインターネット（65.9%）、病院・医

院（40.0%）、テレビ・ラジオ（25.9%）の

順で多く、日本人ではインターネット

（64.4%）、テレビ・ラジオ（63.2%）、新

聞（23.0%）の順であった。 
ブラジル人は健康意識が高く、飲酒者

も少ないなど、好ましい生活習慣を有し

ていることが示された。これは、先行研究

と異なる結果であった。しかしながら、本

研究で用いた 5 段階評定法について、ブ

ラジル人から「難しかった」という声が聞

かれた。ブラジル人は、「やや…」「どちら

かといえば…」といったあいまいな表現

に馴染みがない可能性があり、回答に影

響を与えた可能性がある。今後同様の研

究を実施する際には項目の設定方法を考

慮する必要があるかもしれない。 
 

3-2. 研究 2：外国人と日本人が参加する

運動教室の実施 
3-2-1. 運動教室の状況 
運動教室にはブラジル人 5 人、日本人

18 人の計 23 人が参加した（表 3）。この

うち日本人 5 人は事前測定のみの参加で

あった。事前測定に参加した 18 人の身体

特性を表 4 に示した。 
 

 
 

 

 
運動教室に参加した日本人のうち、こ

れまでに我々が実施した教室に参加した

経験がある人が 5 人いた。したがって、

新たに教室に参加した人は 18 人であっ
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た。また、事前および事後のアンケート調

査への協力を了承したのは、ブラジル人 5
人、日本人 16 人の合計 21 人であった。 

 
3-2-2. 告知ツールの有効性 
ブラジル人 5 人に教室の情報を何で得

たか聞いたところ、チラシを見たが2名、

チラシを見た知人からの紹介が 2 名、そ

の他が 1 名であった。 
本研究では告知ツールとして、チラシ、

ポスター、 Facebook を使用した。

Facebook に友達申請があったのは日本

人 1 人のみであり、運動教室に関する投

稿をシェアするといったアクションは確

認されなかった。このことから、日本人参

加者を含めて、多くはチラシにより情報

を得ていたと考えられる。チラシを 2,300
枚投函し、18 人の参加者を得たことから、

単純に計算をするとチラシ 127 枚に対し

て 1 人（0.8%）がアクションを起こした

計算になる。しかし、配布エリアには空室

も多いことから世帯数：1,506 世帯 12)で

計算すると、チラシ 84 枚に対して 1 人

（1.2%）がアクションを起こしたことに

なる。 
保見団地に居住するブラジル人と日本

人の比率やブラジル人の健康への関心度

を考慮すると、本研究におけるブラジル

人参加者の割合は高いとは言えない状況

であった。研究 1 のアンケート調査で、

ブラジル人は健康に関する情報を病院・

医院で入手していると回答した人が多か

ったことから、運動教室の開催や告知に

あたっては、医療機関と協力することで、

より広く情報が伝わり、参加者の増加に

つながる可能性があると考えられる。 

3-2-3. 運動教室の効果、生活習慣・健康

意識に与える影響 
運動教室への参加動機は、ブラジル人、

日本人ともに、「体力の維持・増進をした

い」「運動の方法を教わりたい」「測定で自

分の健康状態を詳しく知りたい」と回答

した人が多かった。 
運動教室後のアンケート調査では、11

人の日本人から回答を得た。ブラジル人

からの回答はなかった。運動教室に参加

することによって、「日常生活が楽にでき

るようになった」と回答した人は 7 人

（63.6%）であった。いすの座り立ちテス

トの記録提出者（8 人）のタイムが、各自

最大で 1.4～7.3 秒短縮していたことから、

運動教室と各自が自宅で行ったトレーニ

ングには一定の効果があったものと考え

られる。 
また、9 人（81.8％）が「健康に関する

情報について、今までより興味が湧くよ

うになった」と回答したことから、運動教

室の実施が、健康意識に良い影響を与え

たと考えられる。 
 
3-2-4. 教室運営ツール 
教室に参加したブラジル人の日本語能

力は日本語能力試験のレベルで、3 名が

N2 以上、2 名が N5 以上に相当するレベ

ルであった。したがって、N5 相当の参加

者も、ゆっくりとした速度であれば、話し

の内容を理解できたこと、必要に応じて

N2 レベル以上の参加者が通訳をしてく

れたことから、別途通訳の配置はしない

こととした。 
1 回目の教室の際に用意したツールは、

貯筋運動の動きを示したイラストおよび

 

写真、貯筋のテーマ（日本語）、身体の各

部位の名称がポルトガル語で記載されて

いる図であった。それぞれについて、教室

前方に掲出し、参加したブラジル人にわ

かりやすさや感想をインタビューした。

貯筋の動きについては、イラストと写真

のいずれもわかりやすいとの回答であっ

た。歌詞についてはカタカナかローマ字

表記であれば、一緒に歌うことができる

との回答があった。そこで、ローマ字表記

の歌詞を作成し、2 回目の教室から使用し

た。ポルトガル語で記載されている図は、

掲出するより、指導者がトレーニングの

対象部位を説明する際に使用するのが良

いことが分かった。また、簡単な単語や数

字について、ブラジル人参加者からポル

トガル語の発音を教わり、全員が教室内

で使用することによって、ブラジル人参

加者が受容感や親近感を持つことがわか

った。 
 
４．まとめ 

 
本研究の結果、ブラジル人は日本人よ

り体重が重く、BMI も高いことが示され

た。しかしながら、健康への関心度は日本

人より高く、好ましい生活習慣を有して

いることが明らかになった。運動教室に

参加することによって、日常生活が楽に

なったと実感できた人が 6 割を超え、ま

た、健康に対して興味が湧くようになっ

た人も増加するなど、教室の効果が認め

られた。 
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た。また、事前および事後のアンケート調

査への協力を了承したのは、ブラジル人 5
人、日本人 16 人の合計 21 人であった。 

 
3-2-2. 告知ツールの有効性 
ブラジル人 5 人に教室の情報を何で得

たか聞いたところ、チラシを見たが2名、

チラシを見た知人からの紹介が 2 名、そ

の他が 1 名であった。 
本研究では告知ツールとして、チラシ、

ポスター、 Facebook を使用した。

Facebook に友達申請があったのは日本

人 1 人のみであり、運動教室に関する投

稿をシェアするといったアクションは確

認されなかった。このことから、日本人参

加者を含めて、多くはチラシにより情報

を得ていたと考えられる。チラシを 2,300
枚投函し、18 人の参加者を得たことから、

単純に計算をするとチラシ 127 枚に対し

て 1 人（0.8%）がアクションを起こした

計算になる。しかし、配布エリアには空室

も多いことから世帯数：1,506 世帯 12)で

計算すると、チラシ 84 枚に対して 1 人

（1.2%）がアクションを起こしたことに

なる。 
保見団地に居住するブラジル人と日本

人の比率やブラジル人の健康への関心度

を考慮すると、本研究におけるブラジル

人参加者の割合は高いとは言えない状況

であった。研究 1 のアンケート調査で、

ブラジル人は健康に関する情報を病院・

医院で入手していると回答した人が多か

ったことから、運動教室の開催や告知に

あたっては、医療機関と協力することで、

より広く情報が伝わり、参加者の増加に

つながる可能性があると考えられる。 

3-2-3. 運動教室の効果、生活習慣・健康

意識に与える影響 
運動教室への参加動機は、ブラジル人、

日本人ともに、「体力の維持・増進をした

い」「運動の方法を教わりたい」「測定で自

分の健康状態を詳しく知りたい」と回答

した人が多かった。 
運動教室後のアンケート調査では、11

人の日本人から回答を得た。ブラジル人

からの回答はなかった。運動教室に参加

することによって、「日常生活が楽にでき

るようになった」と回答した人は 7 人

（63.6%）であった。いすの座り立ちテス

トの記録提出者（8 人）のタイムが、各自

最大で 1.4～7.3 秒短縮していたことから、

運動教室と各自が自宅で行ったトレーニ

ングには一定の効果があったものと考え

られる。 
また、9 人（81.8％）が「健康に関する

情報について、今までより興味が湧くよ

うになった」と回答したことから、運動教

室の実施が、健康意識に良い影響を与え

たと考えられる。 
 
3-2-4. 教室運営ツール 
教室に参加したブラジル人の日本語能

力は日本語能力試験のレベルで、3 名が

N2 以上、2 名が N5 以上に相当するレベ

ルであった。したがって、N5 相当の参加

者も、ゆっくりとした速度であれば、話し

の内容を理解できたこと、必要に応じて

N2 レベル以上の参加者が通訳をしてく

れたことから、別途通訳の配置はしない

こととした。 
1 回目の教室の際に用意したツールは、

貯筋運動の動きを示したイラストおよび

 

写真、貯筋のテーマ（日本語）、身体の各

部位の名称がポルトガル語で記載されて

いる図であった。それぞれについて、教室

前方に掲出し、参加したブラジル人にわ

かりやすさや感想をインタビューした。

貯筋の動きについては、イラストと写真

のいずれもわかりやすいとの回答であっ

た。歌詞についてはカタカナかローマ字

表記であれば、一緒に歌うことができる

との回答があった。そこで、ローマ字表記

の歌詞を作成し、2 回目の教室から使用し

た。ポルトガル語で記載されている図は、

掲出するより、指導者がトレーニングの

対象部位を説明する際に使用するのが良

いことが分かった。また、簡単な単語や数

字について、ブラジル人参加者からポル

トガル語の発音を教わり、全員が教室内

で使用することによって、ブラジル人参

加者が受容感や親近感を持つことがわか

った。 
 
４．まとめ 

 
本研究の結果、ブラジル人は日本人よ

り体重が重く、BMI も高いことが示され

た。しかしながら、健康への関心度は日本

人より高く、好ましい生活習慣を有して

いることが明らかになった。運動教室に

参加することによって、日常生活が楽に

なったと実感できた人が 6 割を超え、ま

た、健康に対して興味が湧くようになっ

た人も増加するなど、教室の効果が認め

られた。 
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抄録 

 
今日の健康課題は、ソーシャルキャピタルを醸成する視点での対策が求められている。

本報告では、ソーシャルキャピタルを高齢者個人の人脈（家族人数と社会的役割）とし

て、ソーシャルキャピタルが当人の健康状態（身体機能・生存）に及ぼす影響を評価す

ることを目的とした。新潟高齢者スタディに参加している 91 歳高齢者 49 名と 80 歳か

ら 90 歳までに死亡が確認された高齢者 115 名を対象とし、70 歳、71 歳、79 歳、90
歳、91 歳時の、身体計測、体力、老研式活動能力指標の加齢変化を、生存・死亡群別に

比較した。老研式活動能力指標の下位尺度である「社会的役割」意識は、生存群では、

死亡群とは異なり、70-79 歳までの間に低下はみられず、79 歳以降に著しく低下した。

また、90 歳以降は、施設入居を含めた 4 人以上の世帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯と

比較して著しく低値となった。しかし、79 歳時の生存・死亡群の比較おいては、社会的

役割に有意な差はみられなかった。「手段的自立」に差がみられたことから、社会的役

割の生命維持への影響は身体機能ほど大きくないことが推測された。 
 
 
キーワード：ソーシャルキャピタル，後期高齢者，社会的役割，家族人数，死亡  
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１．はじめに 

 
 今日の健康課題は、ソーシャルキャピ

タルを醸成する視点での対策が求められ

ている。（※ソーシャルキャピタル：信頼

に裏打ちされた社会的な繋がりあるいは

豊かな人間関係 1)）。ソーシャルキャピタ

ルの高い地域ほど、個人・地域の健康指標

が良好である。「人・地域のつながりの希

薄化」は高齢者の社会的孤立を促し、認知

症をはじめとする種々疾患の障害発生・

死亡率と関連することが報告されている。 

個人レベルのソーシャルキャピタルの醸

成は、「ネットワーク（人脈）」で評価でき

る。これまで、個人のソーシャルキャピタ

ルと健康状態との関係性の検討について、

長期の追跡ができるだけのデータは蓄積

されてこなかった。本研究の目的は、高齢

者個人の人脈（家族人数と社会的役割）が

当人の健康状態（身体機能・生存）に及ぼ

す影響を、長期縦断的に評価することで

ある。 
 
２．方法 

 

本報告は、1998 年から継続されている

新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔健

康科学講座予防歯科学分野による新潟高

齢者スタディを基盤とした 2)。新潟高齢者

スタディは、1998 年に新潟市に在住して

いた 70 歳（1927 年生まれ）600 名を対

象としている。事前に、新潟市在住の 70
歳全住民 4,542名に質問紙調査を実施し、

回答が得られた者に対して、検診の希望

状況を踏まえ、男女比が 1:1 になるよう

に対象者を選定し、600 名のベースライン

とした。1998 年以降同様の調査項目を、

600 名に対し年 1 回の間隔で経年調査を

実施している。 
（１）対象者 

対象者は 1998 年当時 70 歳であった高

齢男女 600 名のうち、2019 年に生存が確

認され、戸別訪問による健康調査に同意

した高齢者 49名（男性 26名、女性 23名）

であった（生存群）。また、1998 年か 2007
年まで調査に参加し、2008 年から 2018
年（90 歳時）までに死亡が確認された 115
名（男性 80 名、女性 35 名）を対照群と

した（死亡群）。死亡者のデータを活用す

ることは新潟大学大学院医歯学総合研究

科倫理委員会による承認を得ている。 
49 名の対象者には、本研究についてあ

らかじめ研究の趣旨と内容を詳細に説明

し、自署による書面にて研究参加の同意

を得たうえで実施した。同意を得られた

対象者には質問紙を郵送し、自宅で記入

させた。検診当日に記入内容のチェック

を対象者の自宅にて行った。なお、本調査

は千葉県立保健医療大学研究倫理審査委

員会による承認を得た。 
（２）測定項目および測定方法 

本報告での測定項目は、身体計測、体力

（握力・開眼片脚立ち）、老研式活動能力

指標、アンケート回答による介護度およ

び家族人数とした。 

１） 身体計測 

身長、体重を測定し、体格指数（body 
mass index；BMI）を算出した。 

２） 体力 
・握力：スメドレー式握力計（YAGAMI 社
製 GF-300）を用いた。左右 2 回ずつ測

定し、最高値を測定値とした 3,4)。 

 

・開眼片脚立ち：開眼状態での片脚起立時

間を、ストップウォッチにより左右 1 回

ずつ測定し、最大値を測定値とした。最大

測定時間は 120 秒とした。 
３） 老研式活動能力指標 
 老研式活動能力指標13項目の設問につ

いて「はい」「いいえ」の 2 つの選択肢か

ら 1 つを選択させ、「はい」に 1 点、「い

いえ」に 0 点を与えた。13 項目は「手段

的自立（5 点満点）」「知的能動性（4 点満

点）」「社会的役割（4 点満点）」の 3 つの

下位尺度別に、尺度得点と合計得点を算

出した。 
４） 家族人数 介護度  
質問紙にて「現在、介護保険を受けてい

らっしゃいますか」の設問に、はい・いい

えを選択させ、はいの場合は「介護度はい

くつですか（支援・介護）」の回答を記述

させた。家族人数は「同居人数は何人です

か」の問いに「自分を含めての人数」を数

値で記述させた。自宅での検診時に、対象

者の状況をみて、この回答を確認した。家

族人数を単身者、2 人世帯、3 人世帯、そ

れ以上（施設入居含む）の 4 群に分け検

討した。 
（３）統計処理 
 各項目の測定結果は平均値±標準偏差

で示した。Shapiro-Wilk 型検定にて正規

性がみられなかった項目（開眼片脚立ち 

老研式活動能力指標）においても、先行研

究と比較するため、平均値±標準偏差で

表記した。生存・死亡別 2 群間の各年齢

項目別比較は Un-paired t-test（開眼片脚

立ちと老研式活動能力指標は Friedman-
test）を用いた。70 歳から 79 歳までの各

測定項目の変化量の群間比較、家族人数

別変化量の群間比較は Paired t-test（開

眼片脚立ちと老研式活動能力指標は

Wilcoxon signed-ranks test）を用いた。

なお、生存群と死亡群の男女比は Fisher
の正確検定により有意な差がみられなか

ったため（P=0.06）男女合わせての表記

とした。年齢と測定値の関係は単回帰分

析で検討した。回帰係数の有意性は回帰

係数の標準誤差と残差の自由度を用いて

検定した。いずれの検定においても有意

水準は 5％とした。なお、統計処理につい

ては統計解析ソフト JMP Pro14.3.0
（SAS Institute）を用いた。 
補足：当初フィールドとして計画されて

いた千葉県安房郡鋸南町は、2019 年 9 月

と 10 月に大型台風の襲来を 2 度受けた。

また、2020 年 2 月中旬以降は新型コロナ

ウィルスの蔓延により、住民主体の地域

保健活動が自粛された。本報告では、台風

襲来後に地域活動が再開され、ウィルス

による活動自粛される前の 2020 年 1 月

末から 2 月中旬に調査し、住民 72 名（男

性 10 名 女性 62 名）について、ソーシ

ャルキャピタルについてのアンケート回

答結果（地域とのつながり）のみを記載し

た。 
 

３．結果と考察 

 
個人レベルのソーシャルキャピタルは、

質問紙調査による「つきあい・交流」「信

頼」「社会参加」についての回答結果がソ

ーシャルキャピタル指数として数値化さ

れ、その地域別試算が、内閣府により、

2003 年に報告されている 1)。1998 年をベ

ースとする本報告は、対象者の社会的役
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個人レベルのソーシャルキャピタルの醸

成は、「ネットワーク（人脈）」で評価でき

る。これまで、個人のソーシャルキャピタ

ルと健康状態との関係性の検討について、

長期の追跡ができるだけのデータは蓄積

されてこなかった。本研究の目的は、高齢

者個人の人脈（家族人数と社会的役割）が

当人の健康状態（身体機能・生存）に及ぼ

す影響を、長期縦断的に評価することで

ある。 
 
２．方法 

 

本報告は、1998 年から継続されている

新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔健

康科学講座予防歯科学分野による新潟高

齢者スタディを基盤とした 2)。新潟高齢者

スタディは、1998 年に新潟市に在住して

いた 70 歳（1927 年生まれ）600 名を対

象としている。事前に、新潟市在住の 70
歳全住民 4,542名に質問紙調査を実施し、

回答が得られた者に対して、検診の希望

状況を踏まえ、男女比が 1:1 になるよう

に対象者を選定し、600 名のベースライン

とした。1998 年以降同様の調査項目を、

600 名に対し年 1 回の間隔で経年調査を

実施している。 
（１）対象者 

対象者は 1998 年当時 70 歳であった高

齢男女 600 名のうち、2019 年に生存が確

認され、戸別訪問による健康調査に同意

した高齢者 49名（男性 26名、女性 23名）

であった（生存群）。また、1998 年か 2007
年まで調査に参加し、2008 年から 2018
年（90 歳時）までに死亡が確認された 115
名（男性 80 名、女性 35 名）を対照群と

した（死亡群）。死亡者のデータを活用す

ることは新潟大学大学院医歯学総合研究

科倫理委員会による承認を得ている。 
49 名の対象者には、本研究についてあ

らかじめ研究の趣旨と内容を詳細に説明

し、自署による書面にて研究参加の同意

を得たうえで実施した。同意を得られた

対象者には質問紙を郵送し、自宅で記入

させた。検診当日に記入内容のチェック

を対象者の自宅にて行った。なお、本調査

は千葉県立保健医療大学研究倫理審査委

員会による承認を得た。 
（２）測定項目および測定方法 

本報告での測定項目は、身体計測、体力

（握力・開眼片脚立ち）、老研式活動能力

指標、アンケート回答による介護度およ

び家族人数とした。 

１） 身体計測 

身長、体重を測定し、体格指数（body 
mass index；BMI）を算出した。 

２） 体力 
・握力：スメドレー式握力計（YAGAMI 社
製 GF-300）を用いた。左右 2 回ずつ測

定し、最高値を測定値とした 3,4)。 

 

・開眼片脚立ち：開眼状態での片脚起立時

間を、ストップウォッチにより左右 1 回

ずつ測定し、最大値を測定値とした。最大

測定時間は 120 秒とした。 
３） 老研式活動能力指標 
 老研式活動能力指標13項目の設問につ

いて「はい」「いいえ」の 2 つの選択肢か

ら 1 つを選択させ、「はい」に 1 点、「い

いえ」に 0 点を与えた。13 項目は「手段

的自立（5 点満点）」「知的能動性（4 点満

点）」「社会的役割（4 点満点）」の 3 つの

下位尺度別に、尺度得点と合計得点を算

出した。 
４） 家族人数 介護度  

質問紙にて「現在、介護保険を受けてい

らっしゃいますか」の設問に、はい・いい

えを選択させ、はいの場合は「介護度はい

くつですか（支援・介護）」の回答を記述

させた。家族人数は「同居人数は何人です

か」の問いに「自分を含めての人数」を数

値で記述させた。自宅での検診時に、対象

者の状況をみて、この回答を確認した。家

族人数を単身者、2 人世帯、3 人世帯、そ

れ以上（施設入居含む）の 4 群に分け検

討した。 
（３）統計処理 
 各項目の測定結果は平均値±標準偏差

で示した。Shapiro-Wilk 型検定にて正規

性がみられなかった項目（開眼片脚立ち 

老研式活動能力指標）においても、先行研

究と比較するため、平均値±標準偏差で

表記した。生存・死亡別 2 群間の各年齢

項目別比較は Un-paired t-test（開眼片脚

立ちと老研式活動能力指標は Friedman-
test）を用いた。70 歳から 79 歳までの各

測定項目の変化量の群間比較、家族人数

別変化量の群間比較は Paired t-test（開

眼片脚立ちと老研式活動能力指標は

Wilcoxon signed-ranks test）を用いた。

なお、生存群と死亡群の男女比は Fisher
の正確検定により有意な差がみられなか

ったため（P=0.06）男女合わせての表記

とした。年齢と測定値の関係は単回帰分

析で検討した。回帰係数の有意性は回帰

係数の標準誤差と残差の自由度を用いて

検定した。いずれの検定においても有意

水準は 5％とした。なお、統計処理につい

ては統計解析ソフト JMP Pro14.3.0
（SAS Institute）を用いた。 
補足：当初フィールドとして計画されて

いた千葉県安房郡鋸南町は、2019 年 9 月

と 10 月に大型台風の襲来を 2 度受けた。

また、2020 年 2 月中旬以降は新型コロナ

ウィルスの蔓延により、住民主体の地域

保健活動が自粛された。本報告では、台風

襲来後に地域活動が再開され、ウィルス

による活動自粛される前の 2020 年 1 月

末から 2 月中旬に調査し、住民 72 名（男

性 10 名 女性 62 名）について、ソーシ

ャルキャピタルについてのアンケート回

答結果（地域とのつながり）のみを記載し

た。 
 

３．結果と考察 

 
個人レベルのソーシャルキャピタルは、

質問紙調査による「つきあい・交流」「信

頼」「社会参加」についての回答結果がソ

ーシャルキャピタル指数として数値化さ

れ、その地域別試算が、内閣府により、

2003 年に報告されている 1)。1998 年をベ

ースとする本報告は、対象者の社会的役
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割意識と家族人数をソーシャルキャピタ

ルの指標と仮定した。社会的役割は、「友

だちの家を訪ねることがありますか」「家

族や友だちの相談にのることがあります

か」「病人を見舞うことがありますか」「若

い人に自分から話しかけることがありま

すか」を回答する、老研式活動能力指標の

下位尺度とした。 
対象者の身体計測、体力、老研式活動能

力指標について、70、71、79、90、91 歳

の値を、79 歳以降の生存・死亡群別に示

した（表 1）。79 歳時の BMI および老研

式活動能力指標の手段的自立において、

群間の測定値に有意な差がみられた

（P<0.05）。 
70 歳から 79 歳までの加齢変化量を生

存・死亡の 2 群間で比較した。生存群の

老研式活動指標を除き、79 歳時は 70 歳

時と比較して値が減少した。体重、BMI、
握力、老研式活動能力指標（合計、手段的

自立、社会的役割）は死亡群において生存

群よりも減少量に有意な差がみられた

（表 2）。「社会的役割」は、生存群が高値

であり、また生存群では死亡群と異なり

79-90 歳までに著しい低下はみられなか

った。しかし、生存・死亡を群分けする有

意な因子としては抽出されなかった（デ

ータ非掲載）。 
生存群における握力について、各年齢

別に回帰式を作成し、70-71 歳（回帰係数

0.262）、70-79 歳（回帰係数－0.141）、79-
90 歳（回帰係数－0.695）、90-91 歳（回

帰係数－0.847）の回帰直線を模式図で示

した（図 1）。有意な回帰係数は 79-90 歳

のみであったが、80 歳を超えると著しく

機能が低下する様子がうかがわれた。90
から 91 歳までの 1 年間の握力の低下は

70 から 71 歳までの 1 年間の握力の変化

に対し 4 倍以上であると推測された。老

研式活動能力指標合計得点においても

79-90 歳で著しく減少するが、下位尺度に

みる低下率は社会的役割と手段的自立は

表１．79 歳以降生存群・死亡群別 身体計測 体力 老研式活動能力指標の加齢変化 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
⾝⻑ (cm) 155.8 7.7 155.9 7.6 155.1 8.1 152.4 8.7 151.9 9.1
体重 (kg) 54.7 8.3 55.7 7.9 54.7 8.7 51.8 9.2 51.9 8.9
BMI (kg/m2) 22.6 2.7 22.9 2.6 22.7   2.6'＄ 22.2 3.0 22.4 3.0
握力 (kg) 33.3 9.0 33.7 8.5 32.7 8.1 24.4 7.6 23.3 7.1
開眼片脚立ち (sec) 63.1 40.0 76.5 41.3 50.2 40.4 13.5 20.3 18.3 28.3
合計得点 (score) 11.69 1.73 11.56 1.40 11.94 1.39 10.36 2.79 10.15 2.80
手段的自立 4.85 0.50 4.81 0.39 4.81   0.39'＃ 4.06 1.34 4.08 1.43
知的能動性 3.67 0.69 3.64 0.72 3.69 0.68 3.48 0.87 3.49 0.75
社会的役割 3.16 1.09 3.38 0.92 3.42 0.89 2.82 1.67 2.57 1.24
⾝⻑ (cm) 158.3 7.8 158.7 7.9 156.7 8.4
体重 (kg) 55.7 9.5 56.7 9.7 53.1 9.7
BMI (kg/m2) 22.2 3.0 22.2 3.4 21.6   3.2'＄
握力 (kg) 34.8 8.1 34.3 9.2 32.7 7.7
開眼片脚立ち (sec) 60.2 46.0 68.8 45.4 33.3 36.7
合計得点 (score) 11.90 1.35 11.36 1.55 11.18 2.54
手段的自立 4.86 0.37 4.72 0.65 4.36   1.19'＃
知的能動性 3.70 0.59 3.30 0.73 3.64 0.74
社会的役割 3.34 1.35 3.35 1.03 3.18 1.05

 ＄ BMI 有意差あり（生存vs死亡 P<0.05）：対応のないt検定
 ＃ 手段的自立 有意差あり（生存vs死亡 P<0.05）：対応のないt検定とFriedman検定
※ 生存群の1999年体力の測定人数は44名、死亡群98名。1998-1999年は対応のある検定で分析。
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老研式活動
能力指標

⾝体計測

 

同等であった。 
90 歳時と 91 歳時の家族人数を表 3 に

示した。単身者、施設入居高齢者が増加し、

2 人世帯が減少した。 
家族人数を単身者、2人世帯、3人世帯、

それ以上（施設入居含む）の 4 群に分け、

90 歳から 91 歳までの 1 年間の測定値の

加齢変化を表4に示した。家族人数別の、

有意な群間の平均値の差は、老研式活動

能力指標（合計得点）のみにみられた。群

間の有意差はみられなかったものの、「社

会的役割」が施設入居者を含む同居家族 4
人以上の群で低く、変化量も大きかった。 
「社会的役割」意識は、他の測定項目と

等しく、79 歳以降に著しく低下した。ま

た、90 歳以降は、施設入居を含めた 4 人

以上の世帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯

と比較して著しく低値となった。しかし、

79 歳以降の生存・死亡群の比較おいては、

社会的役割に有意な差がみられず、「手段

的自立」に差がみられたことから、生命維

持への影響は身体機能ほど大きくないこ

表２．生存群・死亡群別 70-79 歳までの身体計測 体力 老研式活動能力の変化量 

 

生存 死亡 生存 死亡
⾝⻑ (cm) 155.6 157.5 -0.89 -1.44
体重 (kg) 55.0 54.4 -0.63 -2.72 ＊＊

BMI (kg/m2) 22.7 21.9 -0.30 -0.70 ＊

握力 (kg) 33.0 33.8 -0.63 -2.00 ＊

開眼片脚立ち (sec) 48.5 47.1 -31.70 -28.30
合計得点 (score) 11.81 11.54 0.24 -0.72 ＊

手段的自立 4.84 4.61 ＊ -0.04 -0.50 ＊

知的能動性 3.68 3.67 0.02 -0.61
社会的役割 3.30 3.26 0.27 -0.17 ＊

＊＊：P<0.01 ＊: P<0.05

70-79歳の平均の平均値 70-79歳の差の平均値

⾝体計測

体力

老研式活動
能力指標

 

図１．握力における加齢変化の近似直線（模式図） 
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割意識と家族人数をソーシャルキャピタ

ルの指標と仮定した。社会的役割は、「友

だちの家を訪ねることがありますか」「家

族や友だちの相談にのることがあります

か」「病人を見舞うことがありますか」「若

い人に自分から話しかけることがありま

すか」を回答する、老研式活動能力指標の

下位尺度とした。 
対象者の身体計測、体力、老研式活動能

力指標について、70、71、79、90、91 歳

の値を、79 歳以降の生存・死亡群別に示

した（表 1）。79 歳時の BMI および老研

式活動能力指標の手段的自立において、

群間の測定値に有意な差がみられた

（P<0.05）。 
70 歳から 79 歳までの加齢変化量を生

存・死亡の 2 群間で比較した。生存群の

老研式活動指標を除き、79 歳時は 70 歳

時と比較して値が減少した。体重、BMI、
握力、老研式活動能力指標（合計、手段的

自立、社会的役割）は死亡群において生存

群よりも減少量に有意な差がみられた

（表 2）。「社会的役割」は、生存群が高値

であり、また生存群では死亡群と異なり

79-90 歳までに著しい低下はみられなか

った。しかし、生存・死亡を群分けする有

意な因子としては抽出されなかった（デ

ータ非掲載）。 
生存群における握力について、各年齢

別に回帰式を作成し、70-71 歳（回帰係数

0.262）、70-79 歳（回帰係数－0.141）、79-
90 歳（回帰係数－0.695）、90-91 歳（回

帰係数－0.847）の回帰直線を模式図で示

した（図 1）。有意な回帰係数は 79-90 歳

のみであったが、80 歳を超えると著しく

機能が低下する様子がうかがわれた。90
から 91 歳までの 1 年間の握力の低下は

70 から 71 歳までの 1 年間の握力の変化

に対し 4 倍以上であると推測された。老

研式活動能力指標合計得点においても

79-90 歳で著しく減少するが、下位尺度に

みる低下率は社会的役割と手段的自立は

表１．79 歳以降生存群・死亡群別 身体計測 体力 老研式活動能力指標の加齢変化 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
⾝⻑ (cm) 155.8 7.7 155.9 7.6 155.1 8.1 152.4 8.7 151.9 9.1
体重 (kg) 54.7 8.3 55.7 7.9 54.7 8.7 51.8 9.2 51.9 8.9
BMI (kg/m2) 22.6 2.7 22.9 2.6 22.7   2.6'＄ 22.2 3.0 22.4 3.0
握力 (kg) 33.3 9.0 33.7 8.5 32.7 8.1 24.4 7.6 23.3 7.1
開眼片脚立ち (sec) 63.1 40.0 76.5 41.3 50.2 40.4 13.5 20.3 18.3 28.3
合計得点 (score) 11.69 1.73 11.56 1.40 11.94 1.39 10.36 2.79 10.15 2.80
手段的自立 4.85 0.50 4.81 0.39 4.81   0.39'＃ 4.06 1.34 4.08 1.43
知的能動性 3.67 0.69 3.64 0.72 3.69 0.68 3.48 0.87 3.49 0.75
社会的役割 3.16 1.09 3.38 0.92 3.42 0.89 2.82 1.67 2.57 1.24
⾝⻑ (cm) 158.3 7.8 158.7 7.9 156.7 8.4
体重 (kg) 55.7 9.5 56.7 9.7 53.1 9.7
BMI (kg/m2) 22.2 3.0 22.2 3.4 21.6   3.2'＄
握力 (kg) 34.8 8.1 34.3 9.2 32.7 7.7
開眼片脚立ち (sec) 60.2 46.0 68.8 45.4 33.3 36.7
合計得点 (score) 11.90 1.35 11.36 1.55 11.18 2.54
手段的自立 4.86 0.37 4.72 0.65 4.36   1.19'＃
知的能動性 3.70 0.59 3.30 0.73 3.64 0.74
社会的役割 3.34 1.35 3.35 1.03 3.18 1.05

 ＄ BMI 有意差あり（生存vs死亡 P<0.05）：対応のないt検定
 ＃ 手段的自立 有意差あり（生存vs死亡 P<0.05）：対応のないt検定とFriedman検定
※ 生存群の1999年体力の測定人数は44名、死亡群98名。1998-1999年は対応のある検定で分析。
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同等であった。 
90 歳時と 91 歳時の家族人数を表 3 に

示した。単身者、施設入居高齢者が増加し、

2 人世帯が減少した。 
家族人数を単身者、2人世帯、3人世帯、

それ以上（施設入居含む）の 4 群に分け、

90 歳から 91 歳までの 1 年間の測定値の

加齢変化を表4に示した。家族人数別の、

有意な群間の平均値の差は、老研式活動

能力指標（合計得点）のみにみられた。群

間の有意差はみられなかったものの、「社

会的役割」が施設入居者を含む同居家族 4
人以上の群で低く、変化量も大きかった。 
「社会的役割」意識は、他の測定項目と

等しく、79 歳以降に著しく低下した。ま

た、90 歳以降は、施設入居を含めた 4 人

以上の世帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯

と比較して著しく低値となった。しかし、

79 歳以降の生存・死亡群の比較おいては、

社会的役割に有意な差がみられず、「手段

的自立」に差がみられたことから、生命維

持への影響は身体機能ほど大きくないこ

表２．生存群・死亡群別 70-79 歳までの身体計測 体力 老研式活動能力の変化量 

 

生存 死亡 生存 死亡
⾝⻑ (cm) 155.6 157.5 -0.89 -1.44
体重 (kg) 55.0 54.4 -0.63 -2.72 ＊＊

BMI (kg/m2) 22.7 21.9 -0.30 -0.70 ＊

握力 (kg) 33.0 33.8 -0.63 -2.00 ＊

開眼片脚立ち (sec) 48.5 47.1 -31.70 -28.30
合計得点 (score) 11.81 11.54 0.24 -0.72 ＊

手段的自立 4.84 4.61 ＊ -0.04 -0.50 ＊

知的能動性 3.68 3.67 0.02 -0.61
社会的役割 3.30 3.26 0.27 -0.17 ＊

＊＊：P<0.01 ＊: P<0.05

70-79歳の平均の平均値 70-79歳の差の平均値

⾝体計測

体力

老研式活動
能力指標

 

図１．握力における加齢変化の近似直線（模式図） 
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同等であった。 
90 歳時と 91 歳時の家族人数を表 3 に

示した。単身者、施設入居高齢者が増加し、

2 人世帯が減少した。 
家族人数を単身者、2人世帯、3人世帯、

それ以上（施設入居含む）の 4 群に分け、

90 歳から 91 歳までの 1 年間の測定値の

加齢変化を表4に示した。家族人数別の、

有意な群間の平均値の差は、老研式活動

能力指標（合計得点）のみにみられた。群

間の有意差はみられなかったものの、「社

会的役割」が施設入居者を含む同居家族 4
人以上の群で低く、変化量も大きかった。 
「社会的役割」意識は、他の測定項目と

等しく、79 歳以降に著しく低下した。ま

た、90 歳以降は、施設入居を含めた 4 人

以上の世帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯

と比較して著しく低値となった。しかし、

79 歳以降の生存・死亡群の比較おいては、

社会的役割に有意な差がみられず、「手段

的自立」に差がみられたことから、生命維

持への影響は身体機能ほど大きくないこ

表２．生存群・死亡群別 70-79 歳までの身体計測 体力 老研式活動能力の変化量 

 

生存 死亡 生存 死亡
身長 (cm) 155.6 157.5 -0.89 -1.44
体重 (kg) 55.0 54.4 -0.63 -2.72 ＊＊

BMI (kg/m2) 22.7 21.9 -0.30 -0.70 ＊

握力 (kg) 33.0 33.8 -0.63 -2.00 ＊

開眼片脚立ち (sec) 48.5 47.1 -31.70 -28.30
合計得点 (score) 11.81 11.54 0.24 -0.72 ＊

手段的自立 4.84 4.61 ＊ -0.04 -0.50 ＊

知的能動性 3.68 3.67 0.02 -0.61
社会的役割 3.30 3.26 0.27 -0.17 ＊

＊＊：P<0.01 ＊: P<0.05

70-79歳の平均の平均値   70-79歳の差の平均値
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とが推測された。 
補足：千葉県安房郡鋸南町にて、台風被災

3 か月後に再開した住民主体の健康体操

教室において、72 名（平均年齢 76.1±8.4
歳）を対象に、「あなたのお住いの地域は

困ったときに助け合い支えあうと思いま

すか」と質問した。そう思う 64.6％、ど

ちらかといえばそう思う 32.9％、どちら

かといえばそう思わない 2.4％の回答で

あった。健康体操教室に参加する健康意

識の高い対象者に限られているが、「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」を足

した 97.5％の回答率は、斎藤らの報告

68.6％5)、東京都の報告 70％以内（70.80
歳代男女）6)と比較して高かった。 
 

４．まとめ 

 
ソーシャルキャピタルを高齢者個人の

人脈（家族人数と社会的役割）として、ソ

ーシャルキャピタルが当人の健康状態

（身体機能・生存）に及ぼす影響を検討し

た。91 歳の高齢者 49 名と 80 歳から 90
歳までに死亡が確認された高齢者 115 名

を対象とし、70 歳、71 歳、79 歳、90 歳、

91 歳時の、身体計測、体力、老研式活動

能力指標の加齢変化を比較した。老研式

活動能力指標の下位尺度である「社会的

役割」意識は、生存群では、死亡群とは異

なり、70-79 歳までの間に低下はみられず、

79 歳以降に著しく低下した。また、90 歳

以降は、施設入居を含めた 4 人以上の世

表３．90 歳 91 歳時の家族人数 

 

70歳※ 90歳 91歳
人数 597 49 49

家族数 単⾝ (%) 9.4 20.4 24.5
2名 (%) 45.7 44.9 32.7
3名 (%) 15.7 22.4 24.5
4名以上
（施設入居含
む）

(%) 29.1 12.2 18.4

介護状態 要支援 (人) ― 9 10
要介護 (人) ― 2 3

※70歳時の家族数は「口腔保健と全⾝的な健康状態の関係」資料集より

表４．家族人数別 老研式活動能力指標 

 

90歳 91歳 90歳 91歳
家族数 人数 平均値 平均値 平均値 平均値
単⾝ 12 11.75 11.00 -0.75 3.33 2.91 -0.42
2名 16 10.50 10.30 -0.13 2.81 2.73 -0.07
3名 12 10.41 10.81 0.45 2.83 2.81 0.00
4名以上
（施設入居含む）

9 8.22 7.89 -0.33 2.11 1.56 -0.56

群間の差

社会的役割合計得点
差の
平均値

差の
平均値

P=0.0319 P=0.0614

 

帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯と比較し

て著しく低値となった。しかし、79 歳時

の生存・死亡群の比較においては、社会的

役割に有意な差はみられなかった。「手段

的自立」に差がみられたことから、社会的

役割の生命維持への影響は身体機能ほど

大きくないことが推測された。 
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とが推測された。 
補足：千葉県安房郡鋸南町にて、台風被災

3 か月後に再開した住民主体の健康体操

教室において、72 名（平均年齢 76.1±8.4
歳）を対象に、「あなたのお住いの地域は

困ったときに助け合い支えあうと思いま

すか」と質問した。そう思う 64.6％、ど

ちらかといえばそう思う 32.9％、どちら

かといえばそう思わない 2.4％の回答で

あった。健康体操教室に参加する健康意

識の高い対象者に限られているが、「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」を足

した 97.5％の回答率は、斎藤らの報告

68.6％5)、東京都の報告 70％以内（70.80
歳代男女）6)と比較して高かった。 
 

４．まとめ 

 
ソーシャルキャピタルを高齢者個人の

人脈（家族人数と社会的役割）として、ソ

ーシャルキャピタルが当人の健康状態

（身体機能・生存）に及ぼす影響を検討し

た。91 歳の高齢者 49 名と 80 歳から 90
歳までに死亡が確認された高齢者 115 名

を対象とし、70 歳、71 歳、79 歳、90 歳、

91 歳時の、身体計測、体力、老研式活動

能力指標の加齢変化を比較した。老研式

活動能力指標の下位尺度である「社会的

役割」意識は、生存群では、死亡群とは異

なり、70-79 歳までの間に低下はみられず、

79 歳以降に著しく低下した。また、90 歳

以降は、施設入居を含めた 4 人以上の世

表３．90 歳 91 歳時の家族人数 

 

70歳※ 90歳 91歳
人数 597 49 49

家族数 単⾝ (%) 9.4 20.4 24.5
2名 (%) 45.7 44.9 32.7
3名 (%) 15.7 22.4 24.5
4名以上
（施設入居含
む）

(%) 29.1 12.2 18.4

介護状態 要支援 (人) ― 9 10
要介護 (人) ― 2 3

※70歳時の家族数は「口腔保健と全⾝的な健康状態の関係」資料集より

表４．家族人数別 老研式活動能力指標 

 

90歳 91歳 90歳 91歳
家族数 人数 平均値 平均値 平均値 平均値
単身 12 11.75 11.00 -0.75 3.33 2.91 -0.42
2名 16 10.50 10.30 -0.13 2.81 2.73 -0.07
3名 12 10.41 10.81 0.45 2.83 2.81 0.00
4名以上
（施設入居含む）

9 8.22 7.89 -0.33 2.11 1.56 -0.56

群間の差

社会的役割合計得点
差の
平均値

差の
平均値

P=0.0319 P=0.0614
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とが推測された。 
補足：千葉県安房郡鋸南町にて、台風被災

3 か月後に再開した住民主体の健康体操

教室において、72 名（平均年齢 76.1±8.4
歳）を対象に、「あなたのお住いの地域は

困ったときに助け合い支えあうと思いま

すか」と質問した。そう思う 64.6％、ど

ちらかといえばそう思う 32.9％、どちら

かといえばそう思わない 2.4％の回答で

あった。健康体操教室に参加する健康意

識の高い対象者に限られているが、「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」を足

した 97.5％の回答率は、斎藤らの報告

68.6％5)、東京都の報告 70％以内（70.80
歳代男女）6)と比較して高かった。 
 

４．まとめ 

 
ソーシャルキャピタルを高齢者個人の

人脈（家族人数と社会的役割）として、ソ

ーシャルキャピタルが当人の健康状態

（身体機能・生存）に及ぼす影響を検討し

た。91 歳の高齢者 49 名と 80 歳から 90
歳までに死亡が確認された高齢者 115 名

を対象とし、70 歳、71 歳、79 歳、90 歳、

91 歳時の、身体計測、体力、老研式活動

能力指標の加齢変化を比較した。老研式

活動能力指標の下位尺度である「社会的

役割」意識は、生存群では、死亡群とは異

なり、70-79 歳までの間に低下はみられず、

79 歳以降に著しく低下した。また、90 歳

以降は、施設入居を含めた 4 人以上の世

表３．90 歳 91 歳時の家族人数 

 

70歳※ 90歳 91歳
人数 597 49 49

家族数 単⾝ (%) 9.4 20.4 24.5
2名 (%) 45.7 44.9 32.7
3名 (%) 15.7 22.4 24.5
4名以上
（施設入居含
む）

(%) 29.1 12.2 18.4

介護状態 要支援 (人) ― 9 10
要介護 (人) ― 2 3

※70歳時の家族数は「口腔保健と全⾝的な健康状態の関係」資料集より

表４．家族人数別 老研式活動能力指標 

 

90歳 91歳 90歳 91歳
家族数 人数 平均値 平均値 平均値 平均値
単⾝ 12 11.75 11.00 -0.75 3.33 2.91 -0.42
2名 16 10.50 10.30 -0.13 2.81 2.73 -0.07
3名 12 10.41 10.81 0.45 2.83 2.81 0.00
4名以上
（施設入居含む）

9 8.22 7.89 -0.33 2.11 1.56 -0.56

群間の差

社会的役割合計得点
差の
平均値

差の
平均値

P=0.0319 P=0.0614

 

帯で、単身・2 人世帯・3 人世帯と比較し

て著しく低値となった。しかし、79 歳時

の生存・死亡群の比較においては、社会的

役割に有意な差はみられなかった。「手段

的自立」に差がみられたことから、社会的

役割の生命維持への影響は身体機能ほど

大きくないことが推測された。 
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２．調査研究 

AAYYAA 世世代代ががんんササババイイババーーににおおけけるる身身体体活活動動量量とと  

抑抑ううつつ傾傾向向のの関関連連 

 
原田 圭子* 

小橋 美月* 小川 真寛* 楠木 重範** 青山 朋樹* 
 

抄録 
 
AYA（Adolescent and young adult）世代つまり思春期と若年成人世代に発症するが

んは、①他の世代に比べて患者数が少なく、②疾患構成が多様であり、③幅広いライフ

ステージで発症するので、個々の状況にあった多様なニーズが存在し、④晩期合併症の

ため長期にわたるフォローアップが必要であるという特徴がある。そのため、AYA 世代

のがんサバイバーに対する取り組みは、その他の世代に比べて遅れており、ライフステ

ージによって異なる起こりうる可能性のある身体的問題、精神心理的問題及び社会的問

題が生じるため、その問題への対応が必要であることが求められている。 
 本研究は、AYA 世代がんサバイバーにおける身体活動量と抑うつ傾向をはじめとす

る精神心理の関連を明らかにすることを目的とした。対象者は、AYA 世代がんサバイ

バー（31.3±4.1 歳）8 名であった。 身体活動量を中身体活動量（Moderate＜）群と低

身体活動量(Low)群と分類し、精神心理的尺度と比較した。両群ともに統計学的有意差

が認められなかったものの、身体活動量による精神心理的な関連が見られる可能性が、

本研究により示唆された。 
 
キーワード：AYA 世代がんサバイバー，身体活動量，抑うつ，第三期がん対策推進基本

計画 
 
* 京都大学大学院医学研究科人間健康科学専攻 

** NPO 法人 チャイルド・ケモ・ハウス 

  

 

１． はじめに 

 

1981 年以来、悪性腫瘍(がん)は日本人

の死亡原因の第１位であり 1)、国民の 2 人

に 1 人が罹患すると報告されている。 
がん治療の進歩によりがん罹患者の生

存率が高くなってきた反面、治療によっ

て生じる副作用の影響もあり、がんに対

する治療とともに生活や人生を考慮した

支持療法やサバイバーシップへの取り組

みが重要となってきている。 
2017 年度から第三期を迎えた、がん対

策の推進に関する基本的な計画であるが

ん対策推進基本計画は、「がん患者を含め

た国民が、がんを知り、がんの克服を目指

す」ことが目標とされている 2)。 
第三期がん対策推進基本計画に新たな

課題として、書き加えられた AYA
（Adolescent and young adult）世代つま

り思春期と若年成人世代に発症するがん

は、①他の世代に比べて患者数が少なく、

②疾患構成が多様であり、③幅広いライ

フステージで発症するので、個々の状況

にあった多様なニーズが存在し、④晩期

合併症のため長期にわたるフォローアッ

プが必要であるという特徴がある。その

ため、AYA 世代のがんサバイバーに対す

る取り組みは、その他の世代に比べて遅

れており、有効な対策が求められるだけ

ではなく、治療後の就学や就労 3)、結婚 4)、

出産 5)などのライフイベントに直面する

際に、様々な問題を孕んでおり、ライフス

テージによって異なる起こりうる可能性

のある身体的問題、精神心理的問題及び

社会的問題が生じるため、その問題への

対応が必要であることが求められている。 

AYA 世代がんサバイバーは、治療後心

的外傷後ストレス障害および抑うつなど

の精神医学的な問題 6)だけではなく、メタ

ボリックシンドロームなどの身体的な問

題のリスクも高い 7)。がんサバイバーを対

象とする American College of Sports 
Medicine（ACSM）8)および American 
Cancer Society (ACS）9)の身体活動ガイ

ドラインは、中程度および高強度で活動

する必要性を推奨しているにも関わらず、

AYA 世代のがんサバイバーは、ガイドラ

インより身体活動が低いと報告されてい

る 10)。 
健常者において身体活動と抑うつの関

連 11)は多く報告されているが、AYA 世代

がんサバイバーの身体活動量と抑うつを

はじめとする精神心理における関連につ

いてはほとんど検討されていない。 
 本研究にて、この関連が明らかになれ

ば、AYA 世代がんサバイバーの身体活動

量の現状や伴う問題点が明らかになり、

今後の長期的なフォローアップや介入方

法を検討する上での基礎資料として、重

要な根拠となりうる可能性があるため、

その医学的・社会的意義は大きい。そこで、

本研究では AYA 世代がんサバイバーにお

ける身体活動量と抑うつ傾向をはじめと

する精神心理の関連を明らかにすること

を目的とした。 

 

２． 方法 

 

本研究は、令和元年度の健康・体力づく

り事業財団「健康運動指導研究助成事業」

の助成金を受けて令和元年 8 月から令和

2 年 3 月の期間に実施された。本研究は、
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にあった多様なニーズが存在し、④晩期
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プが必要であるという特徴がある。その
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の精神医学的な問題 6)だけではなく、メタ

ボリックシンドロームなどの身体的な問
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象とする American College of Sports 
Medicine（ACSM）8)および American 
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ドラインは、中程度および高強度で活動

する必要性を推奨しているにも関わらず、

AYA 世代のがんサバイバーは、ガイドラ

インより身体活動が低いと報告されてい

る 10)。 
健常者において身体活動と抑うつの関

連 11)は多く報告されているが、AYA 世代

がんサバイバーの身体活動量と抑うつを

はじめとする精神心理における関連につ

いてはほとんど検討されていない。 
 本研究にて、この関連が明らかになれ

ば、AYA 世代がんサバイバーの身体活動

量の現状や伴う問題点が明らかになり、

今後の長期的なフォローアップや介入方

法を検討する上での基礎資料として、重

要な根拠となりうる可能性があるため、

その医学的・社会的意義は大きい。そこで、

本研究では AYA 世代がんサバイバーにお

ける身体活動量と抑うつ傾向をはじめと

する精神心理の関連を明らかにすること

を目的とした。 

 

２． 方法 

 

本研究は、令和元年度の健康・体力づく

り事業財団「健康運動指導研究助成事業」

の助成金を受けて令和元年 8 月から令和

2 年 3 月の期間に実施された。本研究は、
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「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」に沿って計画し、京都大学医の倫

理委員会の承認を得て実施した。（承認番

号：R2208） 
 

I. 対象者 
対象者は、AYA 世代（15～39 歳）にが

ん治療を行ったものとした。研究参加の

募集は、神戸市のチャイルド・ケモ・ハウ

スのネットワーク（患者会、ピアサポート

プログラム参加者など）を通じて、同意が

得られた者に対して調査依頼した。 
 
II. 調査項目 
A) 参加者の属性 
年齢、がん発症時の年齢、性別、婚姻歴、

がん種などを調査した。 
 
B) 身体活動量 

身体活動量は、国際標準化身体活動質

問 表 (International Physical Activity 
Questionnaire：IPAQ）の Short Version
を用いて調査した 12)13)。この結果を元に、

①1 日 20 分以上の強い身体活動を週 3 
日以上、②1 日 30 分以上の中等度の身体

活動または歩行を週 5 日以上、③歩行、

中等度の身体活動、強い身体活動のいず

れかを週 5 日以上実施しているものを

中身体活動量（Moderate＜）群、それ以

下のものを低身体活動量(Low)群と分類

した。 
 

C) レジリエンス 
レジリエンスは、様々な定義がされて

いるが「逆境をはね返す能力」14)という定

義が用いられることが多い。「逆境をはね

返す能力」は、疾患からの回復や再発予防、

あるいは発症予防を考える上で、重要な

概念だと考えられる。本研究では、レジリ

エンスを定量的に測定する質問紙のなか

で最も信頼性と妥当性が高いものの一つ

とされている 15) the 25-item Resilience 
Scale（RS-25）の日本語版 16)を用いて、

評価した。 
 
D) 抑うつ 
 抑うつは、日本語版 Hospital Anxiety 
and Depression Scale（HADS）を用いて、

不安と抑うつの2側面を評価した。Kugaya
らによって、がんサバイバーを対象とし

た抑うつの妥当性、信頼性が検証されて

いる 17)。 
 

E) 睡眠状況 
睡眠状況は、アテネ不眠尺度（Athens 

Insomnia Scale：AIS）を用いて評価した。

AIS は不眠の自己評価尺度であり，高い

信頼性と妥当性が検証されており、選択

した項目の点数を合計し4点以上で不眠の

疑いあり、6点以上で不眠とされている 18)。 
 
F) 疲労 
 疲労は、Chalder Fatigue Scale 日本語

版を用いて評価した。この尺度は、14 項
目からなり身体疲労と精神疲労の因子に

よって構成されている 19)。 
スコアが高いほど疲労度が高い状況に

あることを示し、15 点以上で慢性疲労の

可能性がありと評価される 20)。 
 
G) 主観的健康感 
主観的健康感は、SF-36®を用いて評価

 

した。SF-36®は、健康関連 QOL の測定に

高い信頼性・妥当性を持つ尺度である。 
身体機能、日常役割機能（身体）、痛み、

全体的健康感、活力、社会生活機能、日常

役割機能（精神）、心の健康の 8 つの下位

尺度、合計 36 項目の質問からなる 21)。 
 

III. 分析方法 
記述統計の数値は全て平均値±標準誤

差で表した。 群間における平均値の差は、

対応のない t 検定、もしくは Mann-
Whitney の U 検定により比較した。 

 

３． 結果と考察 

 

Table.1 に参加者の特性を示す。本研究

には、8 名の AYA 世代がんサバイバーが

参加した。平均年齢は 31.3 ± 4.1 歳、がん

診断時年齢は平均 23.3 ± 6.4 歳であった。 
経験した治療は、手術が 3 名、化学治療

が 7 名、放射線療法が 4 名、骨髄移植が

2 名だった。がん種は、白血病 4 名、絨毛

がん 1 名、甲状腺がん 1 名、子宮頸がん

1 名、消化管間質腫瘍 1 名だった。 
Table.2 に、Low 群、Moderate＜群の

精神心理的尺度の結果を示した。レジリ

エンスの評価である RS-25 は両群ともに

同等の結果を示し、また本研究の参加者

と同等の年代を対象とした研究 16)におい

ても、本研究と同等の得点を示した。 
HADS は Kugaya らの基準によると、

不安の合計点が 8 点以上を不安状態、う

つの合計点が11点以上を抑うつ状態と評

価している 17)。本研究において、Kugaya
らの報告を元に検討すると、うつは両群

ともに 11 点以下であるにも関わらず、不

安は Low 群においてカットオフ値より高

い得点を示した。 
睡眠では AIS におけるカットオフ値で

ある 6 点以上が不眠とされている 18)が、

Moderate＜群はカットオフ値より低い

得点であるにも関わらず、Low 群におい

てカットオフ値より高い得点を示した。 
 疲 労 の 評 価 尺 度 で あ る Chalder 
Fatigue Scale において、慢性疲労の可能

性ありと評価されるカットオフ値は 15
点以上とされている。本研究において、両

群ともにカットオフ値より高い得点を示

した。 
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診断時年齢は平均 23.3 ± 6.4 歳であった。 
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らの報告を元に検討すると、うつは両群
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てカットオフ値より高い得点を示した。 
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20 歳代で約 4,200 例、30 歳代で約 16,300
例と推計されている 22)。故に、研究参加
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心理的な関連が見られる可能性が、本研
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2018年

12月10日 ～月
2019年

木 （消印有効）1月10日

平成31年度 健康・体力づくり事業財団平成31年度 健康・体力づくり事業財団

健康運動指導研究助成健康運動指導研究助成

募集のご案内募集のご案内

研究課題 研究課題

※【評価の視点】は、研究公募にあたり、期待される研究の特徴を示すもの
ですが、これらの特徴を満たさないと研究が採択されないといった必須
条件ではありません。

助成金額… 30～50万円 15件以内 助成金額… 100万円 5件以内



平成 3１年度健康・体力づくり事業財団健康運動指導研究助成 

募集要項 

１１．． 目目的的  

 超高齢社会を迎え健康寿命の延伸をめざす我が国において、運動やスポーツの

価値に関心が集まり、質の高い運動指導が求められています。本研究助成は、健康

運動指導士、健康運動実践指導者の自由な発想に基づく運動指導における実践研

究や、地域・職域における健康・体力づくり、課題解決のための調査研究を支援す

ることにより、運動指導の充実・強化とともに運動指導者の資質向上を図り、もっ

て国民の健康・体力づくりに寄与することを目的とします。 

 

２２．． 研研究究区区分分とと応応募募資資格格  

（１） 実践研究 

「３．研究課題」の（１）～（３）に該当するもので、運動指導活動における検

証や、課題解決のための研究です。 

【応募資格】健康運動指導士又は健康運動実践指導者の資格を有する者とします。 

大学・研究機関において研究活動を主な業務とされている方より、

指導活動を主な業務とされている方を優先します。 

（２）調査研究 

「３．研究課題」の（４）（５）に該当するもので、我が国の健康・体力づくり

に貢献できる、地域・職域における健康・体力づくり推進のための研究です。 

【応募資格】健康運動指導士又は健康運動実践指導者の資格を有する者とします。 

 

※「応募資格」における健康運動指導士、健康運動実践指導者の資格を有する者

とは研究採択時(平成 31 年 4 月)から研究報告時(平成 32 年 5 月)までの間、資

格を有する者をいいます。 

※一つの研究テーマは、一つの枠にしか申請できません。 
 

３３．． 研研究究課課題題  

（１） （実践研究）運動指導における実践研究 

（２） （実践研究）運動指導に関する課題解決のための研究 

（３） （実践研究）運動指導にかかわる人材育成に関する研究 

（４） （調査研究）地域における健康・体力づくりを推進する研究 

（５） （調査研究）職域における健康・体力づくりを推進する研究 

          

４４．． 研研究究期期間間  

平成３１年５月から平成３２年３月３１日 

研究タイトル

現現在在ののごご自自身身のの実実践践ににつついいてて

■主な活動分野・
対象者

■実践報告

上上記記のの実実践践をを背背景景ととししたた研研究究目目的的やや計計画画ををごご記記入入くくだだささいい

■目的（仮説）

■方法
(1)対象者

(2)評価項目

(3)検証手順と
スケジュール

見見込込ままれれるる成成果果やや、、期期待待さされれるる健健康康運運動動指指導導者者のの価価値値向向上上やや活活動動へへのの波波及及効効果果ににつついいてて

現在行っている健康支援事業やプ
ログラムの内容、そこでの成果を
記載してください。

何を明らかにしたいですか？
それはどのような結果に
なりそうですか？

１１．．実実施施計計画画 【【実実践践研研究究 課課題題番番号号（（ ））】】

※【調査研究】枠の申請用紙はHPをご覧ください。

どのような人を何人対象にしますか？ど
うやって集めますか？

どんな質問項目や測定項目で検証しますか？

どのような手順で研究を行いますか？
１年をどのようなスケジュールで
組み立てますか？

枠の大きさは変えていただいてかまいませんが、
Ａ４・１枚で作成してください

研究の背景となる実践を
お知らせください！

健康運動支援にかかわる現場の指導者の方が申請しやすくするために、【【実実践践研研究究】】 枠の

申請用紙は、研究の背景となるごご自自身身のの実実践践 を ご記入いただけるようになっています。



平成 3１年度健康・体力づくり事業財団健康運動指導研究助成 

募集要項 

１１．． 目目的的  

 超高齢社会を迎え健康寿命の延伸をめざす我が国において、運動やスポーツの

価値に関心が集まり、質の高い運動指導が求められています。本研究助成は、健康

運動指導士、健康運動実践指導者の自由な発想に基づく運動指導における実践研

究や、地域・職域における健康・体力づくり、課題解決のための調査研究を支援す

ることにより、運動指導の充実・強化とともに運動指導者の資質向上を図り、もっ

て国民の健康・体力づくりに寄与することを目的とします。 

 

２２．． 研研究究区区分分とと応応募募資資格格  

（１） 実践研究 

「３．研究課題」の（１）～（３）に該当するもので、運動指導活動における検

証や、課題解決のための研究です。 

【応募資格】健康運動指導士又は健康運動実践指導者の資格を有する者とします。 

大学・研究機関において研究活動を主な業務とされている方より、

指導活動を主な業務とされている方を優先します。 

（２）調査研究 

「３．研究課題」の（４）（５）に該当するもので、我が国の健康・体力づくり

に貢献できる、地域・職域における健康・体力づくり推進のための研究です。 

【応募資格】健康運動指導士又は健康運動実践指導者の資格を有する者とします。 

 

※「応募資格」における健康運動指導士、健康運動実践指導者の資格を有する者

とは研究採択時(平成 31 年 4 月)から研究報告時(平成 32 年 5 月)までの間、資

格を有する者をいいます。 

※一つの研究テーマは、一つの枠にしか申請できません。 
 

３３．． 研研究究課課題題  

（１） （実践研究）運動指導における実践研究 

（２） （実践研究）運動指導に関する課題解決のための研究 

（３） （実践研究）運動指導にかかわる人材育成に関する研究 

（４） （調査研究）地域における健康・体力づくりを推進する研究 

（５） （調査研究）職域における健康・体力づくりを推進する研究 

          

４４．． 研研究究期期間間  

平成３１年５月から平成３２年３月３１日 

研究タイトル

現現在在ののごご自自身身のの実実践践ににつついいてて

■主な活動分野・
対象者

■実践報告

上上記記のの実実践践をを背背景景ととししたた研研究究目目的的やや計計画画ををごご記記入入くくだだささいい

■目的（仮説）

■方法
(1)対象者

(2)評価項目

(3)検証手順と
スケジュール

見見込込ままれれるる成成果果やや、、期期待待さされれるる健健康康運運動動指指導導者者のの価価値値向向上上やや活活動動へへのの波波及及効効果果ににつついいてて

現在行っている健康支援事業やプ
ログラムの内容、そこでの成果を
記載してください。

何を明らかにしたいですか？
それはどのような結果に
なりそうですか？

１１．．実実施施計計画画 【【実実践践研研究究 課課題題番番号号（（ ））】】

※【調査研究】枠の申請用紙はHPをご覧ください。

どのような人を何人対象にしますか？ど
うやって集めますか？

どんな質問項目や測定項目で検証しますか？

どのような手順で研究を行いますか？
１年をどのようなスケジュールで
組み立てますか？

枠の大きさは変えていただいてかまいませんが、
Ａ４・１枚で作成してください

研究の背景となる実践を
お知らせください！

健康運動支援にかかわる現場の指導者の方が申請しやすくするために、【【実実践践研研究究】】 枠の

申請用紙は、研究の背景となるごご自自身身のの実実践践 を ご記入いただけるようになっています。



 

５５．． 助助成成金金額額  

総額８００万円 

（１） 実践研究 １研究につき３０～５０万円        １５件以内 

（２） 調査研究 １研究につき１００万円を上限とするもの ５件以内 

※応募状況により、「実践」「調査」の配分金額は変わります。 

 

６６．．対対象象経経費費  

研究に直接必要な経費とします。 

諸謝金、旅費、使用料及び賃借料、印刷製本費、資料購入費、消耗品費、測定

器材費、通信運搬費、雑役務費、会議費、保険料。 

※対象となる経費は、「研究助成の手引き」をご参照ください。 

 

７７．． 申申請請方方法法  

当財団ホームページより申請フォームをダウンロードして必要事項を記入し、

簡易書留等、記録の残る方法で提出してください。ＦＡＸやメールでの提出は認め

られません。 

 

【申請書ダウンロード】 

 http://www.health-net.or.jp/tyousa/josei/index.html 

 

【申請書送付先・問い合わせ先】 

〒105-0021 東京都港区東新橋 2-6-10 大東京ビル 7 階 

公益財団法人健康・体力づくり事業財団 事業部 

℡03-6430-9114 Fax03-6430-9211 

 

８８．． 申申請請受受付付期期間間  

   平成３０年１２月１０日～平成３１年１月１０日（消印有効） 

 

９９．．選選考考方方法法・・選選考考基基準準・・評評価価のの視視点点  

   外部有識者で構成する選考委員会において選考します。 

   【選考基準】 

    ・研究課題や目的が明確であり、公益目的にかなっているか。 

    ・研究内容が先駆的・独創的であるか。 

    ・研究デザインが的確で、目的を達成しうるエビデンスを得られるか。 

    ・研究費用・スケジュールが妥当であるか。 

    ・研究成果を現場の運動指導に生かしていける波及性があるか。 

 

【評価の視点】 

（（１１））実実践践研研究究  

・健康運動指導者の価値向上や人材活用が期待できるか。 

・実践現場で活用できる具体的な成果（運動プログラム、ツール、ガイド 

 ブック等）が期待できるか。 

（（２２））調調査査研研究究  

・研究者個人や研究者の所属する団体に留まらず、広く波及効果が期待で 

 きる研究であり、健康運動指導者の価値向上や人材活用が期待できるか。 

・複数団体（大学・研究所、医療機関、健康増進施設、自治体、民間企業 

等）による共同研究として実施されるか。 

・地域や健康増進施設等における事業や施策に活かせるか。 

※上記は、研究公募にあたり、期待される研究の特徴を示すものですが、これら 

 の特徴を満たさないと研究が採択されないといった必須条件ではありません。 

 

１１００．．選選考考結結果果のの通通知知 

    平成３１年４月（予定）に郵送にて通知します。 

 

１１１１．．研研究究報報告告 

研究終了後、別紙に定める完了報告書（成果報告・実績報告・支出内訳）を提

出してください。また、当財団が開催する贈呈式兼研究報告会（選考委員および

次年度研究採択者が参加）において、研究成果を報告していただきます。当財団

では、ホームページと広報誌「健康づくり」で研究成果を公表するとともに、全

研究の報告書を作成し、関係団体に周知します。 

※研究代表者の贈呈式と報告会の旅費は、助成金とは別に当財団が負担します。 

 

１１２２．．そそのの他他 

（１）助成にかかる領収書等の証拠書類は、研究終了後５年間の保存義務があり 

ます。 

（２）他の助成を受けている研究、あるいは受けることが決定した研究は助成対 

象となりません。 

（３）研究代表者の「氏名」「所属」「研究タイトル」「助成金額」については、

当財団ホームページをはじめとする当財団の広報媒体に掲載し、その研究内容

については、当財団の広報資料に使用させていただくことがあります。 

 

 



 

５５．． 助助成成金金額額  

総額８００万円 

（１） 実践研究 １研究につき３０～５０万円        １５件以内 

（２） 調査研究 １研究につき１００万円を上限とするもの ５件以内 

※応募状況により、「実践」「調査」の配分金額は変わります。 

 

６６．．対対象象経経費費  

研究に直接必要な経費とします。 

諸謝金、旅費、使用料及び賃借料、印刷製本費、資料購入費、消耗品費、測定

器材費、通信運搬費、雑役務費、会議費、保険料。 

※対象となる経費は、「研究助成の手引き」をご参照ください。 

 

７７．． 申申請請方方法法  

当財団ホームページより申請フォームをダウンロードして必要事項を記入し、

簡易書留等、記録の残る方法で提出してください。ＦＡＸやメールでの提出は認め

られません。 

 

【申請書ダウンロード】 

 http://www.health-net.or.jp/tyousa/josei/index.html 

 

【申請書送付先・問い合わせ先】 

〒105-0021 東京都港区東新橋 2-6-10 大東京ビル 7 階 

公益財団法人健康・体力づくり事業財団 事業部 

℡03-6430-9114 Fax03-6430-9211 

 

８８．． 申申請請受受付付期期間間  

   平成３０年１２月１０日～平成３１年１月１０日（消印有効） 

 

９９．．選選考考方方法法・・選選考考基基準準・・評評価価のの視視点点  

   外部有識者で構成する選考委員会において選考します。 

   【選考基準】 

    ・研究課題や目的が明確であり、公益目的にかなっているか。 

    ・研究内容が先駆的・独創的であるか。 

    ・研究デザインが的確で、目的を達成しうるエビデンスを得られるか。 

    ・研究費用・スケジュールが妥当であるか。 

    ・研究成果を現場の運動指導に生かしていける波及性があるか。 

 

【評価の視点】 

（（１１））実実践践研研究究  

・健康運動指導者の価値向上や人材活用が期待できるか。 

・実践現場で活用できる具体的な成果（運動プログラム、ツール、ガイド 

 ブック等）が期待できるか。 

（（２２））調調査査研研究究  

・研究者個人や研究者の所属する団体に留まらず、広く波及効果が期待で 

 きる研究であり、健康運動指導者の価値向上や人材活用が期待できるか。 

・複数団体（大学・研究所、医療機関、健康増進施設、自治体、民間企業 

等）による共同研究として実施されるか。 

・地域や健康増進施設等における事業や施策に活かせるか。 

※上記は、研究公募にあたり、期待される研究の特徴を示すものですが、これら 

 の特徴を満たさないと研究が採択されないといった必須条件ではありません。 

 

１１００．．選選考考結結果果のの通通知知 

    平成３１年４月（予定）に郵送にて通知します。 

 

１１１１．．研研究究報報告告 

研究終了後、別紙に定める完了報告書（成果報告・実績報告・支出内訳）を提

出してください。また、当財団が開催する贈呈式兼研究報告会（選考委員および

次年度研究採択者が参加）において、研究成果を報告していただきます。当財団

では、ホームページと広報誌「健康づくり」で研究成果を公表するとともに、全

研究の報告書を作成し、関係団体に周知します。 

※研究代表者の贈呈式と報告会の旅費は、助成金とは別に当財団が負担します。 

 

１１２２．．そそのの他他 

（１）助成にかかる領収書等の証拠書類は、研究終了後５年間の保存義務があり 

ます。 

（２）他の助成を受けている研究、あるいは受けることが決定した研究は助成対 

象となりません。 

（３）研究代表者の「氏名」「所属」「研究タイトル」「助成金額」については、

当財団ホームページをはじめとする当財団の広報媒体に掲載し、その研究内容

については、当財団の広報資料に使用させていただくことがあります。 

 

 



       

 

 

 

● 健康運動指導研究助成選考委員 

 

選考委員⻑ 福永 哲夫  ⿅屋体育大学前学⻑ 

／東京大学・早稲田大学名誉教授 

選考委員 井上 茂  東京医科大学公衆衛⽣学分野主任教授 

選考委員 勝川 史憲  慶応義塾大学スポーツ医学研究センター所⻑ 

選考委員 木村 みさか  京都先端科学大学健康医療学部教授 

選考委員 沢井 史穂  日本⼥⼦体育大学スポーツ健康学科教授 

選考委員 鈴木 志保⼦  神奈川県⽴保健福祉大学栄養学科教授 

選考委員 田中 喜代次  筑波大学名誉教授 

選考委員 ⻄多 昌規  早稲田大学スポーツ科学学術院准教授 

選考委員 萩 裕美⼦  東海大学体育学部教授 

選考委員 山口 泰雄  流通科学大学教授／神⼾大学名誉教授 

（50 ⾳順・敬称略／ご所属は令和 2 年 3 月現在） 
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